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１

【Ｐ】

前回訓練結果に
対する分析・評
価が行われ、全
体を網羅した情
報フローへ反映
している

全体を網羅した
情報フローを作
成している

情報フローを作
成しているもの
の、全体が網羅
されていない又
は情報フローを
作成していない

A A A

２－１
事故・プラントの状
況

3.9 a 3.9 a 3.7 a

２－２
進展予測と事故収束
対応戦略

3.8 a 3.9 a 3.3 a

２－３
戦略の進捗状況

3.7 a 3.7 a 3.2 a

３－１
プラント情報表示シ
ステムの使用（ＥＲ
ＳＳ又はＳＰＤＳ等
を使用した訓練の実
施）

プラント情報表
示システムの使
用に習熟し、情
報共有に活用し
た

情報共有に支障
があり、改善の
余地がある

A 3.9 A 3.5 A 3.8

３－２
リエゾンの活動

情報共有に係る
即応センターの
補助ができてい
た

情報共有に支障
があり、改善の
余地がある

A 3.8 A 3.5 A 3.6

３－３
ＣＯＰの活用

ＣＯＰがＥＲＣ
プラント班に共
有され、情報共
有に資した

情報共有に支障
があり、改善の
余地がある

A 3.8 A 3.8 A 3.9

３－４
ＥＲＣ備付け資料の
活用

情報共有におい
て必要な際、備
付け資料が活用
されていた

情報共有に支障
があり、改善の
余地がある

A 3.7 A 3.5 A 3.6

４

【Ｄ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

A A A

５

【Ｐ】

訓練実施計画等
が、前回までの
訓練の課題につ
いて検証できる

訓練実施計画等
が、一部前回ま
での訓練の課題
について検証で
きない

訓練実施計画等
が、前回までの
訓練の課題につ
いて検証できな
い

A A A

６

【Ｐ】

難度が高く多様
なシナリオに取
り組んでいた

適度なシナリオ
であり、シナリ
オの多様化に努
めていた

平易なシナリオ
であった

A A A

７

【Ｄ】

緊急時対策所と
連携した事故シ
ナリオに基づく
現場実動訓練を
１回以上実施
（他原子力事業
者評価者を受入
れあり）

緊急時対策所と
連携した事故シ
ナリオに基づく
現場実動訓練を
１回以上実施
（他原子力事業
者評価者受入れ
なし）

緊急時対策所と
連携した事故シ
ナリオに基づか
ない現場実動訓
練を実施

A A A

８

【Ｄ】

５つ該当 ４つ該当 ３つ以下

A A A

９

【Ｄ】

実動が３つ 実動が２～１ 実動なし

A (B) A

１０

【Ａ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

A A A

１１

【Ｃ】
【Ａ】

①～③が実施さ
れてる

①及び②まで実
施されている

①のみ実施

A A A

【Ｐ】

【Ｄ】

【Ｐ】

【Ｐ】

【Ｐ】
【Ｄ】
【Ｐ】
【Ｄ】

届出日 83日 90日 70日

89.5% 87.7% 87.6%

ＥＲＣプラント班への備え
付け資料に係る説明実績

１０条通報に要した時間

参考 合計点数

得点率

中期計画の見直し

シナリオ非提示型訓練の実
施状況

緊急時対応要員の訓練参加
率（事業所）

緊急時対応要員の訓練参加
率（即応センター）

評価指標だけで表せな
い取組等を記述する。

71.6 /80点 65.8 /75点(コロナ中止項目を含めない)

訓練報告書届出日 訓練後経過日数 2月13日 5月21日
○指標2,3は、ﾌﾟﾗﾝﾄ班ｱﾝｹｰﾄ(5段階(大変良い5,大変悪い1)
の加重平均(3以上a,2以上b,2未満cで表記)
○その他の指標は、Aは5点、Bは2.9点、Cは1.9点で計算
○新型コロナウィルス感染症対策のため実施できなかった
項目(評価が括弧付き)は合計から外す

５つ該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり
○記者等の社外プレーヤの参加
　・あり(新聞社､ﾒﾃﾞｨｱﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ講師)※12/6玄海で実施
○他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤの参加
　・あり（四国電力）※12/6玄海で実施
○模擬記者会見の実施
　・あり　※12/6玄海で実施
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページ

５つ該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり
○記者等の社外プレーヤの参加
　・あり(新聞社)
○他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤの参加
　・あり（北海道電力）
○模擬記者会見の実施
　・あり
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページ

４つ該当

○他原子力事業者への視察
　・即応センター：5訓練、緊急時対策所：3訓練
○自社訓練の視察受入れ
　・あり
○ピアレビュー等の受入れ
　・北海道電力､東京電力HD
○他原子力事業者の現場実動訓練への視察
　・柏崎刈羽、福島第一

①～③が実施されてる

○3件の問題点から4件の課題が抽出されている
○4件の課題に対して原因分析がされている
○4件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
なし

４つ該当

○他原子力事業者への視察
　・即応センター：7訓練、緊急時対策所：6訓練
○自社訓練の視察受入れ
　・あり
○ピアレビュー等の受入れ
　・北海道電力
○他原子力事業者の現場実動訓練への視察
　・柏崎刈羽、女川

実動が３つ

○原子力事業者間の支援活動
・四国電力
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
・薩摩川内市隈之城用地（設置・運営訓練、発電所支援に係る本店
即応センターとの連携訓練）
○原子力緊急事態支援組織との連動
・遠隔操作資機材の操作訓練（要素訓練として実施）

実動が２～１　※新型ｺﾛﾅｳｨﾙｽ感染症拡大防止対策のため

－原子力事業者間の支援活動
・＜中止＞北海道電力、東京電力HDを計画
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
・女川地域総合事務所（TV会議による本店との連携）
・＜中止＞テント設営、スクリーニング除染訓練を計画
○原子力緊急事態支援組織との連動
・遠隔操作資機材の操作訓練（要素訓練として実施）

対象外

○最大11分
　○第6報     11分、○第9報      8分
　○第11報     5分

①～③が実施されてる

○3件の問題点から3件の課題が抽出されている
○3件の課題に対して原因分析がされている
○3件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている
※上記の他、更なる向上を図るための課題を1件抽出

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
なし

対象外

○最大6分
　○第3報     5分、○第6報     6分
　○第8報     6分

①～③が実施されてる

○4件の問題点から6件の課題が抽出されている
○6件の課題に対して原因分析がされている
○6件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
なし

○最大5分
　○第4報     4分、○第6報     3分
　○第8報     5分、○第9報     3分
　○第10報    4分、○第11報    4分
　○第12報    4分

2019年10月3日実施

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

○発災を想定する号機(複数号機又は全号機)
　　全号機(2/2基)でAL以上

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　1号機(適合)　 AL:2､SE:4､GE:4
　2号機(適合) 　AL:1､SE:1､GE:0

○場面設定など（5つ以上付与）
　・時間　　　：－
　・場所　　　：－
　・気象　　　：－
　・体制　　　：－
　・資機材　　：－
　○計器故障　：CV高レンジエリアモニタ（高レンジ）
　○人為的ミス：EAL判断に係る誤情報
　○ＯＦＣ対応：要員派遣
　○判断分岐　：シナリオ判断ポイント(ｼﾅﾘｵ分岐なし)
　○その他　　：・汚染傷病者
　　　　　　　　・住民避難支援対応
　　　　　　　　・非発災発電所（玄海）による支援

【シナリオ概要】
1号機は、地震により原子炉トリップ及び原子炉冷却材漏えいが発
生。漏えい量が増加し、ECCSが作動するが、非常用ディーゼル発電
機の全台停止（全交流動力電源喪失）に伴いECCS機能が喪失し、15
条事象に至る。常設電動注入ポンプによる代替格納容器スプレイを
実施。
2号機は、地震により原子炉トリップ、SFPからの漏えい及び外部電
源喪失が発生。SFPからの漏えい継続により、10条事象に至る。消防
自動車等によりSFP補給を実施。

現場実動訓練を１回以上実施（評価者受入れあり）

○現場実動訓練を実施
・実施状況：総合訓練で実施
・テーマ　：2号機ｼﾅﾘｵと連動し中間受槽設置、消防自動車による注
水
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：あり（ﾎｰｽからの漏えい）
・連携状況：現場、緊急時対策所
・他事業者評価：四国電力

川内原子力発電所

A

10月4日

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フ
ローへ反映している

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行わ
れている

○事故進展プラント状況の報告は良かった。しかし、戦略
対応や進捗については情報が限定的であった。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤13%､④42%､③46%､②0%､①0%
・断片的ではなく、適時に全体を俯瞰した現況をわかりや
すく説明している

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤4%､④33%､③54%､②8%､①0%
・設備状況戦略シートを使って直ぐやる戦略は分かるが、
その次といった全体の戦略が見えない

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤4%､④13%､③83%､②0%､①0%
・事故進展プラント状況の報告は良かったが、戦略対応や
進捗については情報が限定的だった

４つ該当

○通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れなし(第4報)
　○15条:誤記・記載漏れなし(第8報)
【参考】その他訂正報
　○なし

○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○EAL判断フロー等を用いて説明した

○１０条確認会議等の対応
　○10条確認:4分(判断14:37,確認14:41)
　○15条認定:3分(判断15:13,認定15:16)
　○判断根拠､進展予測､対応戦略を簡潔に説明した

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後31分,45分間隔(最大)
　※プラント状況、MP情報が1報のみ
【参考】報告内容
　○発生事象と対応の概要                　    3報
　▲ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等  1報
　15:08(第7報)対応の概要
　15:53(第13報)対応の概要
　16:09(第14報)対応の概要､プラント状況,放出見通

　

プラント情報表示システムの使用に習熟し、情報共有に活用し
た

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤4%､④70%､③26%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・緊急時対策所においても、本部長及び総括班長にプラントの
状況をERSS、概略系統図及びクロノロ等を利用し、迅速に活動
していた

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤11%､④42%､③47%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・書画装置を用いた説明で使用された資料が速やかにERC内で
情共有されたことは良好

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤14%､④59%､③27%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・SFPのCOPは有効であった。新しい情報を手書きでCOPに記載
されてもよい

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤4%､④52%､③39%､②4%､①0%
【良好事例、不足する点】
・SFP関係の新たに作成した資料については概ね説明資料とし
て使えるものであった

A

必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行わ
れている

○一部、ERCから確認することにより状況説明されるものが
あったものの、基本的に状況等が前広に共有されていた。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤21%､④50%､③29%､②0%､①0%
・断片的ではなく、適時に全体を俯瞰した現況をわかりや
すく説明している

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤21%､④50%､③29%､②0%､①0%
・事象進展や事故収束戦略・予測進展の変更といった状況
変化時にわかりやすく説明している

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤17%､④33%､③50%､②0%､①0%
・事故収束対応戦略の進捗として、実績や見込みについて
わかりやすく説明している

現場実動訓練を１回以上実施（評価者受入れあり）

○現場実動訓練を実施
・実施状況：総合訓練で実施
・テーマ　：電源確保訓練(ケーブル敷設､電源車起動)
・・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：あり(対応要員負傷)
・連携状況：現場、緊急時対策所、即応センター
・他事業者評価：東京電力HD

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している

４つ該当

○通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れなし(第3報)
　○15条:誤記・記載漏れなし(第6報)
【参考】その他訂正報
　○なし

○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○防災業務計画やEALフロー図を用いて説明した

○１０条確認会議等の対応
　○10条確認:6分(判断10:04,確認10:10)
　○15条認定:7分(判断11:04,認定11:11)
　○判断根拠､進展予測､対応戦略を簡潔に説明した

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後47分,49分間隔(最大)
　※プラント状況、MP情報が1報のみ
【参考】報告内容
　○発生事象と対応の概要                   　 2報
　▲ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等  1報
　10:51(第5報)対応の概要､プラント状況､MP､負傷者
　11:40(第9報)対応の概要

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

○発災を想定する号機(複数号機又は全号機)
　　複数号機(2/3基)でAL以上

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　1号機(未適合) AL:0､SE:0､GE:0
　2号機(適合)　 AL:4､SE:2､GE:2
　3号機(未適合) AL:1､SE:1､GE:0

○場面設定など（5つ以上付与）
　・時間　　　：－
　○場所　　　：アクセス道路不具合
　・気象　　　：－
　・体制　　　：－
　・資機材　　：－
　○計器故障　：SPDS不具合によるERSS伝送不良
　○人為的ミス：EAL判断に係る誤情報
　○ＯＦＣ対応：要員派遣及び情報共有
　○判断分岐　：シナリオ検証ポイント(ｼﾅﾘｵ分岐なし)
　○その他　　：EAL非該当の判断・対応

【シナリオ概要】
2号機において、自然災害（地震）を起因とした残留熱除去機能の喪
失、原子炉注水機能の喪失等により、原災法第10条事象および同法
第15条事象に至る。最終対応処置は､残留熱除去系により注水と除熱
を実施した｡
3号機において、自然災害（地震）を起因とした使用済燃料プールの
冷却機能喪失により原災法第10条事象に至る。最終対応処置は､漏え
い箇所の隔離および注水により水位回復を実施した｡

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フ
ローへ反映している

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた
対策

確実な通報・連絡の実施
①通報文の正確性
②ＥＡＬ判断根拠の説明
③１０条確認会議等の対応
④第２５条報告

４つ該当

○通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れなし(第6報)
　○15条:誤記・記載漏れなし(第11報)
【参考】その他訂正報
　▲25条報告 添付有無(第8報訂正報)
　▲25条報告 添付有無(第8報再訂正報)
　▲25条報告 MP指示値(第12報訂正報)

○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○防災業務計画やEALフロー図を用いて説明した

○１０条確認会議等の対応
　○10条確認:5分(判断10:13,確認10:18)
　○15条認定:4分(判断11:02,認定11:06)
　○判断根拠､進展予測､対応戦略を簡潔に説明した

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後28分,32分間隔(最大)
【参考】報告内容
　○発生事象と対応の概要                      3報
　○ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等  3報
　10:41(第8報)対応の概要､プラント状況､MP､負傷者
　11:13(第12報)対応の概要､プラント状況､MP､負傷者
　11:35(第13報)対応の概要､プラント状況､MP､負傷者

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している

実動が３つ

○原子力事業者間の支援活動
・日本原燃、電源開発
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
・青森支店（移動、スクリーニング、除染活動（防護服を着用）、
ＴＶ会議による本店との連携）
○原子力緊急事態支援組織との連動
・遠隔操作資機材操作訓練(要素訓練として実施)

５つ該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり
○記者等の社外プレーヤの参加
　・あり(新聞社)
○他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤの参加
　・あり（東京電力HD）
○模擬記者会見の実施
　・あり
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページ

現場実動訓練を１回以上実施（評価者受入れあり）

○現場実動訓練を実施
・実施状況：総合訓練で実施
・テーマ　：電源車を建屋に寄せ付け､電源ｹｰﾌﾞﾙ敷設
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：あり(地震(余震)発生時の対応)
・連携状況：現場、緊急時対策所、即応センター
・他事業者評価：東京電力HD、中部電力、日本原燃

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

○発災を想定する号機(複数号機又は全号機)
　全号機(1/1基)でAL以上

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　1号機(適合)　  AL:4､SE:4､GE:2

○場面設定など（5つ以上付与）
　・時間　　　：－
　○場所　　　：アクセスルート不具合
　・気象　　　：－
　・体制　　　：－
　○資機材　　：RHR異常兆候､RCIC流量変動､DG出力変動
　○計器故障　：原子炉水位計異常
　○人為的ミス：EAL判断に係る誤情報
　○ＯＦＣ対応：要員派遣及び情報共有
　○判断分岐　：シナリオ検証ポイント(ｼﾅﾘｵ分岐なし)
　○その他　　：・複数の汚染傷病者
　　　　　　　　　(異なる現場で発生分任体制で対応)
　　　　　　　　・ＥＡＬ非該当の判断・対応

【シナリオ概要】
1号機は、地震起因による残留熱除去機能の喪失、原子炉冷却材漏え
い時における非常用炉心冷却装置による注水不能等により、原災法
第10条事象および同法第15条事象に至る｡その後、非常用炉心冷却装
置の一部復旧により、原子炉への注水を再開した｡

４つ該当

○他原子力事業者への視察
　・即応センター：5訓練、緊急時対策所：1訓練
○自社訓練の視察受入れ
　・あり
○ピアレビュー等の受入れ
　・北海道電力､東京電力HD､中部電力､日本原燃､電源開発
○他原子力事業者の現場実動訓練への視察
　・柏崎刈羽、浜岡、志賀

備
考

現場実動訓練の実施

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動した
プレス対応
②記者等の社外プレーヤの
参加
③他原子力事業者広報担当
等の社外プレーヤの参加
④模擬記者会見の実施
⑤情報発信ツールを使った
外部への情報発信

後方支援活動
①原子力事業者間の支援活
動
②原子力事業所災害対策支
援拠点との連動
③原子力緊急事態支援組織
との連動

原
子
力
事
業
者
防
災
訓
練
の
改
善
へ
の
取
組

前回までの訓練の訓練課題
を踏まえた訓練実施計画等
の策定

シナリオの多様化・難度

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ
④他原子力事業者の現場実
動訓練への視察

３

【Ｄ】

情
報
共
有
の
た
め
の
ツ
ー

ル
等
の
活
用

２

【Ｄ】

Ｅ
Ｒ
Ｃ
プ
ラ
ン
ト
班
と
の
情
報
共
有

　指標２については、２－１～２－３についてそれ
ぞれ以下の基準により個別評価する。
　ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情
報共有が行われている
　ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

その上で、以下により全体としての評価を決定す
る。
　ａａａ又はａａｂ
　　→Ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的
に情報共有が行われている
　ａｂｂ又はｂｂｂ
　　→Ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　上記以外
　　→Ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地があ
る

区
分

No. 指標
基準

情
報
共
有
・
通
報

情報共有のための情報フ
ロー

東通原子力発電所

プラント情報表示システムの使用に習熟し、情報共有に活用し
た

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤11%､④67%､③22%､②0%､①0%

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤19%､④44%､③38%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・書画装置で説明したCOPについて、リエゾンから速やかに配
布されている
・リエゾンへの質問は、すみやかに対応されている

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤5%､④65%､③30%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・ERCからの質問に対し、その場で回答するものが多く、説明
者がCOPの内容を理解できていた
・戦略に変更が生じる可能性などの説明にもCOPを活用する
と、より共通認識ができる

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤6%､④59%､③35%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・備え付け資料の説明でページ数を指示など対応がされていた

プラント情報表示システムの使用に習熟し、情報共有に活用し
た

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤23%､④8%､③69%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・ツールは問題なく使用されていた

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤15%､④15%､③69%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・リエゾンは、適切に活動しており、ＥＲＣ、即応センター間
の円滑な情報共有に寄与していた

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤23%､④38%､③38%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・COP等が頻繁に更新されていた

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤8%､④33%､③58%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・系統図や設備状況シートなど様々な情報が入っているがあま
り活用されていない

11月22日 2月21日

A

必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行わ
れている

○発電所の情報とタイムラグがなく、即時性をもって情報
共有なされた。また、適宜、今後のEALの進展など情報をま
とめて説明していた。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤15%､④60%､③25%､②0%､①0%
・断片的ではなく、適時に全体を俯瞰した現況をわかりや
すく説明している

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤5%､④68%､③26%､②0%､①0%
・事象進展や事故収束戦略・予測進展の変更といった状況
変化時にわかりやすく説明している

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤5%､④63%､③32%､②0%､①0%
・事故収束対応戦略の進捗として、実績や見込みについて
わかりやすく説明している

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フ
ローへ反映している

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

女川原子力発電所

本店　：2019年6月26日改訂
発電所：2019年6月20日改訂

全てのプレーヤに対してシナリオ非提示

本店　：2019年6月26日改訂
発電所：2019年7月30日改訂

全てのプレーヤに対してシナリオ非提示

訓練参加率：97％
・訓練参加者：118名、計画人数　：121名

訓練参加率：99％
・訓練参加者：278名、計画人数　：280名

訓練参加率：102％
・訓練参加者：252名、計画人数　：247名

－ －

12月13日

訓練参加率：89％
・訓練参加者：293名、計画人数　：329名

訓練参加率：100％
・訓練参加者：130名、計画人数　：130名

訓練参加率：98％
・訓練参加者：116名、計画人数　：118名

全てのプレーヤに対してシナリオ非提示

2019年7月24日見直し

－

70.1 /80点

1 2 3

1
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【Ｐ】

２－１
事故・プラントの状
況

２－２
進展予測と事故収束
対応戦略

２－３
戦略の進捗状況

３－１
プラント情報表示シ
ステムの使用（ＥＲ
ＳＳ又はＳＰＤＳ等
を使用した訓練の実
施）

３－２
リエゾンの活動

３－３
ＣＯＰの活用

３－４
ＥＲＣ備付け資料の
活用
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【Ｐ】
【Ｄ】
【Ｐ】
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ＥＲＣプラント班への備え
付け資料に係る説明実績

１０条通報に要した時間

参考 合計点数

得点率

中期計画の見直し

シナリオ非提示型訓練の実
施状況

緊急時対応要員の訓練参加
率（事業所）

緊急時対応要員の訓練参加
率（即応センター）

評価指標だけで表せな
い取組等を記述する。

訓練報告書届出日

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた
対策

確実な通報・連絡の実施
①通報文の正確性
②ＥＡＬ判断根拠の説明
③１０条確認会議等の対応
④第２５条報告

備
考

現場実動訓練の実施

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動した
プレス対応
②記者等の社外プレーヤの
参加
③他原子力事業者広報担当
等の社外プレーヤの参加
④模擬記者会見の実施
⑤情報発信ツールを使った
外部への情報発信

後方支援活動
①原子力事業者間の支援活
動
②原子力事業所災害対策支
援拠点との連動
③原子力緊急事態支援組織
との連動

原
子
力
事
業
者
防
災
訓
練
の
改
善
へ
の
取
組

前回までの訓練の訓練課題
を踏まえた訓練実施計画等
の策定

シナリオの多様化・難度

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ
④他原子力事業者の現場実
動訓練への視察
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区
分

No. 指標

情
報
共
有
・
通
報

情報共有のための情報フ
ロー

A A A A A

3.5 a 2.8 b 3.2 a 3.0 a

3.6 a 2.8 b 3.1 a 2.9 b

3.4 a 3.1 a 2.9 b 2.8 b

A 3.5 A 3.4 A 3.0 A 3.6

A 3.4 A 3.3 A 3.5 A 3.3

A 3.4 A 3.5 A 3.3 A 2.8

A 3.4 A 3.6 A 3.2 A 3.4

A B A A A

A A A A A

A A A A A

A A A A A

A A A A

A A A A

A A A A

A A A A A

161日 161日 245日 87日 91日

86.5% 83.9% 84.4% 84.0% 83.5%

対象外 2019年10月3日実施

－

発電所　：2019年6月4日
原子力部：2019年5月28日

3月6日

①～③が実施されてる

○6件の問題点から7件の課題が抽出されている
○7件の課題に対して原因分析がされている
○7件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
なし

実動が３つ

○原子力事業者間の支援活動
　・東北電力(当間高原ﾘｿﾞｰﾄで電力支援本部立上げ)
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　・信濃川電力所（通信連絡訓練、スクリーニングエリアの設営及
び身体や車両の測定訓練。資材の荷揚げ荷下ろし訓練
、衛星車両の立上げ訓練）
○原子力緊急事態支援組織との連動
・遠隔操作資機材（ロボット）による操作訓練（要素訓練として実
施）

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

○発災を想定する号機(複数号機又は全号機)
　複数号機(3/7基)でAL以上

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　1号機(未適合) AL:1､SE:1､GE:0
　6号機(適合)   AL:4､SE:3､GE:2
　7号機(適合)　 AL:4､SE:3､GE:3

○場面設定など（5つ以上付与）
　・時間　　　：－
　・場所　　　：－
　・気象　　　：－
　・体制　　　：－
　・資機材　　：－
　○計器故障　：7号機原子炉圧力計ダウンスケール
　○人為的ミス：SA資機材(消防車)起動手順間違い
　○ＯＦＣ対応：OFCへ派遣、合同対策協議会対応
　○判断分岐　：シナリオ判断ポイント(ｼﾅﾘｵ分岐なし)
　○その他　　：・汚染傷病者
　　　　　　　　・視察者に傷病者が発生

【シナリオ概要】
6号機は、給水機能の喪失により警戒事態となり、その後地震が発
生。原子炉無注水、炉心損傷になり全面緊急事態に至る。格納容器
ベント（S/P外部注水制限水位到達によるベント）へと進展する。
7号機は、地震により原子炉無注水となり全面緊急事態に至るが、
D/Gを復旧し注水確保することで原子炉冷温停止。
1号機は、使用済燃料プールの水位が施設敷地緊急事態の判断水位ま
で低下する。

実動が３つ

○原子力事業者間の支援活動
　・東京電力HD、中部電力
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　・七尾大田火力発電所運動公園（通信確認、支援資機材輸送、発
電所構内での受渡し）
○原子力緊急事態支援組織との連動
　・資機材輸送を実施
　・発電所原子炉建屋にて現場偵察

現場実動訓練を１回以上実施（評価者受入れあり）

○現場実動訓練を実施
・実施状況：訓練ｼﾅﾘｵWGⅡ型訓練として実施
・テーマ　：SFPへの注水（放射線防護装備着用）
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：あり(消防車不具合、傷病者)
・連携状況：現場、緊急時対策所
・他事業者評価：北海道電力、東北電力、東京電力HD、中部電力、
関西電力、中国電力、四国電力、九州電力、日本原電、電源開発

４つ該当

○他原子力事業者への視察
　・即応センター：3訓練、緊急時対策所：2訓練
○自社訓練の視察受入れ
　・あり
○ピアレビュー等の受入れ
　・中部電力、北陸電力
○他原子力事業者の現場実動訓練への視察
　・浜岡

○最大13分
　○第5報    　13分、○第7報      13分
　○第9報       8分、〇第22報      9分
　○第26報     11分、○第28報      4分

7月3日

訓練参加率：100％
・訓練参加者：215名、計画人数　：214名

訓練参加率：104%
・訓練参加者：178名、計画人数　：171名

－

訓練参加率：98％
・訓練参加者：175名、計画人数　：178名

2019年7月24日見直し

全てのプレーヤに対してシナリオ非提示

▲最大36分
　○第7報     　 7分、○第12報       6分
　○第14報      12分、▲第16報      27分
　▲第18報      34分、▲第21報      36分
　▲第22報      33分、○第39報      13分
　○第40報       7分、○第49報       4分
　○第51報      4分

2018年6月に見直し（令和元年度の見直し無し）

対象外

○最大7分
　○第7報      5分、○第13報   　2分
　○第14報   　3分、○第15報   　2分
　○第16報   　4分、○第18報   　7分

対象外

①～③が実施されてる

○4件の問題点から6件の課題が抽出されている
○6件の課題に対して原因分析がされている
○6件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
なし

①～③が実施されてる

○問題点から4件の課題が抽出されている
○6件の課題に対して原因分析がされている
○6件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている
※6件の課題中、2件は更なる向上を図るための改善点

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
なし

現場実動訓練を１回以上実施（評価者受入れあり）

○現場実動訓練を実施
・実施状況：要素訓練で実施
・テーマ　：プラント電源復旧訓練
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：あり(所定の設置場所使用不可、ケーブル不良、
電源車故障警報発生)
・連携状況：現場、緊急時対策所
・他事業者評価：中国電力､電源開発､日本原電

４つ該当

○他原子力事業者への視察
　・即応センター：4訓練、緊急時対策所：2訓練
○自社訓練の視察受入れ
　・あり
○ピアレビュー等の受入れ
　・中部電力、北海道電力
○他原子力事業者の現場実動訓練への視察
　・浜岡、女川、東海第二

実動が３つ

○原子力事業者間の支援活動
・日本原電（浜通り物流センター（電力支援本部立上げ訓練））
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
・浜通物流センター（通信連絡訓練、スクリーニングエリアの設営及び身体や車両の測定訓練、資材の荷揚げ荷下ろし、仮設トイレの組み立
て・設置訓練）
○原子力緊急事態支援組織との連動
・遠隔操作ロボットの操作訓練(要素訓練として実施)

①～③が実施されてる

○問題点から5件の課題が抽出されている
○6件の課題に対して原因分析がされている
○6件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている
※6件の課題中、1件は更なる向上を図るための改善点

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
なし

○最大10分
　○第13報     8分、○第20報     10分

対象外

福島第二原子力発電所
1月24日 1月27日

柏崎刈羽原子力発電所

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤15%､④15%､③54%､②15%､①0%
・リエゾンへ質問した内容が返答がなかった

B

特段の支障なく情報共有が行われている

▲各号機の戦略は共有されていたが、複数号機で同時発災
している場面において、発電所全体の戦略について共有が
不足していた。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④29%､③29%､②36%､①7%
・EALの発話がなされていないものがあった
・プラント情報が遅かった

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④7%､③71%､②14%､①7%
・認定会議で述べていた戦略とその後に聞いた戦略が異
なっていた

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④29%､③50%､②21%､①0%
○事故収束対応戦略の進捗として、実績や見込みについて
わかりやすく説明している

玄海原子力発電所
12月6日

B

特段の支障なく情報共有が行われている

▲事故・プラントの状況、事故収束対応戦略、戦略の進捗
状況をまとめた説明が不足していた。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④29%､③41%､②29%､①0%
・断片的ではなく、適時に全体を俯瞰した現況をわかりや
すく説明している

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④12%､③71%､②18%､①0%
・全体戦略について説明が必要である

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④6%､③65%､②29%､①0%

A

必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われている

○複数サイト・号機での訓練であったが、情報が錯綜する場合でも資料や手書きのメモを映しつつ概ね情報提供がされた。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤7%､④43%､③43%､②7%､①0%
・断片的ではなく、適時に全体を俯瞰した現況をわかりやすく説明している

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤7%､④50%､③43%､②0%､①0%
・事象進展や事故収束戦略・予測進展の変更といった状況変化時にわかりやすく説明している
・推移の予測が状況と共に変わっていくことは良いが、予測の前提条件がなんであるのかの共有が少ない。

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤7%､④36%､③50%､②7%､①0%
・事故収束対応戦略の進捗として、実績や見込みについてわかりやすく説明している

４つ該当

○通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れなし(第5報)
　○15条:誤記・記載漏れなし(第22報)
【参考】その他訂正報
　▲25条報告　応急措置の時刻(第14報)

○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○「EAL区分判断シート」を用いて説明した。

○１０条確認会議等の対応
　○10条確認:5分(判断10:18,確認10:23)
　○15条認定:8分(判断14:02,認定14:10)
　○判断根拠､進展予測､対応戦略を簡潔に説明した

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後53分,35分間隔(最大)
　※プラント状況、MP情報の報告が無かった
【参考】報告内容
　○発生事象と対応の概要                 　   11報
　▲ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等   0報
　11:11(第10報)対応の概要､11:25(第12報)対応の概要､
　11:36(第13報)対応の概要､13:11(第15報)対応の概要､
　13:40(第17報)対応の概要､13:54(第20報)対応の概要､
　13:56(第21報)対応の概要､14:20(第24報)対応の概要､
　14:32(第25報)対応の概要､14:58(第27報)対応の概要､
　15:22(第29報)対応の概要

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤23%､④23%､③31%､②23%､①0%
・COPを書画に映しつつ説明し、手書きで最新状況を付け足し
ていくのは良かった
・事態が錯綜してくるとCOPの作成が遅れていた

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤8%､④54%､③31%､②8%､①0%
・備え付け資料を書画装置にて注意書きを書き込みながらの状
況説明するなど活用されていた

実動が３つ

○原子力事業者間の支援活動
・四国電力　※実動は川内訓練で実施
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
・佐世保配電技術訓練場（設置・運営訓練、空輸訓練、発電所支援
に係る本店即応センターとの連携訓練）
○原子力緊急事態支援組織との連動
・遠隔操作資機材の操作訓練（要素訓練として実施）

４つ該当

○通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れなし(第5報)
　○15条:誤記・記載漏れなし(第8報)
　【参考】その他訂正報
　○なし

○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○EAL判断フロー等を用いて説明した

○１０条確認会議等の対応
　○10条確認:7分(判断14:30,確認14:37)
　○15条認定:4分(判断15:11,認定15:15)
　○判断根拠､進展予測､対応戦略を簡潔に説明した

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後30分,56分間隔(最大)
　※プラント状況、MP情報が1報のみ
【参考】報告内容
　○発生事象と対応の概要               　      3報
　▲ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等   1報
　15:00(第7報)対応の概要
　15:56(第15報)対応の概要､プラント状況､MP
　16:03(第16報)対応の概要

○最大12分
　○第5報    　 5分、○第8報      10分
　○第9報       9分、〇第11報      4分
　〇第10報     12分、〇第12報      9分
　〇第14報     10分

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤6%､④29%､③65%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・備え付け資料を積極的に使って説明していた

４つ該当

○他原子力事業者への視察
　・即応センター：7訓練、緊急時対策所：6訓練
○自社訓練の視察受入れ
　・あり
○ピアレビュー等の受入れ
　・北海道電力
○他原子力事業者の現場実動訓練への視察
　・柏崎刈羽、美浜、大飯、島根

①～③が実施されてる

○3件の問題点から3件の課題が抽出されている
○3件の課題に対して原因分析がされている
○3件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
なし

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

○発災を想定する号機(複数号機又は全号機)
　全号機(2/2基)でAL以上

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　1号機(未適合) AL:1､SE:0､GE:0
　2号機(適合)　 AL:5､SE:5､GE:3

○場面設定など（5つ以上付与）
　・時間　　　：－
　・場所　　　：－
　○気象　　　：大津波警報２回
　○体制　　　：・初動で発電所班長クラス数名不在
　　　　　　　　・即応センターで原子力班長体調不良
　○資機材　　：通報ＦＡＸの不具合
　○計器故障　：取水ピット水位計故障
　・人為的ミス：－
　○ＯＦＣ対応：OFCへ要員派遣、即応センターと連携
　○判断分岐　：訓練シミュレータ(ｼﾅﾘｵ分岐なし)
　○その他　　：・汚染傷病者
　　　　　　　　・EAL非該当の判断・対応

【シナリオ概要】
1･2号機共に地震により外部電源喪失｡大津波警報｡1号機は燃料ﾌﾟｰﾙ
冷却浄化系の配管が破断し,ｻｲﾌｫﾝ効果により使用済燃料貯蔵ﾌﾟｰﾙ水
位が低下｡ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ消火ﾎﾟﾝﾌﾟ,消防車により使用済燃料貯蔵ﾌﾟｰﾙ内に
注水し,水位低下を軽減｡2号機は地震により原子炉自動ｽｸﾗﾑ｡津波影
響で除熱機能を一時的に喪失し10条事象に至る｡SR弁開固着により蒸
気駆動の高圧注水系が使用不能となるなど事象が進展｡2度目の地震･
津波による大LOCA(ECCS配管大破断),全交流電源喪失により,低圧注
水系も使用不能となり15条事象に至る｡ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ消火ﾎﾟﾝﾌﾟ,可搬型代
替低圧注水系により原子炉への注水機能を確保する｡

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

○発災を想定する号機(複数号機又は全号機)
　　複数号機(2/3基)でAL以上

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　3号機(適合)　　AL:1､SE:1､GE:0
　4号機(適合)　  AL:3､SE:4､GE:4

○場面設定など（5つ以上付与）
　・時間　　　：－
　・場所　　　：－
　・気象　　　：－
　・体制　　　：－
　・資機材　　：－
　○計器故障　：CV高ﾚﾝｼﾞｴﾘｱﾓﾆﾀ（高ﾚﾝｼﾞ）
　○人為的ミス：EAL判断に関する誤情報
　○ＯＦＣ対応：OFCへ要員派遣
　○判断分岐　：シナリオ判断ポイント(ｼﾅﾘｵ分岐なし)
　○その他　　：・汚染傷病者
　　　　　　　　・火災
　　　　　　　　・住民避難支援対応
　　　　　　　　・非発災発電所(川内)による支援

【シナリオ概要】
3号機は､地震により原子炉ﾄﾘｯﾌﾟ､SFPからの漏えい及び外部電源喪失
が発生｡SFPからの漏えい継続により､10条事象に至る｡SFP補給用水中
ﾎﾟﾝﾌﾟ等によりSFP補給を実施｡
4号機は､地震により原子炉ﾄﾘｯﾌﾟ及び原子炉冷却材漏えいが発生｡漏
えい量が増加し､ECCSが作動するが､非常用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機の全台停止
に伴いECCS機能が喪失し､15条事象に至る｡常設電動注入ﾎﾟﾝﾌﾟによる
代替格納容器ｽﾌﾟﾚｲ及び充てんﾎﾟﾝﾌﾟによる代替炉心注水を実施｡
1,2号機は､地震により予備変圧器火災及び全交流動力電源喪失が発
生｡消防自動車による消火及び高圧発電機車による給電を実施。

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤8%､④8%､③77%､②8%､①0%

プラント情報表示システムの使用に習熟し、情報共有に活用し
た

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤23%､④15%､③38%､②23%､①0%

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している

現場実動訓練を１回以上実施（評価者受入れあり）

○現場実動訓練を実施
・実施状況：総合訓練で実施
・テーマ　：3号機ｼﾅﾘｵと連動し資機材運搬、注水訓練
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：あり（資機材保管庫扉開放不能）
・連携状況：現場、緊急時対策所と連携
・他事業者評価：四国電力

５つ該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり
○記者等の社外プレーヤの参加
　・あり（新聞社)
○他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤの参加
　・あり(中部電力)
○模擬記者会見の実施
　・あり
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページ

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している

４つ該当

○通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れなし(第7報)
　○15条:誤記・記載漏れなし(第12報)
【参考】その他訂正報　※訂正報が多い
　▲AL該当連絡 漏えい量(第26報)
　▲10条通報   ECCS作動状態(第27報)
　▲25条報告　 FAXの連番（第43報）
　▲25条報告　 第41報を重複で採番
　・訓練統制ﾐｽ(第36,44,45,47,48報),欠番第54,55報

○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○「EAL判断シート」を用いて説明した

○１０条確認会議等の対応
　○10条確認:6分(判断10:36,確認10:42)
　○15条認定:6分(判断11:04,認定11:10)
　○判断根拠､進展予測､対応戦略を簡潔に説明した

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後21分,59分間隔(最大)
　※プラント状況、MP情報が1報のみ
【参考】報告内容
　○発生事象と対応の概要                  　  14報
　▲ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等   1報
　　発生事象と対応の概要
     10:57(第10報)､11:56(第20報)､13:28(第37報)､13:29(第38報)､
     13:45(第41報)､13:55(第41報)､13:57(第46報)､14:28(第52報)､
     14:38(第53報)､15:33(第56報)､15:42(第57報)､16:12(第58報)､
     16:18(第59報)､16:37(第60報)
　　プラント状況、モニタ・気象情報
     14:16(第50報)プラント状況,MP

現場実動訓練を１回以上実施（評価者受入れあり）

○現場実動訓練を実施
・実施状況：要素訓練で実施
・テーマ　：電源車を使用した緊急用M/Cへの給電
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：あり(ケーブル不良、電源車起動失敗))
・連携状況：現場、緊急時対策所
・他事業者評価：九州電力､中国電力､関西電力､中部電力､北陸電力､
東北電力､北海道電力､電源開発､日本原電

５つ該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり
○記者等の社外プレーヤの参加
　・あり(広報コンサルティング)
○他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤの参加
　・あり(北陸電力)
○模擬記者会見の実施
　・あり
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページ、模擬SNS

プラント情報表示システムの使用に習熟し、情報共有に活用し
た

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤6%､④47%､③47%､②0%､①0%

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤6%､④25%､③63%､②6%､①0%

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フ
ローへ反映している

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フ
ローへ反映している

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤7%､④36%､③50%､②7%､①0%
【良好事例、不足する点】
・COPについて、パッケージで定期的に説明できており、理解しやすかった

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤14%､④21%､③57%､②7%､①0%
【良好事例、不足する点】
・資料・書画装置の活用など効果的に行われていた

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している

５つ該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり
○記者等の社外プレーヤの参加
　・あり(広報コンサルティング会社)
○他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤの参加
　・あり（中部電力）
○模擬記者会見の実施
　・あり
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページ、模擬ＳＮＳ

現場実動訓練を１回以上実施（評価者受入れあり）

○現場実動訓練を実施
・実施状況：要素訓練で実施
・テーマ　：プラント電源復旧訓練
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：あり(誤情報の付与)
・連携状況：現場、緊急時対策所
・他事業者評価：中部電力､北陸電力､東北電力､日本原電

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

○発災を想定する号機(複数号機又は全号機)
　　複数号機(2/6基)でAL以上

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　3号機(未適合) AL:2､SE:0､GE:0
　5号機(未適合) AL:1､SE:1､GE:1

○場面設定など（5つ以上付与）
　・時間　　　：－
　○場所　　　：アクセスルート亀裂
　・気象　　　：－
　・体制　　　：－
　○資機材　　：SFP注水用消防車の故障
　・計器故障　：－
　○人為的ミス：3号機R/B滞留水入量報告誤り
　○ＯＦＣ対応：OFCからの要請
　○判断分岐　：シナリオ判断ポイント(ｼﾅﾘｵ分岐なし)
　○その他　　：・2発電所で同時発災
　　            ・汚染傷病者発生

【シナリオ概要】
発電所付近での大地震を起因として、3号機、5号機SFP水位低下事象
が発生し、その後、余震発生によりSFPからの漏えい量が増加。5,6
号機全交流電源喪失。5号機SFPへの注水を阻害する状況で、プラン
トの被害状況に応じた止水・注水手段を実施。

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

○発災を想定する号機(複数号機又は全号機)
　　全号機(4/4基)でAL以上

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　1号機(未適合) AL:1､SE:2､GE:2
　2号機(未適合) AL:1､SE:0､GE:0
　3号機(未適合) AL:1､SE:1､GE:0
　4号機(未適合) AL:1､SE:0､GE:0

○場面設定など（5つ以上付与）
　○時間　　　：夜間(日没後に実動訓練)
　○場所　　　：アクセスルート土砂崩れ
　・気象　　　：－
　・体制　　　：－
　・資機材　　：－
　・計器故障　：－
　・人為的ミス：－
　○ＯＦＣ対応：OFCからの要請
　○判断分岐　：シナリオ判断ポイント(ｼﾅﾘｵ分岐なし)
　○その他　　：・2発電所で同時発災
　　　　　　　　・汚染傷病者発生
　　　　　　　　・構内輸送中の車両が横転･火災発生
　　　　　　　　・発電所建屋内で大規模溢水の発生

【シナリオ概要】
発電所付近での大地震を起因として、全号機で外部電源喪失、1号機
で全交流電源喪失事象及び使用済燃料貯蔵槽の漏えいが発生、その
後余震にて3号機で全交流電源及び使用済み燃料貯蔵槽からの漏えい
事象が発生。

４つ該当

○通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れなし(第13報)
　○15条:誤記・記載漏れなし(第20報)
【参考】その他訂正報
　▲25条報告 エリア名称(第21報)

○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○「EAL判断シート」を用いて説明した

○１０条確認会議等の対応
　○10条確認:4分(判断15:36,確認15:40)
　○15条認定:7分(判断17:03,認定17:10)
　○判断根拠､進展予測､対応戦略を簡潔に説明した

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後22分,20分間隔(最大)
【参考】報告内容
　○発生事象と対応の概要                　    9報
　○ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等  9報
　15:58(第14報)対応の概要､プラント状況､MP
　16:13(第15報)対応の概要､プラント状況､MP
　16:26(第16報)対応の概要､プラント状況､MP
　16:39(第17報)対応の概要､プラント状況､MP
　16:54(第18報)対応の概要､プラント状況､MP
　17:05(第19報)対応の概要､プラント状況､MP
　17:25(第21報)対応の概要､プラント状況､MP
　17:41(第22報)対応の概要､プラント状況､MP
　17:57(第23報)対応の概要､プラント状況､MP

３つ該当

○通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れなし(第7報)
　○15条:誤記・記載漏れなし(第14報)
【参考】その他訂正報
　○なし

○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○「EAL判断シート」を用いて説明した

▲１０条確認会議等の対応
　○10条確認:4分(判断15:11,確認15:15)
　○15条認定:9分(判断16:45,認定16:54)
　▲進展予測や対策について、簡潔な説明がなかった。
　　（今後説明するとして説明せず）

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後16分,43分間隔(最大)
【参考】報告内容
　○発生事象と対応の概要                 　   8報
　○ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等  5報
　15:27(第8報)対応の概要
　15:35(第9報)対応の概要､プラント状況､MP
　16:00(第10報)対応の概要､プラント状況､MP
　16:17(第11報)対応の概要
　16:35(第12報)対応の概要､プラント状況､MP
　17:18(第17報)対応の概要､プラント状況､MP
　17:31(第19報)対応の概要､プラント状況､MP
　17:38(第20報)対応の概要

志賀原子力発電所
1月24日 11月1日

福島第一原子力発電所

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤7%､④36%､③50%､②7%､①0%
【良好事例、不足する点】
・プラント情報のCOPがなかなか配布されなかった

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フ
ローへ反映している

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フ
ローへ反映している

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フ
ローへ反映している

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

プラント情報表示システムの使用に習熟し、情報共有に活用した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤15%､④23%､③62%､②0%､①0%

A

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤13%､④40%､③33%､②13%､①0%
【良好事例、不足する点】
・リエゾンが適切な情報を提供していた
・リエゾン配付資料はタイムリーだった

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤7%､④21%､③64%､②7%､①0%

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤6%､④6%､③44%､②44%､①0%
【良好事例、不足する点】
・設備状況・戦略シートの記載方法などこの紙の使い方を質問
したが、即応センター及びリエゾンも把握できていなかった

プラント情報表示システムの使用に習熟し、情報共有に活用し
た

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤8%､④8%､③58%､②25%､①0%
【良好事例、不足する点】
・トレンドグラフを操作して確認できず、進展予測の情報が得
にくかった
※SPDS（シミュレータ連動）を使用

特段の支障なく情報共有が行われている

○進展予測の変更といった状況変化時にわかりやすく説明
している。一部、説明していない機器の操作などがあり、
戦略全体が把握できない場面があった。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤7%､④21%､③57%､②14%､①0%
・断片的ではなく、適時に全体を俯瞰した現況をわかりや
すく説明している
・説明が中途半端の場合があり、現状どうなっているのか
確認が必要だった

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤7%､④13%､③67%､②13%､①0%
・事象進展や事故収束戦略・予測進展の変更といった状況
変化時にわかりやすく説明している
・説明されていない機器の操作などがあり、戦略全体が把
握できない場面があった

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④7%､③79%､②14%､①0%
・説明のなかった対策が、実は実施済みだったといったも
のがいくつかあった

４つ該当

○他原子力事業者への視察
　・即応センター：5訓練、緊急時対策所：9訓練
○自社訓練の視察受入れ
　・あり
○ピアレビュー等の受入れ
　・東京電力HD、中部電力
○他原子力事業者の現場実動訓練への視察
　・柏崎刈羽、川内、浜岡、福島第一、女川

５つ該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり
○記者等の社外プレーヤの参加
　・あり（新聞社、メディアトレーニング講師)
○他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤの参加
　・あり(四国電力)
○模擬記者会見の実施
　・あり
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページ

－－

訓練参加率：100％
・訓練参加者：226名、計画人数　：225名

全てのプレーヤに対してシナリオ非提示 全てのプレーヤに対してシナリオ非提示 全てのプレーヤに対してシナリオ非提示

訓練参加率：121％
・訓練参加者：156名、計画人数　：128名

訓練参加率：185％
・訓練参加者：206名、計画人数　：111名

訓練参加率：100%
・訓練参加者：139名、計画人数　：139名

訓練参加率：94％
・訓練参加者：164名、計画人数　：174名

訓練参加率：97%
・訓練参加者：103名、計画人数　：106名

－

2018年6月に見直し（令和元年度の見直し無し） 2018年7月見直し（令和元年度の見直し無し）

66.8 /80点67.1 /80点 67.5 /80点 67.2 /80点

4月23日

69.2 /80点

7月3日 7月3日

全てのプレーヤに対してシナリオ非提示

7 5 6 84
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ＥＲＣプラント班への備え
付け資料に係る説明実績

１０条通報に要した時間

参考 合計点数

得点率

中期計画の見直し

シナリオ非提示型訓練の実
施状況

緊急時対応要員の訓練参加
率（事業所）

緊急時対応要員の訓練参加
率（即応センター）

評価指標だけで表せな
い取組等を記述する。

訓練報告書届出日

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた
対策

確実な通報・連絡の実施
①通報文の正確性
②ＥＡＬ判断根拠の説明
③１０条確認会議等の対応
④第２５条報告

備
考

現場実動訓練の実施

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動した
プレス対応
②記者等の社外プレーヤの
参加
③他原子力事業者広報担当
等の社外プレーヤの参加
④模擬記者会見の実施
⑤情報発信ツールを使った
外部への情報発信

後方支援活動
①原子力事業者間の支援活
動
②原子力事業所災害対策支
援拠点との連動
③原子力緊急事態支援組織
との連動

原
子
力
事
業
者
防
災
訓
練
の
改
善
へ
の
取
組

前回までの訓練の訓練課題
を踏まえた訓練実施計画等
の策定

シナリオの多様化・難度

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ
④他原子力事業者の現場実
動訓練への視察

３

【Ｄ】

情
報
共
有
の
た
め
の
ツ
ー

ル
等
の
活
用

２

【Ｄ】

Ｅ
Ｒ
Ｃ
プ
ラ
ン
ト
班
と
の
情
報
共
有

区
分

No. 指標

情
報
共
有
・
通
報

情報共有のための情報フ
ロー

A A A A A

3.6 a 2.8 b 2.9 b 2.6 b 3.1 a

3.4 a 2.8 b 2.9 b 2.8 b 2.9 b

3.3 a 2.5 b 2.7 b 2.9 b 2.9 b

A 3.1 A 3.3 A 3.2 A 2.6 A 3.2

A 3.3 A 3.5 A 3.4 A 2.5 A 3.2

A 3.4 A 2.7 A 2.8 A 2.8 A 3.2

A 3.2 A 2.9 A 3.2 A 2.8 A 3.2

A A B A B

A A A A A

A A A A A

A A A A (B)

(C) A A A A

(B) A A A A

(C) A A A A

A A A A A

77日 164日 143日 147日 109日

82.0% 81.9% 80.0% 80.0% 79.5%

－ －

訓練参加率：117％
・訓練参加者：320名、計画人数　：272名

訓練参加率：100%
・訓練参加者：125名、計画人数　：125名

2019年4月見直し

全てのプレーヤに対してシナリオ非提示

▲最大18分
　○第7報      4分、○第10報     4分
　○第13報    15分、▲第14報    16分
　▲第15報    18分、〇第21報    10分

現場実動訓練を１回以上実施（評価者受入れあり）

○現場実動訓練を実施
・実施状況：要素訓練で実施
・テーマ　：緊急時対策所内への放射性物質侵入防止(プラントの事
故シナリオと連動した緊急時対策所居住性確保に係る実動訓練)
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：可搬型ｴﾘｱﾓﾆﾀ指示異常
・連携状況：現場、緊急時対策所、(模擬)即応センター
・他事業者評価：日本原電

５つ該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり　※12/13大飯で実施
○記者等の社外プレーヤの参加
　・あり（メディアトレーニング講師）
○他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤの参加
　・あり　※12/13大飯で実施
○模擬記者会見の実施
　・あり
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・あり　※12/13大飯で実施

実動が３つ

○事業者間の支援活動
・北陸電力、中国電力、四国電力、九州電力、日本原電、ＪＡＥＡ
(要素訓練で実施)
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
・美浜整備センター(中核施設設営･運営訓練､前線施設設営訓練､協
力施設（若狭支援連携本部）設営･運営訓練)
(要素訓練として実施)
○原子力緊急事態支援組織との連動
・無線操作ロボットの発電所構内へ受け入れ、遠隔操作訓練(要素訓
練として実施)

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している

３つ該当

○通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れなし(第4報)
　○15条:誤記・記載漏れなし(第4報)
【参考】その他訂正報
　▲25条報告 添付の有無(第20報)
　▲10条通報 EAL判断根拠(第21報)

○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○「EAL判断フロー」を用いて説明した

○１０条確認会議等の対応
　－10条確認:－分
　○15条認定:8分(判断14:00,認定14:08)
　○判断根拠､進展予測､対応戦略を簡潔に説明した

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後35分,89分間隔(最大)
【参考】報告内容
　○発生事象と対応の概要                  　   4報
　○ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等   4報
　14:35(第7報)対応の概要､プラント状況､MP
　14:51(第8報)対応の概要､プラント状況､MP
　16:20(第20報)対応の概要､プラント状況､MP
　16:34(第23報)対応の概要､プラント状況､MP

４つ該当

○他原子力事業者への視察
　・即応センター：1訓練、緊急時対策所：4訓練
○自社訓練の視察受入れ
　・あり
○ピアレビュー等の受入れ
　・あり（日本原電、大学教授(ヒューマンエラー予防の専門家)）
○他原子力事業者の現場実動訓練への視察
　・柏崎刈羽、川内、敦賀

実動が３つ

○原子力事業者間の支援活動
・九州電力
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
・知井宮変電所（拠点の設営･運営訓練、本社即応センターとの連絡
訓練）
○原子力緊急事態支援組織との連動
・原子力災害対策支援資機材搬送訓練（要素訓練として実施）

４つ該当

○他原子力事業者への視察
　・即応センター：5訓練、緊急時対策所：4訓練
○自社訓練の視察受入れ
　・あり
○ピアレビュー等の受入れ
　・北陸電力
○他原子力事業者の現場実動訓練への視察
　・柏崎刈羽、志賀、浜岡

①～③が実施されてる

○10件の問題点から10件の課題が抽出されている
○10件の課題に対して原因分析がされている
○10件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
なし

対象外

59.6 /75点(コロナ中止項目を含めない)64.0 /80点

5月19日4月20日

64.0 /80点

7月3日

65.5 /80点

2019年10月3日実施

○最大12分
　○第7報       9分、〇第10報    4分
　○第12報      9分、〇第13報    7分
　〇第17報     12分、〇第19報   11分
　〇第22報      8分、〇第23報    6分

－

訓練参加率：68%　※新型ｺﾛﾅｳｨﾙｽ感染症拡大防止対策のため
・訓練参加者：128名、計画人数　：187名

訓練参加率：98％
・訓練参加者：387名、計画人数　：393名

5月15日 4月30日

対象外

現場実動訓練を１回以上実施（評価者受入れあり）

○現場実動訓練を実施
・実施状況：要素訓練で実施
・テーマ　：・災害対策用発電機のｹｰﾌﾞﾙ敷設､起動
　　　　　　・燃料プールへの注水
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：あり(電源接続先の誤報告)
・連携状況：現場、緊急時対策所
・他事業者評価：東京電力HD、北陸電力、中国電力、日本原
電、電源開発

①～③が実施されてる

○5件の問題点から5件の課題が抽出されている
○5件の課題に対して原因分析がされている
○5件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
2件：本部内情報のＥＲＣ対応班への連携方法の改善
　　 実施状況シートの作成習熟度向上

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

○発災を想定する号機(複数号機又は全号機)
　　複数号機(2/3基)でAL以上

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　3号機(未適合) AL:1､SE:0､GE:0
　4号機(適合炉) AL:4,SE:2,GE:1

○場面設定など（5つ以上付与）
　・時間　　　：－
　・場所　　　：－
　・気象　　　：－
　・体制　　　：－
　・資機材　　：－
　○計器故障　：モニタリングポスト
　・人為的ミス：－
　○ＯＦＣ対応：OFCへヘリ移動、自治体からの要請
　○判断分岐　：訓練ｼﾐｭﾚｰﾀと連動（ﾏﾙﾁｴﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ）
　○その他　　：・重要区域での火災
　○　　　　　　・汚染傷病者

【シナリオ概要】
平日の昼間帯に4号機余熱除去ポンプ（B）室にて火災が発生す
る。その後、タービン系のトラブルにより、4号機が停止す
る。また、3号機にて使用済燃料プールに係るトラブルが発生
し、さらに4号機において、複数の設備故障が発生することに
より徐々に事態が悪化し、全面緊急事態に至る。

実動が３つ

○事業者間の支援活動
・中国電力
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
・松山保安研修所(要員派遣、通信連絡訓練、設営訓練（要素訓練で
実施）)
○原子力緊急事態支援組織との連動
・ロボット操作訓練(要素訓練として実施)

３つ以下　※新型ｺﾛﾅｳｨﾙｽ感染症拡大防止対策のため

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり
－記者等の社外プレーヤの参加
　・＜中止＞(予定：新聞社)
－他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤの参加
　・＜中止＞(予定：東京電力HD)
○模擬記者会見の実施
　・あり
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページ

２つ以下　　※新型ｺﾛﾅｳｨﾙｽ感染症拡大防止対策のため

○他原子力事業者への視察
　・即応センター：8訓練、緊急時対策所：5訓練
－自社訓練の視察受入れ
　・＜中止＞あり
－ピアレビュー等の受入れ
　・＜中止＞東京電力HD、北陸電力
○他原子力事業者の現場実動訓練への視察
　・柏崎刈羽、志賀、東通、福島第一

全てのプレーヤに対してシナリオ非提示

４つ該当

○他原子力事業者への視察
　・即応センター：3訓練、緊急時対策所：2訓練
○自社訓練の視察受入れ
　・あり
○ピアレビュー等の受入れ
　・九州電力、北陸電力、東北電力
○他原子力事業者の現場実動訓練への視察
　・柏崎刈羽

全てのプレーヤに対してシナリオ非提示

2019年5月見直し

浜岡原子力発電所
2月28日

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情
報フローへ反映している

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

プラント情報表示システムの使用に習熟し、情報共有に
活用した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④14%､③86%､②0%､①0%
※訓練シミュレータと連動した訓練用SPDSを使用

４つ該当

○通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れなし(第4報)
　○15条:誤記・記載漏れなし(第7報)
【参考】その他訂正報
　○なし

○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○「EAL判断チャート」を用いて説明した

○１０条確認会議等の対応
　○10条確認:6分(判断14:40,確認14:46)
　○15条認定:7分(判断15:37,認定15:44)
　○判断根拠､進展予測､対応戦略を簡潔に説明した

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後67分,32分間隔(最大)
　※進展が緩やかであったが初報に67分を要した
【参考】報告内容
　○発生事象と対応の概要                　    2報
　○ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等  2報
　15:47(第6報)対応の概要､プラント状況､MP
　16:19(第8報)対応の概要､プラント状況､MP

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④33%､③67%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・リエゾンの方が積極的にオンサイト総括のフォローを
されていた
・COPもテレビ会議システムでの説明から遅れず配布され
ていた

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資し
た

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④43%､③57%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・COPについて、パッケージで定期的に説明できており、
理解しやすかった

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されてい
た

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④17%､③83%､②0%､①0%

４つ該当

○他原子力事業者への視察
　・即応センター：3訓練、緊急時対策所：3訓練
○自社訓練の視察受入れ
　・あり
○ピアレビュー等の受入れ
　・九州電力
○他原子力事業者の現場実動訓練への視察
　・川内、玄海、泊

○最大15分
　○第4報      10分、 〇第6報    6分
　○第11報      5分、 〇第13報   5分
　〇第16報     15分、 〇第17報   10分
　〇第18報      8分、 〇第21報   7分
　〇第22報     10分、 〇第24報   8分

対象外

○最大8分
　○第4報     　8分、○第7報    　 7分

①～③が実施されてる

○10件の問題点から10件の課題が抽出されている
○10件の課題に対して原因分析がされている
○10件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
1件：細やかな状況説明（ユニットや時刻の抜けや問いかけへの対応
が不十分）

2019年10月3日実施

①～③が実施されてる

○4件の問題点から4件の課題が抽出されている
○4件の課題に対して原因分析がされている
○4件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている
※上記の他、更なる向上を図るための課題を2件抽出

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
なし

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤7%､④14%､③71%､②7%､①0%

３つ該当

○通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れなし(第7報)※
　○15条:誤記・記載漏れなし(第13報)
【参考】その他訂正報
　▲AL経過連絡　発生時刻(第3報)
　▲AL経過連絡　様式誤り(第5報)
　▲※10条通報  欄外の手書きメモ(代替送付時刻)誤りの訂正報あ
り(第7報)

○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○「EAL判断シート」を用いて説明した

▲１０条確認会議等の対応
　▲10条確認:11分(判断10:58,確認11:09)
　○15条認定: 8分(判断14:14,認定14:22)
　▲開催までに時間を要した(10条確認会議で8分）。

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後46分,50分間隔(最大)
【参考】報告内容
　○発生事象と対応の概要                 　    9報
　○ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等   7報
　13:44(第13報)対応の概要､プラント状況､MP
　14:03(第15報)対応の概要､プラント状況､MP
　14:14(第17報)対応の概要､プラント状況､MP
　14:29(第19報)対応の概要,MP
　14:37(第20報)対応の概要､プラント状況､MP
　15:27(第23報)対応の概要､プラント状況､MP
　15:37(第25報)対応の概要､プラント状況､MP
　15:54(第28報)対応の概要,MP
　16:03(第29報)対応の概要､プラント状況､MP

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

○発災を想定する号機(複数号機又は全号機)
　全号機(2/2基)でAL以上

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　2号機(未適合)  AL:1､SE:0､GE:0
　3号機(適合)　  AL:7､SE:4､GE:6

○場面設定など（5つ以上付与）
　・時間　　　：－
　○場所　　　：アクセスルートの通行制限
　・気象　　　：－
　○体制　　　：即応センターのERC対応者離脱
　・資機材　　：－
　○計器故障　：炉心損傷判断計器の故障
　○人為的ミス：・緊対所へ誤情報連絡
　　　　　　　　・時系列ｼｽﾃﾑへ重要情報入力漏れ
　○ＯＦＣ対応：OFCへ要員派遣、資料作成
　・判断分岐　：－
　○その他　　：・火災（原子炉補助建屋内）

【シナリオ概要】
3号機において、補機が故障してLCO逸脱、火災および傷病者が同時
に発生。地震により外部電源喪失。全交流電源喪失となり１０条事
象、１５条事象に至る。代替電源による受電に成功して一度は炉心
冷却再開に成功するが、必要な補機が動作しないなどの事象を受
け、炉心冷却継続不能となる。最終的には炉心が損傷する。
2号機の使用済燃料ピット系統の配管破断により水位が低下する。

実動が２～１　※新型ｺﾛﾅｳｨﾙｽ感染症拡大防止対策のため

－原子力事業者間の支援活動
・＜中止＞東京電力HD。北陸電力 ※実動中止(連絡のみ)
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
・島田営業所（通信機器設置、測定訓練）
・島田電力センター掛川分室（スクリーニング除染訓練、除染
設備立上げ、運営訓練）
○原子力緊急事態支援組織との連動
・資機材輸送、発電所構内にて無線重機の受入れ、ガレキ撤去
の操作訓練（要素訓練として実施）

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

○発災を想定する号機(複数号機又は全号機)
　全号機(3/3基)でAL以上

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　1号機(適合)   AL:3､SE:1､GE:1
　2号機(未適合) AL:1､SE:0､GE:0
　3号機(適合)　 AL:4､SE:4､GE:4

○場面設定など（5つ以上付与）
　・時間　　　：－
　・場所　　　：－
　・気象　　　：－
　○体制　　　：・要員欠員(炉主任､号機責任者)
　○資機材　　：・可搬型代替電源車損傷+要員1名離脱
　　　　　　　　・応急医務室の照明設備不点灯
　○計器故障　：一部ﾊﾟﾗﾒｰﾀ監視不可(一部電源喪失)
　・人為的ミス：－
　○ＯＦＣ対応：・要員派遣､資料作成､即応ｾﾝﾀｰと連携
　　　　　　　　・資機材輸送・引き渡し
　・判断分岐　：－
　○その他　　：・汚染傷病者
　　　　　　　　・火災

【シナリオ概要】
1号機は､地震発生後､全交流電源喪失により10条事象および15条事
象。可搬型代替電源車で給電｡2号機は､地震発生後､SFP水の漏えいに
より警戒事態事象｡SFP水位が漏えい箇所まで低下することで漏えい
停止｡
3号機は､1次冷却材漏えいしECCS起動｡蒸気発生器への給水手段喪失
で10条事象｡B-ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機､A-高圧注入ﾎﾟﾝﾌﾟおよびA-余熱除去ﾎﾟﾝ
ﾌﾟがﾄﾘｯﾌﾟ｡炉心注水手段喪失で15条事象｡B-高圧注入ﾎﾟﾝﾌﾟによる炉
心注水を実施するとともに､格納容器自然対流冷却の準備を開始｡

４つ該当

○通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れなし(第7報)
　○15条:誤記・記載漏れなし(第12報)
【参考】その他訂正報
　▲10条通報 EAL判断根拠の線量 (第21報)

○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○口頭でEAL判断根拠を説明した。

○１０条確認会議等の対応
　○10条確認:6分(判断14:42,確認14:48)
　○15条認定:4分(判断15:51,認定15:55)
　○判断根拠､進展予測､対応戦略を簡潔に説明した

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後44分,53分間隔(最大)
　※プラント状況、MP情報の報告が無かった
【参考】報告内容
　○発生事象と対応の概要              　       2報
　▲ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等   0報
　15:26(第11報)対応の概要
　16:19(第15報)対応の概要

緊急時対策所と連携した事故シナリオに基づく現場実動訓練を１回
以上実施（他原子力事業者評価者を受入れあり）

○現場実動訓練を実施
・実施状況：総合訓練で実施
・テーマ　：加圧器逃がし弁用代替電源による電源供給について、
可搬型蓄電池から該当計装盤およびケーブル布設、接続作業。
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：あり（可搬型蓄電池故障）
・連携状況：現場、緊急時対策所と連携
・他事業者評価：北海道電力

５つ該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり
○記者等の社外プレーヤの参加
　・あり（新聞社）
○他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤの参加
　・あり(中国電力)
○模擬記者会見の実施
　・あり
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページ

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している

プラント情報表示システムの使用に習熟し、情報共有に活用し
た

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④33%､③58%､②8%､①0%

1月31日
前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フ
ローへ反映している

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

プラント情報表示システムの使用に習熟し、情報共有に活用し
た

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤8%､④8%､③77%､②8%､①0%
【良好事例、不足する点】
・種々の情報共有・理解の深化のためのツールの活用はよくで
きていた。

高浜発電所 島根原子力発電所

プラント情報表示システムの使用に習熟し、情報共有に活用し
た

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④31%､③62%､②8%､①0%
【良好事例、不足する点】
・ERSSなどリアルタイムの事象の発生について、ERCから指摘
を受け状況を把握していた
※SAパラメータは模擬SPDSを併用

B

泊発電所

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フ
ローへ反映している

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

11月18日 2月7日

特段の支障なく情報共有が行われている

▲重要な機器や施設の状況の説明が抜けていることがあっ
た。
▲発生時間が頻繁に訂正される（他の発電所に比べ訂正が
多い）。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④7%､③50%､②43%､①0%
・重要な機器や施設の状況の説明が抜けていることがあっ
た（戦略を説明する上でも機器の現状の把握が必要であ
り、しっかり現状把握の上、情報共有をしてもらいたい）

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④14%､③50%､②36%､①0%
・起こったことに対する説明はあるが、それを受けて戦略
がどうなっていくのか、今後の対応がどうなっていくのか
の説明がない

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④21%､③43%､②36%､①0%

BA

必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が
行われている

○進展がゆっくりであり、ストレス無く情報が提供さ
れた。全体的に丁寧な説明がなされていた。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④57%､③43%､②0%､①0%
・断片的ではなく、適時に全体を俯瞰した現況をわか
りやすく説明していた
・状況説明は落ち着いていて聞き取りやすかった

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④43%､③57%､②0%､①0%
・事象進展や事故収束戦略・予測進展の変更といった
状況変化時にわかりやすく説明している

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④29%､③71%､②0%､①0%
・事故収束対応戦略の進捗として、実績や見込みにつ
いてわかりやすく説明している

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④0%､③62%､②31%､①0%
【良好事例、不足する点】
・リエゾンは全く機能していなかった

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④8%､③67%､②25%､①0%
【良好事例、不足する点】
・何をやっているのか理解しにくかった
・画面でもっとCOPや備付け使用を示し、活用して欲しかった

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④21%､③36%､②43%､①0%
【良好事例、不足する点】
・口頭のみの説明が多かった。もっとCOPを活用して説明が
有っても良かった。

５つ該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり
○記者等の社外プレーヤの参加
　・あり（新聞社)
○他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤの参加
　・あり(九州電力)
○模擬記者会見の実施
　・あり
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページ

緊急時対策所と連携した事故シナリオに基づく現場実動訓練を１回
以上実施（他原子力事業者評価者受入れなし）
※新型ｺﾛﾅｳｨﾙｽ感染症拡大防止対策のため

○現場実動訓練を実施
・実施状況：要素訓練で実施
・テーマ　：燃料プールへの注水訓練
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：あり(原子炉建物外壁ホース接続口破損による，
ホース接続不可)
・連携状況：現場、緊急時対策所、即応センターと連携
・他事業者評価：＜中止＞なし

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

○発災を想定する号機(複数号機又は全号機)
　　全号機(4/4基)でAL以上

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　1号機(未適合) AL:1､SE:1､GE:0
　2号機(未適合) AL:1､SE:0､GE:0
　3号機(適合)　 AL:3､SE:2､GE:2
　4号機(適合)　 AL:3､SE:3､GE:2

○場面設定など（5つ以上付与）
　・時間　　　：－
　・場所　　　：－
　・気象　　　：－
　○体制　　　：緊退所参集遅れ(ｱｸｾｽﾙｰﾄ損傷)
　・資機材　　：－
　○計器故障　：SG水位計(広域)､CV高ﾚﾝｼﾞｴﾘｱﾓﾆﾀ故障
　・人為的ミス：－
　○ＯＦＣ対応：OFC要員派遣､自治体からの要求対応
　○判断分岐　：・判断ポイント(ｼﾅﾘｵ分岐あり)
　○その他　　：・汚染傷病者

【シナリオ概要】
3,4号機は､震度の地震により外部電源喪失および原子炉ﾄﾘｯﾌﾟ｡4号機
は､LOCA発生･拡大｡非常用DG故障によりECCSが動作せず､10条､15条事
象｡炉心損傷の後､空冷DG復旧し､恒設代替低圧注水ﾎﾟﾝﾌﾟによる代替
CVｽﾌﾟﾚｲを実施｡3号機は､非常用DG故障､補助給水ﾎﾟﾝﾌﾟ故障により10
条事象｡SG水位が低下し､15条事象｡B系充てん/高圧注入ﾎﾟﾝﾌﾟ(自己
冷)による1次系F&Bを実施｡
1,2号機(長期停止)は､ｽﾄｯﾌﾟﾛｸﾞ等の破損に伴ってSFP漏洩発生し､水
位低下｡1号機については､水位低下により10条事象､その後水補給実
施｡

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している

３つ該当

○通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れなし(第7報)
　○15条:誤記・記載漏れなし(第13報)
【参考】その他訂正報
　▲AL該当連絡　判断時刻(第5報)

○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○「EAL判断シート」を用いて説明した

▲１０条確認会議等の対応
　○10条確認:6分(判断13:58,確認14:04)
　○15条認定:5分(判断15:09,認定15:14)
　▲15条認定会議で進展予測が無かった
　　(大まかな予測の説明がされなかった)

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後18分,104分間隔(最大)
　　※プラント状況、MP情報が1報のみ(104分を要した)
【参考】報告内容
　○発生事象と対応の概要              　       2報
　▲ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等   1報
　14:16(第8報)対応の概要
　16:00(第19報)対応の概要､プラント状況､MP

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④8%､③67%､②25%､①0%
【良好事例、不足する点】
・備え付け資料の系統図などを用いて具体的な系統をイメージ
できるよう説明してもらいたい

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④26%､③64%､②7%､①0%
【良好事例、不足する点】
・COPが定期的に提供された
・COP間で情報が整合していない箇所が見られた

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

○発災を想定する号機(複数号機又は全号機)
　　全号機(1/1基)でAL以上

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　2号機(適合)    AL:5､SE:5､GE:3

○場面設定など（5つ以上付与）
　・時間　　　：－
　・場所　　　：－
　・気象　　　：－
　・体制　　　：－
　○資機材　　：一斉通報システム故障
　○計器故障　：原子炉水位
　・人為的ミス：－
　○ＯＦＣ対応：要員派遣、自治体からの要請
　○判断分岐　：シナリオ検証ポイント(ｼﾅﾘｵ分岐なし)
　○その他　　：・内部溢水、火災
　　　　　　　　・EAL非該当の判断・対応
　　　　　　　　・デマ情報の付与（広報）

【シナリオ概要】
地震により,2号機は原子炉ｽｸﾗﾑし,系統漏えいが発生｡また,津波によ
り,原子炉注水設備の補機冷却系統が喪失,残留熱除去系ﾎﾟﾝﾌﾟがﾄﾘｯ
ﾌﾟし10条事象となる｡その後,再度地震により,LOCA発生,非常用ﾃﾞｨｰ
ｾﾞﾙ発電機ﾄﾘｯﾌﾟによるECCS機能喪失となり,15条事象に至る｡最終的
に,他系からの電源融通および補機冷却系への可搬式代替注水設備に
よる海水の直接注水により残留熱除去系の機能回復をはかり,原子炉
への注水を実施｡

プラント情報表示システムの使用に習熟し、情報共有に活用し
た

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④0%､③58%､②42%､①0%

11月29日

B

特段の支障なく情報共有が行われている

▲情報が早めに発話されており良好であったが、口頭の伝
達であるため、事態が錯綜してきた際には状況把握が難し
い場合があった。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④21%､③50%､②29%､①0%
・情報が錯綜してきた場面で、口頭だけでは現状や戦略が
上手く理解出来なかった

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④21%､③50%､②29%､①0%
・２の矢３の矢の説明があまりなかった
・事象への理解が表面的なところが見られ、一部、戦略の
意図などが共有されてなかった

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④15%､③38%､②46%､①0%
・計画された対応・作業の進捗状況の把握が甘かった

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④23%､③77%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・備付け資料を説明頂く機会が少なかった

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④31%､③62%､②8%､①0%

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フ
ローへ反映している

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フ
ローへ反映している

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④36%､③64%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・書画装置に用いた図面等は、適宜、ERC派遣リエゾンが印刷
物として配布していた。

特段の支障なく情報共有が行われている

▲即応センターで上手く情報の整理が出来ていなかったた
め、情報に混乱が生じた。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④29%､③50%､②21%､①0%
・既に共有された情報と異なるCOPが来ても訂正がない、
COPの新規情報について言及がないなど、何が正確な情報な
のか混乱が生じた

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④14%､③64%､②21%､①0%
・個別の事象の成否が、戦略へ影響するのか共有が不足し
た

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④7%､③71%､②21%､①0%
・操作、確認時刻がいつまでも不明なものがあった

訓練参加率：100％
・訓練参加者：131名、計画人数　：131名

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している

緊急時対策所と連携した事故シナリオに基づく現場実動訓練を１回
以上実施（他原子力事業者評価者を受入れあり）

○現場実動訓練を実施
・実施状況：総合訓練で実施
・テーマ　：可搬型代替電源車による給電訓練
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：あり(電源車損傷,要員１名離脱)
・連携状況：現場、緊急時対策所と連携
・他事業者評価：四国電力

５つ該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり
○記者等の社外プレーヤの参加
　・あり（新聞社2社)
○他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤの参加
　・あり(東北電力、北陸電力)
○模擬記者会見の実施
　・あり
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページ、SNS（投稿手順確認）

実動が３つ

○事業者間の支援活動
・日本原燃、東北電力、電源開発
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
・北海電気工事小樽支店(実動なし(連絡のみ))
・倶知安無線局(ロボット資機材の輸送訓練)(要素訓練として実施)
○原子力緊急事態支援組織との連動
・遠隔操作資機材操作訓練(要素訓練として実施)

・2019年9月 2019年11月11日見直し

全てのプレーヤに対してシナリオ非提示

○最大15分
　○第7報      15分、○第16報      2分
　○第18報      6分、〇第21報      1分
　〇第22報      7分、〇第24報      6分

①～③が実施されてる

○5件の問題点から11件の課題が抽出されている
○11件の課題に対して原因分析がされている
○11件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されてい
る

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
なし

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④8%､③58%､②25%､①8%
【良好事例、不足する点】
・系統図のCOPもあったが、それらが活用されていなかった

伊方発電所

B

特段の支障なく情報共有が行われている

▲説明が断片的であり戦略の全体像や今何を実施している
のかなど理解しにくい状況があった。
▲情報が遅れてERCに伝えられることが多かった。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④8%､③62%､②31%､①0%
・タイムリーで適切な説明が不足していた

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④8%､③62%､②31%､①0%
・予測結果の共有や今後の機器操作の方針の重要事項や操
作方針などの説明について、早いタイミングでの積極的な
共有が不足していた

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④8%､③38%､②54%､①0%
・状況の共有は良いが、その結果戦略が変更になるのか、
対策が進まなくなるのかなどもう一歩の説明が不足してい
た

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤9%､④36%､③55%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・ＥＲＣ内へ配布されるタイミングがテレビ会議システムの説
明内容とリンクしており、有効であった

・高浜：2020年2月見直し
・事業本部：2018年10月見直し

全てのプレーヤに対してシナリオ非提示

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④18%､③55%､②27%､①0%
【良好事例、不足する点】
・備え付け資料が活用されていなかった

－

訓練参加率：100％
・訓練参加者：84名、計画人数　：84名

訓練参加率：100%
・訓練参加者：97名、計画人数　：97名

訓練参加率：100％
・訓練参加者：119名、計画人数　：118名

訓練参加率：  103%(高松)、 96%(松山)
･訓練参加者:30名(高松)､74名(松山)､計画人数:29名(高松)､77名(松山)

訓練参加率：109%
・訓練参加者：114名、計画人数　：104名

－

53.3 /65点(コロナ中止項目を含めない)

11 119 10 13

3
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戦略の進捗状況

３－１
プラント情報表示シ
ステムの使用（ＥＲ
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を使用した訓練の実
施）
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ＥＲＣプラント班への備え
付け資料に係る説明実績

１０条通報に要した時間

参考 合計点数

得点率

中期計画の見直し

シナリオ非提示型訓練の実
施状況

緊急時対応要員の訓練参加
率（事業所）

緊急時対応要員の訓練参加
率（即応センター）

評価指標だけで表せな
い取組等を記述する。

訓練報告書届出日

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた
対策

確実な通報・連絡の実施
①通報文の正確性
②ＥＡＬ判断根拠の説明
③１０条確認会議等の対応
④第２５条報告

備
考

現場実動訓練の実施

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動した
プレス対応
②記者等の社外プレーヤの
参加
③他原子力事業者広報担当
等の社外プレーヤの参加
④模擬記者会見の実施
⑤情報発信ツールを使った
外部への情報発信

後方支援活動
①原子力事業者間の支援活
動
②原子力事業所災害対策支
援拠点との連動
③原子力緊急事態支援組織
との連動

原
子
力
事
業
者
防
災
訓
練
の
改
善
へ
の
取
組

前回までの訓練の訓練課題
を踏まえた訓練実施計画等
の策定

シナリオの多様化・難度

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ
④他原子力事業者の現場実
動訓練への視察

３

【Ｄ】
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報
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有
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２
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Ｅ
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No. 指標

情
報
共
有
・
通
報

情報共有のための情報フ
ロー

A A A A

2.9 b 2.7 b 2.6 b 2.9 b

2.7 b 2.9 b 2.8 b 2.9 b

2.6 b 2.6 b 2.4 b 2.6 b

A 3.1 A 2.9 A 2.9 A 3.3

A 3.2 A 3.2 A 3.1 A 3.1

A 2.4 A 3.1 A 2.7 A 3.1

A 2.5 A 2.9 A 2.4 A 2.6

B A C C B

A A A A A

A A A A

A A A A

A A A A

A A A A

A B A B

A B A A B

202日 259日 116日 116日 203日

77.9% 76.4% 76.0% 76.0% 74.0%

－

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フ
ローへ反映している

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している

6月9日

60.8 /80点

6月9日

60.8 /80点

対象外

○最大13分
　○第1報      13分

○最大15分
　○第1報       8分、  ○第3報   11分
　○第6報      10分、  〇第9報   15分
　○第11報      5分、  〇第12報   5分

2019年12月見直し 2019年12月見直し

訓練参加率：106％
・訓練参加者：117名、計画人数　：110名

全てのプレーヤに対してシナリオ非提示

訓練参加率：117％
・訓練参加者：94名、計画人数　：80名

対象外

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

○発災を想定する号機(複数号機又は全号機)
　　全号機(1/1基)でAL以上

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　東海(廃止)　   AL:0､SE:1､GE:1
　東海第二(適合) AL:4､SE:6､GE:3

○場面設定など（5つ以上付与）
　・時間　　　：－
　・場所　　　：－
　・気象　　　：－
　・体制　　　：－
　○資機材　　：通信設備不通による代替通信
　○計器故障　：高圧代替注水系の流量計故障（東海第二）
　・人為的ミス：－
　○ＯＦＣ対応：OFCへ要員派遣
　○判断分岐　：フルスコープシミュレータ（マルチエンディング）
　○その他　　：・汚染傷病者
　　　　　　　　・管理区域外でL1輸送容器運搬車横転・火災

【シナリオ概要】
東海発電所は、管理区域外にてL1輸送容器運搬車が地震により横転し、運搬車両用燃料への引火による火災の発生及びL1輸送容器損傷による放
射線の放出に至る。
東海第二発電所は、小LOCAに伴う原子炉スクラム後非常用炉心冷却装置の注水不能により原子炉水位ＴＡＦ到達に至る。

現場実動訓練を１回以上実施（評価者受入れあり）

○現場実動訓練を実施
・実施状況：要素訓練で実施(訓練ｼﾅﾘｵWGⅡ型)
・テーマ　：使用済燃料プールへの注水訓練
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：あり(水源確保要員１名の体調不良、可搬型中型ポンプ急停止)
・連携状況：現場、緊急時対策所、(模擬)即応センター
・他事業者評価：東京電力HD

①～③が実施されてる

○2件の問題点から2件の課題が抽出されている
○2件の課題に対して原因分析がされている
○2件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている
※上記の他、更なる向上を図るための課題を2件抽出

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
2件：・事象発生直後の状態確認シートの活用について
　　 ・書画装置の活用頻度向上によるERCﾌﾟﾗﾝﾄ班との情報共有の更
なる向上

５つ該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり
○記者等の社外プレーヤの参加
　・あり（新聞社）
○他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤの参加
　・あり(東京電力HD)
○模擬記者会見の実施
　・あり
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページ

実動が３つ

○事業者間の支援活動
・東京電力HD
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
・茨城事務所(電話実連絡、拠点開設、本店本部連携)
○原子力緊急事態支援組織との連動
・原子力緊急事態支援組織対応訓練(要素訓練として実施)

訓練参加率：100％
・訓練参加者：100名、計画人数　：100名

－

全てのプレーヤに対してシナリオ非提示

訓練参加率：100%
・訓練参加者：107名、計画人数　：107名

－

2019年8月見直し

全てのプレーヤに対してシナリオ非提示

・大飯：2019年11月見直し
・事業本部：2018年10月見直し

－

訓練参加率：119％
・訓練参加者：122名、計画人数　：102名

訓練参加率：102%
・訓練参加者：83名、計画人数　：81名

全てのプレーヤに対してシナリオ非提示

○最大8分
　○第3報     8分、○第4報     7分
　○第8報     5分、〇第9報     5分

○最大10分
　○第5報       7分、  ○第10報   10分
　○第12報      5分

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④0%､③54%､②46%､①0%
【良好事例、不足する点】
・備え付け資料に入っている資料を説明されているようであっ
たが、備え付け資料のページ数を発話することはなかった

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④0%､③50%､②44%､①0%
【良好事例、不足する点】
・水位や電源構成など使える資料があるが、備え付け資料については一度も言及がなかった
・EALの判断フロー図などは理解のため有益であるが備え付け資料に入っていない

３つ該当

○他原子力事業者への視察
　・即応センター：1訓練、緊急時対策所：4訓練
○自社訓練の視察受入れ
　・あり
▲ピアレビュー等の受入れ
　・なし
○他原子力事業者の現場実動訓練への視察
　・柏崎刈羽、川内、敦賀

①及び②まで実施されている

○5件の問題点から5件の課題が抽出されている
○5件の課題に対して原因分析がされている
▲1件の課題に対して原因分析を踏まえた対策の検討が不十分だった
※
　4件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

※基本動作の習熟（発話ミスの低減など）について、対策が検討さ
れたが、12/13大飯訓練で再発しており、検討が不十分だった。

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
1件：基本動作の習熟（発話ミスの低減など）
　　  ※2019年4月大飯高浜要素訓練）

４つ該当

○他原子力事業者への視察
　・即応センター：3訓練、緊急時対策所：4訓練
○自社訓練の視察受入れ
　・あり
○ピアレビュー等の受入れ
　・あり（東京電力HD、中部電力）
○他原子力事業者の現場実動訓練への視察
　・泊、浜岡、福島第二

対象外

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

○発災を想定する号機(複数号機又は全号機)
　　全号機(1/1基)でAL以上

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　2号機(適合)   AL:2､SE:3､GE:2

○場面設定など（5つ以上付与）
　・時間　　　：－
　・場所　　　：－
　・気象　　　：－
　・体制　　　：－
　○資機材　　：通信設備不通による代替通信
　・計器故障　：－
　○人為的ミス：誤情報(機器の準備情報)
　○ＯＦＣ対応：OFCへ要員派遣
　○判断分岐　：ﾌﾙｽｺｰﾌﾟｼﾐｭﾚｰﾀ(ﾏﾙﾁｴﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ)
　○その他　　：汚染傷病者

【シナリオ概要】
2号機において,地震の影響を受け,原子炉自動ﾄﾘｯﾌﾟ,外部電源喪失及
び1次冷却材の漏えいが発生する｡その後震度6弱の余震の影響によ
り,蒸気発生器への給水機能喪失及び全交流電源喪失となり,原災法
第10条及び第15条に至る｡最終的には空冷式非常用発電機1基を復旧
し,1次系ﾌｨｰﾄﾞｱﾝﾄﾞﾌﾞﾘｰﾄﾞにて炉心冷却を実施した｡
1号機は,地震の影響により,全交流電源喪失及び使用済燃料貯蔵系統
の配管破損が発生し,可搬型設備による使用済燃料貯蔵池の補給を実
施した｡

2019年10月3日実施

▲最大20分
　○第2報      10分、 ▲第3報    20分
　○第4報       7分、 〇第6報     9分
　▲第8報      16分、 〇第9報    11分
　〇第11報      6分、 〇第12報   10分

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している

①～③が実施されてる

○3件の問題点から3件の課題が抽出されている
○3件の課題に対して原因分析がされている
○3件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている
※上記の他、更なる向上を図るための課題を3件抽出

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
2件：・事象発生直後の状態確認シートの活用について
　　 ・書画装置の活用頻度向上によるERCﾌﾟﾗﾝﾄ班との情報共有の更
なる向上

①～③が実施されてる

○3件の問題点から3件の課題が抽出されている
○3件の課題に対して原因分析がされている
○3件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている
※上記の他、更なる向上を図るための課題を4件抽出

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
なし

緊急時対策所と連携した事故シナリオに基づく現場実動訓練を１回
以上実施（他原子力事業者評価者を受入れあり）

○現場実動訓練を実施
・実施状況:総合訓練で実施
・テーマ　:1,2号空冷DG起動,3号機側へ号機間融通
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与:あり(1号機空冷DGしゃ断器投入不可)
・連携状況:現場、緊急時対策所と連携
・他事業者評価:日本原電

５つ該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり　※12/13大飯で実施
○記者等の社外プレーヤの参加
　・あり　※2/7高浜で実施
○他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤの参加
　・あり　※2/7高浜で実施
○模擬記者会見の実施
　・あり　※12/13大飯、2/7高浜で実施
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページ　※12/13大飯で実施

実動が３つ

○事業者間の支援活動
・北陸電力、中国電力、四国電力、九州電力、日本原電、ＪＡＥＡ
(要素訓練で実施)
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
・美浜整備センター(中核施設設営･運営訓練､前線施設設営訓練､協
力施設（若狭支援連携本部）設営･運営訓練)
(要素訓練として実施)
○原子力緊急事態支援組織との連動
・無線操作ロボットの発電所構内へ受け入れ、遠隔操作訓練(要素訓
練として実施)

59.2 /80点

7月3日

62.3 /80点

5月14日 7月3日

61.1 /80点

プラント情報表示システムの使用に習熟し、情報共有に活用した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④11%､③68%､②21%､①0%
【良好事例、不足する点】
・フルスコープシミュレータ画面では、トレンド（炉水位）が見れなかった（傾向がわかりにくい）
・ERSSが使えない場合、プラントの情報共有の頻度を増やして欲しい
※フルスコープシミュレータを使用

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④16%､③74%､②11%､①0%
【良好事例、不足する点】
・リエゾンも積極的な補足説明をして欲しい（即応センターの説明のフォロー、備付け資料も活用した補足）

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④5%､③63%､②32%､①0%
【良好事例、不足する点】
・COPを用いて説明しているが、使用不可になっているもので、なぜ使用不可になっているのか説明していないものがある
・COPを用いて電源と注水のみの説明であり海水系の説明が全くなく、重要な設備が使えなくなっている場合もあるので、COPの内容を
しっかり説明してもらいたい

プラント情報表示システムの使用に習熟し、情報共有に活用し
た

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④18%､③73%､②9%､①0%
【良好事例、不足する点】
・ERSS等のように使用できず、プラント状況の把握が難しかっ
た（トレンドグラフ）
※フルスコープシミュレータを使用

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④31%､③62%､②8%､①0%
【良好事例、不足する点】
・リエゾンは資料配付に徹していた
・リエゾンが配布した資料の中に文字が小さすぎるものが散見
された

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④0%､③42%､②58%､①0%
【良好事例、不足する点】
・COP（戦略シートや系統図）はもっと書画を使って説明して
もらっても良かった

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④33%､③40%､②27%､①0%
【良好事例、不足する点】
・発災当初、COPを使用しなかったため、ERCへの説明が十分で
なかった

プラント情報表示システムの使用に習熟し、情報共有に活用し
た

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④29%､③36%､②29%､①7%
【良好事例、不足する点】
・ERCプラント班の指摘を受けパラメータの変化を把握するよ
うな状況であった

特段の支障なく情報共有が行われている

▲EALの説明は概ね出来ていたが、SEやGEの発動予測につい
ての情報共有が不足していた。
▲発生時間が頻繁に訂正される（他の発電所に比べ訂正が
多い）。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④7%､③60%､②27%､①7%
・EALの説明は概ね出来ていた

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④20%､③53%､②20%､①7%
・進展予測が当初の予想より早まったことについてその理
由にかかる説明に時間を要した

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④7%､③53%､②33%､①7%

特段の支障なく情報共有が行われている

▲全般的に即応センターに情報がしっかり入っていない。
▲プラント状況・戦略とも情報共有が遅れ気味で、全体像の説明が不十分であった。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④5%､③58%､②32%､①5%
・EALの伝達が遅く、特に、最初のSE,GEについては、それをトリガーにオフサイトの対策が動き始めるため早くしてもらいたい
・注水がどうなっているかなど、プラントの情報共有が少なかった

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④16%､③47%､②37%､①0%
・戦略をとりまとめて情報共有してもらったが、余計混乱する状況であった
・説明が混乱している部分があったため、情報の優先順位・予測と戦略について迅速に整理する必要がある

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④5%､③32%､②63%､①0%
・水位復旧、電源復旧に伴う、系統の切替えについて、説明がまとまっておらず、理解が難しかった
・設備状況シートは活用が確認できなかった

美浜発電所

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フ
ローへ反映している

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

大飯発電所
12月13日

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

○発災を想定する号機(複数号機又は全号機)
　　全号機(4/4機)でAL以上

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　1号機(未適合) AL:1､SE:1､GE:0
　2号機(未適合) AL:1､SE:1､GE:0
　3号機(適合)　 AL:3､SE:4､GE:2
　4号機(適合)　 AL:3､SE:2､GE:1

○場面設定など（5つ以上付与）
　・時間　　　：－
　・場所　　　：－
　・気象　　　：－
　○体制　　　：体調不良による本部長の途中離脱
　・資機材　　：－
　○計器故障　：・MP,SFP水位計,SG水位計故障
　・人為的ミス：－
　○ＯＦＣ対応：・支援要請(派遣なし(本部内検討))
　○判断分岐　：・判断ポイント(ｼﾅﾘｵ分岐あり)
　○その他　　：・汚染傷病者
　　　　　　　　・原子力防災要員の負傷(対策遅延)

【シナリオ概要】
3,4号機は､震度の地震により外部電源喪失および原子炉ﾄﾘｯﾌﾟ｡3号機
については､補助給水ﾎﾟﾝﾌﾟ故障により10条事象｡その後RCPｼｰﾙLOCA発
生し､SBOによりECCS起動せず､15条事象｡その後､空冷DGを起動し､B充
てんﾎﾟﾝﾌﾟ(自己冷)による1次系F&Bを実施｡4号機については､B系非常
用DG故障､小LOCA発生後にA系高圧注入ﾎﾟﾝﾌﾟ故障により10条事象､A系
余熱除去ﾎﾟﾝﾌﾟ故障により15条事象｡その後､A系CVｽﾌﾟﾚｲﾎﾟﾝﾌﾟによる
代替炉心注水を実施｡
1,2号機は､ｽﾄｯﾌﾟﾛｸﾞ等の破損に伴ってSFP漏洩が発生し､水位低下に
より10条事象｡その後水補給実施｡

３つ該当

○通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れなし(第2報)
　○15条:誤記・記載漏れなし(第3報)※
【参考】その他訂正報
　△※10条通報 採番が無い通報文が着信 (第XX報)
　

○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○口頭でEAL判断根拠を説明した。

○１０条確認会議等の対応
　○10条確認:10分(判断13:42,確認13:52)
　○15条認定:7分(判断13:48,認定13:55)
　○判断根拠､進展予測､対応戦略を簡潔に説明した

－第２５条報告　※1報のみで評価できず
　▲間隔　特定事象判断後64分,以降の報告無し
【参考】報告内容
　▲発生事象と対応の概要                 　    1報
　▲ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等   1報
　14:46(第7報)対応の概要､プラント状況､MP
　--:--(第-報)対応の概要､プラント状況､MP※
　※発電所では訓練中2報作成したものの未発信

プラント情報表示システムの使用に習熟し、情報共有に活用し
た

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤14%､④14%､③57%､②14%､①0%

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤7%､④14%､③64%､②14%､①0%
【良好事例、不足する点】
・リエゾンに確認しても回答がないことがあった

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④14%､③79%､②7%､①0%
【良好事例、不足する点】
・COP2を使って説明をしていたが、COP3、4も活用して説明し
てもらいたい（視覚的な説明も加えてもらう方が共通理解に繋
がる）

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④8%､③46%､②46%､①0%
【良好事例、不足する点】
・あまり備付け資料を使っていなかった

B

特段の支障なく情報共有が行われている

▲起こったことに対する説明はされているが、それを受け
て戦略がどうなっていくのか、今後の対応がどうなるのか
の説明が少なかった。
▲発生時間が頻繁に訂正される（他の発電所に比べ訂正が
多い）。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④0%､③86%､②14%､①0%
・EALを判断したのかが明確ではなかった
・発生時間が頻繁に訂正された（他の社に比べ訂正が多い
こともあり、正確な情報を伝えることを目指してもらいた
い）

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④7%､③71%､②21%､①0%
・全体の大きな戦略の説明があまりなされていない

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④0%､③64%､②36%､①0%

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フ
ローへ反映している

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している

実動が３つ

○事業者間の支援活動
・北陸電力、中国電力、四国電力、九州電力、日本原電、ＪＡＥＡ
(要素訓練で実施)
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
・美浜整備センター(中核施設設営･運営訓練､前線施設設営訓練､協
力施設（若狭支援連携本部）設営･運営訓練)
(要素訓練として実施)
○原子力緊急事態支援組織との連動
・無線操作ロボットの発電所構内へ受け入れ、遠隔操作訓練(要素訓
練として実施)

４つ該当

○他原子力事業者への視察
　・即応センター：1訓練、緊急時対策所：4訓練
○自社訓練の視察受入れ
　・あり
▲ピアレビュー等の受入れ
　・なし
○他原子力事業者の現場実動訓練への視察
　・柏崎刈羽、川内、敦賀

４つ該当

○他原子力事業者への視察
　・即応センター：3訓練、緊急時対策所：5訓練
○自社訓練の視察受入れ
　・あり
○ピアレビュー等の受入れ
　・あり（関西電力）
○他原子力事業者の現場実動訓練への視察
　・柏崎刈羽、伊方、志賀、福島第一

現場実動訓練を１回以上実施（評価者受入れあり）

○現場実動訓練を実施
・実施状況：要素訓練で実施(訓練ｼﾅﾘｵWGⅡ型)
・テーマ　：SFPへの注水
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：あり(水源確保要員１名の体調不良、ホースから
の水漏れ)
・連携状況：現場、緊急時対策所、(模擬)即応センター
・他事業者評価：関西電力

５つ該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり
○記者等の社外プレーヤの参加
　・あり（新聞社）
○他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤの参加
　・あり(電源開発)
○模擬記者会見の実施
　・あり
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページ

実動が３つ

○事業者間の支援活動
・関西電力(要素訓練として実施)
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
・敦賀総合研修センター(電話実連絡，拠点開設準備（要素訓練とし
て実施）)
○原子力緊急事態支援組織との連動
・原子力緊急事態支援組織対応訓練(要素訓練として実施)

①及び②まで実施されている

○6件の問題点から6件の課題が抽出されている
○6件の課題に対して原因分析がされている
▲1件の課題に対して原因分析を踏まえた対策の検討が不十分だった
※
　5件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている
　
※基本動作の習熟（発話ミスの低減など）について、対策が検討さ
れたが、2/7高浜訓練で再発しており、検討が不十分だった。

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
１件：遅滞のない通報連絡

緊急時対策所と連携した事故シナリオに基づく現場実動訓練を１回
以上実施（他原子力事業者評価者を受入れあり）

○現場実動訓練を実施
・実施状況：総合訓練で実施
・テーマ　：3号B-充てんﾎﾟﾝﾌﾟ(自己冷)のﾃﾞｨｽﾀﾝｽﾋﾟｰｽ取替え､炉心
注水ﾗｲﾝ構成、加圧器逃がし弁への代替空気供給
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：あり(N2ﾎﾞﾝﾍﾞ代替空気供給不可)
・連携状況：現場、緊急時対策所と連携
・他事業者評価：日本原電

５つ該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり
○記者等の社外プレーヤの参加
　・あり　※2/7高浜で実施
○他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤの参加
　・あり(日本原電)
○模擬記者会見の実施
　・あり
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページ

２つ以下

▲通報文の正確性　※誤記等はないが通報手続を満足せず
　▲法定の通報手続を実施していない(送信の連絡なし)
　○10条:誤記・記載漏れなし(第1報)
　○15条:誤記・記載漏れなし(第6報)
【参考】その他訂正報
　○なし

○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○「EAL判断シート」を用いて説明した

▲１０条確認会議等の対応
　▲10条確認:13分(判断13:55,認定14:08)
　○15条認定:9分(判断14:25,認定14:34)
　▲開催までに時間を要した(10条確認会議で11分）

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後42分,29分間隔(最大)
【参考】報告内容
　○発生事象と対応の概要                  　   4報
　○ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等   4報
　14:37(第7報)対応の概要､プラント状況､MP
　14:59(第10報)対応の概要､プラント状況､MP
　15:28(第13報)対応の概要､プラント状況､MP
　15:52(第14報)対応の概要､プラント状況､MP

２つ以下

▲通報文の正確性　※誤記等はないが通報手続を満足せず
　▲法定の通報手続を実施していない(送信の連絡なし)
　○10条:誤記・記載漏れなし(第1報)
　○15条:誤記・記載漏れなし(第1報)
【参考】その他訂正報
　○なし

○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○「EAL判断シート」を用いて説明した

▲１０条確認会議等の対応
　－10条確認:－分
　▲15条認定:12分(判断14:40,認定14:52)
　▲開催までに時間を要した(15条認定会議で10分）

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後40分,22分間隔(最大)
【参考】報告内容
　○発生事象と対応の概要                   　  2報
　○ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等   2報
　15:20(第2報)対応の概要､プラント状況､MP
　15:42(第2報)対応の概要､プラント状況､MP

３つ該当

○通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れなし(第3報)
　○15条:誤記・記載漏れなし(第4報)
【参考】その他訂正報
　○なし
　

○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○「ＥＡＬ早見表」を用いて説明した

▲１０条確認会議等の対応
　○10条確認:7分(判断14:06,確認14:13)
　▲15条認定:11分(判断15:35,認定15:46)
　▲判断根拠､進展予測､対応戦略の説明に時間を要した
  ※15:30に事象発生しており一連の対応に時間を要した

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後35分,39分間隔(最大)
【参考】報告内容
　○発生事象と対応の概要                 　    4報
　○ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等   4報
　14:41(第7報)対応の概要､プラント状況､MP
　15:12(第8報)対応の概要､プラント状況､MP
　15:51(第11報)対応の概要､プラント状況､MP
　16:15(第13報)対応の概要､プラント状況､MP

B

特段の支障なく情報共有が行われている

▲COP（戦略シートや系統図）による情報共有が不足してい
る。
▲戦略シートを用い説明していたが、戦略シートでは戦略
の説明のみで、完了までの時間に関する情報の共有が少な
かった。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④0%､③93%､②7%､①0%
・SPDS画面をいきなり表示されると、どのパラメータを見
ればよいかわからず、即応センターの説明についていけな
かった

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④0%､③71%､②29%､①0%
・今後の戦略について、情報共有が少ない

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④0%､③64%､②36%､①0%
・設備状況シートの変更点を示す雲マークなどのリバイス
がなされなかったため、配布されERCﾌﾟﾗﾝﾄ班内で混らんし
た

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④7%､③71%､②21%､①0%
【良好事例、不足する点】
・備え付け資料の使用済燃料プールの図が間違えていた

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④23%､③69%､②8%､①0%
【良好事例、不足する点】
・ERCリエゾンから、タイムリーにCOPの更新版が配布され良好

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フローへ反映している

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

東海第二発電所
2月14日10月18日

B

東海発電所
2月14日

B

敦賀発電所
10月25日

訓練参加率：100%
・訓練参加者：99名、計画人数　：99名

４つ該当

○通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れなし(第3報)
　○15条:誤記・記載漏れなし(第4報)
【参考】その他訂正報
　○なし

○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○口頭でEAL判断根拠を説明した。

○１０条確認会議等の対応
　○10条確認:6分(判断14:22,確認14:28)
　○15条認定:8分(判断14:43,認定14:51)
　○判断根拠､進展予測､対応戦略を簡潔に説明した

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後51分,75分間隔(最大)
【参考】報告内容
　○発生事象と対応の概要                 　    2報
　○ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等   2報
　15:13(第7報)対応の概要､プラント状況､MP
　16:28(第10報)対応の概要､プラント状況､MP

・美浜：2019年10月見直し
・事業本部：2018年10月見直し

対象外

訓練参加率：100％
・訓練参加者：120名、計画人数　：120名

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

○発災を想定する号機(複数号機又は全号機)
　　全号機(1/1基)でAL以上※冷却告示除く

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　3号機(適合)　  AL:4､SE:4､GE:1

○場面設定など（5つ以上付与）
　・時間　　　：－
　○場所　　　：アクセスルート障害(電源車転倒)
　・気象　　　：－
　・体制　　　：－
　・資機材　　：－
　○計器故障　：炉内温度計装装置､SFPｴﾘｱﾓﾆﾀ
　・人為的ミス：－
　○ＯＦＣ対応：支援要請(派遣なし(本部内検討))
　○判断分岐　：判断ポイント(ｼﾅﾘｵ分岐あり)
　○その他　　：複数の汚染傷病者

【シナリオ概要】
3号機は､震度の地震により外部電源喪失および原子炉ﾄﾘｯﾌﾟ｡補助給
水ﾎﾟﾝﾌﾟ故障により10条事象｡大LOCA発生し､ECCS故障により15条事
象｡自動起動したCVｽﾌﾟﾚｲﾎﾟﾝﾌﾟを代替炉心注水として使用したが､非
常用DG故障によりSBO｡炉心注水停止｡2号機の空冷DGを復旧し､号機間
電源融通を行い､恒設代替低圧注水ﾎﾟﾝﾌﾟによる代替炉心注水を開始｡
B系非常用DGが復旧し､B系余熱除去ﾎﾟﾝﾌﾟによる炉心注水へ切り替え
た｡
1と2号機は､非常用DG､空冷DGによるSBO発生｡1号機はSFP配管漏洩に
より水位低下｡漏えい箇所の隔離後､水補給を開始｡

1814 16 1615
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評価指標に基づく評価結果(指標別)(実用発電用原子炉) 別添１－２
1／10

東通原子力発電所 柏崎刈羽原子力発電所 泊発電所 東海･東海第二発電所

女川原子力発電所 志賀原子力発電所 高浜発電所 大飯発電所

川内原子力発電所 玄海原子力発電所 島根原子力発電所

浜岡原子力発電所 敦賀発電所

伊方発電所 美浜発電所

発電所 見直し事項

東通原子力発電所 発電所からの本店即応センターを経由した情報の流れの再確認。現況情報・事象の進展予測・対応戦略の説明フローの再確認。COP を用いた発電所状況や事故対応戦略の説明ルーチンの再確認

女川原子力発電所 発電所からの本店即応センターを経由した情報の流れの再確認。現況情報・事象の進展予測・対応戦略の説明フローの再確認。COP を用いた発電所状況や事故対応戦略の説明ルーチンの再確認

川内原子力発電所 ＥＲＣ対応ブース配席図・役割分担に情報フローを補記した説明図作成。設備状況・戦略シートの運用を見直し。情報入手者からの情報提供方法と項目の明確化

柏崎刈羽原子力発電所 今年度訓練に向けて，官庁連絡班の業務を簡素化しERCプラント班への説明に注力させるため，通報文の授受について情報班の役割へ変更した。その変更内容を「①EALに関する情報」に反映した。

志賀原子力発電所 昨年課題の即応センターからERCへの情報フローの改善として、対外対応Gr内の役割分担の見直し（メインスピーカと仕切り役の役割を別に設ける体制に見直し）。

玄海原子力発電所 ＥＲＣ対応ブース配席図・役割分担に情報フローを補記した説明図作成。設備状況・戦略シートの運用を見直し。情報入手者からの情報提供方法と項目の明確化

浜岡原子力発電所 複数号機同時発災時におけるERCとの情報連携体制の強化を目的として、運転・停止号機別のERC対応者補佐（レク担当）を配置したため、情報フローに反映した。

伊方発電所 昨年度訓練結果に対する分析・評価を行い全体を網羅した情報フローの作成。　事前説明の実施。

泊発電所

高浜発電所 全体を網羅し、情報共有のハードウェア及び各情報に対する運用フローを作成。　前回からの改善：基本動作の習熟／発電所との迅速な情報共有／ＥＡＬ判断根拠の説明。

島根原子力発電所 発電所，本社，ＥＲＣの３拠点間の情報の流れが網羅されたフローについて、前回訓練での情報共有における課題に対する改善策を反映して作成している。

敦賀発電所 前回訓練結果に対する分析・評価を行い，全体を網羅した情報フローへと反映した。


美浜発電所 全体を網羅し、情報共有のハードウェア及び各情報に対する運用フローを作成。　前回からの改善：情報伝達漏れチェック、 ＴＶ会議専任者発話情報の明確化。

東海･東海第二発電所 前回訓練結果に対する分析・評価を行い，全体を網羅した情報フローへと反映。　新たな課題として，時系列を表示するための書画装置導入に関する課題を抽出

大飯発電所 全体を網羅し、情報共有のハードウェア及び各情報に対する運用フローを作成。　前回からの改善：情報メモの充実、 即応センター情報チームの役割分担の再構築。

R2.1.24

区分
情報共有・通報
（計画・立案）

指標１ 情報共有のための情報フロー
評価対象の
考え方など

　訓練実施前に、発電所、本店（即応センター）、ＥＲＣの３拠点間の情報フローの計画について確認する。
　情報フローとは、５つの情報（①ＥＡＬに関する情報、指標２に示す情報（②事故・プラントの状況、③進展予測と事故収束対応戦
略、④戦略の進捗状況）、⑤ＥＲＣプラント班からの質問への回答）について、いつ、どこで、だれが、なにを、どんな目的で、どのよ
うにの観点からみた、情報伝達の一連の流れをいう。
　また、情報フローの確認に際しては、前回訓練での情報共有における課題に対する改善策を反映したものとしているかを確認す
る。

昨年度訓練結果に対する分析・評価：を行い、①発電所対策本部側の状況をＴＶ会議音声で視聴、②本店対策本部による時系列３連表の記載充実（補足入力）、③発電所対策本部（情報連絡責任者）によるＣＯＰ２へ
の戦略入力、④発電所対策本部への問い合わせのラインを追加、を情報フローに反映した。

R2.2.21 R2.1.27 R2.2.7

官庁連絡班の業務を簡素化しERCプラント班への説明に注力させるため，通報文の授受について情報班の役割へ変更し，加えて，福島第一原子力発電所及び福島第二原子力発電所間での情報共有ルートを新たに
定め，その変更内容を情報フロー「①EALに関する情報」に反映した。

福島第一・第二
　　　原子力発電所

R1.10.4

R1.11.22 R1.11.1

R2.2.28

特
徴
的
な
実
施
内
容

備
考

R1.10.25

R1.10.18

発
電
所

R1.12.6

R2.2.14

R1.11.18

R1.12.13

R2.1.31

福島第一･第二
　　　　　原子力発電所

R1.11.29

基
準

Ａ Ｂ Ｃ

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ、全体を網羅した情報フローへ反映している 16
全体を網羅した情報フローを作
成している

0
情報フローを作成しているもの
の、全体が網羅されていない　又
は　情報フローを作成していない

0

5



評価指標に基づく評価結果(指標別)(実用発電用原子炉) 別添１－２
2／10

女川原子力発電所 浜岡原子力発電所 島根原子力発電所 大飯発電所

東通原子力発電所 川内原子力発電所 玄海原子力発電所 高浜発電所

志賀原子力発電所 柏崎刈羽原子力発電所 美浜発電所

泊発電所 伊方発電所

2-1評価 2-2評価 2-3評価

女川原子力発電所 3.9 ａ 3.9 ａ 3.7 ａ 一部、ERCから確認することにより状況説明されるものがあったものの、基本的に状況等が前広に共有されていた。

東通原子力発電所 3.9 ａ 3.8 ａ 3.7 ａ 発電所の情報と時間遅れなく、即時性をもって情報共有なされた。また、適宜、今後のEALの進展など情報をまとめて説明していた。

福島第一･第二原子力発電所 3.5 ａ 3.6 ａ 3.4 ａ 複数サイト・号機での訓練であったが、情報が錯綜する場合でも資料や手書きのメモを映しつつ概ね情報提供がされた。

浜岡原子力発電所 3.6 ａ 3.4 ａ 3.3 ａ 進展がゆっくりであり、ストレス無く情報が提供された。全体的に丁寧な説明がなされていた。

川内原子力発電所 3.7 ａ 3.3 ａ 3.2 ａ 事故進展プラント状況の報告は良かった。　しかし、戦略対応や進捗については情報が限定的であった。

志賀原子力発電所 3.2 ａ 3.1 ａ 2.9 ｂ 進展予測の変更を状況変化時に解り易く説明している。一部、説明していない機器の操作等があり、戦略全体が把握できない場面があった。

島根原子力発電所 3.1 ａ 2.9 ｂ 2.9 ｂ 即応センターで上手く情報の整理が出来ていなかったため、情報に混乱が生じた。

玄海原子力発電所 3.0 ａ 2.9 ｂ 2.8 ｂ 事故・プラントの状況、事故収束対応戦略、戦略の進捗状況をまとめた説明が不足していた。

柏崎刈羽原子力発電所 2.8 ｂ 2.8 ｂ 3.1 ａ 各号機の戦略は共有されていたが、複数号機で同時発災している場面において、発電所全体の戦略について共有が不足していた。

泊発電所 2.9 ｂ 2.9 ｂ 2.7 ｂ 情報が早めに発話されており良好であったが、口頭の伝達であるため、事態が錯綜してきた際には状況把握が難しい場合があった。

大飯発電所 2.9 ｂ 2.9 ｂ 2.6 ｂ 発生事象の説明はあるが、それを受けた戦略(今後の対応方針)の説明が少なかった。発生時間の訂正が他の発電所に比べ多い。

高浜発電所 2.6 ｂ 2.8 ｂ 2.9 ｂ 重要な機器や施設の状況の説明が抜けていることがあった。　発生時間の訂正が他の発電所に比べ多い。

美浜発電所 2.7 ｂ 2.9 ｂ 2.6 ｂ EALの説明は概ね出来ていたが、SEやGEの発動予測についての情報共有が不足。発生時間の訂正が他の発電所に比べ多い。

伊方発電所 2.8 ｂ 2.8 ｂ 2.5 ｂ

敦賀発電所 2.9 ｂ 2.7 ｂ 2.6 ｂ COP（戦略シートや系統図）による情報共有の不足。戦略シートでは戦略の説明のみで､完了までの時間に関する情報の共有が少なかった。

東海・東海第二発電所 2.6 ｂ 2.8 ｂ 2.4 ｂ 全般的に即応センターに情報がしっかり入っていない。プラント状況・戦略とも情報共有が遅れ気味で、全体像の説明が不十分であった。

事象の進展や事故収束戦略・予測進展の変更といった状況変化時や、適時に施設全体の現況について、テレビ会議シス
テム等での発話等により説明ができたかを評価の観点とする。
　また、訓練実施後に行うＥＲＣプラント班要員へのアンケート結果も踏まえ評価に反映する。

発
電
所

R1.11.22

R2.1.31 R1.12.13

基
準

敦賀発電所 R1.10.25

R1.12.6 東海・東海第二発電所 R2.2.14

R1.11.1R2.1.27
R2.1.24

R1.10.18

R2.2.21

R1.10.4

福島第一･第二
　　　　　原子力発電所

評価対象の
考え方など

区分
情報共有・通報

（ＥＲＣプラント班との情報共有）
指標２

 ２－１：現在のプラントの状況、新たな事象の発生、線量の状況、負傷者の発生等の発生イベント、現況について、
　　　　ＥＲＣプラント班との情報共有が十分であるか評価する。
　　　　必要な情報に不足や遅れがなく即応センターから積極的に情報提供がされているかを評価する。

 ２－２：事故の進展予測及びこれを踏まえた事故収束に向けた対応戦略（対応策）について、ＥＲＣプラント班との情報共有が
　　　　十分であるか評価する。必要な情報に不足や遅れがなく即応センターから積極的に情報提供がされているかを評価する。

 ２－３：事故収束に向けた対応戦略（対応策）の進捗状況について、ＥＲＣプラント班との情報共有が十分であるか評価する。
　　　　必要な情報に不足や遅れがなく即応センターから積極的に情報提供がされているかを評価する。

 ２－１～２－３について以下の基準で個別評価
 し､その結果で全体としての評価を行う
　 a: 必要な情報に不足や遅れがなく、積極的
　　　に情報共有が行われている
 　b: 特段の支障なく情報共有が行われている
　 c: 情報共有に支障があり、改善の余地がある

 A(ａａａ,ａａｂ)：必要な情報に不足や遅れがなく、
　　　　　　　　積極的に情報共有が行われている

 B(ａｂｂ,ｂｂｂ)：特段の支障なく､情報共有が行わ
　　　　　　　　れている
 C：情報共有に支障があり、改善の余地がある

特
徴
的
な
実
施
内
容

0
情報共有に支障があり、改善

の余地がある
必要な情報に不足や遅れがなく、

積極的に情報共有が行われている

Ｂ

10特段の支障なく情報共有が行われている

Ｃ

R2.2.28

Ａ

6

R1.11.29

R2.2.7

R1.11.18

備
考

発電所 特記事項事故・プラ
ント状況

進展予測
と収束戦略

戦略の進
捗状況

説明が断片的であり戦略の全体像や今何を実施しているのかなど理解し辛い状況があった。情報が遅れてERCに伝えられることが多かった。

6



評価指標に基づく評価結果(指標別)(実用発電用原子炉) 別添１－２
3／10

東通原子力発電所 志賀原子力発電所 大飯発電所 高浜発電所

川内原子力発電所 島根原子力発電所 美浜発電所

女川原子力発電所 玄海原子力発電所 泊発電所 敦賀発電所

柏崎刈羽原子力発電所 浜岡原子力発電所 伊方発電所 東海・東海第二発電所

３－１ プラント情報表示システムの使用 ３－２ リエゾンの活動 ３－３ ＣＯＰの活用 ３－４ ＥＲＣ備付け資料の活用

情報表意装置

東通原子力発電所 3.9 運転 ERSS 東通原子力発電所 3.8 川内原子力発電所 3.9 ７種類 東通原子力発電所 3.7

川内原子力発電所 3.8 運転 ERSS 川内原子力発電所 3.6 東通原子力発電所 3.8 ４種類 川内原子力発電所 3.6

玄海原子力発電所 3.6 運転 ERSS 女川原子力発電所 3.5 女川原子力発電所 3.8 ８種類 柏崎刈羽原子力発電所 3.6

女川原子力発電所 3.5 運転 ERSS 志賀原子力発電所 3.5 柏崎刈羽原子力発電所 3.5 11種類 女川原子力発電所 3.5

福島第一・第二 伊方発電所 3.5 福島第一原子力発電所 10種類 福島第一・第二

　　　　　原子力発電所 福島第一・第二 福島第二原子力発電所 11種類 　　　　　原子力発電所

柏崎刈羽原子力発電所 3.4 運転 ERSS+SPDS 　　　　　原子力発電所 浜岡原子力発電所 3.4 ５種類 玄海原子力発電所 3.4

伊方発電所 3.3 運転 SPDS-Web 泊発電所 3.4 志賀原子力発電所 3.3 ６種類 浜岡原子力発電所 3.2

大飯発電所 3.3 運転 ERSS 玄海原子力発電所 3.3 島根原子力発電所 3.2 ３種類 志賀原子力発電所 3.2

島根原子力発電所 3.2 運転 ERSS+SPDS 浜岡原子力発電所 3.3 美浜発電所 3.1 6種類 島根原子力発電所 3.2

泊発電所 3.2 運転 SPDS-Web 柏崎刈羽原子力発電所 3.3 大飯発電所 3.1 8種類 泊発電所 3.2

敦賀発電所 3.1 運転 FS-simulator 島根原子力発電所 3.2 玄海原子力発電所 2.8 ８種類 美浜発電所 2.9

浜岡原子力発電所 3.1 運転 FS-simulator 敦賀発電所 3.2 泊発電所 2.8 ８種類 伊方発電所 2.9

志賀原子力発電所 3.0 運転 FS-simulator 美浜発電所 3.2 高浜発電所 2.8 10種類 高浜発電所 2.8

美浜発電所 2.9 運転 ERSS 東海･東海第二発電所 3.1 伊方発電所 2.7 ８種類 大飯発電所 2.6

東海第二発電所 2.9 運転 FS-simulator 大飯発電所 3.1 東海･東海第二発電所 2.7 ３種類 敦賀発電所 2.5

高浜発電所 2.6 運転 ERSS 高浜発電所 2.5 敦賀発電所 2.4 ６種類 東海･東海第二発電所 2.4

3.43.5 停止

発電所 評価値

備
考

特
徴
的
な
実
施
内
容

発
電
所

R1.11.22

R2.1.31

R1.10.25

R2.2.28

R2.1.27

R1.10.4

R2.2.14R1.11.1

R2.2.21 R1.12.6

R1.11.18

R1.10.18

R1.11.29

R1.12.13

想定評価値発電所

福島第一･第二
　　　　原子力発電所

R2.1.24

3.4

発電所

ERSS+SPDS

基
準

C

16
情報共有に支障があり、

改善の余地がある

３－１プラント情報表示システムの使用：実対応と同じプラント情報表示システムにおいて、ＥＲＣプラント班と即応センターが同様
　　　の画面（インターフェース）を使用してプラントパラメータ（プラント状態の説明、特定事象の説明、進展予測など）等の情報共
　　　有しているかを評価する。
      　（プラント情報表示システムとは、ＥＲＳＳ、ＳＰＤＳ、これと同等のプラント情報表示システム、又はこれに準ずるプラント情報表示システムのことであり

　　　  、ＥＲＣプラント班と即応センターで同一の情報を同一のタイミングで同一の画面で情報共有できるものであって、かつ、ＥＲＣプラント班または即応

　　　　 センターがそれぞれで必要な時に必要な情報を自由に選択して入手できるものをいう。）

３－２リエゾンの活動：ＥＲＣプラント班に派遣されたリエゾンが、即応センターを補助するという目的に応じ事業者が定めるリエ
　　　ゾンの役割等を認識し、必要に応じ適時適切にＥＲＣプラント班に対し情報提供がなされているか、ＥＲＣプラント班の意向
　　　等を即応センター等に伝達しているか等、リエゾンの活動を評価する。

３－３ＣＯＰの活用：ＥＲＣプラント班と即応センター間の情報共有において、ＣＯＰを用い情報共有がなされているかを評価する。
　　　ＣＯＰが更新されていない場合、手元にあるＣＯＰに手書きで記載することなどにより速やかな情報共有がなされているかを
　　　評価する。
　　　　※ＣＯＰ：共通状況図のこと。事故・プラントの状況、進展予測と事故収束対応戦略、戦略の進捗状況について認識の共有のために作成される

　　　　　　図表であって、各社で様式や名称は異なる。

３－４ＥＲＣ備付け資料の活用：ＥＲＣプラント班と即応センター間の情報共有において、ＥＲＣ備付け資料を使用して情報共有を
　　　しているかを評価する。
また、訓練実施後に行うＥＲＣプラント班要員へのアンケート結果も踏まえ評価に反映する。

評価対象の
考え方など

３－１プラント情報表示システムの使用
　ａ：プラント情報表示システムの使用に習熟し､情報
　　共有に活用した
　ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

３－２リエゾンの活動
　ａ：情報共有に係る即応センターの補助ができていた
　ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

３－３ＣＯＰの活用
　ａ：ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に
　　資した
　ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

３－４ＥＲＣ備付け資料の活用
　ａ：情報共有において必要な際、備付け資料が活用
　　されていた
　ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

0ツール等の活用が行われている

Ａ

情報共有・通報
（情報共有のための
ツール等の活用）

指標３区分

R2.2.7

発電所 評価値評価値

3.4

(参考)COP様式

7



評価指標に基づく評価結果(指標別)(実用発電用原子炉) 別添１－２
4／10

東通原子力発電所 浜岡原子力発電所 伊方発電所 福島第二原子力発電所 敦賀発電所 東海発電所
女川原子力発電所 柏崎刈羽原子力発電所 美浜発電所 島根原子力発電所 東海第二発電所
川内原子力発電所 志賀原子力発電所 高浜発電所 泊発電所
福島第一原子力発電所 玄海原子力発電所 大飯発電所

福島第一原子力発電所 ○ ○ ○ ○
高浜発電所 ○ ○ ○ ○

東通原子力発電所 ○ ○ ○ ○ 福島第二原子力発電所 ○ ○ ▲※１ ○ 東海発電所 ▲※６ ○ ▲※7 ○
浜岡原子力発電所 ○ ○ ○ ○ 島根原子力発電所 ○ ○ ▲※２ ○ 東海第二発電所 ▲※６ ○ ▲※８ ○

柏崎刈羽原子力発電所 ○ ○ ○ ○ 泊発電所 ○ ○ ▲※３ ○ ※６：法定の通報手続を実施していない(送信の連絡なし)
川内原子力発電所 ○ ○ ○ ○ 敦賀発電所 ○ ○ ▲※４ ○ ※７：確認会議開催までに時間を要した(15条認定会議で10分）
玄海原子力発電所 ○ ○ ○ ○ 大飯発電所 ○ ○ ○ ▲※５ ※８：確認会議開催までに時間を要した(10条確認会議で11分）
女川原子力発電所 ○ ○ ○ ○ ※１：進展予測や対策について、簡潔な説明がなかった。
志賀原子力発電所 ○ ○ ○ ○ ※２：15条認定会議で進展予測が無かった

美浜発電所 ○ ○ ○ ○ ※３：確認会議開催までに時間を要した(10条確認会議で8分）。
伊方発電所 ○ ○ ○ ○ ※４：判断根拠､進展予測､対応戦略の説明に時間を要した(11分)

※５：適切な間隔とは言い難い　特定事象判断後64分,以降の報告無し
②関連 ④関連

②関連 ④関連

②関連 ④関連
福島第一原子力発電所 9通 9通

高浜発電所 4通 4通 東海発電所 判断シート 2通 2通

東通原子力発電所 3通 3通 東海第二発電所 判断シート 4通 4通

浜岡原子力発電所 2通 2通 福島第二原子力発電所 8通 5通 注：状況報告数は第25条報告に添付されたﾌﾟﾗﾝﾄ状況､ﾓﾆﾀ･気象情報の様式数

柏崎刈羽原子力発電所 14通 1通 島根原子力発電所 2通 1通

川内原子力発電所 3通 1通 泊発電所 9通 7通

玄海原子力発電所 3通 1通 敦賀発電所
EAL早見

表
4通 4通

女川原子力発電所 2通 1通 大飯発電所 口頭 1通 1通

志賀原子力発電所 11通 無 注：状況報告数は第25条報告に添付されたﾌﾟﾗﾝﾄ状況､ﾓﾆﾀ･気象情報の様式数

美浜発電所 2通 2通

伊方発電所 2通 無

注：状況報告数は第25条報告に添付されたﾌﾟﾗﾝﾄ状況､ﾓﾆﾀ･気象情報の様式数

③１０条確認
会議等の対応

備
考

特
徴
的
な
実
施
内
容

判断ﾌﾛｰ図

判断ﾌﾛｰ図

発電所

発電所

判断ﾁｬｰﾄ

判断シート

判断ﾌﾛｰ図

判断根拠の説
明に使用した

ﾂｰﾙ

発電所

③１０条確認
会議等の対応

④第25条
報告

発
電
所

R1.10.4 R2.1.27 R2.2.7
R2.2.21 R1.11.1 R1.10.18

①通報の
正確性

②判断根
拠の説明

R2.1.24 R1.12.6 R1.12.13
R1.11.29

基
準

区分

確実な通報・連絡の実施
　①通報文の正確性
　②ＥＡＬ判断根拠の説明
　③１０条確認会議等の対応
　④第２５条報告

指標４情報共有・通報
評価対象の
考え方など

特定事象発生通報（原災法第１０条及び第１５条事象）等、以下の点が適切かつ迅速に行われているか評価する。

　① 特定事象発生通報のうち、緊急事態の遷移の判断となる第１０条及び第１５条事象に係る通報文について、記載の誤記、
　　　漏れ等がないことを評価する。
　　　なお、万一、誤記、記載漏れがあった場合は訂正報が確実に行われていることを確認する。

　② 事業者がＥＡＬ判断時（緊急事態の遷移の判断となる第１０条及び第１５条に係る事象）に、通信機器（電話、テレビ会議
　　　システム等）においてＥＲＣプラント班に対し当該ＥＡＬの判断根拠の説明が適切に行われたか評価する。

　③ 上記②のＥＡＬ判断後、ＥＲＣプラント班は事業者との１０条確認会議、１５条認定会議を開催するが、ＥＲＣプラント班から
　　　の会議招集に対し速やかに対応できたか、会議において組織を代表する者が発生事象、事象進展の予測、事故収束対
　　　応等の説明を適切かつ簡潔に行われたか評価する。

　④ 第２５条報告が、事象の進展に応じ、適切な間隔とタイミングで継続して行われたか評価する。

２つ以下 25

Ｂ

３つ該当11

Ａ

４つ該当

Ｃ

R2.2.14
R1.10.25 R2.2.14R1.11.22 R2.2.28 R1.11.18 R2.1.24

R2.1.31

判断シート

④第25条
報告

①通報の
正確性

②判断根
拠の説明

③１０条確認
会議等の対応

判断根拠の説
明に使用したﾂｰ

ﾙ
報告数

報告数
状況報告

数
注

④第25条
報告

報告数
状況報告

数
注

発電所

口頭

口頭

判断根拠の説
明に使用した

ﾂｰﾙ

判断シート

判断ﾌﾛｰ図

判断ﾌﾛｰ図

発電所

判断シート

判断シート

判断シート

状況報告

数
注

②判断根
拠の説明

発電所
①通報の
正確性

8



評価指標に基づく評価結果(指標別)(実用発電用原子炉) 別添１－２
5／10

Ａ

東通原子力発電所 柏崎刈羽原子力発電所 泊発電所 東海･東海第二発電所

女川原子力発電所 志賀原子力発電所 高浜発電所 大飯発電所

川内原子力発電所 玄海原子力発電所 島根原子力発電所

福島第一原子力発電所 浜岡原子力発電所 敦賀発電所

福島第二原子力発電所 伊方発電所 美浜発電所

発電所：1.通報文付帯情報の記載漏れ、2.傷病者汚染状況の速やかな報告
本　店：1..原子力部門以外の本店対策要員への事故説明、2.事故対応戦略方針シートにおける事故対応戦略方針に対する状況の明確化
発電所：1.停止号機統括の役割に応じた報告・確認事項の明確化、2.事象進展が早い展開における正確な情報伝達
本　店：1.情報共有ツールを活用した効果的なブリーフィングの実施、2.状況把握・戦略見通しを効率的に行うための思考フレームワークの理解浸透
発電所：1.本店即応センターへプラント状況等の確実な伝達、2.発話情報の入手改善の為のツール改善、3.MP指示値変化確認の為のバックデータ活用
本　店：1.設備状況・戦略シートの有効活用、2.プラント状況等の確実な共有のための優先すべき報告内容のポイント検討
発電所：1.協力企業作業員の構外避難に関する指示について
本　店：1.発災初動時におけるERCプラント班へのCOPを利用した戦略説明の迅速化
発電所：1.目標設定会議COP保存時の不具合について、2.特定事象発生通報多発時の25条報告遅れについて
本　店：1.特定事象発生時における10条確認会議の開催遅れについて
発電所：1.交替要員のメンバーに対する知識・対応能力の展開（同本店）
本　店：1.説明終了後の書画装置上の資料取扱いについて
発電所：1.通報宛先登録ミスによる送信遅れについて
本　店：1.ERC対応ブースの発話者負荷軽減について、2.ERCプラント班説明に関する改善事項
発電所：－
本　店：1.複数号機同時に同じような事象で錯綜する場面での状況報告、2.本店即応センター内体制・情報共有の伝達方法改善、3.発話ポイントの改善
発電所：1.プラント長期戦略の情報共有不足に係る改善（同本店）、2.通報文の通し番号に係る改善
本　店：1.模擬記者会見における外部への配慮不足に係る改善、2.OFC派遣班の未実施事項に係る改善
発電所：1.本部運用ルールの徹底、2.時系列システムへの記載内容の改善、3.重要情報の時系列システムへの入力漏れ対応、4.適切な通報様式の使用、5.通報ＦＡＸ記載要領の改善
本　店：1.社内情報連絡体制の改善、2.大規模損壊に係る力量の向上､3.ＥＲＣ対応の習熟度向上､4.本部内情報の連携方法改善､5.時系列システムのチェック運用の明確化等
発電所：1.通報文の適切な作成、2.ＥＡＬ判断根拠の共有
本　店：1.ＥＲＣへの説明方法（ＣＯＰの活用）
発電所：1.通報様式の記載方法に係る改善(2件)、2.原災法第２５条報告および警戒事態該当事象発生後の経過連絡の体制等の改善
本　店：1.本店代替送信時における着信確認ルールの作成、2.本部長不在時の際の指示伝達方法の検討、3.深刻度･緊急度に応じた発言方法の検討、4.ERCへの情報提供方法の検討
発電所：1.一部警戒事象の通報連絡の遅れ、2.応急措置実施後の原災法25条の報告未実施、3.現場活動に対する注意喚起の具体的指示
本　店：1.ＥＲＣと情報共有時の、「号機」発話漏れ、2.、説明補助者業務集中時の、情報整理・ＱＡ管理の実施もれ､3.ERCリエゾンによるプラント班説明対応
発電所：1.負傷者情報等についての報告遅れ
本　店：1.負傷者情報等についての報告遅れ、2.中核施設（現地本部）におけるパソコンの一部起動不能
発電所：1.記載ルールに従った通報文の作成、2.情報共有化システムの不具合対策、3.通報後の着信確認の実施について
本　店：1.ERCプラント班からの優先度のついた質問事項への適切な回答、2.発災初動時の確認項目（プラント情報）の明確化、4.情報フローに基づいた情報共有が実施できること
発電所：1.所内ブリーフィング時の説明者音声過小による情報提供障害、2.通報連絡票作成方法の改善
本　店：1.ＥＲＣと情報共有時の、「号機」発話漏れ、2.、電子ホワイトボードの不調による時刻情報の訂正増加、3.ＥＡＬ発生時の判断フロー図を用いた説明不足
発電所：1.両発電所を合わせた原災法第25 条報告手順の詳細化、2.予測評価の報告時における評価手法（速報値，解析値）の明確化
本　店：1.書画装置による情報共有の向上(同発電所)､2.発災生直後の状態確認シートの活用について､3.情報フローの更なる改善について､4.確認会議･認定会議時の発話ルールの充実

R1.10.18

6

区分
前回までの訓練の訓練課題を踏まえた

訓練実施計画等の策定

　訓練実施計画が、前回までの訓練の訓練結果を踏まえ、問題・課題に対する改善策が有効に機能するものであるか検証できる
計画（訓練実施項目、訓練シナリオ等）となっているか、評価項目及び評価基準が設定されているか、中期計画等を含めて確認す
る。
　また、訓練実施前に、訓練時における当該改善策の有効性を評価・確認の方法（例えば、訓練評価者が使用する評価チェックリ
スト（改善策の有効性を検証するための評価項目、評価基準などが明確になっているもの）が作成されていること）が明確になって
いるかを確認する。
　なお、昨年度訓練終了以降から今年度の訓練実施計画策定に至るまでの要素訓練を含めたＰＤＣＡの実績を確認する。

訓練実施計画等が、前回までの訓練の課題について検証できる 17

R1.11.1

R2.1.27

R1.12.6

R2.2.28

R1.11.18

R2.2.14

R1.12.13

敦賀発電所

高浜発電所

7 7

5 5

4

玄海原子力発電所

伊方発電所

島根原子力発電所

6

発
電
所

志賀原子力発電所

基
準

浜岡原子力発電所

4

泊発電所

備
考

東海・東海第二発電所

大飯発電所

美浜発電所

福島第一原子力発電所

福島第二原子力発電所

柏崎刈羽原子力発電所

R2.2.21 R2.2.7

R1.10.4 R2.1.31

R2.1.24 R1.10.25

R2.1.24

R1.11.22 R1.11.29

発電所
前回

課題数
検証

課題数

東通原子力発電所 4

4女川原子力発電所

Ｂ Ｃ
訓練実施計画等が、一部前回
までの訓練の課題について検
証できない

0
訓練実施計画等が、前回までの
訓練の課題について検証できな
い

0

原子力事業者防災訓練の
改善への取組

指標５
評価対象の
考え方など

項目

川内原子力発電所

6 6

3 3

4 4

14 14

3 3

5 5

2 2

3 3

2 2

3 3

7 7

3 3

9



評価指標に基づく評価結果(指標別)(実用発電用原子炉) 別添１－２
6／10

Ａ

東通原子力発電所 柏崎刈羽原子力発電所 泊発電所 東海･東海第二発電所

女川原子力発電所 志賀原子力発電所 高浜発電所 大飯発電所

川内原子力発電所 玄海原子力発電所 島根原子力発電所

福島第一原子力発電所 浜岡原子力発電所 敦賀発電所

福島第二原子力発電所 伊方発電所 美浜発電所

東通原子力発電所：全号機(1/1基)発災［AL:4､SE:4､GE:2］ 伊方発電所：全号機(2/2基)発災［AL:8､SE:4､GE:6］　
地震起因の原子炉冷却機能喪失により、原災法第15条事象に至る｡　非常用炉心冷却装置復旧により冷却機能回復 3号機：設備故障中の地震でSBO給水機能喪失となり炉心損傷｡SA設備で格納容器保護　2号機：SFPCS配管破断
多様性：OFC情報共有､ｱｸｾｽﾙｰﾄ障害､機器異常兆候､炉水位計異常､EAL判断に係る誤情報､複数汚染傷病者等 多様性：OFC資料作成、ｱｸｾｽﾙｰﾄ障害､即応ｾﾝﾀｰ要員離脱､EAL判断計器故障､緊対所への誤情報､建屋内火災

女川原子力発電所：複数号機(2/3基)で発災［AL:5､SE:3､GE:2］ 泊発電所：全号機(3/3基)発災［AL:8､SE:5､GE:5］
2号機：地震起因の原子炉冷却機能喪失により、原災法第15条事象に至る。残留熱除去系復旧により冷却機能回復 3号機：地震起因､LOCA時にECCS機能喪失となり炉心損傷。SA設備により注水確保
3号機：同地震でＳＦＰ冷却機能喪失で同法第10条事象に至る。漏えい隔離･注水で冷却機能回復 1号機：地震によるSBO､SA設備で復電｡　2号機SFP漏えい､漏えい隔離で収束
多様性：OFC情報共有､ｱｸｾｽﾙｰﾄ障害､ERSS伝送不良､EAL判断に係る誤情報､ｼﾅﾘｵ判断検証､EAL非該当判断等 多様性：OFC資料作成･情報共有･資機材輸送、緊対所要員欠員､SA設備故障､一部計器故障､建屋内証明消灯

川内原子力発電所：全号機(2/2基)で発災［AL:3､SE:5､GE:4］ 高浜発電所：全号機(4/4)発災［AL:8､SE:5､GE:5］
1号機：地震起因の原子炉冷却材漏えいからSBOとなりECCS機能が喪失、炉心損傷後格納容器保護に移行 4号機：地震起因,SBO及びLOCA発生で炉心損傷。SA設備により格納容器保護
2号機：地震により､外部電源喪失､SFPが漏えいし､水位低下による特定事象が発生､消防車で注水実施 3号機：地震起因,SBO＋給水喪失で特定事象。SA設備により注水確保  1､2号機：SFP漏えい､SA設備による補給
多様性：OFC情報共有､EAL判断計器故障､EAL判断に係る誤情報､シナリオ判断検証､住民避難支援対応等 多様性：OFC要求対応、ｱｸｾｽﾙｰﾄ障害､EAL判断計器故障､ｼﾅﾘｵ判断検証､汚染傷病者

福島第一原子力発電所：複数号機(2/6基)で発災［AL:3､SE:1､GE:1］ 島根原子力発電所：全号機(1/1)発災［AL:5､SE:5､GE:3］
5号機：地震によりSFP漏えい発生､余震によりSBOとなりSFPへ注水できず水位低下､電源車で復電させ回復 地震起因､津波により除熱機能が喪失し､LOCA発生後SBOによりECCS喪失、炉心損傷｡SA設備により注水確保
3号機：同地震でSFP漏えい発生。漏えい隔離･モバイル注水機能で水位回復 多様性：OFC要求対応、通報ｼｽﾃﾑ故障､原子炉水位計故障､ｼﾅﾘｵ判断検証､内部溢水､EAL非該当判断､デマ情報付与
多様性：OFCからの要請､ｱｸｾｽﾙｰﾄ障害､SA設備故障､現場からの誤報告､ｼﾅﾘｵ判断検証､汚染傷病者等

敦賀発電所：全号機(1/1)発災［AL:2､SE:3､GE:2］
福島第二原子力発電所：全号機(4/4基)で発災［AL:4､SE:3､GE:2］ 地震起因､LOCA及び給水喪失で原子炉注水後SBOでECCS機能喪失。SA設備により復電し原子炉注水確保

3号機：地震起因､FPC配管破断､SBOとなり補給不可でSFP水位低下し特定事象。他号機もSFP水位低下 多様性：OFC要員派遣、通報ｼｽﾃﾑ故障､誤情報(機器準備)､ﾏﾙﾁｴﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ､汚染傷病者
多様性：OFCからの要請､夜間実動訓練､ｱｸｾｽﾙｰﾄ障害､ｼﾅﾘｵ判断検証､放射性物質輸送車火災､大規模溢水等

美浜発電所：全号機(1/1)発災［AL:4､SE:4､GE:1］
柏崎刈羽原子力発電所：複数号機(3/7機)で発災［AL:9､SE:7､GE:5］ 地震起因､給水喪失後にLOCA発生､ECCS機能喪失となり特定事象｡SA設備により原子炉注水確保

6号機：給水喪失事故時に地震が発生し原子炉無注水で炉心損傷。格納容器ベント（S/P外部注水制限）に進展。 多様性：OFC要求対応、ｱｸｾｽﾙｰﾄ障害､EAL判断計器故障､ｼﾅﾘｵ判断検証､汚染傷病者
7号機：地震により原子炉無注水となるが、非常用電源を復旧し注水確保･原子炉冷温停止。　１号機：SFP水位低下
多様性：OFC合対協模擬､SA機材誤操作､原子炉圧力計故障､ｼﾅﾘｵ判断検証､汚染傷病者発生等 東海･東海第二発電所全号機(1/1)発災［AL:4､SE:7､GE:4］

東海第二発電所：LOCA時にECCS機能喪失により特定事象に至る。SA設備により受電し原子炉注水確保
志賀原子力発電所：全号機(2/2機)で発災［AL:6､SE:5､GE:3］ 東海発電所：地震起因､管理区域外にてL1輸送容器運搬車が横転･火災・L1輸送容器損傷による放射線の放出に至る。

2号機：地震･津波で除熱機能喪失､SR弁開固着､ECCS配管破断・SBO炉注不能。 SA設備で注水確保。 多様性：OFC要求対応、通報ｼｽﾃﾑ故障､SA設備計器故障､ﾏﾙﾁｴﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ､汚染傷病者､火災
1号機：地震でFPC配管が破断し,SFP水位が低下｡SA設備にて注水
多様性：OFC情報共有､所長ｸﾗｽ複数名不在､通報Fax不調､ﾏﾙﾁｴﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ､潮位計故障､汚染傷病者発生等 大飯発電所：全号機(4/4)発災［AL:8､SE:8､GE:3］

3号機：地震起因､給水喪失後小LOCA＋SBOでECCS機能喪失後蓄圧注入で炉水温度低下
玄海原子力発電所：複数号機(2/3機)で発災［AL:4､SE:5､GE4］ 4号機：地震起因､小LOCAでECCS＋蓄圧注入で炉水温度低下。蒸気発生器給水喪失し格納容器スプレイ開始

3号機：地震起因､SFPが漏えいし特定事象。SA設備により水位回復｡　1,2号機：SBO及び変圧器火災 多様性：OFC要求対応､本部長離脱､EAL判断計器故障､ｼﾅﾘｵ判断検証､汚染傷病者､防災要員負傷
4号機：LOCA発生､SBOでECCS機能が喪失し炉心損傷｡　SA設備により炉心注水実施｡
多様性：OFC情報共有､EAL判断計器故障､EAL判断に係る誤情報､シナリオ判断検証､住民避難支援対応等 用語

OFC：オフサイトセンター SFP：使用済み燃料プール(ピット) ＳＢＯ：全交流動力電源喪失
浜岡原子力発電所：複数号機(2/3機)で発災［AL:5,SE:2,GE:1］ ECCS：非常用炉心冷却設備 SA設備：重大事故等対処設備 FPC：燃料プール冷却浄化系

4号機：設備の多重故障が発生、注水機能喪失で特定事象。　3号機：SFP漏えい､注水機能喪失後復旧し確保。 LOCA：原子炉冷却材喪失事故 MP：モニタリングポスト S/P：圧力抑制室(サプレッションプール)
多様性：OFCからの要請､MP故障､ﾏﾙﾁｴﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ､重要区域火災､汚染傷病者等 SFPCS：使用済燃料ピット浄化冷却系

原子力事業者防災訓練の
改善への取組

指標６
評価対象の
考え方など

適度なシナリオであり、シナリオ
の多様化に努めていた。

0 平易なシナリオであった。

シナリオの多様化・難度

　　対応能力向上の幅を広げること及び訓練の緊張感維持のため、訓練プレーヤーへ難度の高い課題を与えているか、シナリオ
の多様化に努めているかを確認する。
　事業所の号機数と重大事故等を想定する号機数、ＥＡＬ判断状況（数や密度）、発生事象の深刻度、発災原因（自然災害、機器
故障など）、プラント状態、場面設定（時間、場所、気象、防災要員の体制、資機材の状態、計器の故障、人為的なミス、オフサイト
センターを想定した要員派遣と支援要請等への対応などプラント以外の状態）、これら要因の複数組み合わせ、シナリオ上の判断
分岐となるポイントやマルファンクションの数、マルチエンディング方式の採用などから、シナリオの多様化・難度の取り組みについ
て総合的に確認する。

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた。 17

特
徴
的
な
実
施
内
容

R1.10.18R2.1.24

R1.10.25

備
考

区分

R2.2.28

R1.11.18

R1.11.1

R2.1.27

R1.12.6
発
電
所

R1.11.22

R2.1.31

R2.2.7R2.2.21

R1.11.29

R1.10.4

R2.1.24

基
準

R2.2.14

R1.12.13

0

Ｂ Ｃ

10



評価指標に基づく評価結果(指標別)(実用発電用原子炉) 別添１－２
7／10

Ａ

東通原子力発電所 柏崎刈羽原子力発電所 泊発電所 東海･東海第二発電所

女川原子力発電所 志賀原子力発電所 高浜発電所 大飯発電所

川内原子力発電所 玄海原子力発電所 島根原子力発電所

福島第一原子力発電所 浜岡原子力発電所 敦賀発電所

福島第二原子力発電所 伊方発電所 美浜発電所

備
考

基
準

Ｂ Ｃ

要素訓練で実施

訓練ｼﾅﾘｵWGⅡ型訓練
として実施

要素訓練で実施

要素訓練で実施

総合訓練で実施

要素訓練で実施

総合訓練で実施

総合訓練で実施

要素訓練で実施

要素訓練で実施

要素訓練で実施
(訓練ｼﾅﾘｵWGⅡ型)

原子力事業者防災訓練の
改善への取組

指標７
評価対象の
考え方など

区分 現場実動訓練の実施

　現場実動訓練の実施状況を評価する。
　評価対象とする現場実動訓練は、総合訓練時に事故シナリオに基づき実施する緊急時対策所の活動と連携した現場実動訓練
を対象とする。
　総合訓練時を模擬し、緊急時対策所と連携した現場実動訓練を要素訓練や訓練シナリオ開発ワーキンググループ（Ⅱ型訓練）
等として実施する訓練も評価の対象に含める。
　なお、プラントに対する訓練を対象とし、退避誘導訓練や原子力災害医療訓練訓練等は含めない。

発
電
所

R1.11.22 R1.11.29

R2.2.21 R2.2.7

R1.10.4 R2.1.31

R2.1.24 R1.10.25

R2.1.24 R1.10.18

R1.11.1

R2.1.27

R1.12.6

R2.2.28

R1.11.18

福島第一原子力発電所

発電所

東通原子力発電所

女川原子力発電所

中部電力､北陸電力､
東北電力､日本原電

所定の設置場所使用不可、
ケーブル不良、電源車故障警報発生

中国電力､電源開発､日本原電

0

電源車を建屋に寄せ付け､電源ｹｰﾌﾞﾙ敷設

四国電力

誤情報の付与

緊急時対策所と連携した事故シナリオに基づく現場実動訓練を１回以上実施（他原子力事業者評価者を受入れあり） 17
同左現場実動訓練実施（他原子
力事業者評価者受入れなし）

0
緊急時対策所と連携した事故シ
ナリオに基づかない現場実動訓
練を実施

福島第二原子力発電所

北海道電力

沖縄電力を除く８電力、
日本原電、電源開発

資機材保管庫扉開放不能

総合訓練で実施

評価他事業者マルファンクション

地震(余震)発生時の対応 東京電力HD、中部電力、日本原燃

対応要員負傷 東京電力HD

ﾎｰｽからの漏えい

3号機ｼﾅﾘｵと連動し資機材運搬、注水訓練

加圧器逃がし弁用代替電源による電源供給について、可搬型蓄電池から該当計装盤および
ケーブル布設、接続作業

川内原子力発電所

緊急時対策所内への放射性物質侵入防止(プラントの事故シナリオと連動した緊急時対策所
居住性確保に係る実動訓練

敦賀発電所

高浜発電所

東海・東海第二発電所

ケーブル不良、電源車起動失敗
四国電力･沖縄電力を除く７電力､

電源開発､日本原電

消防車不具合、傷病者

電源接続先の誤報告
東京電力HD、北陸電力、

中国電力、日本原電、電源開発

柏崎刈羽原子力発電所

可搬型蓄電池故障

志賀原子力発電所

玄海原子力発電所

泊発電所

大飯発電所

美浜発電所

浜岡原子力発電所

伊方発電所

島根原子力発電所

可搬型代替電源車による給電訓練

N2ボンベ代替空気供給不可 日本原電

要素訓練で実施
(訓練ｼﾅﾘｵWGⅡ型)

総合訓練で実施

総合訓練で実施

電源車損傷,要員１名離 四国電力

可搬型ｴﾘｱﾓﾆﾀ指示異常 日本原電

1号機空冷DGしゃ断器投入不可 日本原電

水源確保要員１名の体調不良、
ホースからの水漏れ

関西電力

水源確保要員１名の体調不良、
可搬型中型ポンプ急停止

東京電力HD

原子炉建物外壁ホース接続口破損
による，ホース接続不可

災害対策用発電機のケーブル敷設及び起動、燃料プールへの注水

電源確保訓練(ケーブル敷設､電源車起動

2号機ｼﾅﾘｵと連動し中間受槽設置、消防自動車による注水

プラント電源復旧訓練

プラント電源復旧訓練

電源車を使用した緊急用M/Cへの給電

四国電力

R2.2.14

燃料プールへの注水訓練

SFPへの注水

1,2号空冷DG起動,3号機側へ号機間融通

使用済燃料プールへの注水訓練

R1.12.13

テーマ

SFPへの注水（放射線防護装備着用）

3号B-充てんポンプ(自己冷)のディスタンスピース取替え､炉心注水ﾗｲﾝ構成、加圧器逃がし
弁への代替空気供給

実施状況

総合訓練で実施

総合訓練で実施

＜中止＞コロナ感染防止
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評価指標に基づく評価結果(指標別)(実用発電用原子炉) 別添１－２
8／10

Ａ

東通原子力発電所 柏崎刈羽原子力発電所 高浜発電所 大飯発電所 浜岡原子力発電所

女川原子力発電所 志賀原子力発電所 島根原子力発電所

川内原子力発電所 玄海原子力発電所 敦賀発電所

伊方発電所 美浜発電所

泊発電所 東海･東海第二発電所

記者会見 記者会見

②社外参加 ③他事業者 ④実施 ②社外参加 ③他事業者 ④実施

○ ○ 新聞社 ○　東京電力ＨＤ ○ ○ ＨＰ 伊方発電所 ○ ○ 新聞社 ○　中国電力 ○ ○ ＨＰ

○ ○ 新聞社 ○　北陸電力 ○ ○ ＨＰ 泊発電所 ○ ○　新聞社(2社) ○　東北電力・北陸電力 ○ ○ ＨＰ＋ＳＮＳ

○ ○　玄海訓練で実施 ○ ○ ＨＰ 高浜発電所 ○ 大飯訓練で実施 ○

○ ○　広報コンサルティング会社 ○　中部電力 ○ ○ ＨＰ＋ＳＮＳ 島根原子力発電所 ○ ○ 新聞社 ○ 九州電力 ○ ○ ＨＰ

柏崎刈羽原子力発電所 ○ ○　広報コンサルティング会社 ○　北陸電力 ○ ○ ＨＰ＋ＳＮＳ 敦賀発電所 ○ ○ 新聞社 ○ 電源開発 ○ ○ ＨＰ

志賀原子力発電所 ○ ○ 新聞社 ○　中部電力 ○ ○ ＨＰ 美浜発電所 ○　高浜訓練で実施 ○

玄海原子力発電所 ○ ○ 新聞社+メディアトレーニング講師 ○　四国電力 ○ ○ ＨＰ 東海・東海第二発電所 ○ ○ 新聞社 ○ 東京電力ＨＤ ○ ○ ＨＰ

○ (－)　<中止>(予定：新聞社) ○ ○ ＨＰ 大飯発電所 ○ ○　高浜訓練で実施 ○ 日本原電 ○ ○ ＨＰ

HP：模擬ホームページ ＳＮＳ：ソーシャルネットワークサービス

Ａ

東通原子力発電所 柏崎刈羽原子力発電所 泊発電所 美浜発電所 女川原子力発電所

川内原子力発電所 志賀原子力発電所 高浜発電所 東海･東海第二発電所 浜岡原子力発電所

玄海原子力発電所 島根原子力発電所 大飯発電所

伊方発電所 敦賀発電所

発電所名 発電所名

東通原子力発電所 高浜発電所

川内原子力発電所 美浜発電所

大飯発電所

柏崎刈羽原子力発電所 敦賀発電所 敦賀総合研修センター
※１

：拠点開設準備
※2

志賀原子力発電所 東海･東海第二発電所 茨城事務所：拠点開設、本店本部連携
※2

玄海原子力発電所 女川地域総合事務所（TV会議連携訓練）

伊方発電所 ＜中止＞テント設営、スクリーニング除染訓練を計画

泊発電所 島田営業所：通信機器設置､測定訓練

島根原子力発電所 島田電力ｾﾝﾀｰ掛川分室：ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ訓練、除染設備運営訓練

※１：要素訓練にて総合訓練とは別日に実施 ※２：実連絡訓練を実施

R2.2.7

日本原燃､東北電力､電源開発

九州電力

R1.10.25

R1.10.18

R2.2.14

R1.12.13

東京電力HD

＜中止＞
予定：北海道電力､東

京電力HD

<中止>
予定：※１東京電力

HD､北陸電力

浜岡原子力発電所

東通原子力発電所

発
電
所

R1.10.25

R1.11.22

基
準

R1.11.29

R2.1.31

R1.10.4

R2.1.24

R2.2.21

R2.2.7

R1.11.18

R1.11.29

R1.12.13

⑤外部情報
発信

区分

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
②記者等の社外プレーヤの参加
③他原子力事業者広報担当等の社外プレーヤ
　 の参加
④模擬記者会見の実施
⑤情報発信ツールを使った外部への情報発信

　事故対策のための情報共有と対外広報活動のための情報共有を円滑に行うために、どの程度現実的な状況を模擬しているか
評価する。
　なお、②の記者等とはテレビや新聞の記者のほか、メディアトレーニングの講師なども対象とする。⑤の情報発信ツールについ
ては、模擬ＨＰ掲載文を作成し、模擬ＨＰ等に掲載した場合にカウントする。
　広報活動においては、要素訓練も評価の対象に含める。複数の原子力事業所を有する事業者であって、本店の広報班等が行う
広報活動の内容が同一の場合に限り、他の原子力事業所の訓練を評価の対象に含める。

５つ該当

発
電
所

R2.2.28

R1.10.4

R1.11.22

R2.1.31

基
準

－ B/C

コロナ感染防止のため中止 1 ４つ該当／３つ該当

福島第一・第二原子力発電所

(－) <中止>(予定：東京電力HD)

区分

後方支援活動
①事業者間の支援活動
②原子力事業所災害対策支援拠点との連動
③原子力緊急事態支援組織との連動

　事故収束活動において、原子力施設外からの支援を想定した実動の訓練の状況を評価する。実動とは、物資又は人の移動を
伴い、かつ、移動先で物資や人を実際に機能させる訓練をいう（移動のみの場合は実動としない）。実動で訓練を行わない場合は
実連絡を訓練で行っているか確認する。実連絡とは、実対応と同じ連絡先と情報のやり取りを実施することをいう。
　後方支援活動においては、要素訓練も評価の対象に含める。

実動が３つ 14

R1.11.1

R2.1.27

R1.12.6

R1.11.18

福島第一・第二
　　　原子力発電所

R1.10.18

②原子力事業所災害対策支援拠点との連動
③原子力緊急事態
支援組織との連動

原子力事業者防災訓練の
改善への取組

指標９
評価対象の
考え方など

実
施
内
容

要素訓練で実施

女川原子力発電所

川内原子力発電所実
施
内
容

発電所名
①ERC
と連動

福島第一・第二原子力発電所

○大飯訓練で実施

発電所名

R2.2.14
R2.1.24

⑤外部情報
発信

原子力事業者防災訓練の
改善への取組

指標８
評価対象の
考え方など

15

福島第一・第二
　　　原子力発電所

R1.11.1

R2.1.27

R1.12.6

倶知安無線局：ロボット資機材輸送訓練※１､北海電気工事小樽支店※２

知井宮変電所：設営･運営訓練、本社との連絡訓練

日本原燃､電源開発

四国電力

日本原電

東北電力

東京電力ＨＤ,中部電力

四国電力

中国電力

0

R2.2.28

①ERC
と連動

Ｂ／Ｃ

実動が２～１／実動なし 0

R2.2.21

－

コロナ感染防止のため中止 2

○大飯訓練で実施

要素訓練で実施

要素訓練で実施

要素訓練で実施

要素訓練で実施

総合訓練で実施

要素訓練で実施

要素訓練で実施

要素訓練で実施

女川原子力発電所 要素訓練で実施

①事業者間支援活動

※１
北陸電力､中国

電力､四国電力
九州電力､日本原

電

関西電力
※１

○大飯訓練

で実施

○　メディアトレーニング講師

要素訓練で実施

○大飯訓練

で実施

③原子力緊急事態
支援組織との連動②原子力事業所災害対策支援拠点との連動①事業者間支援活動

青森支店：スクリーニング･除染活動（防護服着用）､本店間のTV会議

隈之城用地：設置･運営訓練、本店との発電所支援連携訓練

浜通物流センター：通信訓練､スクリーニング訓練、資材受入訓練等

信濃川電力所：通信訓練、スクリーニング訓練､資材受入訓練等

七尾大田火力発電所運動公園：通信確認、支援資機材輸送・受渡し

佐世保配電技術訓練場：設置・運営訓練､空輸訓練､発電所支援連携訓練

浜岡原子力発電所

松山保安研修所：通信連絡訓練、設営訓練
※１

要素訓練で実施

要素訓練で実施

要素訓練で実施

美浜整備センター
※１

：中核･前線･協力施設設営･運営訓練
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評価指標に基づく評価結果(指標別)(実用発電用原子炉) 別添１－２
9／10

Ａ

東通原子力発電所 柏崎刈羽原子力発電所 泊発電所 東海･東海第二発電所 浜岡原子力発電所 美浜発電所

女川原子力発電所 志賀原子力発電所 高浜発電所 大飯発電所

川内原子力発電所 玄海原子力発電所 島根原子力発電所

伊方発電所 敦賀発電所

①他事業者への視察

①視察 ①視察

評価 即応Ｃ 緊対所 評価 即応Ｃ 緊対所

東通原子力発電所 ○ 5 1 ○有り ○北海道電力､東京電力HD､中部電力､他2社 ○柏崎刈羽､浜岡､志賀 泊発電所 ○ 3 2 ○有り ○九州電力 ○川内、玄海、泊

女川原子力発電所 ○ 5 3 ○有り ○北海道電力､東京電力HD ○柏崎刈羽、福島第一 高浜発電所 ○ 1 4 ○有り ○日本原電、大学教授 ○柏崎刈羽、川内、敦賀

川内原子力発電所 ○ 7 6 ○有り ○北海道電力 ○柏崎刈羽、女川 島根原子力発電所 ○ 5 4 ○有り ○北陸電力 ○柏崎刈羽、志賀、浜岡

○ 4 2 ○有り ○中部電力、北海道電力 ○浜岡、女川、東海第二 敦賀発電所 ○ 3 5 ○有り ○関西電力 ○柏崎刈羽、伊方、志賀、福島第一

柏崎刈羽原子力発電所 ○ 3 2 ○有り ○中部電力、北陸電力 ○浜岡 東海･東海第二発電所 ○ 3 4 ○有り ○東京電力HD、中部電力 ○泊、浜岡、福島第二

志賀原子力発電所 ○ 5 9 ○有り ○東京電力HD、中部電力 ○柏崎刈羽､川内､浜岡､福島第一､女川 浜岡原子力発電所 ○ 8 5 (-)<中止> ○柏崎刈羽、志賀、東通、福島第一

玄海原子力発電所 ○ 7 6 ○有り ○北海道電力 美浜発電所 ○ 1 4 ○有り ▲無し ○柏崎刈羽、川内、敦賀

伊方発電所 ○ 3 3 ○有り ○九州電力 ○川内、玄海、泊 大飯発電所 ○ 1 4 ○有り ▲無し ○柏崎刈羽、川内、敦賀

Ａ

東通原子力発電所 福島第二原子力発電所 浜岡原子力発電所 島根原子力発電所 美浜発電所

女川原子力発電所 柏崎刈羽原子力発電所 伊方発電所 敦賀発電所 大飯発電所

川内原子力発電所 志賀原子力発電所 泊発電所 東海･東海第二発電所

福島第一原子力発電所 玄海原子力発電所 高浜発電所

Ａ評価発電所名 課題数 分析数 検討数 前回訓練から改善されていない課題 Ａ評価発電所名 課題数 分析数 検討数 前回訓練から改善されていない課題

東通原子力発電所 6 6 6 なし 伊方発電所 5 5 5 ＥＲＣ対応班への連携方法の改善、実施状況シートの作成習熟度向上

女川原子力発電所 3 3 3 なし 泊発電所 6 6 6 なし

川内原子力発電所 4 4 4 なし 高浜発電所 10 10 10 細やかな状況説明（ユニットや時刻の抜けや問いかけへの対応が不十分）

福島第一原子力発電所 6 6 6 なし 島根原子力発電所 10 10 10 なし

福島第二原子力発電所 6 6 6 なし 敦賀発電所 7 7 7 なし

柏崎刈羽原子力発電所 7 7 7 なし 東海･東海第二発電所 5 5 5 事象発生直後の状態確認シートの活用、書画装置の活用頻度向上

志賀原子力発電所 6 6 6 なし Ｂ評価発電所名 課題数 分析数 検討数 評価理由

玄海原子力発電所 3 3 3 なし 美浜発電所 5 5 4 基本動作の習熟（発話ミスの低減など）についての検討が不十分だった。

浜岡原子力発電所 11 11 11 なし 大飯発電所 6 6 5 基本動作の習熟（発話ミスの低減など）についての検討が不十分だった。

区分

訓練への視察など
①他事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ
④他原子力事業者の現場実動訓練への視察

発電所名 発電所名③ピアレビュー等の受入れ

R2.2.14

実
施
内
容

R1.10.4

R1.11.18

R1.11.29

R2.2.21

R2.2.7

R1.10.25

R1.11.29

基
準

原子力事業者防災訓練の改善へ
の取組

指標11

実
施
内
容

区分

R2.1.24

発
電
所

R1.11.22

R2.1.24

R2.2.28

基
準

R2.1.27

R1.12.6

○柏崎刈羽、美浜、大飯、島根

発
電
所

②視察
受入

Ｂ Ｃ

①及び②まで実施されている 2 ①のみ実施 0

R1.10.18

R1.12.13

R2.1.24

R1.11.1

R2.1.31

R1.10.25

R2.2.14

①～③が実施されてる 15

－

コロナ感染防止のため中止 1

R1.11.22

R2.2.7

R2.2.28

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた対策

　訓練実施及び訓練結果の自己評価において､適確に訓練における課題を抽出し､その課題に対する原因分析を行い､原因分析結果を踏まえ
た対策の検討が行われ､具体的な対策の方針を定めているか確認する。防災訓練実施結果報告書の記載により確認する。
　①については､問題点から本来どうすべきであったのか､所内ルール等と照らし何ができて何ができなかったのか分析した上で課題が抽出さ
れていること､②については、いわゆる「なぜなぜ分析」等が行われ原因を深掘りして分析されていることを確認する。
　なお、訓練実施前に指標１で確認した情報フローについての自己評価については、この指標で確認する。

訓練の改善のため､他社の訓練を参考にする又は自社の訓練への視察やピアレビュー等を求める等の取組について確認する｡
①：即応センターまたは緊急時対策所への視察を対象とする。
②：同一訓練で即応センターと緊急時対策所の両方で受入れた場合に実績とする。
③：原子力や防災に関連する第三者機関による評価や他原子力事業者を訓練評価者として受け入れた場合も実績に含める
　　（指標７の現場実動訓練は含めない）。
④：指標７の現場実動訓練を１回以上視察した場合（評価者として参加した場合も含む）に実績とする。

４つ該当 13

福島第一･第二原子力発電所

R1.11.1

R2.1.27

R1.12.6

R1.11.18

Ｂ

福島第一･第二原子力発電所

評価対象の
考え方など

④現場実動訓練
への視察

③ピアレビュー等の受入れ

R2.1.31

R2.2.21

原子力事業者防災訓練の改善へ
の取組

指標10
評価対象の
考え方など

R1.10.4

④現場実動訓練
への視察

R1.10.18

(－) ＜中止＞予定：東京電力HD、北陸電力

②視察
受入

３つ該当 4

R1.12.13

13



評価指標に基づく評価結果(指標別)(実用発電用原子炉) 別添１－２
10／10

東通原子力発電所 6 9 11

女川原子力発電所 5 6 9

川内原子力発電所 4 3 5 3 4 4 4

福島第一原子力発電所 8 10

福島第二原子力発電所 5 2 3 2 4 7

柏崎刈羽原子力発電所 7 6 12
▲
27

▲
34

▲
36

▲
33

13 7 4 4

志賀原子力発電所 13 13 8 9 11 4

玄海原子力発電所 5 10 9 4 12 9 10

浜岡原子力発電所 8 7

伊方発電所 9 4 9 7 12 11 8 6

泊発電所 15 2 6 1 7 6

高浜発電所 10 6 5 5 15 10 8 7 10 8

島根原子力発電所 4 4 15
▲
16

▲
18

10

敦賀発電所 7 10 5

美浜発電所 8 7 5 5

東海発電所 13

東海第二発電所 8 11 10 15 5 5

大飯発電所 10
▲
20

7 9
▲
16

11 6 10

全てのプレーヤに対して
シナリオ非提示

シナリオ非提示型訓練の実施状況１０条通報に要した時間

全てのプレーヤに対して
シナリオ非提示

発電所：2019年8月見直し

美浜：2019年10月見直し
事業本部：2018年10月見直し

発電所：2019年12月見直し

発電所：2019年12月見直し

中期計画の見直し状況

本店　：2019年6月26日改訂
発電所：2019年7月30日改訂

本店　：2019年6月26日改訂
発電所：2019年6月20日改訂

発電所2019年7月24日見直し

令和元年度の見直し無し

令和元年度の見直し無し

令和元年度の見直し無し

発電所　：2019年6月4日
原子力部：2019年5月28日

発電所：2019年7月24日見直し

発電所：2019年5月見直し

発電所：2019年9月見直し

発電所：2019年11月11日見直し

高浜：2020年2月見直し
事業本部：2018年10月見直し

発電所：2019年4月見直し

備考

緊急時対応要員の訓練参加率（事業所）
緊急時対応要員の訓練参加率（即応セン

ター）

訓練参加率：99％
訓練参加者：278名、計画人数　：280名

訓練参加率：102％
訓練参加者：252名、計画人数　：247名

訓練参加率：100％
訓練参加者：130名、計画人数　：130名

訓練参加率：104%
訓練参加者：178名、計画人数　：171名

訓練参加率：97%
訓練参加者：103名、計画人数　：106名

訓練参加率：100%
訓練参加者：139名、計画人数　：139名

訓練参加率：68%※

・訓練参加者：128名、計画人数　：187名
※新型ｺﾛﾅｳｨﾙｽ感染症拡大防止対策のため

訓練参加率：  103%(高松)、 96%(松山)
訓練参加者:30名(高松)､74名(松山)
計画人数:29名(高松)､77名(松山)

訓練参加率：109%
訓練参加者：114名、計画人数　：104名

訓練参加率：100%
訓練参加者：97名、計画人数　：97名

訓練参加率：100%
訓練参加者：125名、計画人数　：125名

訓練参加率：102%
訓練参加者：83名、計画人数　：81名

訓練参加率：100%
訓練参加者：107名、計画人数　：107名

訓練参加率：97％
訓練参加者：118名、計画人数　：121名

R2.5.14
202日

R2.7.3
259日

訓練報告書

R2.2.13
83日

R2.5.21
90日

R1.12.13
70日

発電所

通報時間（分）

大飯：2019年11月見直し
事業本部：2018年10月見直し

全てのプレーヤに対して
シナリオ非提示

訓練参加率：100％
訓練参加者：100名、計画人数　：100名

訓練参加率：100%
訓練参加者：99名、計画人数　：99名

R2.7.3
203日

届出日
訓練後経過日数

　中期的な訓練計画を策定の上、
訓練実施及び訓練結果の評価を実
施し、当該計画への反映の有無の
検討を実施（必要に応じ計画に反
映）し、対応能力向上に努めている
かを確認する。

　シナリオ非提示型訓練の実施状況
について、範囲及び程度を確認す
る。
　シナリオを予見できる情報が全く提
示されていない場合をシナリオ非提
示とする。

原子力防災要員の総数のうち本訓練を
受ける必要のある者を分母として、参加
率を確認する。訓練参加者には、緊急時
対応の習熟効果が期待されるためコント
ローラを含める。

参集が必要な要員の総数のうち本訓練を受
ける必要のある者を分母として、参加率を確
認する。
訓練参加者には、緊急時対応の習熟効果
が期待されるためコントローラを含める。

R2.6.9
116日

R2.6.9
116日

訓練参加率：98％
訓練参加者：116名、計画人数　：118名

訓練参加率：89％
訓練参加者：293名、計画人数　：329名

訓練参加率：121％
訓練参加者：156名、計画人数　：128名

訓練参加率：185％
訓練参加者：206名、計画人数　：111名

訓練参加率：100％
訓練参加者：215名、計画人数　：214名

訓練参加率：94％
訓練参加者：164名、計画人数　：174名

訓練参加率：98％
訓練参加者：175名、計画人数　：178名

訓練参加率：98％
訓練参加者：387名、計画人数　：393名

訓練参加率：100％
訓練参加者：119名、計画人数　：118名

訓練参加率：100％
訓練参加者：131名、計画人数　：131名

全てのプレーヤに対して
シナリオ非提示

全てのプレーヤに対して
シナリオ非提示

全てのプレーヤに対して
シナリオ非提示

訓練参加率：119％
訓練参加者：122名、計画人数　：102名

訓練参加率：100％
訓練参加者：120名、計画人数　：120名

全てのプレーヤに対して
シナリオ非提示

全てのプレーヤに対して
シナリオ非提示

全てのプレーヤに対して
シナリオ非提示

全てのプレーヤに対して
シナリオ非提示

全てのプレーヤに対して
シナリオ非提示

全てのプレーヤに対して
シナリオ非提示

全てのプレーヤに対して
シナリオ非提示

全てのプレーヤに対して
シナリオ非提示

全てのプレーヤに対して
シナリオ非提示

訓練参加率：100％
訓練参加者：84名、計画人数　：84名

訓練参加率：117％
訓練参加者：320名、計画人数　：272名

全てのプレーヤに対して
シナリオ非提示

全てのプレーヤに対して
シナリオ非提示

全てのプレーヤに対して
シナリオ非提示

訓練参加率：100％
訓練参加者：226名、計画人数　：225名

訓練参加率：106％
訓練参加者：117名、計画人数　：110名

訓練参加率：117％
訓練参加者：94名、計画人数　：80名

R2.7.3
161日

R2.7.3
161日

R2.7.3
245日

R2.4.23
87日

R2.3.6
91日

R2.5.15
77日

R2.4.30
164日

R2.4.20
143日

R2.7.3
147日

R2.5.19
109日
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2020年7月28日

令和元年度 訓練評価指標７
志賀原⼦⼒発電所 現場実動訓練について

1

別添１－4
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目次１．現場実動訓練概要

2

（１）訓練目的
現状のプラント状態（１，２号機⻑期停⽌中）において，原⼦⼒災害に
至る可能性がある使⽤済燃料貯蔵プール（以下「ＳＦＰ」という。）水位低
下事象に対し，本部（緊急時対策所）と現場間の連携を含め実動で対応
することにより，原⼦⼒防災組織の技能向上及び緊急時対応業務の習熟を
図る。 (訓練シナリオ開発ＷＧ Ⅱ型訓練とかねて実施）

（２）実施日時
２０１９年１１月２０日（水）１３︓１０〜１５︓４０

（３）想定事象
平日の勤務時間帯に地震が発生し，外部電源及び非常⽤電源が全喪

失し，１・２号機のＳＦＰへの注水・冷却機能が全て停⽌することに加え，
１号機では配管破断等に伴うＳＦＰの水位低下が発生。
１号機のＳＦＰ水位の低下が継続した場合には燃料破損の恐れや放射性
ダストの吸い込みによる内部被ばくの恐れがあることから，放射線防護装備を
装着（屋内作業のみ）して消防⾞による１号機ＳＦＰへの注水作業を開
始する。

29



目次１．現場実動訓練概要

３

（４）訓練実施体制
ａ．訓練対応者︓現場実動 ︓ ７名

発電所本部︓ ８０名
ｂ．コントローラー︓現場 ︓ １名

発電所本部︓ １０名
ｃ．評価者 ︓ １６名

発電所本部

屋外 / 屋内

本部長

救護警備班

屋外

電力管理員１

化学消防隊(１名)

化学消防隊隊長

消火担当警備員(２名)

化学消防隊副隊長

電力管理員２

放射線管理班

情報総括

緊急時即応班

技術総括

※発電所本部内の他の機能班
については記載を省略

現場作業者

発電所本部からの派遣者

現場実動

30



目次１．現場実動訓練概要

４

（５）現場状況
消防車保管場所
（E.L.35ｍ）

消防車は訓練開始指示後，
保管場所から出動

耐震性貯水槽

（100m3）
淡水貯水槽（4,900m3）

凡例
：消防車移動ルート
：ホース敷設ルート

１号機ＳＦＰまでホース敷設
（放射線防護装備着用）

23 

R/B

13 

R/B
緊対所
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目次１．現場実動訓練概要

５

（６）事象進展シナリオと現場の動き
時刻 シナリオ

現場の動き１号機 ２号機

13:00 地震発生（志賀町震度６強，大津波警報発表）

13:32 本部より消防車によるＳＦＰ

注水指示を受け，活動開始

14:02 消防車現場到着

屋外作業開始

14:45 屋内作業（管理区域内）開始

14:55 傷病者１名発生

15:38 消防車にてＳＦＰ注水

構内道路法面崩落，大容量電源車被害（使用不能）

・外部電源喪失

・非常用ＤＧ全台起動失敗

・ＳＦＰ水位低下

・外部電源喪失

・非常用ＤＧ全台起動失敗

13:10 ・消火系配管破断

・ディーゼル駆動消火ポンプ故障

15:33 ・ＳＦＰ水位低下継続

ＳＥ基準ＴＡＦ＋２ｍ到達

（NWL-5,314mm到達）

【原災法第10条】

15:40 訓練終了
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目次２．訓練状況

６

（１）現場状況
【送水ライン構成作業】
屋外ホース展張 ＳＦＰエリア作業 屋内ホース展張

【マルファンクション対応】
揚水不可対応（吸管の締め付け） 体調不良者対応
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プラント状況把握 対応戦略の本部内共有 対応方針決定

ＣＯＰ（共通状況図）を活用してプラント状況・対応戦略を本部内共有

現場対応状況把握 ＥＡＬ該当把握

本部長方針決定

対応進捗報告
（緊急時即応班）

プラントの現状把握
使用可能設備の把握

今後の進展予測
事故対処戦略選定

ＥＡＬ判断実績の管理
今後のＥＡＬ該当予測

目次２．訓練状況

７

（２）本部（緊急時対策所）状況

現場対応実行施策の管理
現場対応進捗状況の把握
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作業状況

目次３．良好事例
（１）傷病者発生マルファンクションに対する本部判断の妥当性検証

本部－現場間の主要な連携

【本来】必要要員数３名

ＳＦＰ模擬

⾼線量エリア
(460mSv/h)

放水管

12 3

4 5 
作業

現場管理
（SFP）

ＳＦＰ模擬

放水管

1

2 3

4 5 

作業

傷病者
【傷病者発生時】要員数２名

介抱者２名が作業
から離脱

８

現場管理
（全体）作業管理

傷病者発生により必要要員数が確保できなくなった際，本部ではＳＥ回避のため作業を継
続するか，作業安全を優先し応援者到着を待つのかの判断に迫られた。
さらに応援者到着が遅れたこともあり，実施した判断は２回。⇒この判断の妥当性を検証

ケース
作業安全

迅速性 評
価怪我 被ばく

１ 応援者を待つ ◎ ◎ ×
(SE不可避) ×

２ ⾼線量エリア
以外を優先※ ○ ◎ ◎ 〇

３ ２名で作業を
実施 ○ △ ◎ △

放管員がいるため線量管理が可能であり，
リスクが抑えられると判断

ケース
作業安全

迅速性 評
価怪我 被ばく

１ 応援者を待つ ◎ ◎ ×
(SE不可避) ×

２ ２名で作業を
実施 ○ △ ◎ △

⾼線量エリア
(460mSv/h)

作業安全及び迅速性の観点から，２回の本部判断は，妥
当であったと評価。

※⾼線量エリア作業開始までの応援者到着を予想しての判断

応援者派遣指示
（15:20到着予想）

傷病者発生
応援者派遣要請

２名による作業継続
可否判断要請

⾼線量エリア以外
の作業完了報告

⾼線量エリアの
作業許可

作業完了報告

現場 本部

SE到達

14:55

15:01

15:07

15:05

15:20

15:22

15:33

15:35

（応援者到着せず）

応援者到着

⾼線量エリア以外
の作業許可

現場管理
（全体）

放管員

放管員
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作業体制

目次３．良好事例

９

（１）傷病者発生マルファンクションに対する本部判断の妥当性検証
本部判断の妥当性検証を通じ，以下の教訓を得た。

緊急時即応班⻑

緊急時即応班 副班⻑

電⼒管理者(全体)

隊⻑

要員

電⼒管理者(SFP)

副隊⻑

要員 要員

発電所本部

現場

屋内

No. ＦＡＣＴ 教訓

1 想定外に必要要員が確保できなくなり，「迅速
性」と「作業安全」，どちらを優先するかの判断
に迫られた。

現場作業での想定外に対して迅速な判断が要求される
ことは起こり得ることとして，平時からの作業手順 (リスク，
所要時間，必要要員数の根拠を含む)の理解が重要

2 応援者到着が予想より遅れたことにより，作業
許可が２段階になり，連絡回数が増加したた
め，現場に待ち時間が発生した。

予想どおり進まない場合の対応についても早い段階で検
討し，現場に許可を与えてておくことが望ましい

3 現場との連絡は指揮命令系統に沿って⾏う体
制としており，時間を要する体制となっていた。

急を要する場合，指揮命令系統によらず，現場から本
部へ直接連絡できる運⽤を整備することが望ましい

ＳＦＰ模擬

⾼線量
エリア

放水管

1

2 3

4 5 

作業

傷病者介抱者２名が作業
から離脱

1

2

3

4 5 

3

1

2

応援者派遣指示
（15:20到着予想）

傷病者発生
応援者派遣要請

２名による作業継続
可否判断要請

⾼線量エリア以外
の作業完了報告

⾼線量エリアの
作業許可

作業完了報告

現場 本部

SE到達

14:55

15:01

15:07

15:05

15:20

15:22

15:33

15:35

（応援者到着せず）

応援者到着

⾼線量エリア以外
の作業許可
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現場映像

システム構成

現場 本部

無線通信
（動画・音声）

Head Mo3nted Display

(HMD)

PC

大型モニタ

目次３．良好事例

10

（２）本部ー現場間の情報共有ツール ウェアラブル端末（HMD）の導入
屋外の現場状況を的確かつタイムリーに把握するため，ウェアラブル端末（HMD︓
ヘッドマウントディスプレイ）を導入し，映像を活⽤した情報共有について訓練を通じ
て試⾏中

現場

現場
作業者HMD

操作者

【期待する効果】
〇「⾔葉では伝えにくい災害状況」

地震による設備の被害規模などの把握
（百聞は⼀⾒に如かず）

〇現場作業状況のリアルタイム把握

本部

HMD
連携者

大型モニタにて
本部内共有

PC

緊急時即応班⻑

緊急時即応班 副班⻑

電⼒管理者(全体)

隊⻑

要員

電⼒管理者(SFP)

副隊⻑

要員 要員

発電所本部

現場

屋内

HMD
操作者

HMD
連携者

作業体制

（動画）
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目次４.まとめ（所感）

11

 マルファンクションも現場でクローズできるものとできないものがあり，今回のように
時間制限がある中で迅速な本部判断を求めるマルファンクションは，現場と本
部の連携を確認する上で有効。

⇒ 今後の訓練においても，本部・現場連携の有効性を確認するため，本部判
断の妥当性を検証していく。また，この検証作業を効果的に進めていくために
も，適切なマルファンクションを設定していく。

（１）傷病者発生マルファンクションに対する本部判断の妥当性検証

 今回の訓練を通じ，現場（屋外）から逐⼀の報告がなくとも，大まかな作業
ステップをリアルタイムに把握しながら本部活動を実施でき，有効であることが確
認できた。

⇒ 今後，これをさらに有効に活⽤できるよう，大画面投影による本部要員全
員での共有など，⼯夫しながら訓練での試⾏を続けていく。

（２）ウェアラブル端末（HMD）の導入

以 上
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評価指標見直し(実用発電用原子炉)(案) 別添２
1/2

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ

２－１
事故・プラントの状況

２－１
事故・プラントの状況

　現在のプラントの状況、新たな事象の発生、線量の状
況、負傷者の発生等の発生イベント、現況について、Ｅ
ＲＣプラント班との情報共有が十分であるか評価する。
必要な情報に不足や遅れがなく即応センターから積極的
に情報提供がされているかを評価する。

２－２
進展予測と事故収束対
応戦略

２－２
進展予測と事故収束対
応戦略

　事故の進展予測及びこれを踏まえた事故収束に向けた
対応戦略（対応策）について、ＥＲＣプラント班との情
報共有が十分であるか評価する。必要な情報に不足や遅
れがなく即応センターから積極的に情報提供がされてい
るかを評価する。

２－３
戦略の進捗状況

２－３
戦略の進捗状況

　事故収束に向けた対応戦略（対応策）の進捗状況につ
いて、ＥＲＣプラント班との情報共有が十分であるか評
価する。必要な情報に不足や遅れがなく即応センターか
ら積極的に情報提供がされているかを評価する。

３－１
プラント情報表示シス
テムの使用（ＥＲＳＳ
又はＳＰＤＳ等を使用
した訓練の実施）

プラント情報表示システ
ムの使用に習熟し、情報
共有に活用した

情報共有に支障があり、
改善の余地がある

３－１
プラント情報表示シス
テムの使用（ＥＲＳＳ
又はＳＰＤＳ等を使用
した訓練の実施）

プラント情報表示システ
ムの使用に習熟し、情報
共有に活用した

特段の支障なく情報共有
が行われている

情報共有に支障があり、
改善の余地がある

基準を見直す（Aを細分化）

【見直しの観点】
・令和元年度の評価結果から、ツール等の
活用の程度によって、A評価の幅が大きい
・これを踏まえ、指標２と同様に、基準A
を細分化して評価する
・アンケートは5段階（大変良いが5、大変
悪いが1）とし、3以上をA、2以上をB、2未
満をCとして評価に反映する。（昨年度は2
以上をAとしていた。)

３－２
リエゾンの活動

情報共有に係る即応セン
ターの補助ができていた

情報共有に支障があり、
改善の余地がある

３－２
リエゾンの活動

情報共有に係る即応セン
ターの補助ができていた

特段の支障なく情報共有
が行われている

情報共有に支障があり、
改善の余地がある

３－３
ＣＯＰの活用

ＣＯＰがＥＲＣプラント
班に共有され、情報共有
に資した

情報共有に支障があり、
改善の余地がある

３－３
ＣＯＰの活用

ＣＯＰがＥＲＣプラント
班に共有され、情報共有
に資した

特段の支障なく情報共有
が行われている

情報共有に支障があり、
改善の余地がある

３－４
ＥＲＣ備付け資料の活
用

情報共有において必要な
際、備付け資料が活用さ
れていた

情報共有に支障があり、
改善の余地がある

３－４
ＥＲＣ備付け資料の活
用

情報共有において必要な
際、備付け資料が活用さ
れていた

特段の支障なく情報共有
が行われている

情報共有に支障があり、
改善の余地がある

４

【Ｄ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

４

【Ｄ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下 現行指標を継続する。

【補足説明】
①について、緊急事態の遷移の判断となる
第１０条及び第１５条事象に係る通報に対
して評価し、この訂正報は評価に含めな
い。また、参考として、全ての通報・連絡
及び報告の、誤記、記載漏れ、訂正報の状
況について確認する。
③の「速やか」とは、会議の主旨を鑑み、
通報FAXの到着を待たずに対応することを
期待している。EAL判断から認定/確認まで
の時間を確認し、時間を要している場合は
一連の対応に問題がなかったかを確認して
評価する。
④の適切な間隔とタイミングは、訓練計画
時にシナリオを踏まえ、期待する間隔とタ
イミング、期待する報告内容について確認
する。

５

【Ｐ】

訓練実施計画等が、前回
までの訓練の課題につい
て検証できる

訓練実施計画等が、一部
前回までの訓練の課題に
ついて検証できない

訓練実施計画等が、前回
までの訓練の課題につい
て検証できない

５

【Ｐ】

訓練実施計画等が、前回
までの訓練の課題につい
て検証できる

訓練実施計画等が、一部
前回までの訓練の課題に
ついて検証できない

訓練実施計画等が、前回
までの訓練の課題につい
て検証できない

現行指標を継続する。

指標
基準

評価対象の考え方など

令和2年度評価指標（実用発電用原子炉）（案）
見直しの観点など

Ｎｏ． 区分 Ｎｏ．

現行指標を継続する。

【補足説明】
・通信機器の操作（即応センターとＥＲＣ
プラント班を接続する通信機器の操作）の
確認として、訓練中の音声断のマルファン
クションは継続する。
・アンケートは5段階（大変良いが5、大変
悪いが1）とし、3以上をa、2以上をb、2未
満をcとして評価に反映する。(昨年度と同
様)

令和元年度評価指標（実用発電用原子炉）

現行指標を継続する。

２

【Ｄ】

Ｅ
Ｒ
Ｃ
プ
ラ
ン
ト
班
と
の
情
報
共
有

　指標２については、２－１～２－３についてそれぞれ以下の基準により個別評
価する。
　ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われている
　ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

その上で、以下により全体としての評価を決定する。
　ａａａ又はａａｂ
　　→Ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われている
　ａｂｂ又はｂｂｂ
　　→Ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　上記以外
　　→Ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

　事象の進展や事故収束戦略・
予測進展の変更といった状況変
化時や、適時に施設全体を俯瞰
した現況について、テレビ会議
システム等での発話等により説
明ができたかを評価の観点とす
る。
　また、訓練実施後に行うＥＲ
Ｃプラント班要員へのアンケー
ト結果も踏まえ評価に反映す
る。

１

【Ｐ】

情報共有のための情報フロー 前回訓練結果に対する分
析・評価が行われ、全体
を網羅した情報フローへ
反映している

全体を網羅した情報フ
ローを作成している

情報フローを作成してい
るものの、全体が網羅さ
れていない　又は　情報
フローを作成していない

確実な通報・連絡の実施
①通報文の正確性
②ＥＡＬ判断根拠の説明
③１０条確認会議等の対応
④第２５条報告

　特定事象発生通報（原災法第１０条及び第１５条事象）等、以下の点が適切かつ迅速
に行われているか評価する。
①特定事象発生通報のうち、緊急事態の遷移の判断となる第１０条及び第１５条事象に
係る通報について、記載の誤記、漏れ等がないことを評価する。参考として、全ての通
報、連絡及び報告について、誤記、記載漏れがあった場合に事業者がこれを発見し訂正
報が確実に行われていることを確認する。
②事業者がＥＡＬ判断時（緊急事態の遷移の判断となる第１０条及び第１５条に係る事
象）に、通信機器（電話、テレビ会議システム等）においてＥＲＣプラント班に対し当
該ＥＡＬの判断根拠の説明が適切に行われたか評価する。
③上記②のＥＡＬ判断後、ＥＲＣプラント班は事業者との１０条確認会議、１５条認定
会議を開催するが、ＥＲＣプラント班からの会議招集に対し速やかに対応できたか、会
議において組織を代表する者が発生事象、事象進展の予測、事故収束対応等の説明を適
切かつ簡潔に行われたか評価する。
④第２５条報告が、事象の進展に応じ、適切な間隔とタイミングで継続して行われたか
評価する。また、その報告内容（原子力事業者防災業務計画等に定めている項目（発生
事象と対応の概要、プラント状況、放射性物質放出見通し及び放出状況、モニタ・気象
情報など）の記載の有無）について評価する。

原
子
力
事
業
者
防
災
訓
練
の
改
善
へ
の
取
組

前回までの訓練の訓練課題を踏
まえた訓練実施計画等の策定

　訓練実施計画が、前回までの訓練の訓練結果を踏まえ、問題・課題に対する改善策が
有効に機能するものであるか検証できる計画（訓練実施項目、訓練シナリオ等）となっ
ているか、評価項目及び評価基準が設定されているか、中期計画等を含めて確認する。
　また、訓練実施前に、訓練時における当該改善策の有効性を評価・確認の方法（例え
ば、訓練評価者が使用する評価チェックリスト（改善策の有効性を検証するための評価
項目、評価基準などが明確になっているもの）が作成されていること）が明確になって
いるかを確認する。
　なお、昨年度訓練終了以降から今年度の訓練実施計画策定に至るまでの要素訓練を含
めたＰＤＣＡの実績を確認する。

　実対応と同じプラント情報表示システムにおいて、ＥＲＣプラント班と即応センター
が同様の画面（インターフェース）を使用してプラントパラメータ（プラント状態の説
明、特定事象の説明、進展予測など）等の情報共有をしているかを評価する。
　プラント情報表示システムとは、ＥＲＳＳ、ＳＰＤＳ、これと同等のプラント情報表
示システム、又はこれに準ずるプラント情報表示システムのことであり、ＥＲＣプラン
ト班と即応センターで同一の情報を同一のタイミングで同一の画面で情報共有できるも
のであって、かつ、ＥＲＣプラント班または即応センターがそれぞれで必要な時に必要
な情報を自由に選択して入手できるものをいう。
　また、訓練実施後に行うＥＲＣプラント班要員へのアンケート結果も踏まえ評価に反
映する。

　ＥＲＣプラント班に派遣されたリエゾンが、即応センターを補助するという目的に応
じ事業者が定めるリエゾンの役割等を認識し、必要に応じ適時適切にＥＲＣプラント班
に対し情報提供がなされているか、ＥＲＣプラント班の意向等を即応センター等に伝達
しているか等、リエゾンの活動を評価する。
　また、訓練実施後に行うＥＲＣプラント班要員へのアンケート結果も踏まえ評価に反
映する。

　ＥＲＣプラント班と即応センター間の情報共有において、ＣＯＰを用い情報共有がな
されているかを評価する。ＣＯＰが更新されていない場合、手元にあるＣＯＰに手書き
で記載することなどにより速やかな情報共有がなされているかを評価する。
　また、訓練実施後に行うＥＲＣプラント班要員へのアンケート結果も踏まえ評価に反
映する。
※ＣＯＰ：共通状況図のこと。事故・プラントの状況、進展予測と事故収束対応戦略、
戦略の進捗状況について認識の共有のために作成される図表であって、各社で様式や名
称は異なる。

　ＥＲＣプラント班と即応センター間の情報共有において、ＥＲＣ備付け資料を使用し
て情報共有をしているかを評価する。
　また、訓練実施後に行うＥＲＣプラント班要員へのアンケート結果も踏まえ評価に反
映する。

情
報
共
有
・
通
報 ３

【Ｄ】

情
報
共
有
の
た
め
の
ツ
ー

ル
等
の
活
用

　訓練実施前に、発電所、本店（即応センター）、ＥＲＣの３拠点間の情報フローの計
画について確認する。
　情報フローとは、５つの情報（①ＥＡＬに関する情報、指標２に示す情報（②事故・
プラントの状況、③進展予測と事故収束対応戦略、④戦略の進捗状況）、⑤ＥＲＣプラ
ント班からの質問への回答）について、いつ、どこで、だれが、なにを、どんな目的
で、どのように、の観点からみた、情報伝達の一連の流れをいう。
　また、情報フローの確認に際しては、前回訓練での情報共有における課題に対する改
善策を反映したものとしているかを確認する。

現行指標を継続する。

【補足説明】
令和元年度と同様に評価する。
①発災を想定する号機(複数又は全号機)
②ＥＡＬ判断(複数の異なるＥＡＬ番号)
　・原子力防災管理者の判断を要しない
EAL（地震、津波など)は評価外
③場面設定等(５つ以上の付与)
　・時間､場所､気象､体制､資機材､
　　計器故障､人為的ミス､OFC対応､
　　判断分岐､その他の区分で確認
　・毎年全く同じ場面設定等とした場
　　合、訓練プレーヤが容易に予見可
　　能であり、対応能力向上の幅を広
　　げること及び訓練の緊張感維持す
　　ることができないことから、多様
　　化に努めているとは言えない。
評価:３つでＡ､２つでＢ､他はＣ

６

【Ｐ】

シナリオの多様化・難度 難度が高く多様なシナリ
オに取り組んでいた

適度なシナリオであり、
シナリオの多様化に努め
ていた

平易なシナリオであった 　対応能力向上の幅を広げること及び訓練の緊張感維持のため、訓練プレーヤへ難度の
高い課題を与えているか、シナリオの多様化に努めているかを確認する。
　事業所の号機数と重大事故等を想定する号機数、ＥＡＬ判断状況（数や密度）、発生
事象の深刻度、発災原因（自然災害、機器故障など）、プラント状態、場面設定（時
間、場所、気象、防災要員の体制、資機材の状態、計器の故障、人為的なミス、オフサ
イトセンターを想定した要員派遣と支援要請等への対応などプラント以外の状態）、こ
れら要因の複数組み合わせ、シナリオ上の判断分岐となるポイントやマルファンクショ
ンの数、マルチエンディング方式の採用などから、シナリオの多様化・難度の取り組み
について総合的に確認する。

確実な通報・連絡の実施
①通報文の正確性
②ＥＡＬ判断根拠の説明
③１０条確認会議等の対応
④第２５条報告

区分 指標
基準

情
報
共
有
・
通
報

１

【Ｐ】

情報共有のための情報フロー 前回訓練結果に対する分
析・評価が行われ、全体
を網羅した情報フローへ
反映している

全体を網羅した情報フ
ローを作成している

情報フローを作成してい
るものの、全体が網羅さ
れていない　又は　情報
フローを作成していない

２

【Ｄ】

Ｅ
Ｒ
Ｃ
プ
ラ
ン
ト
班
と
の
情
報
共
有

　指標２については、２－１～２－３についてそれぞれ以下の基準により個別評
価する。
　ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われている
　ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

その上で、以下により全体としての評価を決定する。
　ａａａ又はａａｂ
　　→Ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われている
　ａｂｂ又はｂｂｂ
　　→Ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　上記以外
　　→Ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

３

【Ｄ】

情
報
共
有
の
た
め
の
ツ
ー

ル
等
の
活
用

原
子
力
事
業
者
防
災
訓
練
の
改
善
へ
の
取
組

前回までの訓練の訓練課題を踏
まえた訓練実施計画等の策定

６

【Ｐ】

シナリオの多様化・難度 難度が高く多様なシナリ
オに取り組んでいた

適度なシナリオであり、
シナリオの多様化に努め
ていた

平易なシナリオであった
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評価指標見直し(実用発電用原子炉)(案) 別添２
2/2

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ
指標

基準
評価対象の考え方など

令和2年度評価指標（実用発電用原子炉）（案）
見直しの観点など

Ｎｏ． 区分 Ｎｏ．

令和元年度評価指標（実用発電用原子炉）
区分 指標

基準

７

【Ｄ】

緊急時対策所と連携した
事故シナリオに基づく現
場実動訓練を１回以上実
施（他原子力事業者評価
者を受入れあり）

緊急時対策所と連携した
事故シナリオに基づく現
場実動訓練を１回以上実
施（他原子力事業者評価
者受入れなし）

緊急時対策所と連携した
事故シナリオに基づかな
い現場実動訓練を実施

７

【Ｄ】

緊急時対策所と連携した
事故シナリオに基づく現
場実動訓練を１回以上実
施（他原子力事業者評価
者を受入れあり）

緊急時対策所と連携した
事故シナリオに基づく現
場実動訓練を１回以上実
施（他原子力事業者評価
者受入れなし）

緊急時対策所と連携した
事故シナリオに基づかな
い現場実動訓練を実施

現行指標を継続する。

【補足説明】
以下の観点で確認する
・実施状況：総合訓練、要素訓練など実動
を実施した訓練の種類
・テーマ：現場実動訓練のテーマ
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝの有無と内容
・連携状況：現場と緊対所との連携の有
無、その他即応センター等との連携の有無
・他事業者評価：受入れ状況

８

【Ｄ】

５つ該当 ４つ該当 ３つ以下

８

【Ｄ】

５つ該当 ４つ該当 ３つ以下 現行指標を継続する。

【補足説明】
②の記者等の参加は、現実的な状況を模擬
するため記者会見で想定される厳しい質問
に加え、一般市民の目線で広報がされてい
るかを外部の目で評価することを目的とし
ている。
③の他原子力事業者広報担当等の参加は、
原子力事業者が答えにくい質問に加え、相
互に評価することで対応力の向上を目的と
している。

９

【Ｄ】

実動が３つ 実動が２～１ 実動なし

９

【Ｄ】

実動が３つ 実動が２～１ 実動なし 現行指標を継続する。

１０

【Ａ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

１０

【Ａ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下 現行指標を継続する。

①～③は総合訓練のみを評価対象とする。

１１

【Ｃ】
【Ａ】

①～③が実施されてる ①及び②まで実施されて
いる

①のみ実施

１１

【Ｃ】
【Ａ】

①～③が実施されてる ①及び②まで実施されて
いる

①のみ実施 現行指標を継続する。

【補足説明】
・規制庁からの指摘で課題の抽出からやり
直す社があったため、自主的に課題を抽出
することを促す。

【Ｐ】 【Ｐ】

現行指標を継続する。

新規制基準適合炉は、現行指標を継続。
新規制基準適合未適合炉は、現在の設備状
態を踏まえた事業者資料を求める。現在の
設備状態を踏まえた要素訓練も含める。

【Ｄ】 【Ｄ】

現行指標を継続する。

【Ｐ】 【Ｐ】

現行指標を継続する。

【Ｐ】 【Ｐ】

現行指標を継続する。

【Ｐ】
【Ｄ】

【Ｐ】
【Ｄ】

現行指標を継続する。

【Ｐ】
【Ｄ】

【Ｐ】
【Ｄ】

現行指標を継続する。

原
子
力
事
業
者
防
災
訓
練
の
改
善
へ
の
取
組

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた対策

　訓練実施及び訓練結果の自己評価において、適確に訓練における課題を抽出し、その
課題に対する原因分析を行い、原因分析結果を踏まえた対策の検討が行われ、具体的な
対策の方針を定めているか確認する。防災訓練実施結果報告書の記載により確認する。
　①については、問題点から本来どうすべきであったのか、所内ルール等と照らし何が
できて何ができなかったのか分析した上で自主的に課題を抽出していること、②につい
ては、いわゆる「なぜなぜ分析」等が行われ原因を深掘りして分析されていることを確
認する。
　なお、訓練実施前に指標１で確認した情報フローについての自己評価については、こ
の指標で確認する。

現場実動訓練の実施 　現場実動訓練の実施状況を評価する。
　評価対象とする現場実動訓練は、総合訓練時に事故シナリオに基づき実施する緊急時
対策所の活動と連携した現場実動訓練を対象とする。
　総合訓練時を模擬し、緊急時対策所と連携した現場実動訓練を要素訓練や訓練シナリ
オ開発ワーキンググループ（Ⅱ型訓練）等として実施する訓練も評価の対象に含める。
　なお、プラントに対する訓練を対象とし、退避誘導訓練や原子力災害医療訓練等は含
めない。

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動したプレ
ス対応
②記者等の社外プレーヤの参加
③他原子力事業者広報担当等の
社外プレーヤの参加
④模擬記者会見の実施
⑤情報発信ツールを使った外部
への情報発信

　事故対策のための情報共有と対外広報活動のための情報共有を円滑に行うために、ど
の程度現実的な状況を模擬しているか評価する。
　なお、②の記者等とはテレビや新聞の記者のほか、メディアトレーニングの講師など
も対象とする。⑤の情報発信ツールについては、模擬ＨＰ掲載文を作成し、模擬ＨＰ等
に掲載した場合にカウントする。
　広報活動においては、要素訓練も評価の対象に含める。複数の原子力事業所を有する
事業者であって、本店の広報班等が行う広報活動の内容が同一の場合に限り、他の原子
力事業所の訓練を評価の対象に含める。

備
考

ＥＲＣプラント班への備え付け資料に係る説明実績 　新規制基準適合プラントのうち保安規定認可済施設にあっては、ＥＲＣプラント班に
備え付けた事業者資料について、訓練実施前にＥＲＣプラント班要員に対する当該資料
の説明実績を確認する。なお、要素訓練も確認の対象に含める。

後方支援活動
①原子力事業者間の支援活動
②原子力事業所災害対策支援拠
点との連動
③原子力緊急事態支援組織との
連動

　事故収束活動において、原子力施設外からの支援を想定した実動の訓練の状況を評価
する。実動とは、物資又は人の移動を伴い、かつ、移動先で物資や人を実際に機能させ
る訓練をいう（移動のみの場合は実動としない）。実動で訓練を行わない場合は実連絡
を訓練で行っているか確認する。実連絡とは、実対応と同じ連絡先と情報のやり取りを
実施することをいう。
　後方支援活動においては、要素訓練も評価の対象に含める。

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ
④他原子力事業者の現場実動訓
練への視察

　訓練の改善のため、他社の訓練を参考にする、又は自社の訓練への視察やピアレ
ビュー等を求めるといった取組について確認する。
　①は即応センターまたは緊急時対策所への視察を対象とする。②は同一訓練で即応セ
ンターと緊急時対策所の両方で受入れた場合に実績とする。③は原子力や防災に関連す
る第三者機関による評価のほか、他原子力事業者を訓練評価者として受け入れた場合も
実績に含める（指標７の現場実動訓練は含めない）。④は指標７の現場実動訓練を１回
以上視察した場合（評価者として参加した場合も含む）に実績とする。

緊急時対応要員の訓練参加率（即応センター） 　参集が必要な要員の総数のうち本訓練を受ける必要のある者を分母として、参加率を
確認する。
　訓練参加者には、プレーヤと緊急時対応の習熟効果が期待されるためコントローラを
含めるが、評価者は含めない。
　訓練参加率　＝　訓練に参加した人数　÷　訓練計画時に計画した参加人数

評価指標だけで表せない取組等を記述する。

シナリオ非提示型訓練の実施状況 　シナリオ非提示型訓練の実施状況について、範囲及び程度を確認する。
　シナリオを予見できる情報（発災前の施設運転状況、地震等の起因事象等といった訓
練の前提条件は含まない）が事前演習等も含め全く提示されていない場合をシナリオ非
提示とする。

緊急時対応要員の訓練参加率（事業所） 　原子力防災要員の総数のうち本訓練を受ける必要のある者を分母として、参加率を確
認する。
　訓練参加者には、プレーヤと緊急時対応の習熟効果が期待されるためコントローラを
含めるが、評価者は含めない。
　訓練参加率　＝　訓練に参加した人数　÷　訓練計画時に計画した参加人数

１０条通報に要した時間 　すべての特定事象発生通報（原災法第１０条及び第１５条事象）を対象として、通報
に要した時間（原子力防災管理者が「特定事象の発生」を判断した時刻から、ＦＡＸ等
にてＥＲＣプラント班に発信操作した時刻まで）を確認する。また、ＦＡＸ等の着信確
認を確実に行ったか、ＦＡＸ等が困難な状況において代替手段での通報・連絡ができた
かも確認する。

中期計画の見直し 　中期的な訓練計画を策定の上、訓練実施及び訓練結果の評価を実施し、当該計画への
反映の有無の検討を実施（必要に応じ計画に反映）し、対応能力向上に努めているかを
確認する。
　なお、昨年度訓練終了以降から中期計画見直しに至るまでのＰＤＣＡの実績を確認す
る。

備
考

ＥＲＣプラント班への備え付け資料に係る説明実績

１０条通報に要した時間

中期計画の見直し

シナリオ非提示型訓練の実施状況

緊急時対応要員の訓練参加率（事業所）

緊急時対応要員の訓練参加率（即応センター）

評価指標だけで表せない取組等を記述する。

原
子
力
事
業
者
防
災
訓
練
の
改
善
へ
の
取
組

現場実動訓練の実施

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動したプレ
ス対応
②記者等の社外プレーヤの参加
③他原子力事業者広報担当等の
社外プレーヤの参加
④模擬記者会見の実施
⑤情報発信ツールを使った外部
への情報発信

後方支援活動
①原子力事業者間の支援活動
②原子力事業所災害対策支援拠
点との連動
③原子力緊急事態支援組織との
連動

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ
④他原子力事業者の現場実動訓
練への視察

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた対策
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訓練シナリオ開発ワーキンググループ 

令和元年度訓練結果とりまとめ 

 

令 和 ２ 年 ７ 月 2 8 日 

訓練シナリオ開発 WG 

 

１．訓練実施経過等 

 

（１）Ⅰ型訓練実施（ＰＷＲ） 

実施日、 

対象 

発電所 

令和元年 6月 25日 九州電力  川内原子力発電所 

令和元年 9月  4日 四国電力  伊方発電所 

令和元年 11月 29日 関西電力  美浜発電所 

  〃   〃   関西電力  高浜発電所 

令和 2年 2月 20日 北海道電力 泊発電所 

令和 2年 3月 26日 関西電力  大飯発電所 

令和 2年 4月 10日 日本原電  敦賀発電所 

概 要 各社訓練用シミュレータを用い、各社平成 30年度の訓練シ

ナリオ（炉の差異により細部は異なる）のもと、緊急時対策

所及び中央制御室の指揮者の判断、対応に応じて事故の状

況が展開するシナリオにより、その判断、対応を評価  

 

（２）Ⅰ型訓練実施（ＢＷＲ） 

実施日、 

対象 

発電所 

令和 2年 5月 29日 東京電力ＨＤ 柏崎刈羽原子力発電所 

概 要 ＢＷＲ運転訓練センタシミュレータを用い、令和元年度訓

練シナリオのもと、緊急時対策所及び中央制御室の指揮者

の判断、対応に応じて事故の状況が展開するシナリオによ

り、その判断、対応を評価  

 

（３）Ⅱ型訓練実施 

実施日、 

実施 

発電所 

令和元年 10月 31日 中部電力 浜岡原子力発電所 

令和元年 11月 20日 北陸電力 志賀原子力発電所 

別添３－１ 
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概 要 可搬型設備による送水（原子炉注水又は燃料プール）訓練

を行い、良好事例、改善事項を抽出 

・可搬型設備を出動させ、水源から送水先（原子炉建屋又は

燃料プール）へのホース展開を行った後、可搬型設備起

動により原子炉又は燃料プールへ注水 

 

（４）第５回訓練シナリオ開発ワーキンググループ 

開催日 令和２年 6月 18日 

参加者 規制庁 山形緊急事態対策監 

緊急事案対策室 児玉企画調整官ほか 

事業者 北海道電力、東北電力、東京電力、中部電力、 

北陸電力、関西電力、中国電力、四国電力、 

九州電力、日本原電、ＡＴＥＮＡ 

概 要  令和元年度訓練結果とりまとめ（案）及び令和２年度訓

練実施方針（案）について議論 

 

２．Ⅰ型訓練（ＰＷＲ）結果概要 

   

（１）訓練概要 

シミュレータで発生させる事故事象に対して、発電所指揮者の判断・指揮

活動及び情報収集活動等により、事故の収束を図る。 

訓練シナリオは、設置許可で想定している事象を大幅に超えていることに

加え、通常では想定していない対応をサクセスパスとした。この訓練シナリ

オにより、事象の影響を最小限に抑えて炉心損傷を回避する手段について発

電所の指揮者の臨機の対応、判断を評価した。  

 

（２）訓練実施体制 

・令和元年 6月 25日 九州電力 川内原子力発電所 

  訓練プレーヤー：中央制御室 6名、緊急時対策所 4名 

・令和元年 9月  4日 四国電力 伊方発電所 

訓練プレーヤー：中央制御室 11名、緊急時対策所 3名 

・令和元年 11月 29日 関西電力 美浜発電所 

  訓練プレーヤー：中央制御室 8名、緊急時対策所 4名 

・令和元年 11月 29日 関西電力 高浜発電所 

訓練プレーヤー：中央制御室 8名、緊急時対策所 4名 

・令和 2年 2月 20日 北海道電力 泊発電所 
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訓練プレーヤー：中央制御室 8名、緊急時対策所 3名 

・令和 2年 3月 26日 関西電力 大飯発電所 

訓練プレーヤー：中央制御室 9名、緊急時対策所 4名 

・令和 2年 4月 10日 日本原電 敦賀発電所 

訓練プレーヤー：中央制御室 7名、緊急時対策所 4名 

（ＷＧメンバーは、緊急時対策所と中央制御室において評価者として参

加。） 

 

 

（３）指揮者の対応、判断に対して得られた知見 

・過酷な事象対応における緊急時対策所と中央制御室との連携・情報共有の

重要性の再認識 

・想定を超える事象への対応経験（判断決定のために様々な事項を考慮）に

より、万一同様の事象が発生しても対処できるという理解促進 

   

（４）Ⅰ型訓練において観察された良好事例等 

・Ⅰ型訓練において観察された良好事例、改善事項について整理。 

・このうち、過去の訓練で抽出され、各電力に展開した共通展開良好事例に

ついて、各電力ともに良好事例の取り込みが確認され、指揮者の臨機の対

応能力向上および判断能力の向上が確認された。 

・今回新たに各社に展開する共通展開良好事例は抽出されなかったが、整理

された良好事例・改善事項は各社に展開し、各電力において自社への取り

込みについて検討する。 

 

１）過去に各電力に展開した共通展開良好事例 

①事象進展に関する予測（炉心損傷までの時間情報）を緊急時対策所側から 

中央制御室指揮者へ共有（中央制御室、緊急時対策所） 

②要員管理表を使用したリソース管理（緊急時対策所） 

③ホワイトボード等を活用した情報共有（中央制御室、緊急時対策所） 

  ④3WAY コミュニケーションの実践（中央制御室） 

  ⑤重要な局面（事故発生時の事象判別、炉心損傷評価時など）におけるブリ

ーフィングの実施（中央制御室、緊急時対策所） 

 

２）良好事例、改善事項として整理した事例（○：良好事例、△：改善事項） 

＜中央制御室＞ 

①発生事象の状況把握 
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〇事象進展に応じた、クリティカルパラメータを設定。監視強化を図っ

ていた。 

②事象進展の予測 

〇対応操作の中で、機器情報や炉心損傷予測時間などについて緊急時対

策所と情報共有し、事象の整理ができていた。 

③事象収束に向けた対応操作決定 

〇対応操作についてはプラント状況に応じた操作を行い、緊急時対策所

と連携しながら判断されていた。 

④要員管理 

〇役割分担を明確にし、要員配置・地震後の安否確認など、対応操作の

中で、要員管理ができていた。 

△事象発生当初から、防護具、防護服の着用を周知していたが、耐熱な

のか放射線、放射性ガスに対する防護なのかを明確にした方が、現場

操作員はスムーズに対応できた。 

⑤コミュニケーション 

〇３WAY コミュニケーションが実践されていた。 

〇中央制御室内での確実な情報共有および意思疎通が図られていた。 

△今後の戦略を検討するうえで、ホワイトボードへ情報を記入するだけ

ではなく、ブリーフィング等で積極的に活用されると良かった。 

△発電長から中央制御室内に対応を指示したが運転員からの復唱がな

く、指示した内容が伝わったかどうか確認できなかった場面があった。 

⑥知識の活用 

〇プラント状況に応じた手順を共有し、対応操作を行っていた。 

〇手順がない操作については緊急時対策所と情報を共有し、対応操作を

選択していた。 

＜緊急時対策所＞ 

①発生事象の状況把握 

〇中央制御室と常時電話接続していることで、タイムリーな状況確認が

できていた。 

△地震発生後の中央制御室からの連絡が来るまでの間において、ＳＰＤ

Ｓによりパラメータを確認しプラントの状況を確認した方が良かっ

た。 

②事象進展の予測 

〇中央制御室から共有される情報を元に、必要により注意喚起を行って

いた。 

③事象収束に向けた活動と情報連携 
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〇ＣＯＰやホワイトボードを活用した、情報の共有ができていた。 

△事象進展予測において、炉心損傷までの時間を中央制御室と緊急時対

策所で共有すべきであった。 

④要員管理 

〇限られた要員で役割分担を明確にし、チーム全体で機能的な緊急時対

応ができていた。 

△要員管理表を机上の用紙にて運用しており、緊急時対策所要員全員が

確認できる資機材とはなっていなかった。 

⑤コミュニケーション 

〇緊急時対策所、中央制御室間の電話を常時接続運用とすることで、タ

イムリーな状況把握ができていた。 

△中央制御室からの会話をスピーカから出すことで緊急時対策所の全

員が聴くことができていたが、他の人が電話をしている場合、音声が

重なり聞き取りにくい場面があった。 

⑥知識の活用 

〇緊急時対策所内でも配備資料を参考に手順の確認を行っていた。 
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（５）訓練評価の流れ 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

○評価実施事業者（５社） 

関西、四国、九州、北海道、日本原電 

①訓練実績整理（チェックシート作成） 

 

○訓練実施事業者（関西、四国、九州） 

 

 

必要に応じ事実確認 

 

○全 事 業 者 

 

（現在、各事業者において検討中） 

改善内容検討、反映（関西、四国、九州は自社以外） 

②評価・改善 

③展 開 

良好事例  気づき、改善事項 

情報共有 

【チェックシートとりまとめ】 

良好事例、気付き事項、改善事項 

【気づき、改善事項集約】 

・改善内容検討、反映（自社）  

【良好事例集約】 

・共通の展開事例の検討 
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（６）今後の対応 

①今回訓練において得られた良好事例、気づき、改善事項について、全事業

者において改善内容の検討、反映を実施する。 

②令和元年度の訓練シナリオについては、原則令和２年度中に、九州電力、

四国電力、関西電力において訓練を実施する。その他の社においては、自

社等のシミュレータ用にカスタマイズし、当該シナリオによる訓練の実施

に努める。 

③他社の中央制御室や緊急時対策所の対応について、自社対応との違い、良

好点を認識することは当該自社対応の改善に有効であることから、上記

②により実施される訓練に中央制御室や緊急時対策所の要員となる者が

訓練視察（評価）者として参加に努める。 

 ただし、訓練視察（評価）を実施するにあたっては、新型コロナなどの感

染症流行下においては、訓練状況を撮影したビデオによる視察（評価）を

実施するなどの対応も可能とする。 

④上記①～③については、次回以降のＷＧで各社の対応状況を確認していく。 

 

 

３．Ⅰ型訓練（ＢＷＲ）結果概要 

   

（１）訓練概要 

シミュレータで発生させる事故事象に対して、中央制御室及び緊急時対策

所それぞれの指揮者及びその補佐役がプラント状況を把握し、双方が連携す

ることで判断根拠が共有され、事故対応にあたる組織を指揮・統括すること

により、事故の収束を図る。 

訓練シナリオは、設置許可で想定している事象を大幅に超えていることに

加え、通常では想定していない対応をサクセスパスとした。この訓練シナリ

オにより、事象の影響を最小限に抑えて炉心損傷を回避する手段について発

電所の指揮者の臨機の対応、判断を評価した。 

なお、新型コロナウィルスによる感染防止を図る観点から、他事業者の評

価者については、発電所への受け入れを行わず、後日、訓練の様子を撮影し

たビデオを郵送し、評価を実施した。 

 

（２）訓練実施体制 

・令和 2年 5月 29日 東京電力ホールディングス柏崎刈羽原子力発電所 

  訓練プレーヤー：中央制御室 9 名（うち、評価対象者は 2 名）、 

          緊急時対策所 10 名（うち、評価対象者は 4 名） 
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（ＷＧメンバーは、評価者として参加。） 

 

（３）指揮者の対応、判断に対して得られた知見 

・判断ポイントに到達した場合は、一旦立ち止まり、アクションを起こす判

断基準及び別のアクションに移行する判断基準を設定し、中央制御室と緊

急時対策所で共有する。 

・緊急時対策所の合意を得て行った方が良い操作については、安全を最優先

する考え方から、緊急時対策所の合意が確認できなかった場合においても

設定した判断基準に到達したら中央制御室の判断で実施することを共有

しておく。 

 

（４）Ⅰ型訓練において観察された良好事例等 

・Ⅰ型訓練において観察された良好事例、改善事項について整理。 

・今回新たに各社に展開する共通展開良好事例は抽出されなかったが、整理

された良好事例・改善事項は各社に展開し、各電力において自社への取り

込みについて検討する。 

 

１）良好事例、改善事項として整理した事例（○：良好事例、△：改善事項） 

＜中央制御室＞ 

①発生事象の状況把握 

〇事象進展に応じた、クリティカルパラメータを設定し、監視強化を図

っていた。 

△火報発生現場への確認をすぐに行わなかったことは蒸気漏えいによ

る安全確保のためとのことであるが、安全装備をさせた上で派遣する

ことを中央制御室内に周知すべきであった。 

②事象進展の予測 

〇クリティカルパラメータの予測が的確に実施できており、かつ周知で

きていた。 

○戦術に失敗した場合の次の手段まで検討していた。 

③事象収束に向けた対応操作決定 

〇優先順位が明確に周知されていた。 

④要員管理 

△2 名ペアで現場に派遣するなど、注意喚起した方が良かった。 

⑤コミュニケーション 

○津波退避のページングを繰り替えし実施していた。 

△SE, GE 判断後にもページングをした方が良い。 
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⑥知識の活用 

△指揮者は事故時運転操作手順書（徴候ベース）のフローをトレースし

ながら対応した方が良い。 

 

＜緊急時対策所＞ 

①発生事象の状況把握 

○タイマー使用により経過時間で発生する EAL の判断忘れを防止して

いた。 

△緊急時対策所側で EAL を判断し，中央制御室側の確認が不足してい

た。 

②事象進展の予測 

△漏えいの規模について、中央制御室及び機能班側では把握していたが、

本部内で議論が不十分であった。 

③事象収束に向けた活動と情報連携 

〇準備中の SA 設備が使用できなかった場合のリスクケースが議論でき

ていた。 

△事象が進展した場合のホールドポイントとアクションが本部内で共

有されていなかった。 

④要員管理 

△機能班、現場復旧要員間にて連携を密にし、対応していたが、現場復

旧班要員がどのような動線で動いているか、本部内で十分に把握でき

ていなかった。 

⑤コミュニケーション 

○重要な発話前にブザーを用いる等、プレーヤーに注意を呼びかける仕

組みが構築されていた。 

△班長は電話連絡の際、前半は３Way コミュニケーションを使用してお

り、号機卓のメンバーにも状況が聞こえていたが、後半は「はい」、「了

解」となってしまい、中操とのやり取りが本人しか分からない状況と

なってしまっていた。 

⑥知識の活用 

△配管計装線図や事故時運転操作手順書を参照しながら、当直の報告を

確認すべきであった。 
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（５）訓練評価の流れ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

○評価実施事業者（６社） 

東北電力、東京電力ホールディングス、中部電力、北陸電力、 

  中国電力、日本原子力発電 

①訓練実績整理（チェックシート作成） 

 

○訓練実施事業者（東京） 

 

 

必要に応じ事実確認 

 

○全 事 業 者 

 

（現在、各事業者において検討中） 

改善内容検討、反映 

②評価・改善 

③展 開 

良好事例  気づき、改善事項 

情報共有 

【チェックシートとりまとめ】 

良好事例、気付き事項、改善事項 

【気づき、改善事項集約】 

・改善内容検討、反映（自社）  

【良好事例集約】 

・共通の展開事例の検討 
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（６）今後の対応 

①今回訓練において得られた良好事例、気づき、改善事項について、全事業

者において改善内容の検討、反映を実施する。 

②令和元年度の訓練シナリオについては、令和 2 年度に東京電力は今回実施

していないプレーヤーにて実施する。他の BWR 事業者においては、令和

2 年度中に自社等のシミュレータ用にカスタマイズし、当該シナリオによ

る訓練の実施に努める。 

③他社の中央制御室や緊急時対策所の対応について、自社対応との違い、良

好点を認識することは当該自社対応の改善に有効であることから、上記

②により実施される訓練に中央制御室や緊急時対策所の要員となる者が

訓練視察（評価）者として参加に努める。 

 ただし、新型コロナなどの感染症流行下においては、訓練ビデオによる評

価を実施するなどの対応も可能とする。 

④上記①～③については、次回以降のＷＧで各社の対応状況を確認していく。 
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４．Ⅱ型訓練結果概要 

   

（１）訓練実施概要 

  ①実施日 

  令和元年 10 月 31 日 中部電力 浜岡原子力発電所 

  令和元年 11 月 20 日 北陸電力 志賀原子力発電所   

  ②実施内容 

可搬型設備による送水（原子炉又は燃料プール注水）訓練 

・可搬型設備消防車を出動させ、水源から送水先（原子炉建屋又は燃料

プール）へのホース展開を行った後、可搬型設備起動により原子炉又

は燃料プールへ注水 

・両訓練では以下の不測事態を発生させその対応を観察 

  浜岡原子力発電所：出動確認時に可搬型注水ポンプ車の故障発生及

び可搬型取水ポンプの取出作業時に体調不良

者発生 

  志賀原子力発電所：消防車での揚水作業時に揚水不能及び燃料プー

ル注水準備時に体調不良者発生 

  ③訓練実施体制 

 浜岡原子力発電所 志賀原子力発電所 

訓練者 現場実働：16 名※ 

・取水ポンプ：7 名（班長 1 名、

班員 6 名） 

・注水ポンプ：4 名（班長 1 名、

班員 3 名） 

・ホース：5 名（班長 1 名、班

員 4 名） 

対策本部：1 名 

 

※緊急時即応班（ERF）3 名及

び災害対策初動要員 13 名で

実施 

現場実動：7 名 

（電力管理員 2 名、 

班長 1 名、班員 4 名） 

対策本部：80 名※ 

 

※令和元年度評価指標 7「現場

実動訓練の実施」に対応した

訓練も兼ねたため、対策本部

の訓練者が通常より多くな

っている 

訓練 

観察者 

ＷＧメンバー等の複数名 

（ＷＧにおいて作成したⅡ型

訓練観察チェックシートに

より評価） 

同左 
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（２）訓練評価の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

○評価実施者（NRA、事業者） 

浜岡原子力発電所：NRA（5 人（現地防災専門官 2 名含む）） 

事業者（17 人：北海道、東北、東京、北陸、中国、四国、九州、原電、

電発、JANSI、ATENA） 

志賀原子力発電所：NRA（6 人（現地防災専門官 2 名含む）） 

事業者（13 人：北海道、東北、東京、中部、関西、中国、四国、九州、

電発、ATENA） 

①訓練実績整理（チェックシート作成） 

 

○訓練実施事業者（中部、北陸） 

 

 

必要に応じ事実確認 

 

○全 事 業 者 

 

（現在、各事業者において検討中） 

改善内容検討、反映（中部、北陸は自社以外） 

②評価・改善 

③展開 

【チェックシートとりまとめ】 

良好事例、気付き事項、改善事項 

改善事項等に対する 
各 社 良 好 事 例 

良好事例 

【良好事例集約】 【気づき、改善事項集約】 

・  

気づき、改善事項 

情報共有 
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（３）Ⅱ型訓練において観察された良好事例等 

 

 １）良好事例 

分類 取り入れ（各社の水平展開）事例候補 

作業管理 
・作業状況の確認及び今後の作業内容について意思統一を図るため、現

場リーダは作業のホールドポイントでブリーフィングを実施する。 

作業管理 

・有事の際、想定どおり作業が進まない場合でも対応方針を早い段階で

検討・判断し指示できるよう、作業を指揮する統括者は、平時から作

業内容（作業手順、作業安全上のリスク、必要時間、必要人数など）

について理解を深めておく。 

作業環境 
・放射線防護装備を着用した状態でも、手順書や道工具等について、作

業に支障がでないよう必要に応じて工夫・改善を図る。 

安全管理 

・現場リーダは、全体を俯瞰し、作業進捗管理や要員の作業安全確保に

注力する。重大な人身災害に繋がる恐れのある作業において現場リー

ダが機器の操作等にて全体を俯瞰出来ない場合には、現場リーダに代

わる要員を配員し、作業安全の確保を図る。 
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２）気付き・改善事項 

分類 取り入れ（各社の実情に応じ検討する）事例候補 

資機材 
・拡声器付き全面マスクは、放射線防護装備着用時の情報共有では有

効であった。 

資機材 
・ウェアラブルカメラを用いることで、本部で現場状況を映像で把握

できるように工夫されていた。 

作業安全 
・安全帯を活用する場合、設備への影響を考慮し必要に応じ親綱を張

るなど工夫するべきであった。 

資機材 ・通信手段は円滑・確実に連絡が取れるものを用いるべきであった。 

作業管理 
・トランシーバーのチャンネルチェックは確実に実施する必要があっ

た。 

作業管理 
・連絡の伝達経路は必要最小限とし、連絡に時間を要さないよう工夫

が必要であった。 
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（４）今後の対応 

 ①今回訓練において得られた良好事例、気づき、改善事項について、全事業

者において改善内容の検討、反映を実施する。 

 ②令和２年度中の各発電所の任意の訓練（可搬型設備による送水に係るもの）

において、今回Ⅱ型訓練で使用したチェックシート、上記改善内容を参考

にして訓練を実施する。 

 ③他社の現場対応について、自社対応との違い、良好点を認識することは当

該自社対応の改善に有効であることから、上記②により実施される訓練に

現場担当者が訓練視察（評価）者として参加に努める。 

④上記①～③については、次回以降のＷＧで各社の対応状況を確認していく。 
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令和２年度訓練実施方針 

令和 2 年 7 月 28 日 

訓練シナリオ開発ＷＧ 

 

１．Ⅰ型訓練実施方針 

（１）令和元年度に引き続き、「令和２年度Ⅰ型訓練シナリオ」を開発し、訓練を実施

する。なお、訓練実施時期については、シナリオ作成期間、他訓練の実施時期と

の重複を考慮し、今後検討する。＜継続＞ 

（２）訓練シナリオ、訓練実施方法については以下を考慮する。＜継続＞ 

・指揮者の臨機の対応能力向上、判断能力の向上につなげるため、訓練方法はシミ

ュレータを使用したマルチエンディングを基本とする。また、想定事象（シナリ

オ）選定に当たっては、炉心損傷に至るシナリオに限らず、炉心損傷後の格納容

器破損防止を目指すシナリオも考慮する。 

・訓練シナリオの選定、訓練・評価方法については、発電所の負担軽減のために既

存の枠組みの活用も視野に入れ、効率性・実効性を考慮する。 

（３）「令和元年度Ⅰ型訓練シナリオ」については、以下の様に実施する。＜見直し＞ 

ＰＷＲ：○新型コロナウィルス感染症対策のため延期となっていたが、令和２年

度中に、九州電力、四国電力、関西電力で実施する。 

○その他の社においては、自社等のシミュレータ用にカスタマイズし、

当該シナリオによる訓練の実施に努める。 

ＢＷＲ：○東京電力ホールディングスにおいては、今回の訓練プレーヤー以外の

プレーヤーによる訓練を実施する。 

○その他の社においては、自社等のシミュレータ用にカスタマイズし、

当該シナリオによる訓練の実施に努める。 

（４）他社の中央制御室や緊急時対策所の対応について、自社対応との違い、良好点を

認識することは当該自社対応の改善に有効であることから、上記（３）により実

施される訓練に中央制御室や緊急時対策所の要員となる者が訓練視察（評価）者

として参加に努めることとする。＜継続＞ 

 

２．Ⅱ型訓練実施方針 

（１）令和元年度に引き続き、各発電所に共通の実動訓練テーマを複数発電所で行い、

それらを相互評価することで、良好事例、改善事項を抽出する。＜継続＞ 

（２）令和２年度中の各発電所の任意の訓練において、令和元年度のⅡ型訓練で使用し

たチェックシート、上記改善内容を参考にして訓練を実施する。＜継続＞ 

（３）他社の現場対応について、自社対応との違い、良好点を認識することは当該自社

対応の改善に有効であることから、上記（２）により実施される訓練に現場担当

別添３－２ 
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者が訓練視察（評価）者として参加に努めることとする。＜継続＞ 

 

３．その他 

Ⅰ型訓練及びⅡ型訓練の実施にあたっては、新型コロナウィルス感染症対策を

考慮した訓練の実施方法（他社の訓練評価はビデオによる評価など）についても

検討する。＜新規＞ 
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評価指標に基づく評価結果(一覧)(核燃料施設等(JAEA､JNFL)) 別添４－1
1／2

Ａ Ｂ Ｃ

１

【Ｐ】

前回訓練結果に対
する分析・評価が
行われ、全体を網
羅した情報フロー
へ反映している

全体を網羅した情
報フローを作成し
ている

情報フローを作成
しているものの、
全体が網羅されて
いない又は情報フ
ローを作成してい
ない

A A A A

２－１
事故・プラントの状況

3.3 a 3.3 a 3.1 a 3.0 a

２－２
進展予測と事故収束対応
戦略

3.1 a 3.2 a 3.1 a 3.0 a

２－３
戦略の進捗状況

3.1 a 3.3 a 2.9 b 2.9 b

３－１
プラント情報表示システ
ムの使用（ＥＲＳＳ等を
使用した訓練の実施）

プラント情報表示
システムの使用に
習熟し、情報共有
に活用した

情報共有に支障が
あり、改善の余地
がある

- － - － - － A 2.6

３－２
リエゾンの活動

情報共有に係る即
応センターの補助
ができていた

情報共有に支障が
あり、改善の余地
がある

A 2.9 A 3.3 A 3.8 A 3.4

３－３
ＣＯＰの活用

ＣＯＰがＥＲＣプ
ラント班に共有さ
れ、情報共有に資
した

情報共有に支障が
あり、改善の余地
がある

A 3.3 A 3.4 A 3.2 A 3.1

３－４
ＥＲＣ備付け資料の活用

情報共有において
必要な際、備付け
資料が活用されて
いた

情報共有に支障が
あり、改善の余地
がある

A 3.4 A 3.5 A 3.3 A 3.2

４

【Ｄ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

A A B A

５

【Ｐ】

前年度の訓練結果
を踏まえ中期計画
に対して見直しの
検討を行い、今年
度の訓練計画を策
定し、計画的に教
育や訓練等を実施
している。

前年度の訓練結果
を踏まえ中期計画
に対して見直しの
検討を行い、今年
度の訓練計画を策
定している。

前年度の訓練結果
を踏まえ中期計画
に対して見直しの
検討を行っていな
い。

A A A A

６

【Ｐ】

訓練実施計画等
が、前回までの訓
練の課題について
検証できる

訓練実施計画等
が、一部前回まで
の訓練の課題につ
いて検証できない

訓練実施計画等
が、前回までの訓
練の課題について
検証できない

A A A A

７

【Ｐ】

全てのプレーヤに
対して全てのシナ
リオを非提示

Ａ，Ｃ以外 全てのプレーヤに
対して全てのシナ
リオを提示 B B A A

８

【Ｐ】

難度が高く多様な
シナリオに取り組
んでいた

適度なシナリオで
あり、シナリオの
多様化に努めてい
た

平易なシナリオで
あった

A B A A

９

【Ｄ】

３つ以上該当 ２～１つ該当 該当なし

A A A A

１０

【Ｄ】

原子力事業者防災
業務計画に定める
全ての項目を実動
で実施

原子力事業者防災
業務計画に定める
一部の項目を実動
で実施

実動なし

B B B B

１１

【Ａ】

３つ該当 ２～１つ該当 該当なし

A A A (B)

１２

【Ｃ】
【Ａ】

①～③が実施され
てる

①及び②まで実施
されている

①のみ実施

A A B A

１３

【Ｐ】
【Ｄ】

原子力防災要員の
総数のうち本訓練
を受ける必要のあ
る者の９０％以上

８０％以上、９
０％未満

８０％未満

A A A A

１４

【Ｐ】
【Ｄ】

参集が必要な要員
の総数のうち本訓
練を受ける必要の
ある者の９０％以
上

８０％以上、９
０％未満

８０％未満

A A - B

【Ｄ】

【Ｐ】

届出日 178日 183日 227日 112日

83.2% 81.9% 80.1% 80.0%

１０条通報に要した時間

現場実動訓練の実施

評価指標だけで表せない取
組等を記述する。

○指標2,3は、ﾌﾟﾗﾝﾄ班ｱﾝｹｰﾄ(5段階(大変良い5,大変悪い1)
の加重平均(3以上a,2以上b,2未満cで表記)
○その他の指標は、Aは5点、Bは2.9点、Cは1.9点で計算
○新型コロナウィルス感染症対策のため実施できなかった
項目(評価が括弧付き)は合計から外す

合計点数

得点率

参考

ＪＡＥＡ　原子力科学研究所 日本原燃　再処理事業部日本原燃　埋設事業部

A

必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われている

○情報が概ね伝達されていた。
▲発生時刻や完了時刻など時間を確認することが多々あった。措置
内容だけでなくその時間も情報共有するようにしてもらいたい。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤6%､④0%､③88%､②6%､①0%
・発災当初、事業者の説明が早く、はっきりせず伝わりにくかった

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤6%､④0%､③88%､②6%､①0%
・事象として無理もあるところだが、予測等の検討が不足していた

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤6%､④6%､③56%､②31%､①0%

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フローへ反映
している

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フローへ反映
している

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フローへ反映
している

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④33%､③50%､②17%､①0%
【良好事例、不足する点】
・リエゾンから配付すると発話があった説明資料がなかなか配付されな
かった
・書画装置が見づらく、使い方に少し改善が必要

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④36%､③55%､②9%､①0%
【良好事例、不足する点】
・説明の際に備付け資料の何ページか説明してもらえると資料を活用で
きる

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している
　・課題チェックリストを作成

２～１つ該当　※新型ｺﾛﾅｳｨﾙｽ感染症拡大防止対策のため

○他原子力事業者への視察
　・即応センター：5訓練、緊急時対策所：1訓練
－自社訓練の視察受入れ
　・＜中止＞東北電力、東京電力HD、電源開発、リサイクル燃料貯蔵
○ピアレビュー等の受入れ
　・東北電力、電源開発

３つ以上該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり　※9/24ふげんで実施
○記者等の社外プレーヤの参加
　・あり（防災関連のコンサルティング会社）
○模擬記者会見の実施
　・あり
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページ　※9/24ふげん､1/14核サ研で実施

A

必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われている

○即応センターの説明に対し、大洗研究所が適時、補足説明を行っ
ていたことは良好であった。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④27%､③73%､②0%､①0%
・設定値の間違いや値の修正が見られた。落ち着いて正確な情報提
供を心がけてもらいたい
・モニタリングの状況について、定期的に報告してほしかった

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④21%､③71%､②7%､①0%
・FAXには今後の事態進展や事態進展とEALとの関係について記載さ
れているが、発話ではこのような形でまとまった説明はあまりな
かった。

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④43%､③43%､②14%､①0%

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④25%､③75%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・どの施設の情報なのかがわからなくなる場合があったため、資料には
施設名を大きく示して欲しい

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④50%､③42%､②8%､①0%
【良好事例、不足する点】
・備付け資料を活用して説明していたのは良かったが、説明終了後もし
ばらく書画装置に情報を映しておいてもらいたい

必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われている

○COPでの情報提供はできていた。しかし、COPだけでは個々の設備
の状況が伝わらず、状況に応じ適時に即応センターとERCの連携を図
る方策を講じる必要がある。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④17%､③67%､②17%､①0%
・多くの事象が並行していたため、１つの事象の対策での具体的な
準備状況、完了見込み等について説明者が把握できていなかった

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④9%､③82%､②9%､①0%
・COPで使用不可（△、×）となっている設備について詳細状況と対
応戦略の説明が不足していた

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④18%､③55%､②27%､①0%

AA

必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われている

○全体的に書画装置を用いて、事象進展シートにより対策等につい
て適切に説明出来ていた。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④38%､③54%､②8%､①0%
・複数の施設がある場合には、施設名をしっかり発話の上内容の説
明を始めてもらいたい

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④29%､③64%､②7%､①0%
・事実の報告は的確であるが、それがどのような状況を招き得るの
か等の予測進展的な情報がない

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④31%､③69%､②0%､①0%
・作業開始時間等については、原科研の方が早く伝わっているの
で、機構本部が回答出来ない場合は、適時フォローを行うべき

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④50%､③50%､②0%､①0%
・施設数が多いため、備付け資料のどこに何があるか、活用しやすくす
る必要がある

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④25%､③67%､②8%､①0%
【良好事例、不足する点】
・積極的に備付け資料を用いて説明しようという姿勢が良かった

区
分

No. 指標
基準 ＪＡＥＡ　大洗研究所

3月6日10月15日 12月10日 10月29日

プラント情報表示システムの使用に習熟し、情報共有に活用した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④13%､③38%､②50%､①0%
【良好事例、不足する点】
・今回は訓練用のシステムで情報共有であったが、ERSSはオンタイムで
の施設状況の共有としてとても有効であり、プール水位などERSSによる
伝送の整備を進めてほしい

※ＥＲＳＳのパラメーター一覧を模擬したシステムを使用

情
報
共
有
・
通
報

情報共有のための情報フロー 前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フローへ反映
している

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

２

【Ｄ】

Ｅ
Ｒ
Ｃ
プ
ラ
ン
ト
班
と
の
情
報
共
有

　指標２については、２－１～２－３についてそれぞれ以
下の基準により個別評価する。
　ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有
が行われている
　ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

その上で、以下により全体としての評価を決定する。
　ａａａ又はａａｂ
　　→Ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報
共有が行われている
　ａｂｂ又はｂｂｂ
　　→Ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　上記以外
　　→Ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

３

【Ｄ】

情
報
共
有
の
た
め
の
ツ
ー

ル
等
の
活
用

対象外 対象外 対象外

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④15%､③69%､②8%､①8%
【良好事例、不足する点】
・リエゾンから積極的な情報提供や説明がなかった
・リエゾン配付資料は全く説明に使われず、何のために配布したのか説
明もなかった

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤13%､④56%､③31%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・リエゾンが継続的に解説していた

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④18%､③64%､②18%､①0%
【良好事例、不足する点】
・リエゾンから、即応センターがテレビ会議システムで説明してない資
料が示されたが、それらを使った説明があっても良かった

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④45%､③45%､②9%､①0%
【良好事例、不足する点】
・負傷者情報をリエゾンから補完するなど、煩雑な煩雑な状況で軽重を
つけた対応だった

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④36%､③64%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・「発生事象状況確認シート」を用いてＳＥに至る判断経路をわかりや
すく説明された

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④18%､③73%､②9%､①0%
【良好事例、不足する点】
・COP資料は情報量が多すぎて、対応上重要なものがすぐわかるように色
付けなど工夫が必要

前年度の訓練結果を踏まえ中期計画に対して見直しの検討を行い、今年度の訓
練計画を策定し、計画的に教育や訓練等を実施している。

○中期計画の見直し
　大洗研中期計画:2019年9月改訂
　機構本部中期計画:2019年8月改訂
○計画的な教育や訓練等
　教育：3回（内訳：大洗研1回、機構本部2回）
　　　　　 （内容：防災教育）
　訓練：5回（内訳：大洗研4回、機構本部1回）
　　　　　 （内容：情報共有訓練など）

中期計画の見直し 前年度の訓練結果を踏まえ中期計画に対して見直しの検討を行い、今年度の訓
練計画を策定し、計画的に教育や訓練等を実施している。

○中期計画の見直し
　原科研中期計画:2019年11月改訂
　機構本部中期計画:2019年8月改訂
○計画的な教育や訓練等
　教育：4回（内訳：原科研2回、機構本部2回）
　　　　　 （内容：防災教育）
　訓練：7回（内訳：原科研6回、機構本部1回）
　　　　　 （内容：情報共有訓練など）

前年度の訓練結果を踏まえ中期計画に対して見直しの検討を行い、今年度の訓
練計画を策定し、計画的に教育や訓練等を実施している。

○中期計画の見直し
　再処理事業部中期計画:2019年10月改正
　全社対策本部中期計画:2019年9月改正
○計画的な教育や訓練等
　教育：11回 （内訳：再処理6回、全社5回）
　　　　　　 （内容：防災教育）
　訓練：184回（内訳：再処理184回、全社9回）
　　　　　　 （内容：代替電源供給対応訓練など）

確実な通報・連絡の実施
①通報文の正確性
②ＥＡＬ判断根拠の説明
③１０条確認会議等の対応
④第２５条報告

４つ該当

○通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れなし(第5報)
　○15条:誤記・記載漏れなし(第8報)
　【参考】その他訂正報
　▲AL経過連絡　発生時刻訂正(第2報)
　▲AL経過連絡　発生時刻訂正(第3報)

○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○「発生事象状況確認シート」を用いて説明した

○１０条確認会議等の対応
　○10条確認:4分(判断13:16,確認13:20)
　○15条認定:6分(判断13:52,認定13:58)
　○判断根拠､進展予測､対応戦略を簡潔に説明した

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後36分,32分間隔(最大)
【参考】報告内容
　○発生事象と対応の概要                  　  2報
　○ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等  2報
　13:52(第7報)対応の概要,MP
　14:24(第9報)対応の概要,MP

３つ該当

○通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れなし(第3報)
　○15条:誤記・記載漏れなし(第3報)
　【参考】その他訂正報
　○なし

○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○「ＥＡＬ判断根拠資料」を用いて説明した

▲１０条確認会議等の対応
　－10条確認:－分(判断－,確認－)
　○15条認定13分(判断14:04,認定14:17)
　▲14:00に基準値を超えてから計17分を要した

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後38分,28分間隔(最大)
【参考】報告内容
　○発生事象と対応の概要                      3通
　○ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等  3通
　14:42(第5報)対応の概要、施設状況、MP
　15:06(第7報)対応の概要、施設状況、MP
　15:34(第8報)対応の概要、施設状況、MP

シナリオの多様化・難度 難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

〇発災を想定する施設(複数又は全施設)
　・原子炉施設(2/5施設)､
　　使用施設及び廃棄物管理施設(0/21施設)でAL以上

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　「常陽」　AL:1､SE:0､GE:0
 　 HTTR　　AL:2､SE:2､GE:1

○場面設定など（3つ以上の付与）
　・時間　　　：－
　○場所　　　：ｱｸｾｽﾙｰﾄ瓦礫(ﾐﾆﾎｲﾙﾛｰﾀﾞｰで撤去)
　・気象　　　：－
　・体制　　　：－
　○資機材　　：機構TV会議ｼｽﾃﾑ使用不可(30分)
　・計器故障　：－
　・人為的ミス：－
　○ＯＦＣ対応：OFCへ実動派遣
　・判断分岐　：－
　・その他　　：－

【シナリオ概要】
震度６弱の地震により研究所の商用電源が喪失する。
「常陽」は定格100MWで連続運転中。原子炉が自動停止し､非常用発電機は正常
に起動するが､そのうち1台が異常停止し、その状態が15分以上継続したことか
ら警戒事象に至る。非常用発電機の不具合原因を除去し回復する。
HTTRは定格30MWで連続運転中。制御棒の挿入が失敗し、また非常用発電機の不
具合により、停止機能及び冷却機能の喪失に至る。1週間をスキップし、上鏡
温度が高警報値まで上昇し、さらに格納容器の障壁が喪失したことで15条事象
に至る。非常用発電機の不具合原因を除去し、冷却設備が復旧。

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

〇発災を想定する施設(複数又は全施設)
　・廃棄物埋設施設(1/1)でAL以上

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　廃棄物埋設施設　AL:1、SE:2、GE:2

○場面設定など（3つ以上の付与）
　・時間　　　：－
　○場所　　　：低ﾚﾍﾞﾙ廃棄物管理建屋(漏えい)と
　　　　　　　　2号廃棄物埋設地(車両事故)同時発災
　・気象　　　：－
　○体制　　　：原子力防災管理者交代(体調不良)
　・資機材　　：－
　・計器故障　：－
　・人為的ミス：－
　○ＯＦＣ対応：OFCへ実動派遣、OFCから支援要請
　・判断分岐　：－
　○その他　　：傷病者複数名発生

【シナリオ概要】
震度6強の地震発生を起因事象とし､低ﾚﾍﾞﾙ廃棄物管理建屋内でｸﾚｰﾝ操作を誤
り､廃棄体ｽｷｯﾄﾞから廃棄体が落下し内容物が漏えいする｡その後､廃棄体内容物
の漏えいおよびﾀﾞﾝﾊﾟ故障により､排気用ﾓﾆﾀおよびﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄの指示値が上昇
し､原災法第10条および第15条の通報基準に達する｡漏えい対処として､落下し
た廃棄体への漏えい拡大防止等により､事象が収束｡

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している
　・チェックシートを作成

Ａ，Ｃ以外

▲緊急時対策所:現地対策本部,現場対応班の班長に提示
○即応センター:全てのプレーヤに非提示

シナリオ非提示型訓練の実施
状況

①～③が実施されてる

○4件の問題点から4件の課題が抽出されている
○4件の課題に対して原因分析がされている
○4件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている
※上記の他、更なる向上を図るための課題を3件抽出

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
なし

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた対
策

①～③が実施されてる

○4件の問題点から4件の課題が抽出されている
○4件の課題に対して原因分析がされている
○4件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
1件:・ＥＲＣ対応者におけるＥＲＣ対応が不十分

①及び②まで実施されている

○12件の問題点から12件の課題が抽出されている
○12件の課題に対して原因分析がされている
▲1件の課題に対して原因分析を踏まえた対策の検討が不十分だった※
　11件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

※前回訓練から改善されていない課題（傷病者情報の説明の徹底）について、
対策が検討されたが、本訓練及び11/26濃縮訓練で再発しており、検討が不十
分だった。

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
1件：・傷病者情報の説明の徹底

原
子
力
事
業
者
防
災
訓
練
の
改
善
へ
の
取
組

前回までの訓練の訓練課題を
踏まえた訓練実施計画等の策
定

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している
　・課題チェックリストを作成

－ －

・実施状況:総合訓練で実施
・テーマ　:ホース展張作業、可搬型空気圧縮機起動
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与:あり(余震による対策要員の一部負傷)
・連携状況:現場、緊急時対策所、機構本部と連携
・他事業者評価:なし

・実施状況:総合訓練で実施
・テーマ　:NSRR全制御棒の固着発生及び原子炉プール水位の低下に伴う事故現場防
護活動要員（放射線防護衣を着用）による炉室内での緊急時対応訓練
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与:なし
・連携状況:現場、緊急時対策所、機構本部と連携
・他事業者評価:なし（他拠点の訓練モニタ）

・実施状況:総合訓練で実施
・テーマ　:模擬廃棄体養生作業
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与:なし
・連携状況:現場、緊急時対策所、全社対策本部と連携
・他事業者評価:なし

・実施状況:総合訓練で実施
・テーマ：HTTRにおいて、全電源喪失時の仮設計器による原子炉等の監視、代替の通
信連絡、作業用照明設置及び可搬型計器による計測対応訓練
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与:なし
・連携状況:現場、緊急時対策所、機構本部と連携
・他事業者評価:なし（他拠点の訓練モニタ）

訓練報告書届出日 訓練後経過日数 6月10日 6月26日

68.1 /85点　※指標3-1､14対象外74.9 /90点　※指標3-1対象外 72.0 /90点（コロナ中止項目を含めない）73.7 /90点　※指標3-1対象外

○最大11分
　○第4報    10分、　　　○第5報    11分
　○第7報    11分

適度なシナリオであり、シナリオの多様化に努めていた

○発災を想定する施設(複数又は全施設)
　・放射性廃棄物処理場･使用施設等(1/12施設)､
　　原子炉施設(1/7施設)でAL以上

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　　NSRR          AL:0､SE:2､GE:1
　　燃料試験施設  AL:0､SE:1､GE:1

▲場面設定など（3つ以上の付与）
　・時間　　　：－
　・場所　　　：－
　・気象　　　：－
　・体制　　　：－
　○資機材　　：機構TV会議ｼｽﾃﾑ使用不可(30分)
　・計器故障　：－
　・人為的ミス：－
　○ＯＦＣ対応：OFC派遣
　・判断分岐　：－
　・その他　　：－

【シナリオ概要】
震度6弱の地震によりNSRRにて原子炉冷却機能の喪失事故が発生する｡制御棒の
挿入が確認できない場合であって､かつ､原子炉ﾌﾟｰﾙ水が漏えいし､炉心が露出
した場合となったことから､15条事象に至る｡消火設備及び給水設備を利用し原
子炉ﾌﾟｰﾙに給水することにより収束｡
余震(震度3)により 燃料試験施設にて試料移送容器が転倒し管理区域外の放射
線量が上昇し10分間継続したことにより10条事象に至る｡移送容器の遮へいを
手動操作にて閉鎖し収束｡

訓練参加率：100％
・訓練参加者：74名
・計画人数　：74名

４つ該当

○通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れなし(通算第2報)※
　○15条:誤記・記載漏れなし(通算第4報)※
　　※別紙を6枚を添付しており受信に時間を要した
　【参考】その他訂正報
　○なし

○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○「発生事象状況確認シート」を用いて説明した

○１０条確認会議等の対応
　○10条確認:5分(判断13:55,確認14:00)
　○15条認定:6分(判断14:18,認定14:24)
　○判断根拠､進展予測､対応戦略を簡潔に説明した

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後46分,25分間隔(最大)
【参考】報告内容
　○発生事象と対応の概要                      4通
　○ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等  3通
　14:41(通算第5報)対応の概要
　15:06(通算第7報)対応の概要､プラント状況､MP
　15:13(通算第8報)対応の概要､MP
　15:37(通算第9報)対応の概要,プラント状況

４つ該当

○通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れなし(第４報)
　○15条:誤記・記載漏れなし(第５報)
　【参考】その他訂正報
　○なし

○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○「ＥＡＬ判断根拠資料」を用いて説明した

○１０条確認会議等の対応
　○10条確認:5分(判断14:32,確認14:37)
　○15条認定:7分(判断14:43,認定14:50)
　○判断根拠､進展予測､対応戦略を簡潔に説明した

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後63分,21分間隔(最大)
【参考】報告内容
　○発生事象と対応の概要                      2通
　○ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等　2通
　15:45(第6報)対応の概要、施設状況、MP等
　16:06(第8報)対応の概要、施設状況、MP等

原子力事業者防災業務計画に定める一部の項目を実動で実施

▲原子力事業者間の支援活動
・なし
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
・第一千歳平寮（通信設備立上げ、エアーテント設置）（要素訓練で実施）
○原子力緊急事態支援組織との連動
・美浜支援センターでのロボット操作訓練（要素訓練で実施）

全てのプレーヤに対して全てのシナリオを非提示

３つ以上該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり
－記者等の社外プレーヤの参加
　・＜中止＞あり（東京電力HD）
○模擬記者会見の実施
　・あり
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページ

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

〇発災を想定する施設(複数又は全施設)
　○再処理施設(1/1施設)､
　　廃棄物管理施設(1/1施設)でAL以上

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　再処理施設　　　AL:3、SE:1、GE:1
　廃棄物埋設施設　AL:0、SE:2、GE:1

○場面設定など（3つ以上の付与）
　・時間　　　：－
　・場所　　　：－
　・気象　　　：－
　○体制　　　：本部要員の交代
　・資機材　　：－
　○計器故障　：モニタリングポスト機能喪失
　・人為的ミス：－
　○ＯＦＣ対応：OFCへ実動派遣、OFCから支援要請
　・判断分岐　：－
　○その他　　：汚染傷病者

【シナリオ概要】
震度5強の地震発生し､再処理施設において全交流電源の喪失｡廃棄物管理施設
においてｶﾞﾗｽ固化体の中吊りが発生する｡
余震の発生により廃棄物管理施設において､ｶﾞﾗｽ固化体が転倒し､線量の上昇が
確認され原災法第10条および第15条の通報基準に達する｡再処理施設では､分離
建屋での蒸発乾固の発生および使用済燃料貯蔵槽の水位維持の逸脱が発生｡廃
棄物管理施設では建屋換気設備の停止､再処理施設では機器注水およびﾌﾟｰﾙ通
水により事象が収束｡

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している
　・チェックシートを作成

－

○最大12分
　○通算第2報    10分、　　○通算第4報    12分
　○通算第6報     8分

３つ該当

○他原子力事業者への視察
　・即応センター：3訓練、緊急時対策所：2訓練
○自社訓練の視察受入れ
　・東京大学、三菱原子燃料
○ピアレビュー等の受入れ
　・防災関連のコンサルティング会社

①～③が実施されてる

○1件の問題点から1件の課題が抽出されている
○1件の課題に対して原因分析がされている
○1件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている
※上記に加え、1件の更なる改善点を抽出

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
1件：原子力防災管理者が不在時における副原子力防災管理者による原子力防
災管理者の代行とその補助の体制が不十分（継続検証）

原子力事業者防災業務計画に定める一部の項目を実動で実施

▲原子力事業者間の支援活動
・なし
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
・機構本部（モニタリングカー受入）(東海地区の要素訓練として実施)
○原子力緊急事態支援組織との連動
・遠隔資機材の運搬訓練、遠隔資機材の操作訓練(東海地区の要素訓練として
実施)

Ａ，Ｃ以外

▲緊急時対策所:現地対策本部員及び事故現場防護活動要員の一部に提示
○即応センター:全てのプレーヤに非提示

－

4月10日 6月12日

後方支援活動
①原子力事業者間の支援活動
②原子力事業所災害対策支援
拠点との連動
③原子力緊急事態支援組織と
の連動

原子力事業者防災業務計画に定める一部の項目を実動で実施

▲原子力事業者間の支援活動
・なし
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
・機構本部（モニタリングカー受入）(東海地区の要素訓練として実施)
○原子力緊急事態支援組織との連動
・遠隔資機材の運搬訓練、遠隔資機材の操作訓練(東海地区の要素訓練として
実施)

原子力事業者防災業務計画に定める一部の項目を実動で実施

▲原子力事業者間の支援活動
・なし
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
・第一千歳平寮（通信設備立上げ、エアーテント設置）（要素訓練で実施）
○原子力緊急事態支援組織との連動
・美浜支援センターでのロボット操作訓練（要素訓練で実施）

訓練参加率：96％
・訓練参加者：32名
・計画人数　：33名

訓練参加率：92％
・訓練参加者：418名
・計画人数　：456名

訓練参加率：87％
・訓練参加者：101名
・計画人数　：115名

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動したプ
レス対応
②記者等の社外プレーヤの参
加
③模擬記者会見の実施
④情報発信ツールを使った外
部への情報発信

○最大13分
　○第5報     10分
　○第8報     13分

○最大11分
　○第3報     8分、　　　　　　○第4報     6分
　○第6報     11分

３つ以上該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり　※9/24ふげんで実施
▲記者等の社外プレーヤの参加
　・なし
○模擬記者会見の実施
　・あり
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページ　※9/24ふげん､1/14核サ研で実施

３つ以上該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり
○記者等の社外プレーヤの参加
　・あり（東京電力HD）
○模擬記者会見の実施
　・あり
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページ

緊急時対応要員の訓練参加率
（事業所）

緊急時対応要員の訓練参加率
（即応センター）

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ

３つ該当

○他原子力事業者への視察
　・即応センター：4訓練、緊急時対策所：2訓練
○自社訓練の視察受入れ
　・日本核燃料開発、三菱原子燃料、量子科学技術研究開発機構
○ピアレビュー等の受入れ
　・防災関連のコンサルティング会社

３つ該当

○他原子力事業者への視察
　・即応センター：5訓練、緊急時対策所：1訓練
○自社訓練の視察受入れ
　・東北電力、リサイクル燃料貯蔵
○ピアレビュー等の受入れ
　・リサイクル燃料貯蔵

訓練参加率：97％
・訓練参加者：140名
・計画人数　：144名

訓練参加率：100％
・訓練参加者：34名
・計画人数　：34名

訓練参加率：97％
・訓練参加者：105名
・計画人数　：108名

訓練参加率：83％
・訓練参加者：92名
・計画人数　：112名
※全社対策本部の訓練参加率
（即応センターは法的要求がなく設置されない）

1 2 43

前年度の訓練結果を踏まえ中期計画に対して見直しの検討を行い、今年度の訓
練計画を策定し、計画的に教育や訓練等を実施している。

○中期計画の見直し
　埋設事業部中期計画:2019年9月改正
　全社対策本部中期計画:2019年9月改正
○計画的な教育や訓練等
　教育：22回（内訳：埋設17回、全社5回）
　　　　　　（内容：防災教育）
　訓練：51回（内訳：埋設46回、全社5回）
　　　　　　（内容：通報訓練や救護訓練など

全てのプレーヤに対して全てのシナリオを非提示
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評価指標に基づく評価結果(一覧)(核燃料施設等(JAEA､JNFL)) 別添４－1
2／2

１

【Ｐ】

２－１
事故・プラントの状況

２－２
進展予測と事故収束対応
戦略

２－３
戦略の進捗状況

３－１
プラント情報表示システ
ムの使用（ＥＲＳＳ等を
使用した訓練の実施）

３－２
リエゾンの活動
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ＣＯＰの活用
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１０条通報に要した時間

現場実動訓練の実施

評価指標だけで表せない取
組等を記述する。
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中期計画の見直し

確実な通報・連絡の実施
①通報文の正確性
②ＥＡＬ判断根拠の説明
③１０条確認会議等の対応
④第２５条報告

シナリオの多様化・難度

シナリオ非提示型訓練の実施
状況

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた対
策

原
子
力
事
業
者
防
災
訓
練
の
改
善
へ
の
取
組

前回までの訓練の訓練課題を
踏まえた訓練実施計画等の策
定

訓練報告書届出日

後方支援活動
①原子力事業者間の支援活動
②原子力事業所災害対策支援
拠点との連動
③原子力緊急事態支援組織と
の連動

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動したプ
レス対応
②記者等の社外プレーヤの参
加
③模擬記者会見の実施
④情報発信ツールを使った外
部への情報発信

緊急時対応要員の訓練参加率
（事業所）

緊急時対応要員の訓練参加率
（即応センター）

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ

A A A A A
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Ａ，Ｃ以外

▲緊急時対策所:現地対策本部要員(現地対応要員)に提示
○即応センター:全てのプレーヤに非提示

前年度の訓練結果を踏まえ中期計画に対して見直しの検討を行い、今年度の訓
練計画を策定し、計画的に教育や訓練等を実施している。

○中期計画の見直し
　ふげん中期計画：2019年8月改訂
　敦賀本部中期計画:2019年8月改訂
○計画的な教育や訓練等
　教育：4回（内訳：ふげん2回、敦賀本部2回）
　　　　　 （内容：防災教育）
　訓練：7回（内訳：ふげん5回、敦賀本部2回）
　　　　　 （内容：情報共有訓練など）

ＪＡＥＡ　人形峠環境センター日本原燃　濃縮事業所 ＪＡＥＡ　ふげん

11月14日11月26日 9月24日

ＪＡＥＡ　核燃料サイクル工学研究所

1月14日
前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フローへ反映
している

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フローへ反映
している

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フローへ反映
している

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

対象外

B

特段の支障なく情報共有が行われている

▲COP(設備状況シート)を活用して説明しようとしているが、全体の
戦略がいまいち伝わってこなかった。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④21%､③58%､②16%､①5%
・発生時刻が発話されない場合が多かった。時刻の特定も必要であ
るので発話してもらいたい

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④16%､③47%､②37%､①0%
・給水や漏えいの対策などの説明とともに、全体として優先順位を
どれにしているのかも説明してもらいたい

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④5%､③63%､②26%､①5%
・給水が開始できない理由の説明が無く、状況が理解できなかった

必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われている

○モニタリングポストの情報を定期的に連絡されており良かった。
▲SE該当の共有があったが、ERCから指摘されるまでGEにも該当する
ことが共有されなかった。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤7%､④14%､③57%､②21%､①0%

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤7%､④7%､③71%､②14%､①0%
・戦略説明の際、予定時刻や完了時刻が不明確であった

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④7%､③57%､②36%､①0%
・対応状況のステータスがわかりにくかった

B

特段の支障なく情報共有が行われている

▲EALの発出要件が理解出来ていなかった。EAL発出への認識をもっ
と高める必要がある。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④0%､③38%､②63%､①0%
・モニタリングカーの測定結果の定期的な報告を求めたがなされな
かった

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④0%､③63%､②38%､①0%
・とるべき対策に何があるのか、早めに整理して示して欲しい

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④0%､③56%､②44%､①0%
・対策の実施状況等で誤りが多々あり、情報共有を適確に進めて欲
しい

A B

特段の支障なく情報共有が行われている

▲図面を使った説明が不足していた。
▲実施時刻が複数回修正されるなど情報の確度が低い。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④21%､③71%､②7%､①0%
・断片的ではなく、適時に全体を俯瞰した現況をわかりやすく説明
している

【事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④7%､③67%､②27%､①0%
・戦略について、事象の解決なのか、緩和なのか、多少緩和なのか
の説明が不足している

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④0%､③81%､②19%､①0%
・実施時刻が複数回修正されたりするなど、実施時刻が把握できて
いない

情報共有に支障があり、改善の余地がある

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞※評価できず(分からない:66%)
【良好事例、不足する点】
・ERSSを説明に全く使用していない
・今回の事例のように水位が徐々に下がっていき、それに伴いエリアモ
ニタやMPが上昇する場合には、モニタの値などのトレンドが関心事項で
あるので、定期的に報告してもらいたい

対象外 対象外対象外

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④18%､③55%､②27%､①0%
【良好事例、不足する点】
・事象進展対策シートを用いて時間など説明していたのは良かったが、
時間の修正や実施内容の修正があった。もう少し正確な情報収集を行
い、発信をしてもらいたい。

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④9%､③82%､②9%､①0%

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤8%､④8%､③83%､②0%､①0%

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④14%､③86%､②0%､①0%

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④0%､③80%､②20%､①0%
【良好事例、不足する点】
・COPに優先順位が予め記載されているが、状況に応じて優先順位が変わ
ることから分かりにくい

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④25%､③75%､②0%､①0%
【良好事例、不足する点】
・リエゾン配付資料については、背景が黒いなど少し見にくいものが
あった

前年度の訓練結果を踏まえ中期計画に対して見直しの検討を行い、今年度の訓
練計画を策定し、計画的に教育や訓練等を実施している。

○中期計画の見直し
　濃縮事業部中期計画:2019年10月改正
　全社対策本部中期計画:2019年9月改正
○計画的な教育や訓練等
　教育：58回 （内訳：濃縮52回、全社6回）
　　　　　 　（内容：防災教育）
　訓練：124回（内訳：濃縮117回、全社7回）
　　　　　　 （内容：通報訓練や救護訓練など）

３つ該当

▲通報文の正確性
　▲10条:誤記あり(第3報)
　　(特定事象の発生時刻の誤り(訂正報なし))※
　▲15条:誤記あり(第5報)
　　(特定事象の発生時刻の誤り(訂正報なし))※
　　※原子力防災管理者が判断した時刻ではない
【参考】その他訂正報
　▲AL経過連絡 不在である本部長名で発出(第1報)※
　▲25条報告 最初の特定事象の報告ではない(第6,7報)※
　※訂正報なし

○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○「発生事象状況確認シート」を用いて説明した

○１０条確認会議等の対応
　○10条確認:3分(判断14:32,確認14:35)
　○15条認定:4分(判断15:12,認定15:16)
　○判断根拠､進展予測､対応戦略を簡潔に説明した

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後20分,34分間隔(最大)
【参考】報告内容
　○発生事象と対応の概要                    　3報
　○ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等  3報
　14:52(第4報)対応の概要,MP
　15:26(第6報)対応の概要,MP
　15:40(第7報)対応の概要,MP

３つ該当

○通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れなし(CPF第1報)
　○15条:誤記・記載漏れなし(再処理第1報)
　【参考】その他訂正報
　○なし

○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○「発生事象状況確認シート」を用いて説明した

○１０条確認会議等の対応
　○10条確認:6分(判断14:42,確認14:48)
　○15条認定:5分(判断15:11,認定15:16)
　○判断根拠､進展予測､対応戦略を簡潔に説明した

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後15分,23分間隔(最大)
【参考】報告内容
　○発生事象と対応の概要                      6通
　○ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等  4通
　14:57(CPF第2報)対応の概要､MP等
　15:18(CPF第3報)対応の概要､MP等
　15:25(再処理第2報)対応の概要､MP等
　15:48(CPF第4報)対応の概要,平面図等
　15:51(再処理第3報)対応の概要,MP等
　16:10(再処理第4報)対応の概要,プレス文等

２つ以下

○通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れなし(第2報)
　○15条:誤記・記載漏れなし(第2報)
　【参考】その他訂正報
　○なし

▲ＥＡＬ判断根拠の説明
　▲SEとGEが同時判断された場面でGEの説明がなかった

▲１０条確認会議等の対応
　－10条確認:－(判断－,確認－)
　○15条認定:10分(判断13:54,認定14:04)
　▲GEに至っていたが説明が無く10条会議となった
　　また、必要な情報以外の説明があり簡潔でなかった

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後81分,39分間隔(最大)
【参考】報告内容
　○発生事象と対応の概要                      2通
　○ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等  2通
　15:15(第6報)対応の概要、施設状況、MP
　15:54(第7報)対応の概要、施設状況、MP

適度なシナリオであり、シナリオの多様化に努めていた

〇発災を想定する施設(複数又は全施設)
　・原子炉施設(1/1施設)でAL以上

▲EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　ふげん　AL:0､SE:1､GE:1

○場面設定など（3つ以上の付与）
　・時間　　　：－
　○場所　　　：応急活動アクセス困難（障害物有）
　・気象　　　：－
　○体制　　　：現地対策本部長等の一時不在
　○資機材　　：機構TV会議ｼｽﾃﾑ使用不可(30分)
　・計器故障　：－
　・人為的ミス：－
　・ＯＦＣ対応：－
　・判断分岐　：－
　・その他　　：－

【シナリオ概要】
燃料検査を終了後に､故障により移送機にて使用済燃料をラックに収容するこ
とができない状態となる。直後に震度６弱の地震が発生し､原子炉施設(管理区
域)で使用済燃料貯蔵プールのプール冷却水系の入口配管が破断し漏えいが発
生する。漏洩箇所の隔離等は実施できず､プール水位が低下し､管理区域境界で
の放射線量が上昇､50μSv/hが10分以上継続で10条事象､5mSv/hが10分以上継続
で15条事象に至る。外部電源復旧させ、補給水ポンプでの補給により水位回
復。

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している
　・チェックシートを作成

①～③が実施されてる

○5件の問題点から5件の課題が抽出されている
○5件の課題に対して原因分析がされている
○5件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
3件：関係機関へＦＡＸ送付する連絡様式への補足説明図面の未添付、ＥＲＣ
への事象進展予測及び対策の説明不足、ＥＲＣからの質問に対する回答遅れ

①～③が実施されてる

○2件の問題点から2件の課題が抽出されている
○2件の課題に対して原因分析がされている
○2件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
なし

①及び②まで実施されている

○12件の問題点から12件の課題が抽出されている
○12件の課題に対して原因分析がされている
▲1件の課題に対して原因分析を踏まえた対策の検討が不十分だった※
　11件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

※前回訓練から改善されていない課題（傷病者情報の説明の徹底）について、
対策が検討されたが、再発しており、検討が不十分だった。

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
2件:・傷病者情報の説明の徹底
　　・管理区域に入域している社員および作業員の安否の把握

①～③が実施されてる

○4件の問題点から4件の課題が抽出されている
○4件の課題に対して原因分析がされている
○4件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
1件:ＥＲＣ対応者におけるＥＲＣ対応が不十分

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している
　・課題チェックリストを作成

原子力事業者防災業務計画に定める一部の項目を実動で実施

▲原子力事業者間の支援活動
・なし
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
・第一千歳平寮（通信設備立上げ、エアーテント設置）（要素訓練で実施）
○原子力緊急事態支援組織との連動
・美浜支援センターでのロボット操作訓練（要素訓練で実施）

－

・実施状況:総合訓練で実施
・テーマ　:消火訓練､ｼﾘﾝﾀﾞからの漏洩閉止措置に関する訓練
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与:あり(アクセスルートがれき及び公設消防到着遅れによる消火活動
阻害)
・連携状況:現場、緊急時対策所、機構本部と連携
・他事業者評価:津山圏域消防組合

・実施状況:総合訓練で実施
・テーマ　:建屋放水訓練、機器損傷箇所および外壁亀裂箇所への養生
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与:なし
・連携状況:現場、緊急時対策所、全社対策本部と連携
・他事業者評価:なし

・実施状況:総合訓練で実施
・テーマ　:使用済燃料貯蔵ﾌﾟｰﾙ水位低下に伴う水補給訓練
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与:あり(応急活動アクセス困難（障害物有）)
・連携状況:現場、緊急時対策所、即応センターと連携
・他事業者評価:なし（他拠点の訓練モニタ）

・実施状況:総合訓練で実施
・テーマ　:HAW施設において、冷却水供給用ホース敷設、ｴﾝｼﾞﾝﾎﾟﾝﾌﾟ及び組立式水槽
設置
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与:なし
・連携状況:現場、緊急時対策所、機構本部と連携
・他事業者評価:なし（他拠点の訓練モニタ）
※この他に､ﾎｲﾙﾛｰﾀﾞｰによる瓦礫撤去､不整地走行車による緊急時資機材の運搬も実施

6月24日

59.8 /85点　※指標3-1､14対象外65.3 /85点　※指標3-1､14対象外 66.8 /90点　※指標3-1対象外 66.0 /95点71.1 /90点　※指標3-1対象外

6月12日

－

○最大11分
　○第3報     8分、　　　○第4報     6分
　○第6報     11分

○最大1分未満
　○第3報      1分未満
　○第5報      1分未満

7月10日5月28日

－

7月15日

２つ該当

○他原子力事業者への視察
　・即応センター：2訓練、緊急時対策所：1訓練
▲自社訓練の視察受入れ
　・なし
○ピアレビュー等の受入れ
　・防災関連のコンサルティング会社

２つ該当

○他原子力事業者への視察
　・即応センター：2訓練、緊急時対策所：2訓練
▲自社訓練の視察受入れ
　・なし
○ピアレビュー等の受入れ
　・防災関連のコンサルティング会社

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フローへ反映
している

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

B

特段の支障なく情報共有が行われている

▲機構対策本部が仕切ってERC対応をすることになっているが、核サ
研が回答・説明することが多かった。案件にもよるが、本部が説明
や質問への回答をするようにしてもらいたい。

【事故・プラントの状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④5%､③74%､②21%､①0%
・複数施設で事象が発生している場合、特定事象の発生が予測され
る施設を優先して説明する必要がある。

【進展予測と事故収束対応戦略】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④11%､③63%､②26%､①0%
・発生した事象の説明のみであり、その事象が現在実施している対
策や事象の進展に影響があるのかなどの情報共有が不足していた。

【戦略の進捗状況】
＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④0%､③59%､②41%､①0%

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④14%､③71%､②14%､①0%
【良好事例、不足する点】
・備付け資料を使った説明を心がけてもらいたい
・備付け資料にEALの一覧が無い、部屋名も白抜きとなっているなど、実
際の発災時に使えないため充実化すべき

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④9%､③55%､②36%､①0%
【良好事例、不足する点】
・戦略シートの活用が少なかった

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④0%､③71%､②29%､①0%

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤6%､④11%､③50%､②33%､①0%
【良好事例、不足する点】

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤6%､④29%､③24%､②41%､①0%
【良好事例、不足する点】
・備付け資料に系統図や設備状況シートなど様々な情報が入っているが
あまり活用していない

３つ以上該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり
▲記者等の社外プレーヤの参加
　・なし
○模擬記者会見の実施
　・あり
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページ

３つ以上該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり　※9/24ふげんで実施
▲記者等の社外プレーヤの参加
　・なし
○模擬記者会見の実施
　・あり　※9/24ふげんで実施
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページ　※9/24ふげん､1/14核サ研で実施

前年度の訓練結果を踏まえ中期計画に対して見直しの検討を行い、今年度の訓
練計画を策定し、計画的に教育や訓練等を実施している。

○中期計画の見直し
　人形峠中期計画:2019年10月改訂
　機構本部中期計画:2019年8月改訂
○計画的な教育や訓練等
　教育：3回（内訳：人形峠1回、機構本部2回）
　　　　　 （内容：防災教育）
　訓練：4回（内訳：人形峠3回、機構本部1回）
　　　　　 （内容：情報共有訓練など）

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している
　・課題チェックリストを作成

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

○発災を想定する施設(複数又は全施設)
　・原子炉施設(1/1施設)でAL以上

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　　もんじゅ      AL:2､SE:2､GE:2
　

○場面設定など（3つ以上の付与）
　・時間　　　：－
　○場所　　　：ｱｸｾｽﾙｰﾄ確保(除雪)
　・気象　　　：－
　○体制　　　：初動時に班長不在
　○資機材　　：機構TV会議ｼｽﾃﾑ使用不可(30分)
　・計器故障　：－
　・人為的ミス：－
　○ＯＦＣ対応：OFC派遣
　・判断分岐　：－
　○その他　　：汚染傷病者

【シナリオ概要】
震度5弱の地震､震度6弱の地震が発生する｡
地震発生後､外部電源の喪失に伴い非常用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機が1台起動し､その状態
が15分以上継続したことから警戒事象に至る｡その後､潤滑油系の不具合により
非常用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機がﾄﾘｯﾌﾟし全交流電源喪失状態となる｡その状態が5分以上
継続したことから10条事象､30分以上継続したことから15条事象に至る｡外部電
源が復旧し収束｡
地震の影響により燃料池の冷却水浄化系配管が破損し､配管破損部から燃料池
水が漏えいする｡燃料池水位の低下､放射線ﾓﾆﾀ指示値の有意な上昇により警戒
事象､10条事象､15条事象に至る｡ﾍﾞﾝﾄ配管切断により漏えいを止め､消火栓等で
の補給により水位回復｡

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④14%､③43%､②43%､①0%
【良好事例、不足する点】
・備付け資料が活用されなかった

３つ以上該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり　※9/24ふげんで実施
▲記者等の社外プレーヤの参加
　・なし
○模擬記者会見の実施
　・あり
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページ　※9/24ふげん､1/14核サ研で実施

３つ以上該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり
○記者等の社外プレーヤの参加
　・あり（東京電力HD）
○模擬記者会見の実施
　・あり
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページ

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

〇発災を想定する施設(複数又は全施設)
　加工施設(1/1施設)でAL以上

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　加工施設　AL:0、SE:2、GE:2

○場面設定など（3つ以上の付与）
　・時間　　　：－
　○場所　　　：工場入域ゲート故障発生
　・気象　　　：－
　・体制　　　：－
　○資機材　　：排風機停止操作で一部停止操作不可
　・計器故障　：－
　・人為的ミス：－
　○ＯＦＣ対応：OFCへ実動派遣、OFCから支援要請
　・判断分岐　：－
　○その他　　：傷病者複数名発生(HF暴露,液体窒素)

【シナリオ概要】
震度6強の地震発生を起因事象とし､ｳﾗﾝ濃縮工場 液化中の2号均質槽Aが損傷
(配管ｶﾊﾞｰ亀裂)し､室内にUF6の漏えいが発生する｡その後､室内漏えいしたUF6
が換気空調設備を経て､排気塔から屋外に漏えい発生および室内漏えいしたUF6
が2号発回均質室外壁亀裂箇所から屋外に漏えい発生して､排気用ﾓﾆﾀおよびﾓﾆﾀ
ﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄの指示値が上昇し､原災法第10条および第15条の通報基準に達する｡漏
えい対処として､2号均質槽A損傷(配管ｶﾊﾞｰ亀裂)箇所への処置および2号発回均
質室外壁亀裂箇所への処置を行い､UF6漏えい拡大防止等により､事象が収束す
る｡

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している
　・課題チェックリストを作成

２つ以下

○通報文の正確性
　〇10条:誤記なし・記載漏れなし(通算第６報)
　〇15条:誤記なし・記載漏れなし(通算第８報)
　【参考】その他訂正報
　○なし
　
　

▲ＥＡＬ判断根拠の説明
　▲SEの該当条件の説明が不明確であった
　 「発生事象状況確認シート」を用いて説明した

▲１０条確認会議等の対応
　○10条確認:5分(判断14:05,確認14:10)
　○15条認定:5分(判断14:30,認定14:35)
　▲15条会議で質問に的確に答えられなかった

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後43分,52分間隔(最大)
【参考】報告内容
　○発生事象と対応の概要                      3通
　○ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等  3通
　14:48(通算第９報)対応の概要､プラント状況､MP
　15:21(通算第11報)対応の概要､プラント状況､MP
　16:13(通算第13報)対応の概要､プラント状況､MP

４つ該当

○通報文の正確性
　○10条:誤記・記載漏れなし(通算第3報)
　○15条:誤記・記載漏れなし(通算第5報)
　【参考】その他訂正報
　〇なし

○ＥＡＬ判断根拠の説明
　○「発生事象状況確認シート」を用いて説明した

○１０条確認会議等の対応
　○10条確認:5分(判断14:07,確認14:12)
　○15条認定:5分(判断14:41,認定14:46)
　○判断根拠､進展予測､対応戦略を簡潔に説明した

○第２５条報告
　○間隔　特定事象判断後37分,34分間隔(最大)
【参考】報告内容
　○発生事象と対応の概要                      4報
　○ﾌﾟﾗﾝﾄ状況､放出見通し/状況､ﾓﾆﾀ･気象情報等  4報
　14:44(通算第4報)対応の概要､MP※10条通報と同報
　15:16(通算第6報)対応の概要,MP
　15:50(通算第7報)対応の概要,MP
　16:05(通算第8報)対応の概要,MP

３つ該当

○他原子力事業者への視察
　・即応センター：3訓練、緊急時対策所：1訓練
○自社訓練の視察受入れ
　・核物質管理センター
○ピアレビュー等の受入れ
　・東京電力HD、東北電力

訓練実施計画等が､前回までの訓練の課題について検証できる

○訓練計画段階で策定している
　・課題チェックリストを作成

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

○発災を想定する施設(複数又は全施設)
　・再処理施設(1/1施設)､
　　使用施設(1/14施設)でAL以上

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　　再処理        AL:1､SE:0､GE:1
　　燃料試験施設  AL:0､SE:1､GE:0

○場面設定など（3つ以上の付与）
　・時間　　　：－
　・場所　　　：－
　・気象　　　：－
　○体制　　　：初動時に班長不在
　○資機材　　：機構TV会議ｼｽﾃﾑ使用不可(30分)
　・計器故障　：－
　・人為的ミス：－
　○ＯＦＣ対応：OFC模擬派遣、質問対応
　・判断分岐　：－
　・その他　　：－

【シナリオ概要】
地震が発生し､CPFにて作業者が送液ﾎﾟﾝﾌﾟの停止を失念し､誤ってPu溶液をU給
液貯槽に送液し続けたため当該貯槽において瞬間的に臨界が発生し10条事象に
至る｡再臨界防止措置としてGd溶液をU給液貯槽へ送液し収束｡
再処理施設にて､廃棄物処理場で排気ﾌﾞﾛﾜｰが過熱により出火する｡また､HAW施
設でｸﾚｰﾝが転倒し､HAW施設屋上冷却塔の配管破損により2次系冷却機能喪失｡遮
蔽材等の接触により1次冷却水系配管(緊急接続用ﾌﾗﾝｼﾞ)が損傷し､冷却水供給
用ﾎｰｽを接続できない状況(崩壊熱除去機能喪失)｡高放射性廃液の温度が上昇､
沸騰し､15条事象に至る｡1次冷却水系配管の損傷箇所を補修後､冷却水供給用ﾎｰ
ｽ等を用いた給水を開始し､収束｡

全てのプレーヤに対して全てのシナリオを非提示

ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に資した

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④13%､③69%､②19%､①0%
【良好事例、不足する点】
・COPは用いているが、今回の事象が進展すればどうなるのか、EALとの
関係はどうであるのかについてはあまり発話がなかった(ERCから指摘す
ると説明があった)

－

ＪＡＥＡ　もんじゅ

2月18日
前回訓練結果に対する分析・評価が行われ､全体を網羅した情報フローへ反映
している

○訓練計画時点で､情報フローが作成されている
○前回訓練での課題を情報フローに反映している

－

▲最大23分
　○通算第3報   14分、　　　　○通算第4報   15分
　▲通算第5報   23分(最初のGE)

①のみ実施

○7件の問題点から7件の課題が抽出されている
▲1件の課題に対して原因分析がされていない※
　6件の課題に対して原因分析がされている
▲1件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されていない※
　6件の課題に対して原因分析を踏まえた対策が検討されている

※通報連絡の遅延（特定事象発生通報の遅延）について、事業者自らの原因分
析がされなかった。

【参考：前回訓練から改善されていない課題】
1件：通報連絡の遅延

３つ該当

○他原子力事業者への視察
　・即応センター：3訓練、緊急時対策所：2訓練
○自社訓練の視察受入れ
　・津山圏域消防組合
○ピアレビュー等の受入れ
　・防災関連のコンサルティング会社

原子力事業者防災業務計画に定める一部の項目を実動で実施

▲原子力事業者間の支援活動
・なし
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
・ひばりヶ丘体育館グラウンド（遠隔資機材受入）(敦賀地区の要素訓練とし
て実施)
○原子力緊急事態支援組織との連動
・遠隔資機材の運搬訓練、遠隔資機材の操作訓練(敦賀地区の要素訓練として
実施)

原子力事業者防災業務計画に定める一部の項目を実動で実施

▲原子力事業者間の支援活動
・なし
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
・いつき寮(モニタリングカー受入)(要素訓練として実施)
－原子力緊急事態支援組織との連動
・対象外

３つ以上該当

○ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　・あり　※9/24ふげんで実施
○記者等の社外プレーヤの参加
　・あり（防災関連のコンサルティング会社）
○模擬記者会見の実施
　・あり
○情報発信ツールを使った外部への情報発信
　・模擬ホームページ　※9/24ふげん､1/14核サ研で実施

適度なシナリオであり、シナリオの多様化に努めていた

▲発災を想定する施設(複数又は全施設)
　・加工施設(1/1施設)､
　　使用施設等(0/3施設)でAL以上

○EAL(複数の異なるEAL区分)※地震･津波等は評価外
　　貯蔵庫　AL:0､SE:2､GE:1

○場面設定など（3つ以上の付与）
　・時間　　　：－
　○場所　　　：ｱｸｾｽﾙｰﾄ上瓦礫(消火活動困難)
　・気象　　　：－
　・体制　　　：－
　・資機材　　：－
　○計器故障　：モニタリングポスト故障
　・人為的ミス：－
　○ＯＦＣ対応：OFC模擬派遣、OFC問合せ対応
　・判断分岐　：－
　○その他　　：火災

【シナリオ概要】
貯蔵庫にて、シリンダの塗装作業を実施するためクレーンにて、シリンダを吊
り上げ中に、震度5 弱の地震が発生。シリンダが落下し、シリンダプラグの破
損及び塗料からの火災発生により核燃料物質が漏えいし15条事象に至る。漏洩
した核燃料物質の拡大防止措置を実施し収束。
また、モニタリングポストが故障し、5μSv/h 以上の瞬間的な線量上昇（10条
事象）が発生する。

情報共有において必要な際、備付け資料が活用されていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④0%､③78%､②22%､①0%

情報共有に係る即応センターの補助ができていた

＜ｱﾝｹｰﾄ結果＞⑤0%､④29%､③59%､②12%､①0%
【良好事例、不足する点】
・プラント状態についてはリエゾンから積極的に提供されていた

○最大11分
　○通算第6報      8分、　○通算第8報      7分
　○通算第10報    11分、　〇通算第12報　　11分

・実施状況:総合訓練で実施
・テーマ　:移動式電源車による電源接続盤へのケーブル接続及び燃料池冷却水供給
用ホースの敷設
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与:なし
・連携状況:現場、緊急時対策所、機構本部と連携
・他事業者評価:なし

訓練参加率：95％
・訓練参加者：211名
・計画人数　：220名

訓練参加率：114％
・訓練参加者：57名
・計画人数　：50名

7

訓練参加率：100％
・訓練参加者：106名
・計画人数　：106名

訓練参加率：87％
・訓練参加者：47名
・計画人数　：54名

訓練参加率：94％
・訓練参加者：71名
・計画人数　：75名

訓練参加率：94％
・訓練参加者：49名
・計画人数　：52名

前年度の訓練結果を踏まえ中期計画に対して見直しの検討を行い、今年度の訓
練計画を策定し、計画的に教育や訓練等を実施している。

○中期計画の見直し
　もんじゅ中期計画:2020年1月改訂
　機構本部中期計画:2019年8月改訂
○計画的な教育や訓練等
　教育：3回（内訳：もんじゅ1回、敦賀本部2回）
　　　　　 （内容：防災教育）
　訓練：3回（内訳：もんじゅ2回、敦賀本部1回）
　　　　　 （内容：情報共有訓練など）

Ａ，Ｃ以外

▲緊急時対策所:再処理センター発災現場に提示
○即応センター:全てのプレーヤに非提示

Ａ，Ｃ以外

▲緊急時対策所:現地対策本部要員の一部（現場対応要員）に提示
○即応センター:全てのプレーヤに非提示

前年度の訓練結果を踏まえ中期計画に対して見直しの検討を行い、今年度の訓
練計画を策定し、計画的に教育や訓練等を実施している。

○中期計画の見直し
　核サ研中期計画:2019年12月改訂
　機構本部中期計画:2019年8月改訂
○計画的な教育や訓練等
　教育：3回（内訳：核サ研1回、機構本部2回）
　　　　　 （内容：防災教育）
　訓練：4回（内訳：核サ研3回、機構本部1回）
　　　　　 （内容：情報共有訓練など）

Ａ，Ｃ以外

▲緊急時対策所:放射線管理員、火災発生時に現場で作業していた作業者及び
訓練事務局長の安全管理班長に提示
○即応センター:全てのプレーヤに非提示
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訓練参加率：93％
・訓練参加者：90名
・計画人数　：97名

訓練参加率：86％
・訓練参加者：98名
・計画人数　：114名
※全社対策本部の訓練参加率
（即応センターは法的要求がなく設置されない）

２～１つ該当

○他原子力事業者への視察
　・即応センター：2訓練、緊急時対策所：1訓練
▲自社訓練の視察受入れ
　・なし
○ピアレビュー等の受入れ
　・防災関連のコンサルティング会社

原子力事業者防災業務計画に定める一部の項目を実動で実施

▲原子力事業者間の支援活動
・なし
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
・ひばりヶ丘体育館グラウンド（遠隔資機材受入）(敦賀地区の要素訓練とし
て実施)
○原子力緊急事態支援組織との連動
・遠隔資機材の運搬訓練、遠隔資機材の操作訓練(敦賀地区の要素訓練として
実施)

訓練参加率：89％
・訓練参加者：196名
・計画人数　：218名

訓練参加率：97％
・訓練参加者：33名
・計画人数　：34名
※機構対策本部の訓練参加率
（即応センターの法的な要求はない）

原子力事業者防災業務計画に定める一部の項目を実動で実施

▲原子力事業者間の支援活動
・なし
○原子力事業所災害対策支援拠点との連動
・機構本部（モニタリングカー受入）(東海地区の要素訓練として実施)
○原子力緊急事態支援組織との連動
・遠隔資機材の運搬訓練、遠隔資機材の操作訓練(東海地区の要素訓練として
実施)

○最大10分
　○CPF第1報        3分
　○再処理第1報    10分
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評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(JAEA､JNFL)) 別添４－２
1／9

JAEA大洗研究開発センター（大洗研） JNFL 濃縮事業部
JAEA原子力科学研究所（原科研） JAEA新型転換炉原型炉ふげん（ふげん）
JNFL 埋設事業部 JAEA人形峠環境技術センター（人形峠）
JNFL 再処理事業部 JAEA高速増殖原型炉もんじゅ（もんじゅ）
JAEA核燃料サイクル工学研究所（核サ研）

事業所 見直し事項

JAEA大洗研究開発センター（大洗研）

JNFL 埋設事業部

JAEA原子力科学研究所（原科研）

JNFL 再処理事業部

JNFL 濃縮事業部

JAEA核燃料サイクル工学研究所（核サ研）

JAEA新型転換炉原型炉ふげん（ふげん）

JAEA人形峠環境技術センター（人形峠）

JAEA高速増殖原型炉もんじゅ（もんじゅ）

区分
情報共有・通報
（計画・立案）

指標１ 情報共有のための情報フロー
評価対象の
考え方など

　訓練実施前に、発電所、本店（即応センター）、ＥＲＣの３拠点間の情報フローの計画について確認する。
　情報フローとは、５つの情報（①ＥＡＬに関する情報、指標２に示す情報（②事故・プラントの状況、③進展予測と事故収束対応
戦略、④戦略の進捗状況）、⑤ＥＲＣプラント班からの質問への回答）について、いつ、どこで、だれが、なにを、どんな目的で、
どのようにの観点からみた、情報伝達の一連の流れをいう。
　また、情報フローの確認に際しては、前回訓練での情報共有における課題に対する改善策を反映したものとしているかを確
認する。

施
設

特
徴
的
な
実
施
内
容

ブリーフィングの実施：拠点実施のブリーフィング音声をERCへ直接提供する方法から､情報収集担当が整理後提供するフローへ見直し。
COPの流れ：事象進展対策シート及び発生事象状況確認シートの流れを明確化のため新たにフロー作成

全般：資料送付時の視覚性改善(FAX→メール)及び書画装置の操作方法改善。　ERC対応役割分担：ERC対応補助者(観察者及び音声共有担当)の設定。　EAL判断：音声共有システムの導入。
資料送付方法：事業者からＦＡＸで送付する資料の付番管理。　通報文：担当者以外のダブルチェック体制と音声共有システムの導入。　定期的な報告：プラントデータ報告と音声共有システムの導
入。

全般：現地対策本部の視覚情報活用改善として情報統括者を中心とした役割分担とフローの明確化を実施
ブリーフィングの実施：拠点実施のブリーフィング音声をERCへ直接提供する方法から､情報収集担当が整理後提供するフローへ見直し。
COPの流れ：事象進展対策シート及び発生事象状況確認シートの流れを明確化のため新たにフロー作成

ブリーフィングの実施：拠点実施のブリーフィング音声をERCへ直接提供する方法から､情報収集担当が整理後提供するフローへ見直し。
COPの流れ：事象進展対策シート及び発生事象状況確認シートの流れを明確化のため新たにフロー作成

状況・戦略：事象進展予測及び対策について、現場から新たな情報が無い場合の情報提供についての改善を反映。
ブリーフィングの実施：拠点実施のブリーフィング音声をERCへ直接提供する方法から､情報収集担当が整理後提供するフローへ見直し。

状況・戦略：事象進展予測及び対策について、現場から新たな情報が無い場合の情報提供についての改善を反映。
ブリーフィングの実施：拠点実施のブリーフィング音声をERCへ直接提供する方法から､情報収集担当が整理後提供するフローへ見直し。
COPの流れ：事象進展対策シート及び発生事象状況確認シートの流れを明確化のため新たにフロー作成

EAL情報：通報文の作成や確認に時間を要した改善として、プラントデータや環境データの情報フロー見直しを実施。
ブリーフィングの実施：拠点実施のブリーフィング音声をERCへ直接提供する方法から､情報収集担当が整理後提供するフローへ見直し。
COPの流れ：事象進展対策シート及び発生事象状況確認シートの流れを明確化のため新たにフロー作成。

EAL対応の明確化：事業対策組織と全社対策組織の役割明確化。　音声共有システムの導入：緊対所-ERC対応ブースの情報共有方法改善
ERC対応チームの拡充：対応統括者及び補助者(音声共有担当)の設定。　QA対応の迅速化：QA連絡票による担当各班への直接催促フロー新設

R1.10.15
R1.12.10
R1.10.29
R2.3.6

R1.11.26

R2.1.14

R1.9.24
R1.11.14
R2.2.18

Ｃ

前回訓練結果に対する分析・評価が行われ、全体を網羅した情報フローへ反映している 9
全体を網羅した情報フローを作
成している

0
情報フローで全体が網羅されて
いない　又は　情報フローを作成
していない

0
基
準

Ａ Ｂ

備
考

QA対応：正確性向上のためのルール修正。　全社との情報強化：音声共有システムによる状況収集要員追加配置。　戦略シート：｢作業中｣｢作業完了｣ステータスの明確化。
設備概要COP：様式の改善による対策活動の進捗把握。
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評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(JAEA､JNFL)) 別添４－２
2／9

Ｂ Ｃ

JAEA原子力科学研究所（原科研） JAEA新型転換炉原型炉ふげん（ふげん）
JAEA大洗研究開発センター（大洗研） JAEA高速増殖原型炉もんじゅ（もんじゅ）
JNFL 埋設事業部 JAEA核燃料サイクル工学研究所（核サ研）
JNFL 再処理事業部 JAEA人形峠環境技術センター（人形峠）
JNFL 濃縮事業部

2-1評価 2-2評価 2-3評価

JAEA原子力科学研究所 3.3 a 3.2 a 3.3 a

JAEA大洗研究開発センター 3.3 a 3.1 a 3.1 a

JNFL 埋設事業部 3.1 a 3.1 a 2.9 b

JNFL 再処理事業部 3.0 a 3.0 a 2.9 b

JNFL 濃縮事業部 3.1 a 3.1 a 2.7 b

JAEA新型転換炉原型炉ふげん 3.1 a 2.8 b 2.8 b

JAEA高速増殖原型炉もんじゅ 2.9 b 2.8 b 2.7 b

JAEA核燃料サイクル工学研究所 2.8 b 2.8 b 2.6 b

JAEA人形峠環境技術センター 2.4 b 2.6 b 2.6 b

R2.3.6
R1.11.26

R1.10.29

R1.9.24

全般：図面を使った説明が不足していた。実施時刻が複数回修正されるなど情報の確度が低い。
状況：断片的ではなく、適時に全体を俯瞰した現況をわかりやすく説明している。
進展：戦略について、事象の解決なのか、緩和なのか、多少緩和なのかの説明が不足している。
進捗：実施時刻が複数回修正されたりするなど、実施時刻が把握できていない。

全般：EALの発出要件が理解出来ていなかった。EAL発出への認識をもっと高める必要がある。
状況：モニタリングカーの測定結果の定期的な報告を求めたがなされなかった。
進展：とるべき対策に何があるのか、早めに整理して示して欲しい。
進捗：対策の実施状況等で誤りが多々あり、情報共有を適確に進めて欲しい。

R2.1.14
R2.2.18

R1.11.14

事業所 事故・プラ
ント状況

進展予測
と収束戦略

戦略の進
捗状況

基
準

Ａ

特記事項

全般：全体的に書画装置を用いて、事象進展シートにより対策等について適切に説明出来ていた。
状況：複数の施設がある場合には、施設名をしっかり発話の上内容の説明を始めてもらいたい。
進展：事実の報告は的確であるが、それがどのような状況を招き得るのか等の予測進展的な情報がない。
進捗：作業開始時間等については、原科研の方が早く伝わっているので、機構本部が回答出来ない場合は、適時フォローを行うべき。
全般：即応センターの説明に対し、大洗研究所が適時、補足説明を行っていたことは良好であった。
状況：設定値の間違いや値の修正が見られた。落ち着いて正確な情報提供を心がけてもらいたい。モニタリングの状況について、定期的に報告してほしかっ
た。
進展：FAXには今後の事態進展や事態進展とEALとの関係について記載されているが、発話ではこのような形でまとまった説明はあまりなかった。
全般：情報が概ね伝達されていた。発生時刻や完了時刻など時間確認を多々要した。措置内容だけでなくその時間も情報共有するようにしてもらいたい。
状況：発災当初、事業者の説明が早く、はっきりせず伝わりにくかった。
進展：事象として無理もあるところだが、予測等の検討が不足していた。

全般：COPでの情報提供はできていた。
　　　　しかし、COPだけでは個々の設備の状況が伝わらず、状況に応じ適時に即応センターとERCの連携を図る方策を講じる必要がある。
状況：多くの事象が並行していたため、１つの事象の対策での具体的な準備状況、完了見込み等について説明者が把握できていなかった。
進展：COPで使用不可（▲、×）となっている設備について詳細状況と対応戦略の説明が不足していた。

全般：モニタリングポスト情報の定期的な提供は良好事例。SE該当の共有があったが、ERCから指摘されるまでGEにも該当することが共有されなかった。
進展：戦略説明の際、予定時刻や完了時刻が不明確であった。
進捗：対応状況のステータスがわかりにくかった。

全般：機構対策本部が仕切ってERC対応をすることになっているが、核サ研が回答・説明することが多かった。基本的に本部が仕切るべき。
状況：複数施設で事象が発生している場合、特定事象の発生が予測される施設を優先して説明する必要がある。
進展：発生した事象の説明のみであり、その事象が現在実施している対策や事象の進展に影響があるのかなどの情報共有が不足していた。

全般：COP(設備状況シート)を活用して説明しようとしているが、全体の戦略がいまいち伝わってこなかった。
状況：発生時刻が発話されない場合が多かった。時刻の特定も必要であるので発話してもらいたい。
進展：給水や漏えいの対策などの説明とともに、全体として優先順位をどれにしているのかも説明してもらいたい。
進捗：給水が開始できない理由の説明が無く、状況が理解できなかった。

必要な情報に不足や遅れがなく、
積極的に情報共有が行われている

5 4 0特段の支障なく情報共有が行われている 情報共有に支障があり、改善の余地がある

区分
情報共有・通報

（ＥＲＣプラント班との情報共有）
指標２

 ２－１～２－３について以下の基準で個別評価
 し､その結果で全体としての評価を行う
　 a: 必要な情報に不足や遅れがなく、積極的
　　　に情報共有が行われている
 　b: 特段の支障なく情報共有が行われている
　 c: 情報共有に支障があり、改善の余地がある 評価対象の

考え方など

 ２－１：現在のプラントの状況、新たな事象の発生、線量の状況、負傷者の発生等の発生イベント、現況について、
　　　　ＥＲＣプラント班との情報共有が十分であるか評価する。
　　　　必要な情報に不足や遅れがなく即応センターから積極的に情報提供がされているかを評価する。

 ２－２：事故の進展予測及びこれを踏まえた事故収束に向けた対応戦略（対応策）について、ＥＲＣプラント班との情報共有が
　　　　十分であるか評価する。必要な情報に不足や遅れがなく即応センターから積極的に情報提供がされているかを評価す
　　　　る。

 ２－３：事故収束に向けた対応戦略（対応策）の進捗状況について、ＥＲＣプラント班との情報共有が十分であるか評価する。
　　　　必要な情報に不足や遅れがなく即応センターから積極的に情報提供がされているかを評価する。

 A(ａａａ,ａａｂ)：必要な情報に不足や遅れがなく、
　　　　　　　　積極的に情報共有が行われている

 B(ａｂｂ,ｂｂｂ)：特段の支障なく､情報共有が行わ
　　　　　　　　れている
 C：情報共有に支障があり、改善の余地がある

事象の進展や事故収束戦略・予測進展の変更といった状況変化時や、適時に施設全体の現況について、テレビ会議
システム等での発話等により説明ができたかを評価の観点とする。
　また、訓練実施後に行うＥＲＣプラント班要員へのアンケート結果も踏まえ評価に反映する。

R1.12.10

　

施
設

備
考

R1.10.15

特
徴
的
な
実
施
内
容
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評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(JAEA､JNFL)) 別添４－２
3／9

Ａ C

JAEA大洗研究開発センター（大洗研） JNFL 濃縮事業部
JAEA原子力科学研究所（原科研） JAEA新型転換炉原型炉ふげん（ふげん）
JNFL 埋設事業部 JAEA人形峠環境技術センター（人形峠）
JNFL 再処理事業部 JAEA高速増殖原型炉もんじゅ（もんじゅ）
JAEA核燃料サイクル工学研究所（核サ研）

３－１ プラント情報表示システムの使用
良好事例、不足する点

JNFL 再処理事業部 今回は訓練用のシステムで情報共有であったが、ERSSはオンタイムでの施設状況の共有としてとても有効であり、プール水位などERSSによる伝送の整備を進めてほしい

JAEA もんじゅ ERSSを使用（説明に使用せず）

３－２ リエゾンの活用、３－３ ＣＯＰの活用、３－４ ＥＲＣ備付け資料の活用
評価値

3-3 3-4

JNFL 埋設事業部 3.8 3.2 3.3

JAEA 原科研 3.3 3.4 3.5

JNFL 再処理事業部 3.4 3.1 3.2

JAEA 大洗研 2.9 3.3 3.4

JAEA 核サ研 3.3 2.9 3.0

JAEA もんじゅ 3.2 2.9 3.0

JNFL 濃縮事業部 3.3 2.7 2.7

JAEA 人形峠 3.0 2.9 2.8

JAEA ふげん 3.1 2.8 2.7

・リエゾンが継続的に解説していた。リエゾンから配付すると発話があった説明資料がなかなか配付されなかった。
・書画装置が見づらく、使い方に少し改善が必要。(COP関連)　・説明の際に備付け資料の何ページか説明してもらえると資料を活用できる

・リエゾンから、即応センターが説明してない資料が示されたが、それらを使った説明があっても良かった。
・「発生事象状況確認シート」を用いてＳＥに至る判断経路をわかりやすく説明された。
・施設数が多いため、備付け資料のどこに何があるか、活用しやすくする必要がある。（備付け資料関連）

・負傷者情報をリエゾンから補完するなど、煩雑な状況で軽重をつけた対応だった。　・積極的に備付け資料を用いて説明しようという姿勢が良かった。（備付け資料関連）
・COP資料は情報量が多すぎて、対応上重要なものがすぐわかるように色付けなど工夫が必要。

・リエゾンから積極的な情報提供や説明がなかった。　・リエゾン配付資料は全く説明に使われず、何のために配布したのか説明もなかった。
・どの施設の情報なのかがわからなくなる場合があったため、資料には施設名を大きく示して欲しい。(COP関連)
・備付け資料を活用して説明していたのは良かったが、説明終了後もしばらく書画装置に情報を映しておいてもらいたい。（備付け資料関連）

・リエゾン配付資料は、背景が黒いなど少し見にくいものがあった。
・COPは用いているが、今回の事象が進展すればどうなるのか、EALとの関係はどうであるのかについてはあまり発話がなかった(ERCから指摘すると説明があった)
・備付け資料を使った説明を心がけてもらいたい。備付け資料にEALの一覧が無い、部屋名も白抜きとなっているなど、実際の発災時に使えないため充実化すべき。

・プラント状態についてはリエゾンから積極的に提供されていた。
・備付け資料に系統図や設備状況シートなど様々な情報が入っているがあまり活用していない。

・戦略シートの活用が少なかった。

・事象進展対策シートを用いて時間など説明していたのは良かったが、時間の修正や実施内容の修正があった。もう少し正確な情報収集を行い、
　発信をしてもらいたい。

(参考)COP様式

7
（共通認識シート：5）

4
（情報共有ツール：7）

10
(共通認識シート：11)

9
（情報共有ツール：13）

4
（情報共有ツール：16）

4
（情報共有ツール：5）

3
（共通認識シート：6）

3
（情報共有ツール：5）

2.6

0.0

ＥＲＳＳのパラメーター一覧を模擬し
たシステムを使用

ERSSを説明に全く使用していない
今回の事例のように水位が徐々に下がっていき、それに伴いエリアモニタやMPが上昇する場合には、モニタの値などのトレンドが関心事項であるので、定期的に報告し

3-2

情報共有に支障があり、
改善の余地がある

9ツール等の活用が行われている

R2.2.18
R2.1.14

区分
情報共有・通報

（情報共有のための
ツール等の活用）

指標３

３－１プラント情報表示システムの使用
　ａ：プラント情報表示システムの使用に習熟し､情報
　　共有に活用した
　ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

３－２リエゾンの活動
　ａ：情報共有に係る即応センターの補助ができていた
　ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

３－３ＣＯＰの活用
　ａ：ＣＯＰがＥＲＣプラント班に共有され、情報共有に
　　資した
　ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

３－４ＥＲＣ備付け資料の活用
　ａ：情報共有において必要な際、備付け資料が活用
　　されていた
　ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

評価対象の
考え方など

良好事例、不足する点

３-１プラント情報表示システムの使用：実対応と同じプラント情報表示システムにおいて、ＥＲＣプラント班と即応センターが
　　　同様の画面（インターフェース）を使用してプラントパラメータ（プラント状態の説明、特定事象の説明、進展予測など）等
　　　の情報共有しているかを評価する。
      　（プラント情報表示システムとは、ＥＲＳＳ、ＳＰＤＳ、これと同等のプラント情報表示システム、又はこれに準ずるプラント情報表示システムのことで

　　　  あり、ＥＲＣプラント班と即応センターで同一の情報を同一のタイミングで同一の画面で情報共有できるものであって、かつ、ＥＲＣプラント班または

　　　　即応センターがそれぞれで必要な時に必要な情報を自由に選択して入手できるものをいう。）

３-２リエゾンの活動：ＥＲＣプラント班に派遣されたリエゾンが、即応センターを補助するという目的に応じ事業者が定める
　　　リエゾンの役割等を認識し、必要に応じ適時適切にＥＲＣプラント班に対し情報提供がなされているか、ＥＲＣプラント班
　　　の意向等を即応センター等に伝達しているか等、リエゾンの活動を評価する。

３-３ＣＯＰの活用：ＥＲＣプラント班と即応センター間の情報共有において､ＣＯＰを用い情報共有がなされているかを評価する。
　　　ＣＯＰが更新されていない場合、手元にあるＣＯＰに手書きで記載することなどにより速やかな情報共有がなされているか
　　　を評価する。
　　　※ＣＯＰ：共通状況図のこと。事故・プラントの状況、進展予測と事故収束対応戦略、戦略の進捗状況について認識の共有のために作成される
　　　　　図表であって、各社で様式や名称は異なる。

　　　 ※即応センターが求められていない事業所は、緊急時対策所に読み替える。

３-４ＥＲＣ備付け資料の活用：ＥＲＣプラント班と即応センター間の情報共有において、ＥＲＣ備付け資料を使用して情報共有を
　　　しているかを評価する。
また、訓練実施後に行うＥＲＣプラント班要員へのアンケート結果も踏まえ評価に反映する。

基
準

情報表意装置事業所 評価値

・COPに優先順位が予め記載されているが、状況に応じて優先順位が変わることから分かりにくい。
・備付け資料が活用されなかった。

2
（情報共有ツール：8）

R1.11.14

R1.10.15
R1.12.10
R1.10.29

0

共通認識シート：事業者内で必要情報を正確かつ確実に共有するために予め準備されたシート

R1.9.24

R2.3.6

R1.11.26

備
考

特
徴
的
な
実
施
内
容

施
設

事業所
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評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(JAEA､JNFL)) 別添４－２
4／9

Ａ Ｂ Ｃ

JAEA大洗研究開発センター（大洗研） JNFL 埋設事業部 JNFL 濃縮事業部
JAEA原子力科学研究所（原科研） JAEA新型転換炉原型炉ふげん（ふげん） JAEA高速増殖原型炉もんじゅ（もんじゅ）
JNFL 再処理事業部
JAEA核燃料サイクル工学研究所（核サ研）
JAEA人形峠環境技術センター（人形峠）

※１：14:00に基準値を超えてから14:17のGE認定まで計17分を要した ※３：SEとGEが同時判断された場面でGEの説明がなかった
※２：特定事象の発生時刻の誤り(訂正報なし) ※４：SEの該当条件の説明が不明確であった

※５：GEに至っていたが説明が無く10条確認会議となった
※６：15条認定会議で質問に的確に答えられなかった。

②関連 ④関連 ②関連 ④関連 ②関連 ④関連

注：状況報告数は第25条報告に添付されたﾌﾟﾗﾝﾄ状況､ﾓﾆﾀ･気象情報の様式数 注：状況報告数は第25条報告に添付されたﾌﾟﾗﾝﾄ状況､ﾓﾆﾀ･気象情報の様式数

注：状況報告数は第25条報告に添付されたﾌﾟﾗﾝﾄ状況､ﾓﾆﾀ･気象情報の様式数

２通 ２通

発生事象
　確認シート

３通 ３通

発生事象
　確認シート

発生事象
　確認シート

EAL判断
　根拠資料

発生事象
　確認シート

２通

４通

２通

６通

３通 ３通

EAL判断
　根拠資料

発生事象
　確認シート

４通

①通報の
正確性

②判断根
拠の説明

④第25条
報告

評価対象の
考え方など

特定事象発生通報（原災法第１０条及び第１５条事象）等、以下の点が適切かつ迅速に行われているか評価する。

　① 特定事象発生通報のうち、緊急事態の遷移の判断となる第１０条及び第１５条事象に係る通報文について、記載の誤記、
　　　漏れ等がないことを評価する。
　　　なお、万一、誤記、記載漏れがあった場合は訂正報が確実に行われていることを確認する。

　② 事業者がＥＡＬ判断時（緊急事態の遷移の判断となる第１０条及び第１５条に係る事象）に、通信機器（電話、テレビ会議
　　　システム等）においてＥＲＣプラント班に対し当該ＥＡＬの判断根拠の説明が適切に行われたか評価する。

　③ 上記②のＥＡＬ判断後、ＥＲＣプラント班は事業者との１０条確認会議、１５条認定会議を開催するが、ＥＲＣプラント班から
　　　の会議招集に対し速やかに対応できたか、会議において組織を代表する者が発生事象、事象進展の予測、事故収束対
　　　応等の説明を適切かつ簡潔に行われたか評価する。

　④ 第２５条報告が、事象の進展に応じ、適切な間隔とタイミングで継続して行われたか評価する。

③１０条確認
会議等の対応

R2.2.18

基
準

区分 情報共有・通報 指標４

確実な通報・連絡の実施
　①通報文の正確性
　②ＥＡＬ判断根拠の説明
　③１０条確認会議等の対応
　④第２５条報告

5 ３つ該当 2

○

発
電
所

JNFL 再処理事業部 ○ ○

特
徴
的
な
実
施
内
容

２つ以下

R1.11.14

４つ該当

JNFL埋設事業部 ○

３通

事業所

○

○

2

R1.11.26

JNFL 濃縮事業部 ○ ▲※３ ○

事業所
③１０条確認
会議等の対応

③１０条確認
会議等の対応 事業所

JAEA 大洗研

JAEA 原科研

JAEA 核サ研

JAEA 人形峠

○ ○

①通報の
正確性

②判断根
拠の説明

３通

②判断根
拠の説明

④第25条
報告事業所

④第25条
報告

①通報の
正確性

○

○ ○

２通

４通

４通

JAEA ふげん ３通

○

R1.10.15

R2.1.14

R1.10.29
R1.9.24R1.12.10

R2.3.6

備
考

JNFL 濃縮事業部

JAEA もんじゅ

JAEA 大洗研

JAEA 原科研

JNFL 再処理事業部

JAEA 核サ研

JAEA 人形峠

JNFL埋設事業部２通
EAL判断

　根拠資料
発生事象

　確認シート

○ ○

○ ○

○ ○

判断根拠の説
明に使用したﾂｰ

ﾙ
報告数

○

状況報告

数
注

事業所 判断根拠の説
明に使用したﾂｰ

ﾙ
報告数

JAEA ふげん ▲※２ ○ ○○

○

○

○

○ ▲※１

○

状況報告

数
注

事業所 判断根拠の説
明に使用したﾂｰ

ﾙ
報告数

状況報告

数
注

▲※６JAEA もんじゅ ○ ▲※４

▲※５
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評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(JAEA､JNFL)) 別添４－２
5／9

JAEA大洗研究開発センター（大洗研） JNFL 濃縮事業部
JAEA原子力科学研究所（原科研） JAEA新型転換炉原型炉ふげん（ふげん）
JNFL 埋設事業部 JAEA人形峠環境技術センター（人形峠）
JNFL 再処理事業部 JAEA高速増殖原型炉もんじゅ（もんじゅ）
JAEA核燃料サイクル工学研究所（核サ研）

事業所 見直し月 【参考】　即応センター中期計画改訂 教育・訓練関係
JAEA大洗研　　　　　　　　　　　　　　　　令和元年9月 機構本部（東海）中期計画：令和元年8月  防災教育：3回（内訳：大洗研1回、機構本部2回）、訓練：5回（内訳：大洗研4回、機構本部1回）（内容：情報共有訓練など）
JAEA原科研 令和元年11月 機構本部（東海）中期計画：令和元年8月  防災教育：4回（内訳：原科研2回、機構本部2回）、訓練：7回（内訳：原科研6回、機構本部1回）（内容：情報共有訓練など）
JNFL埋設事業部　　　　　　　 令和元年9月 全社対策本部：令和元年9月  防災教育：22回（内訳：埋設17回、全社5回）、訓練：51回（内訳：埋設46回、全社5回）（内容：通報訓練や救護訓練など）
JNFL再処理事業部 令和元年10月 全社対策本部：令和元年9月  防災教育：11回 （内訳：再処理6回、全社5回）、訓練：184回（内訳：再処理184回、全社9回）（内容：通報訓練や救護訓練など）
JAEA核サ研 令和元年12月 機構本部（東海）中期計画：令和元年8月  防災教育：3回（内訳：核サ研1回、機構本部2回）、訓練：3回（内訳：核サ研1回、機構本部2回）（内容：代替電源供給対応訓練など）
JNFL濃縮事業部 令和元年10月 全社対策本部：令和元年9月  防災教育：58回 （内訳：濃縮52回、全社6回）、訓練：124回（内訳：濃縮117回、全社7回）（内容：通報訓練や救護訓練など）
JAEAふげん 令和元年8月 機構本部（敦賀）中期計画：令和元年8月  防災教育：4回（内訳：ふげん2回、敦賀本部2回）、訓練：7回（内訳：ふげん5回、敦賀本部2回）（内容：情報共有訓練など）
JAEA人形峠 令和元年10月 機構本部（東海）中期計画：令和元年8月  防災教育：3回（内訳：人形峠1回、機構本部2回）、　訓練：4回（内訳：人形峠3回、機構本部1回）（内容：情報共有訓練など）
JAEAもんじゅ 令和２年1月 機構本部（敦賀）中期計画：令和元年8月  防災教育：3回（内訳：もんじゅ1回、敦賀本部2回）、　訓練：3回（内訳：もんじゅ2回、敦賀本部1回）（内容：情報共有訓練など）

JAEA大洗研究開発センター（大洗研） JNFL 濃縮事業部
JAEA原子力科学研究所（原科研） JAEA新型転換炉原型炉ふげん（ふげん）
JNFL 埋設事業部 JAEA人形峠環境技術センター（人形峠）
JNFL 再処理事業部 JAEA高速増殖原型炉もんじゅ（もんじゅ）
JAEA核燃料サイクル工学研究所（核サ研）

項目

JAEA 大洗研

JAEA 原科研

JNFL 埋設事業部

JNFL 再処理事業部

JAEA 核サ研

JNFL 濃縮事業部

JAEA ふげん

JAEA 人形峠

JAEA もんじゅ

原子力事業者防災訓練の
改善への取組

指標６
前回までの訓練の訓練課題を踏まえた

訓練実施計画等の策定
評価対象の
考え方など

R1.12.10

9
原科研：ＥＡＬ判断時の視覚情報不足による判断根拠の説明不足、事象進展対策シートの最新化、ＥＲＣからの質問に対する一部未回答、通報文の誤記等。
機構本部：発災初動における茨城地区の施設稼働状況等の報告不足、ＥＲＣ対応ブース内の統括不足。

7

区分

　訓練実施計画が、前回までの訓練の訓練結果を踏まえ、問題・課題に対する改善策が有効に機能するものであるか検証でき
る計画（訓練実施項目、訓練シナリオ等）となっているか、評価項目及び評価基準が設定されているか、中期計画等を含めて
確認する。
　また、訓練実施前に、訓練時における当該改善策の有効性を評価・確認の方法（例えば、訓練評価者が使用する評価チェッ
クリスト（改善策の有効性を検証するための評価項目、評価基準などが明確になっているもの）が作成されていること）が明確
になっているかを確認する。
　なお、昨年度訓練終了以降から今年度の訓練実施計画策定に至るまでの要素訓練を含めたＰＤＣＡの実績を確認する。

R1.10.15

R1.11.14

R1.10.29
R2.3.6
R2.1.14

R1.11.26
R1.9.24
R1.11.14
R2.2.18

区分
原子力事業者防災訓練の

改善への取組
指標５ 中期計画

評価対象の
考え方など

　中期的な訓練計画を策定の上、訓練実施及び訓練結果の評価を実施し、当該計画への反映の有無の検討を実施（必要に応
じ計画に反映）し、対応能力向上に努めているかを確認する。
　なお、昨年度訓練終了以降から中期計画見直しに至るまでのＰＤＣＡの実績を確認する。

R1.12.10

R2.2.18R2.3.6

特
徴
的
な
実
施
内
容

事業所
前回

課題数
検証

課題数

6 6
大洗研：防災業務計画記載のEAL判断基準と「発生事象状況確認シート」の記載が不統一、ＥＲＣリエゾンの誤説明、広報担当者によるＥＡＬ事象と負傷者状況の混在説明。
機構本部：事象進展対策シートの未完成による時刻情報の説明不足、原災法第15条事象の該当条件についての補足説明不足、ブリーフィングによる情報提供不足。

9

前年度の訓練結果を踏まえ中
期計画に対して見直しの検討を
行っていない。

0

Ｂ Ｃ
前年度の訓練結果を踏まえ中期
計画に対して見直しの検討を行
い､今年度の訓練計画を策定して
いる。

0

Ａ

前年度の訓練結果を踏まえ中期計画に対して見直しの検討を行い、
今年度の訓練計画を策定し、計画的に教育や訓練等を実施している。

9
基
準

実
施
内
容

基
準

Ａ Ｂ

訓練実施計画等が、前回までの訓練の課題について検証できる 9
訓練実施計画等が、一部前回
までの訓練の課題について検
証できない

施
設

R2.1.14

施
設

R1.10.15 R1.11.26

R1.10.29
R1.9.24

7

3 3
ふげん：通報記載の時間についての誤記・記載漏れ、ブリーフィングを用いた今後の対策等に関する全体的な情報共有が簡潔明瞭化について。
敦賀本部：ＥＲＣ対応者におけるＥＲＣへの説明不足。

5 5
人形峠：現地対策本部による発信資料の作成遅延、ブリーフィング時における伝達情報の整理不足、EAL事象に対する整理した情報提供不足。
機構本部：情報収集遅れによるERCへの情報提供遅れ、ERCリエゾンを活用した視覚情報による情報発信遅れ。

9 9
もんじゅ：通報文及び報告文の誤記･記載漏れ、従業員避難状況に関する情報遅れ、ＥＲＣブース内の発話内容の錯綜、応急措置の実施状況の正確性不足等。
機構本部：事象進展予測及び対策に対する説明不足、他拠点（再処理施設、ふげん）の状況報告遅れ、リエゾンへの情報提供方法改善、ERCからの質問回答遅れ。

00

Ｃ
訓練実施計画等が、前回までの
訓練の課題について検証できな
い

埋設：通報文の誤記、防護服･養生シートのチェック不足、ＥＲＣプラントへの情報提供不足、緊対所内情報統制不足、ＥＲＣからの質問に対する一部未回答、COP理解不足。
全社：発災当初の全社対策本部内で確認(ＥＡＬの判断根拠)不足。

11 11
再処理：COPの提供方法の迅速化、ＥＡＬ判断基準を用いた説明不足、ERC配備資料の活用不足、COPを活用した進展予測の説明不足、準備作業時刻の誤説明等。
全社：本部運営の見直し、プラント概況説明の改善、負傷者情報の伝達方法改善。

5 5
核サ研：通報発信時刻の記載方法改善、通報発生時刻の｢頃｣記載、進展予測･臨界終息措置対策の方針説明の簡潔性欠如、臨界終息措置に対する認識の不統一。
機構本部：発災初動における茨城地区の施設稼働状況等の報告不足。

4 4
濃縮：通報文の記載ミス･記載漏れ、対策活動に対する情報フローの滞り、進展予測の説明漏れ。
全社：発災時全社対策本部要員の参集時間遅れ。

78



評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(JAEA､JNFL)) 別添４－２
6／9

Ｂ C

JNFL 埋設事業部 JAEA大洗研究開発センター（大洗研） JAEA新型転換炉原型炉ふげん（ふげん）
JNFL 再処理事業部 JAEA原子力科学研究所（原科研） JAEA人形峠環境技術センター（人形峠）
JNFL 濃縮事業部 JAEA核燃料サイクル工学研究所（核サ研） JAEA高速増殖原型炉もんじゅ（もんじゅ）

JNFL【濃縮事業部､埋設事業部､再処理事業部】 事業所 シナリオの提示・非提示 事業所 シナリオの提示・非提示
　○全てのプレーヤに対して非提示 JAEA 大洗研○即応センター(機構対策本部）：全てのプレーヤに非提示 JAEAふげん ○即応センター(機構対策本部）：全てのプレーヤに非提示

▲現地対策本部：現場対応班の班長にシナリオ提示 ▲緊急時対策所：現地対策本部要員(現地対応要員)に提示
JAEA 原科研○即応センター(機構対策本部）：全てのプレーヤに非提示 JAEA人形峠 ○即応センター(機構対策本部）：全てのプレーヤに非提示

▲緊急時対策所：現地対策本部員及び事故現場防護活動要員の一部に提示 ▲緊急時対策所：放射線管理員､火災現場作業者及び安全管理班長に提示
JAEA 核サ研○即応センター(機構対策本部）：全てのプレーヤに非提示 JAEAもんじゅ○即応センター(機構対策本部）：全てのプレーヤに非提示

▲緊急時対策所：再処理センター発災現場に提示 ▲緊急時対策所：現地対策本部要員の一部（現場対応要員）に提示

Ａ B C

JAEA大洗研究開発センター（大洗研） JAEA核燃料サイクル工学研究所（核サ研） JAEA原子力科学研究所（原科研）
JNFL 埋設事業部 JNFL 濃縮事業部 JAEA新型転換炉原型炉ふげん（ふげん）
JNFL 再処理事業部 JAEA高速増殖原型炉もんじゅ（もんじゅ） JAEA人形峠環境技術センター（人形峠）

JAEA 大洗研：○原子炉施設(2/5施設)､使用施設等(0/21施設)でAL以上 。○AL:3､SE:2､GE:1 JAEA 原科研：○放射性廃棄物処理場･使用施設等(1/12施設)､原子炉施設(1/7施設)でAL以上。○AL:0､SE:2､GE:1
 　常陽：地震起因で原子炉停止､外電喪失し非常用電源も１系となりAL 　NSRR：地震起因で停止機能喪失し、原子炉水漏えいで炉心露出しGEとなる。
　HTTR：地震起因で原子炉停止失敗､非常用電源喪失し冷却機能喪失後時間をスキップ｡原子炉温度･格納容器圧力上昇によりGE 　燃料試験施設：試料移送容器が転倒し管理区域外の放射線量が上昇(10分間継続）しSE発生
　多様性：○ OFC要員派遣、ｱｸｾｽﾙｰﾄ障害、機構TV会議ｼｽﾃﾑ使用不可(30分) 　多様性：▲OFC要員派遣、機構TV会議ｼｽﾃﾑ使用不可(30分)

JNFL 埋設事業部：○廃棄物埋設施設(1/1)でAL以上。　○AL:1､SE:2､GE:2 JAEAふげん：○原子炉施設(1/1施設)でAL以上。▲AL:0､SE:1､GE:1
　廃棄物埋設施設：地震起因で廃棄体ｽｷｯﾄﾞから廃棄体が落下し内容物が漏えい､排気隔離不能でGEに至る 　原子炉施設：燃料移動中機器故障で宙吊り。地震起因でSFP水位低下。管理区外線量が上昇しSE、GE。

　多様性：○ OFCへ派遣･OFCから支援要請、廃棄物処理建屋と車両事故の同時発災、原子力防災管理者交代、複数傷病者 　多様性： ｱｸｾｽﾙｰﾄ障害、現地対策本部長等の一時不在、機構TV会議ｼｽﾃﾑ使用不可(30分)

JNFL 再処理事業部：○再処理施設(1/1施設)､廃棄物管理施設(1/1施設)でAL以上。○AL:3､SE:3､GE:2 JAEA人形峠：▲加工施設(1/1施設)､使用施設等(0/3施設)でAL以上。　○AL:0､SE:2､GE:1
　再処理施設：地震起因でSBO､ｶﾞﾗｽ固化体が転倒し､放射線量の上昇が確認されSEおよびGEの通報基準到達｡ 　加工施設：地震起因で設備破損と火災によりUF6が漏えいし､管理区域外での放射性物質放出（GE）。
　再処理施設：ＳＦＰ漏えいによる水位低下及び分離建屋で冷却水喪失による蒸発乾固発生しGEに至る。 　多様性：○ OFC要員派遣･質問対応、ｱｸｾｽﾙｰﾄ障害、ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ故障、火災
　多様性：○ OFCへ派遣･OFCから支援要請、本部要員の交代、MP機能喪失、汚染傷病者

JAEA 核サ研：○再処理施設(1/1施設)､使用施設(1/14施設)でAL以上。○AL:1､SE:1､GE:1
　CPF：地震起因でPu溶液の誤移送により臨界発生
　HAW施設：屋上冷却塔の配管破損により高放射性廃液の温度が上昇し蒸発乾固によりGEに至る
　多様性：○ OFC要員派遣･質問対応、初動時に班長不在、機構TV会議ｼｽﾃﾑ使用不可(30分)

JNFL 濃縮事業部：○加工施設(1/1施設)でAL以上。　○AL:0､SE:2､GE:2 用語
　濃縮施設：地震起因、均質槽A損傷によりUF6の漏えい発生｡排気塔及び建屋外壁亀裂箇所から屋外に漏えいしてGEに至る ＡＬ：警戒事態 ＳＥ：施設敷地緊急事態 GE：全面緊急事態
　多様性：○ OFCへ派遣･OFCから支援要請、工場入域ゲート故障発生、設備(排風機)故障、傷病者複数名発生(HF暴露,液体窒素) OFC：オフサイトセンター ＳＢＯ：全交流動力電源喪失 SFP：使用済み燃料プール(ピット)

ＨＡＷ：高放射性廃液貯蔵場 UF6：六フッ化ウラン CPF：高レベル放射性物質研究施設
JAEA もんじゅ：○原子炉施設(1/1施設)でAL以上。　○AL:2､SE:2､GE:2 NSRR：原子炉安全性研究炉
　原子炉施設：地震起因、外電喪失後非常用電源が喪失しSBOが継続してGEに至る。その後燃料池も水位低下でGEとなる。
　多様性：○ OFC要員派遣、ｱｸｾｽﾙｰﾄ障害、初動時の班長不在、機構TV会議ｼｽﾃﾑ使用不可(30分)、汚染傷病者

原子力事業者防災訓練の
改善への取組

R2.3.6

全てのプレーヤに対して全てのシナリオを非提示 3

令和元年度は以下で評価した。　①発災を想定する施設(複数又は全施設)　②ＥＡＬ(複数の異なるＥＡＬ区分)　③場面設定等(３つ以上の付与)　評価:３つでＡ､２つでＢ､他はＣ

R1.10.29

基
準 6

Ａ

区分

0

備
考

施
設

特
徴
的
な
実
施
内
容

R1.11.26

評価対象の
考え方など

　　対応能力向上の幅を広げること及び訓練の緊張感維持のため、訓練プレーヤーへ難度の高い課題を与えているか、シナリ
オの多様化に努めているかを確認する。

　事業所の号機数と重大事故等を想定する号機数、ＥＡＬ判断状況（数や密度）、発生事象の深刻度、発災原因（自然災害、機
器故障など）、プラント状態、場面設定（時間、場所、気象、防災要員の体制、資機材の状態、計器の故障、人為的なミス、オフ
サイトセンターを想定した要員派遣と支援要請等への対応などプラント以外の状態）、これら要因の複数組み合わせ、シナリオ
上の判断分岐となるポイントやマルファンクションの数、マルチエンディング方式の採用などから、シナリオの多様化・難度の取
り組みについて総合的に確認する。

施
設

R1.10.15 R1.12.10

R2.2.18

区分

特
徴
的
な
実
施
内
容

6難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた。
平易なシナリオで

あった。
適度なシナリオであり、シナリオの多様化に努めていた。

全てのプレーヤに対して全ての
シナリオを提示

Ａ，Ｃ以外

R1.10.15
R1.12.10
R2.1.14

R1.9.24
R1.11.14
R2.2.18

R1.10.29 R1.9.24
R1.11.14

R2.1.14
R1.11.26

R2.3.6

3

原子力事業者防災訓練の改善への
取組

指標８ シナリオの多様化・難度

指標７ シナリオ非提示型訓練の実施状況
評価対象の
考え方など

　シナリオ非提示型訓練の実施状況について、範囲及び程度を確認する。
　シナリオを予見できる情報（発災前の施設運転状況、地震等の起因事象等といった訓練の前提条件は含まない）が事前演習
等も含め全く提示されていない場合をシナリオ非提示とする。

基
準 0
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評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(JAEA､JNFL)) 別添４－２
7／9

JAEA大洗研究開発センター（大洗研） JNFL 濃縮事業部
JAEA原子力科学研究所（原科研） JAEA新型転換炉原型炉ふげん（ふげん）
JNFL 埋設事業部 JAEA人形峠環境技術センター（人形峠）
JNFL 再処理事業部 JAEA高速増殖原型炉もんじゅ（もんじゅ）
JAEA核燃料サイクル工学研究所（核サ研）

記者会見 記者会見

②外部プレーヤ ③実施 ②外部プレーヤ ③実施

JAEA 大洗研 ○ ▲ 無し ○ JNFL 濃縮事業部 ○ ○ 東京電力HD ○ 模擬ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

JAEA 原科研 ○ ○ 防災関連のコンサルティング会社 ○ JAEA ふげん ○ ▲ 無し ○ 模擬ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

JNFL 埋設事業部 ○ ○ 東京電力HD ○ 模擬ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ JAEA 人形峠 ○ ○ 防災関連のコンサルティング会社 ○

JNFL 再処理事業部 ○ － コロナ対応で中止(予定：東京電力HD) ○ 模擬ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ JAEA もんじゅ ○ ▲ 無し ○

JAEA 核サ研 ○ ▲ 無し ○ 模擬ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

JAEA大洗研究開発センター（大洗研） JNFL 濃縮事業部
JAEA原子力科学研究所（原科研） JAEA新型転換炉原型炉ふげん（ふげん）
JNFL 埋設事業部 JAEA人形峠環境技術センター（人形峠）
JNFL 再処理事業部 JAEA高速増殖原型炉もんじゅ（もんじゅ）
JAEA核燃料サイクル工学研究所（核サ研）

事業所 ②原子力事業所災害対策支援拠点
との連動 原子力緊急事態支援組織
との連動 事業所 ②原子力事業所災害対策支援拠点
との連動 原子力緊急事態支援組織
との連動

JAEA 大洗研 ▲ 無し ○機構本部（モニタリングカー受入） ○遠隔資機材運搬・操作訓練 JNFL 濃縮事業部 ▲ 無し ○美浜支援センター（ロボット操作）

JAEA 原科研 ▲ 無し ○機構本部（モニタリングカー受入） ○遠隔資機材運搬・操作訓練 JAEA ふげん ▲ 無し ○遠隔資機材運搬・操作訓練

JNFL 埋設事業部 ▲ 無し ○美浜支援センター（ロボット操作） JAEA 人形峠 ▲ 無し ○いつき寮(モニタリングカー受入) － 対象外

JNFL 再処理事業部 ▲ 無し ○美浜支援センター（ロボット操作） JAEA もんじゅ ▲ 無し ○遠隔資機材運搬・操作訓練

JAEA 核サ研 ▲ 無し ○機構本部（モニタリングカー受入） ○美浜支援センター（ロボット操作）

評価対象の
考え方など

　事故対策のための情報共有と対外広報活動のための情報共有を円滑に行うために、どの程度現実的な状況を模擬している
か評価する。
　なお、②の記者等とはテレビや新聞の記者のほか、メディアトレーニングの講師なども対象とする。④の情報発信ツールにつ
いては、模擬ＨＰ掲載文を作成し、模擬ＨＰ等に掲載した場合にカウントする。
　広報活動においては、要素訓練も評価の対象に含める。複数の原子力事業所を有する事業者であって、本店の広報班等が
行う広報活動の内容が同一の場合に限り、他の原子力事業所の訓練を評価の対象に含める。

○ひばりヶ丘体育館グラウンド（遠隔資機材受入）

○ひばりヶ丘体育館グラウンド（遠隔資機材受入）

○第一千歳平寮（通信設備立上げ、エアーテント設置）

①ERC
と連動

事業所
①ERC
と連動

事業所

R2.3.6
R2.1.14

R2.2.18

指標９

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
②記者等の社外プレーヤの参加
③模擬記者会見の実施
④情報発信ツールを使った外部への情報発信

R1.10.15
R1.12.10
R1.10.29

特
徴
的
な
実
施
内
容

特
徴
的
な
実
施
内
容

原子力事業者防災訓練の
改善への取組

指標１０

施
設

区分

基
準

Ａ Ｂ

原子力事業者防災業務計画
に定める全ての項目を実動で実施

9

原子力事業者防災訓練の
改善への取組

0 原子力事業者防災業務計画に定める一部の項目を実動で実施

区分

ふげん・核サ研
訓練で実施

基
準

Ａ Ｂ Ｃ

３つ以上該当 9 １～２つ該当 該当なし

施
設

R1.10.15 R1.11.26
R1.12.10 R1.9.24
R1.10.29 R1.11.14
R2.3.6 R2.2.18
R2.1.14

0 0

④外部情報発
信

④外部情報発信

ふげん・核サ研
訓練で実施

①事業者間
支援活動

①事業者間
支援活動

R1.11.26
R1.9.24
R1.11.14

Ｃ

実動なし 0

後方支援活動
①事業者間の支援活動
②原子力事業所災害対策支援拠点との連動
③原子力緊急事態支援組織との連動

評価対象の
考え方など

　事故収束活動において、原子力施設外からの支援を想定した実動の訓練の状況を評価する。実動とは、物資又は人の移動
を伴い、かつ、移動先で物資や人を実際に機能させる訓練をいう（移動のみの場合は実動としない）。評価の対象とはしない
が、実動で訓練を行わない場合は実連絡を訓練で行っているか確認する。実連絡とは、実対応と同じ連絡先と情報のやり取り
を実施することをいう。
　後方支援活動においては、要素訓練も評価の対象に含める。

　①は原子力事業者防災業務計画に事業者間の協定等を定めている事業所、③は原子力緊急事態支援組織が求められてい
る事業所に限り評価対象とする。なお、事業者間の協定等がない事業所であって、自社の他事業所からの支援活動が定めて
いる場合は評価対象とする。

○第一千歳平寮（通信設備立上げ、エアーテント設置）

○第一千歳平寮（通信設備立上げ、エアーテント設置）
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評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(JAEA､JNFL)) 別添４－２
8／9

Ａ （－） Ｂ C

JAEA大洗研究開発センター（大洗研） JNFL 再処理事業部 JAEA核燃料サイクル工学研究所（核サ研）
JAEA原子力科学研究所（原科研） JAEA新型転換炉原型炉ふげん（ふげん）
JNFL 埋設事業部 JAEA高速増殖原型炉もんじゅ（もんじゅ）
JNFL 濃縮事業部
JAEA人形峠環境技術センター（人形峠）

①視察 事業所 ①視察
評価 即応Ｃ 緊対所 評価 即応Ｃ 緊対所

JAEA 大洗研 ○ 4 2 ○防災関連のコンサルティング会社 JNFL 再処理事業部 ○ 5 1 ○東北電力、電源開発

JAEA 原科研 ○ 3 2 ○東京大学、三菱原子燃料 ○防災関連のコンサルティング会社 JAEA 核サ研 ○ 2 2 ▲　無し ○防災関連のコンサルティング会社

JNFL 埋設事業部 ○ 5 1 ○東北電力、リサイクル燃料貯蔵 ○リサイクル燃料貯蔵 JAEA ふげん ○ 2 1 ▲　無し ○防災関連のコンサルティング会社

JNFL 濃縮事業部 ○ 3 1 ○核物質管理センター ○東京電力HD、東北電力 JAEA もんじゅ ○ 2 1 ▲　無し ○防災関連のコンサルティング会社

JAEA 人形峠 ○ 3 2 ○津山圏域消防組合 ○防災関連のコンサルティング会社

Ａ Ｂ Ｃ

JAEA大洗研究開発センター（大洗研） JAEA核燃料サイクル工学研究所（核サ研） JNFL 埋設事業部 JAEA人形峠環境技術センター（人形峠）
JAEA原子力科学研究所（原科研） JAEA新型転換炉原型炉ふげん（ふげん） JNFL 濃縮事業部
JNFL 再処理事業部 JAEA高速増殖原型炉もんじゅ（もんじゅ）

Ａ評価発電所 課題数 分析数 検討数 前回訓練から改善されていない課題 B評価事業所 課題数 分析数 検討数 前回訓練から改善されていない課題

JAEA 大洗研 4 4 4 ＥＲＣ対応者におけるＥＲＣ対応が不十分 JNFL 埋設事業部 12 12 11

JAEA 原科研 1 1 1

JNFL 再処理事業部 4 4 4 無し

JAEA 核サ研 2 2 2 無し Ｃ評価事業所 課題数 分析数 検討数 前回訓練から改善されていない課題

JAEA ふげん 4 4 4 ＥＲＣ対応者におけるＥＲＣ対応が不十分

JAEA もんじゅ 5 5 5

事業所

区分

基
準

原子力事業者防災訓練の
改善への取組

指標１２

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた対策

評価対象の
考え方など

　訓練実施及び訓練結果の自己評価において、適確に訓練における課題を抽出し、その課題に対する原因分析を行い、原因
分析結果を踏まえた対策の検討が行われ、具体的な対策の方針を定めているか確認する。防災訓練実施結果報告書の記載
により確認する。
　①については、問題点から本来どうすべきであったのか、所内ルール等と照らし何ができて何ができなかったのか分析した上
で課題が抽出されていること、②については、いわゆる「なぜなぜ分析」等が行われ原因を深掘りして分析されていることを確
認する。
　なお、訓練実施前に指標１で確認した情報フローについての自己評価については、この指標で確認する。

基
準 ３つ該当

区分

原子力事業者防災訓練の改善への
取組

指標１１

特
徴
的
な
実
施
内
容

特
徴
的
な
実
施
内
容

5

発
電
所

R1.10.15

R1.10.29
R1.11.26

R1.12.10

R1.11.14

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ

評価対象の
考え方など

　訓練の改善のため、他社の訓練を参考にする、又は自社の訓練への視察やピアレビュー等を求めるといった取組について確
認する。
　①は即応センターまたは緊急時対策所への視察を対象とする。また、③は原子力や防災に関連する第三者機関による評価
のほか、他原子力事業者を訓練評価者として受け入れた場合も実績に含める。

コロナ感染防止のため中止 1 ２～１つ該当 3 該当なし 0

R2.3.6 R2.1.14
R1.9.24
R2.2.18

1①のみ実施

R1.11.14
施
設

①及び②まで
実施されている

26①～③が実施されている

R1.10.15
R1.12.10

R1.10.29

R2.3.6

R2.1.14
R1.11.26R1.9.24

R2.2.18

③ピアレビュー等の受入れ②視察受入 ②視察受入 ③ピアレビュー等の受入れ

○日本核燃料開発､三菱原子燃料
量子科学技術研究開発機構

(－) コロナ感染防止で中止(予定:東北電力,
東京電力HD,電源開発,リサイクル燃料貯蔵)

原子力防災管理者が不在時における副原子力防災管理者によ
る原子力防災管理者の代行とその補助の体制が不十分

前回訓練からの課題（傷病者情報の説明の徹底）について、対策が検討された
が、本訓練及び11/26濃縮訓練で再発しており、検討が不十分だった。

JNFL 濃縮事業部 12 12 11

前回訓練からの課題（傷病者情報の説明の徹底）について、対策が検討された
が、本訓練及び11/26濃縮訓練で再発しており、検討が不十分だった。
2件：傷病者情報の説明の徹底、管理区域に入域している社員及び作業員の安否の把握

3件：関係機関へＦＡＸ送付する連絡様式への補足説明図面の未添
　　　付､ＥＲＣへの事象進展予測及び対策の説明不足、ＥＲＣから
　　　の質問に対する回答遅れ

JAEA 人形峠 7 6 6
通報連絡の遅延（特定事象発生通報の遅延）について、事業者自らの
原因分析がされなかった。
1件：通報連絡の遅延
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評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(JAEA､JNFL)) 別添４－２
9／9

Ｂ Ｃ

JAEA大洗研究開発センター（大洗研） JAEA核燃料サイクル工学研究所（核サ研） JAEA人形峠環境技術センター（人形峠）
JAEA原子力科学研究所（原科研） JNFL 濃縮事業部
JNFL 埋設事業部 JAEA新型転換炉原型炉ふげん（ふげん）
JNFL 再処理事業部 JAEA高速増殖原型炉もんじゅ（もんじゅ）

JAEA大洗研：訓練参加率：97％、訓練参加者：140名、計画人数：144名 JAEA核サ研：訓練参加率：95％、訓練参加者：211名、計画人数：220名 JAEA人形峠：訓練参加率：89％、訓練参加者：196名、計画人数：218名

JAEA原科研：訓練参加率：100％、訓練参加者：74名、計画人数：74名 JNFL濃縮事業部：訓練参加率：93％、訓練参加者：90名、計画人数：97名

JNFL埋設事業部：訓練参加率：97％、訓練参加者：105名、計画人数　：108名 JAEAふげん：訓練参加率：94％、訓練参加者：71名、計画人数：75名

JNFL再処理事業部：訓練参加率：92％、訓練参加者：418名、計画人数：456名 JAEAもんじゅ：訓練参加率：100％、訓練参加者：106名、計画人数：106名

Ｂ Ｃ

JAEA大洗研究開発センター（大洗研） JAEA核燃料サイクル工学研究所（核サ研） JNFL 再処理事業部
JAEA原子力科学研究所（原科研） JAEA新型転換炉原型炉ふげん（ふげん） JAEA高速増殖原型炉もんじゅ（もんじゅ）

JAEA大洗研：訓練参加率：100％、訓練参加者：34名、計画人数：34名 JAEA核サ研：訓練参加率：114％、訓練参加者：57名、計画人数：50名 JNFL再処理事業部：訓練参加率：87％、訓練参加者：101名、計画人数：115名

JAEA原科研：訓練参加率：96％、訓練参加者：32名、計画人数：33名 JAEAふげん：訓練参加率：94％、訓練参加者：49名、計画人数：52名 JAEAもんじゅ：訓練参加率：87％、訓練参加者：47名、・計画人数：54名

参考事項

事業所 10条通報に要した時間(分) 現場実動訓練の実施 訓練後経過日数

JAEA 大洗研 10 13 178日

JAEA 原科研 10 12 8 183日

JNFL 埋設事業部 8 6 11 227日

JNFL 再処理事業部 10 11 11 112日

JAEA 核サ研 3 10 135日

JNFL 濃縮事業部 8 6 11 119日

JAEA ふげん 1 1 14 274日

JAEA 人形峠 14 15
▲

23
244日

JAEA もんじゅ 8 7 11 11 143日

原子力事業者防災訓練の実績 指標１３ 緊急時対応要員の訓練参加率（事業所）
評価対象の
考え方など

　原子力防災要員の総数のうち本訓練を受ける必要のある者を分母として、参加率を確認する。
　訓練参加者には、プレーヤと緊急時対応の習熟効果が期待されるためコントローラを含めるが、評価者は含めない。
　　訓練参加率　＝　訓練に参加した人数　÷　訓練計画時に計画した参加人数

原子力事業者防災訓練の実績 指標１４ 緊急時対応要員の訓練参加率（即応センター）
評価対象の
考え方など

　参集が必要な要員の総数のうち本訓練を受ける必要のある者を分母として、参加率を確認する。
　訓練参加者には、プレーヤと緊急時対応の習熟効果が期待されるためコントローラを含めるが、評価者は含めない。
　　訓練参加率　＝　訓練に参加した人数　÷　訓練計画時に計画した参加人数
　なお､この指標は即応センターが求められている事業所に限り評価対象とする。

R1.10.15
R1.11.26R1.12.10

R1.10.29

区分

施
設

R1.10.15

基
準

Ａ

参集が必要な要員の総数のうち本訓練を受ける必要のある者の９０％以上 4

R1.9.24

0

実
施
内
容

区分

基
準

Ａ

原子力防災要員の総数のうち本訓練を受ける必要のある者の９０％以上 8

実
施
内
容

施
設

R2.3.6 R2.2.18

R2.1.14

８０％未満８０％以上、９０％未満 1

R1.11.14

総合訓練で実施：HTTRにおいて、全電源喪失時の仮設計器による原子炉等の監視、代替の通信連絡、作業用照明設置及び可搬型計器による計測対応訓練。
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与:なし。　・連携状況：現場、緊急時対策所、機構本部と連携。　・他事業者評価：なし（他拠点の訓練モニタ）

総合訓練で実施：:NSRR全制御棒の固着発生及び原子炉プール水位の低下に伴う事故現場防護活動要員（放射線防護衣を着用）による炉室内での緊急時対応訓練
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与:なし。　・連携状況:現場、緊急時対策所、機構本部と連携。　・他事業者評価:なし（他拠点の訓練モニタ）

総合訓練で実施：:模擬廃棄体養生作業。
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与:なし。　・連携状況:現場、緊急時対策所、全社対策本部と連携。　・他事業者評価:なし。

総合訓練で実施：ホース展張作業、可搬型空気圧縮機起動
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与:あり(余震による対策要員の一部負傷)。　・連携状況:現場、緊急時対策所、機構本部と連携。　・他事業者評価:なし。

R2.3.6

８０％以上、９０％未満 2 ８０％未満

R2.2.18

0

R2.1.14
R1.12.10 R1.9.24

R2.6.24

R2.7.15

R2.7.10

総合訓練で実施：HAW施設において、冷却水供給用ホース敷設、ｴﾝｼﾞﾝﾎﾟﾝﾌﾟ及び組立式水槽設置。ﾎｲﾙﾛｰﾀﾞｰによる瓦礫撤去､不整地走行車による緊急時資機材の運搬
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与:なし。　・連携状況:現場、緊急時対策所、機構本部と連携。　・他事業者評価:なし（他拠点の訓練モニタ）。

実施状況:総合訓練：:建屋放水訓練、機器損傷箇所および外壁亀裂箇所への養生。
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与:なし。　・連携状況:現場、緊急時対策所、全社対策本部と連携。　・他事業者評価:なし。

総合訓練で実施：使用済燃料貯蔵ﾌﾟｰﾙ水位低下に伴う水補給訓練。
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与:あり(応急活動アクセス困難（障害物有）)。　・連携状況:現場、緊急時対策所、即応センターと連携。　・他事業者評価:なし（他拠点の訓練モニタ）

総合訓練で実施：消火訓練､ｼﾘﾝﾀﾞからの漏洩閉止措置に関する訓練。　・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与:あり(アクセスルートに瓦礫及び公設消防到着遅れによる消火活動阻害)
・連携状況:現場、緊急時対策所、機構本部と連携。　・他事業者評価:津山圏域消防組合

総合訓練で実施：移動式電源車による電源接続盤へのケーブル接続及び燃料池冷却水供給用ホースの敷設。
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与:なし。　・連携状況:現場、緊急時対策所、機構本部と連携。　・他事業者評価:なし。

訓練報告書
届出日

R2.4.10

R2.6.10

R2.6.12

R2.6.26

R2.5.28

R2.6.12
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評価指標に基づく評価結果(一覧)(核燃料施設等(JAEA､JNFLを除く)) 別添４－３
1/2

Ａ Ｂ Ｃ

１

(D)

緊急時対策所とＥＲＣプラント班との
情報共有

改善の取組によ
り能力向上が図
られている

一部に改善の余
地がある

一層の改善が必
要である

A

○緊対所内情報を主体的かつ積極的に適時連絡できていた。
○特定事象に係る時系列変動データをグラフ化し適時提示できていた。
○ＥＲＣプラント班からの問合せに対し漏れなく適時回答できていた。
○発生した事象及び対応状況についてＥＲＣ書架資料を活用し判りやす
い丁寧な説明ができていた。
　但し、ＥＲＣ書架資料として、事象や周辺公衆への影響緩和の応急処
置についての更なる充実を期待する。

C

▲警戒事態発生後、ＥＲＣプラント班への情報共有のための通話接続の
対応が21分後であり遅かった。
▲報告値の確認時刻、単位、増減傾向、事象の発生原因などの発話や説
明が昨年同様に改善されていなかった。
▲ＥＲＣプラント班からの問合せに対し一部回答ができていなかった。
▲緊対所内の重要な情報（避難情報、負傷者への処置情報、特定事象へ
の進展予測、応急対策、特定事象の判断基準を下回ったこと等）がＥＲ
Ｃ対応者への伝達が十分でなかったため、ＥＲＣプラント班への情報共
有が不足していた。

B

○緊対所（緊急対策本部）内情報を主体的かつ積極的に適時連絡できて
いた。
○発生した事象及び対応状況についてＥＲＣ書架資料を活用し判りやす
い丁寧な説明ができていた。
○発生事象に対する応急処置計画／実績を適時連絡できていた。
　但し、事象の進展予測について情報提供ができていなかった。
▲重要度の高い事象の優先的な情報提供ができていなかった。
▲ＥＲＣプラント班からの問合せに対し一部回答ができていなかった。

B

○緊対所内情報を主体的かつ積極的に適時連絡できていた。
○発生した事象及び対応状況についてＥＲＣ書架資料を活用し判りやす
い丁寧な説明ができていた。
○ＥＲＣプラント班からの問合せに対し漏れなく適時回答できていた。
○発生事象に対する進展予測及び応急処置計画／実績を適時連絡できて
いた。但し、施設状況、放射線モニタリング状況、事象の進展予測及び
応急対応状況を示すＣＯＰシートの確実な運用を期待する。
▲FAX送信後のFAX内容について説明がなされなかった。

A

○緊対所内情報を主体的かつ積極的に適時連絡できていた。
○発生した事象及び対応状況についてＥＲＣ書架資料を活用し判りやす
い丁寧な説明ができていた。
○ＥＲＣプラント班からの問合せに対し漏れなく適時回答できていた。
○発生事象に対する施設情報、進展予測及び応急処置計画／実績をＣＯ
Ｐシートとして作成／更新し適時情報共有ができていた。
△放射線モニタリング状況のグラフを、メールを用いて適時報告できて
いた。但し、ＥＡＬ判断基準を下回ったことについて説明内容が不明瞭
であった。
○施設情報等を取り纏めるホワイトボートの様式を見直すことにより、
整理された情報としてＥＲＣプラント班と情報共有できていた。

B

○緊対所内情報を主体的かつ積極的に適時連絡できていた。
○モニタリングポストの変動値について継続的な情報提供ができてい
た。但しＥＡＬ基準値を越えた以降は提供できていなかった。
○ＥＲＣプラント班からの問合せに対し漏れなく適時回答できていた。
▲ＡＬ事象（震度６弱）発生による初期情報としての災害状況の説明が
十分できていなかった。
▲戦略シート（ＣＯＰ）が更新されず応急措置の実施状況の情報提供が
できていなかった。
▲モニタリングポスト＞１μＳｖ到達時にＥＡＬ基準の放射線量（γ＋
中性線）≧５μＳｖと対比し監視の必要性について説明ができていな
かった。
▲10条確認会議でＧＥ事象への進展予測の説明ができていなかった。

2

(D)

確実な通報・連絡の実施
①FAX等の通報が15分以内
②通報文の正確性
③EAL判断根拠の説明
④第25条報告

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

A

４つ該当

○①FAX等の通報
第１０条事象:4分
第１５条事象:4分

○②通報文の正確性
誤記、漏れはなかった。

○③EAL判断根拠の説明
判断根拠の説明が明瞭であった。

○④第２５条報告
事象の進展に応じ、適切な間隔とタイミングで継続して行われた。（３
回報告）

B

３つ該当

○①FAX等の通報
第１０条＆第１５条事象:7分
※１０条事象と１５条事象は同時発災

▲②通報文の正確性
記載漏れや不明瞭な記述あり、訂正報も発出できなかった。

○③EAL判断根拠の説明
防災業務計画に基づき判断根拠の説明ができた。

○④第２５条報告
事象の進展に応じ、適切な間隔で継続して報告できた。（３回報告）

C

２つ以下

○①FAX等の通報
第１０条事象:1回目;4分、2回目;5分
第１５条事象:9分

▲②通報文の正確性
記載漏れあり、、訂正報も発出できなかった。

▲③EAL判断根拠の説明
判断根拠の明確な説明ができなかった。

○④第２５条報告
事象の進展に応じ、適切な間隔で継続して報告できた。（２回報告）

B

３つ該当

○①FAX等の通報
第１０条事象:12分
第１５条事象:6分

▲②通報文の正確性
誤記、記載漏れあり、訂正報も発出できなかった。

○③EAL判断根拠の説明
判断根拠の説明が明瞭であった。

○④第２５条報告
事象の進展に応じ、適切な間隔とタイミングであった。（２回報告）但
し一部記載項目に不明瞭な箇所があった。

A

４つ該当

○①FAX等の通報
第１０条事象:10分
第１５条事象:10分

○②通報文の正確性
誤記、漏れはなかった。

○③EAL判断根拠の説明
判断根拠の説明が明瞭であった。

○④第２５条報告
事象の進展に応じ、適切な間隔とタイミングであった。（３回報告）但
し一部記載に不明瞭な箇所があった。

B

３つ該当

○①FAX等の通報
第１０条事象:3分
第１５条事象:10分

▲②通報文の正確性
誤記が散見され訂正報も発出できなかった。

○③EAL判断根拠の説明
判断根拠の説明が明瞭であった。

○④第２５条報告
事象の進展に応じ、適切な間隔で継続して報告できた。（２回報告）

3

(D)

通信機器の操作
（緊急時対策所とＥＲＣプラント班を
接続する通信機器の操作）

通信機器の操作
に習熟し、円滑
に対応していた

通信機器の操作
に支障はない
が、更なる習熟
が望まれる

通信機器の操作
に支障があり、
改善が必要であ
る

A

通信機器の操作に習熟し、円滑に対応していた。

・ＥＲＣプラント班との交信のための電話会議システム接続はスムーズ
であり、FAX及び新たにメールでの通信機器の操作も支障なくできた。

A

通信機器の操作に習熟し、円滑に対応していた。

・ＥＲＣプラント班との交信のための電話会議システム接続はスムーズ
であり、代替FAXへの切替え対応も含め通信機器の操作も支障なくでき
た。 B

通信機器の操作に支障はないが、更なる習熟が望まれる

・FAX通信機器の操作およびＥＲＣプラント班との常時接続用の電話会
議システム接続はスムーズであったが、断線によって交信が一時不能と
なった際に速やかな代替通信機による常時接続の回復ができなかった。 A

通信機器の操作に習熟し、円滑に対応していた。

・ＥＲＣプラント班との交信のための電話会議システム接続はスムーズ
であり、FAXでの通信機器の操作も支障なくできた。

A

通信機器の操作に習熟し、円滑に対応していた。

・ＥＲＣプラント班との交信のための電話会議システム接続はスムーズ
であり、FAX及び新たにメールでの通信機器の操作も支障なくできた。

A

通信機器の操作に習熟し、円滑に対応していた。

・ＥＲＣプラント班との交信のための電話会議システム接続はスムーズ
であり、FAXでの通信機器の操作も支障なくできた。

4

(P)

中期計画の見直し 前年度の訓練結
果を踏まえ中期
計画に対して見
直しの検討を行
い、今年度の訓
練計画を策定
し、計画的に教
育や訓練等を実
施している。

前年度の訓練結
果を踏まえ中期
計画に対して見
直しの検討を行
い、今年度の訓
練計画を策定し
ている。

前年度の訓練結
果を踏まえ中期
計画に対して見
直しの検討を
行っていない。

A

中期計画の見直し
・令和元年8月
〇前回までの訓練実績の分析／評価に基づいて中期計画の見直しを行っ
ている。

A

中期計画の見直し
・令和元年9月
〇前回までの訓練実績の分析／評価に基づいて中期計画の見直しを行っ
ている。

A

中期計画の見直し
・令和元年4月
〇前回までの訓練実績の分析／評価に基づいて中期計画の見直しを行っ
ている。

A

中期計画の見直し
・令和元年10月
〇前回までの訓練実績の分析／評価に基づいて中期計画の見直しを行っ
ている。

A

中期計画の見直し
・令和元年7月
〇前回までの訓練実績の分析／評価に基づいて中期計画の見直しを行っ
ている。

A

中期計画の見直し
・令和元年11月
〇前回までの訓練実績の分析／評価に基づいて中期計画の見直しを行っ
ている。

5

(P)

前回までの訓練の訓練課題を踏まえた
訓練実施計画等の策定

訓練実施計画等
が、前回までの
訓練の課題につ
いて検証できる

訓練実施計画等
が、一部前回ま
での訓練の課題
について検証で
きない

訓練実施計画等
が、前回までの
訓練の課題につ
いて検証できな
い

A

訓練実施計画等が、前回までの訓練の課題について検証できる訓練シナ
リオを設定している。

A

訓練実施計画等が、前回までの訓練の課題について検証できる訓練シナ
リオを設定している。

A

訓練実施計画等が、前回までの訓練の課題について検証できる訓練シナ
リオを設定している。

A

訓練実施計画等が、前回までの訓練の課題について検証できる訓練シナ
リオを設定している。

A

訓練実施計画等が、前回までの訓練の課題について検証できる訓練シナ
リオを設定している。

A

訓練実施計画等が、前回までの訓練の課題について検証できる訓練シナ
リオを設定している。

6

(P)

シナリオ非提示型訓練の実施状況 全てのプレーヤ
に対して全ての
シナリオを非提
示

Ａ，Ｃ以外 全てのプレーヤ
に対して全ての
シナリオを提示

B

一部のプレーヤに対して非提示
・正／副防災管理者及び各機能班長以外は非開示で実施。

B

一部のプレーヤに対して非提示
・正／副防災管理者以外は非開示で実施。

B

一部のプレーヤに対して非提示
・緊急対策本部及び現地指揮本部で状況判断や指揮命令を行うプレーヤ
以外は非開示で実施。

B

一部のプレーヤに対して非提示
・ＥＲＣ対応者以外は非開示で実施。

B

一部のプレーヤに対して非提示
・副防災管理者、グループリーダ、ＥＲＣ対応者、通報担当者以外は非
開示で実施。

B

一部のプレーヤに対して非提示
・正防災管理者以外は非開示で実施。

7

(P)

シナリオの多様化・難度 難度が高く多様
なシナリオに取
り組んでいた

適度なシナリオ
であり、シナリ
オの多様化に努
めていた

平易なシナリオ
であった

A

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた。

【シナリオ概要】
平日昼間帯に、燃料ホットラボ施設内で火災発生、鎮火後に燃料プール
内でハンドリング中の照射済燃料集合体の落下等により全面緊急事態に
至る

【シナリオ多様化】
・発災エリアでの汚染負傷者を設定
・防災要員の体制として８名の副防災管理者のうち２名不在を設定
・機器（発災場所近傍のエリアモニタ、屋外モニタリング用サーベイ
メータ）故障を設定 A

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

【シナリオ概要】
平日勤務時間帯に発生した震度６弱の地震により、ＮＣＡ施設内で火災
が発生し燃料室への延焼により燃料が破損し、全面緊急事態に至る

【シナリオ多様化】
・現場での火災及び初期消火失敗による火災エリア拡大を設定
・排気筒ダンパ作動不良を設定
・火災エリアでの身体汚染なしの負傷者を設定
・緊急時使用ＦＡＸ機故障を設定

A

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

【シナリオ概要】
平日昼間帯に発生した震度６強の地震とその余震により、５MWにて運転
中であった研究用原子炉（KUR）の冠水維持バウンダリが損傷し、炉心
タンク水位が低下して全面緊急事態に至るとともに、停止中の臨界集合
体実験装置（KUCA）の燃料室の燃料保管容器が燃料貯蔵棚から落下して
施設敷地緊急事態に至る

【シナリオ多様化】
・地震による所内電源の停電を設定
・複数の特定事象の発生を複数施設に設定
・外来者の存在を設定
・発災エリアでの汚染負傷者を設定

A

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

【シナリオ概要】
平日昼間帯に発生した震度６弱の地震により、１MWにて運転中であった
原子炉の停止機能が喪失し、その後震度６強の地震により炉心損傷し、
全面緊急事態に至る

【シナリオ多様化】
・地震による原子炉停止機能異常、原子炉制御室に関する異常、障壁
（炉心）損傷、原子炉生体遮蔽タンク損傷の複数の異常を設定
・複数の特定事象の同時発災を設定
・外来者の存在を設定
・発災エリアでの汚染負傷者を設定

A

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

【シナリオ概要】
平日昼間帯にホットラボ施設の燃料貯蔵プール内で燃料集合体が震度６
弱の地震により、損傷し、全面緊急事態に至る

【シナリオ多様化】
・商用電源の喪失を設定
・発災エリアでの汚染負傷者を設定
・火災報知器発報を設定

B

適度なシナリオであり、シナリオの多様化に努めていた

【シナリオ概要】
平日昼間帯に原子炉棟原子炉実験室で燃料集合体が震度６弱の地震によ
り、大型蒸留装置が転倒し、全面緊急事態に至る

【シナリオ多様化】
・発災エリアでの汚染水拡散を設定
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(D)

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
②記者等の社外プレーヤの参加
（他原子力事業者広報担当等を含む）
③模擬記者会見の実施
④情報発信ツールを使った外部への情
報発信

３つ以上該当 ２～１つ該当 該当なし

A

３つ該当
▲①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　なし
○②記者等の社外プレーヤの参加（他原子力事業者広報担当等を含む）
　三菱原子燃料総務部長が模擬記者役として対応
○③模擬記者会見の実施
　社外（三菱原子燃料）、社内関係者等が模擬記者として模擬記者会見
を実施
○④情報発信ツールを使った外部への情報発信
　発災場所の写真、プレス文を社の訓練用模擬ＨＰに掲載

C

該当なし
▲①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　なし
▲②記者等の社外プレーヤの参加（他原子力事業者広報担当等を含む）
　なし
▲③模擬記者会見の実施
　なし
▲④情報発信ツールを使った外部への情報発信
　なし
但し、広報班によるプレス配布資料作成の要素訓練は実施。

B

１つ該当
▲①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　なし
▲②記者等の社外プレーヤの参加（他原子力事業者広報担当等を含む）
　なし
○③模擬記者会見の実施
　研究所の所員が模擬記者として模擬記者会見を実施。
▲④情報発信ツールを使った外部への情報発信なし、
    但し、広報文の作成までを実働で実施。

C

該当なし
▲①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　なし
▲②記者等の社外プレーヤの参加（他原子力事業者広報担当等を含む）
　なし
▲③模擬記者会見の実施
　なし
▲④情報発信ツールを使った外部への情報発信
　なし、但し、広報文の作成及び掲載依頼までを実働で実施。

B

２つ該当
▲①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　なし
○②記者等の社外プレーヤの参加（他原子力事業者広報担当等を含む）
　グローバル・ニュークリア・フュエル・ジャパンが模擬記者役として
対応
○③模擬記者会見の実施
　グローバル・ニュークリア・フュエル・ジャパンが模擬記者役模擬記
者会見を実施。
▲④情報発信ツールを使った外部への情報発信なし、
    但し、広報文の作成までを実働で実施。

A

３つ該当
○①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　プレス文案をレビュー依頼としてＥＲＣ広報班へＦＡＸ送信を実施
▲②記者等の社外プレーヤの参加（他原子力事業者広報担当等を含む）
　なし、ただし本学の広報担当が模擬記者役として対応
○③模擬記者会見の実施
　本学(当専攻外)の教職員が模擬記者として模擬記者会見を実施
○④情報発信ツールを使った外部への情報発信
　事象の状況等を訓練用模擬ＨＰに掲載
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(D)

後方支援活動
①原子力事業者間の支援活動
②原子力事業所災害対策支援拠点との
連動

原子力事業者防
災業務計画に定
める全ての項目
を実動で実施

原子力事業者防
災業務計画に定
める一部の項目
を実動で実施

実動なし

B

原子力事業者防災業務計画に定める一部の項目を実動で実施
▲①事業者間の支援活動
　なし
○②原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　要素訓練にて災害対策支援拠点である三菱原子燃料に対し、資機材輸
送、緊対所本部との通信確認を実施。

A

原子力事業者防災業務計画に定める全ての項目を実動で実施
－①事業者間の支援活動（原子力事業者防災業務計画に定めなし）
○②原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　救護訓練として、災害対策支援拠点より産業医、看護師の要請／受入
れを実働で実施。また、総務班、資材班、産業医、看護師による災害対
策支援拠点の設営を要素訓練にて実施。

C

原子力事業者防災業務計画に定める一部の項目を実動で実施
▲①事業者間の支援活動
　なし
▲②原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　なし、但し、工作資材班が資材倉庫に移動し、災害対策支援拠点の設
営のために資機材の確認までを実働で実施。

B

原子力事業者防災業務計画に定める一部の項目を実動で実施
▲①事業者間の支援活動
　なし
○②原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　要素訓練にて資機材の輸送を想定し、台車を用いた災害対策支援拠点
への徒歩による経路確認（所要時間：８分）を実施。

B

原子力事業者防災業務計画に定める一部の項目を実動で実施
▲①事業者間の支援活動
　なし
○②原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　災害対策支援拠点（日揮ホールディングス）へ配備する資機材の搬送
を実施。

B

原子力事業者防災業務計画に定める一部の項目を実動で実施
▲①事業者間の支援活動
　なし
○②原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　災害対策支援拠点へ要員の派遣を実施。
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(A)

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ
④ＥＲＣへの訓練視察

３つ以上該当 ２～１つ該当 該当なし

A

４つ該当
○①他事業者への視察
　あり（三菱原子燃料、ＪＡＥＡ大洗）
○②自社訓練の視察受入れ
　あり（三菱原子燃料）
○③ピアレビュー等の受入れ
　あり（三菱原子燃料）
○④ＥＲＣへの訓練視察
　あり（ＮＦＤ、グローバル・ニュークリア・フュエル・ジャパン）

A

４つ該当
○①他事業者への視察
　あり（原子燃料工業株式会社熊取事業所及び東海事業所）
○②自社訓練の視察受入れ
　あり（原子燃料工業株式会社熊取事業所及び東海事業所）
○③ピアレビュー等の受入れ
　あり（原子燃料工業株式会社熊取事業所及び東海事業所）
○④ERCへの訓練視察
　あり（ＮＤＣ、ＮＭＣＣ六ヶ所）

A

３つ該当
○①他事業者への視察
　あり（関西電力（株）大飯発電所）
○②自社訓練の視察受入れ
　あり（原子燃料工業株式会社熊取事業所、近畿大学原子力研究所）
○③ピアレビュー等の受入れ
　あり（原子燃料工業株式会社熊取事業所、近畿大学原子力研究所）
▲④ERCへの訓練視察
　なし

A

４つ該当
○①他事業者への視察
　あり（京都大学複合原子力科学研究所）
○②自社訓練の視察受入れ
　あり（京都大学複合原子力科学研究所）
○③ピアレビュー等の受入れ
　あり（京都大学複合原子力科学研究所）
○④ERCへの訓練視察
　あり（京都大学複合原子力科学研究所）

A

４つ該当
○①他事業者への視察
　あり（JAEA大洗研究所、グローバル・ニュークリア・フュエル・ジャ
パン）
○②自社訓練の視察受入れ
　あり（グローバル・ニュークリア・フュエル・ジャパン）
○③ピアレビュー等の受入れ
　あり（グローバル・ニュークリア・フュエル・ジャパン）
○④ERCへの訓練視察
　あり（ニュークリア・デベロップメント、東芝エネルギーシステムズ
原子力技術研究所、京都大学複合原子力科学研究所、近畿大学原子力研
究所、東京大学大学院工学系研究科原子力専攻、核物質管理センター東
海保障措置センター）

B

２つ該当
○①他事業者への視察
　あり（JAEA原子力科学研究所）
▲②自社訓練の視察受入れ
　なし
▲③ピアレビュー等の受入れ
　なし
○④ERCへの訓練視察
　あり（京都大学複合原子力科学研究所、グローバル・ニュークリア・
フュエル・ジャパン、核物質管理センター六ヶ所保障措置センター、原
燃工熊取事業所）
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(C)
(A)

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた対策

①～③が実施さ
れてる

①及び②まで実
施されている

①のみ実施

A

①～③が実施されている
○①課題、問題点の抽出
　４件の課題、問題点が抽出されている。
○②原因分析
　４件の課題、問題点に対して原因分析されている。
○③原因分析結果を踏まえた対策
　４件の課題、問題点に対して原因分析を踏まえた対策が検討されてい
る。

A

①～③が実施されている
○①課題、問題点の抽出
　７件の課題、問題点が抽出されている
○②原因分析
　７件の課題、問題点に対して原因分析されている
○③原因分析結果を踏まえた対策
　７件の課題、問題点に対して原因分析を踏まえた対策が検討されてい
る

A

①～③が実施されている
○①課題、問題点の抽出
　１３件の課題、問題点が抽出されている
○②原因分析
　１３件の課題、問題点に対して原因分析されている
○③原因分析結果を踏まえた対策
　１３件の課題、問題点に対して原因分析を踏まえた対策が検討されて
いる

A

①～③が実施されている
○①課題、問題点の抽出
　６件の課題、問題点が抽出されている
○②原因分析
　６件の課題、問題点に対して原因分析されている
○③原因分析結果を踏まえた対策
　６件の課題、問題点に対して原因分析を踏まえた対策が検討されてい
る

A

①～③が実施されている
○①課題、問題点の抽出
　３件の課題、問題点が抽出されている
○②原因分析
　３件の課題、問題点に対して原因分析されている
○③原因分析結果を踏まえた対策
　３件の課題、問題点に対して原因分析を踏まえた対策が検討されてい
る

A

①～③が実施されている
○①課題、問題点の抽出
　５件の課題、問題点が抽出されている
○②原因分析
　５件の課題、問題点に対して原因分析されている
○③原因分析結果を踏まえた対策
　５件の課題、問題点に対して原因分析を踏まえた対策が検討されてい
る

原
子
力
事
業
者

防
災
訓
練
の
実
績

12
(P)
(D)

緊急時対応要員の訓練参加率
（事業所）

原子力防災要員
の総数のうち本
訓練を受ける必
要のある者の９
０％以上

８０％以上、
９０％未満

８０％未満

A

９０％以上

（対象人員；７４名、訓練参加者；８９名）

A

９０％以上

（対象人員；５３名、訓練参加者；６４名）

A

９０％以上

（対象人員；１２３名、訓練参加者；１１２名）

C

８０％未満

（対象人員；２３名、訓練参加者；１７名）

A

９０％以上
・訓練参加率；９２％
(対象人員；７５名、訓練参加者６９名)

A

９０％以上
・訓練参加率；１２２％
(対象人数；３１名、訓練参加者；３８名)

１０条確認会議等の対応

現場実動訓練の実施 総合防災訓練時に、防護隊は活動本部と連携して、消火活動、敷地周辺警
備、屋外での環境モニタリング、グリーンハウスを設置しての負傷汚染者
の除染作業、現場入域者の出入管理（汚染検査含む）を実働で実施。
総合防災訓練時は、三菱原子燃料に対し原子力事業所災害支援拠点立上げ
を要請する可能性ありとの通信連絡まで実動で訓練したが、別途、資機材
輸送、緊急時対策所－支援拠点間での情報送受信（電話、ＦＡＸ、電子
メール）を要素訓練として実施。

緊急対策本部と連携した現場での代替注水、代替電源確保、緊急時モニタ
リング、汚染負傷者の救助活動を実働訓練として実施。

ＥＲＣプラント班は事業者との１０条確認会議、１
５条認定会議を開催するが、ＥＲＣプラント班から
の会議招集に対し速やかに対応できたか、会議にお
いて組織を代表する者が発生事象、事象進展の予
測、事故収束対応等の説明が適切かつ簡潔に行われ
たか確認する。

現場実動訓練の実施状況を確認する。
確認対象とする現場実動訓練は、総合訓練時に事故
シナリオに基づき実施する緊急時対策所の活動と連
携した現場実動訓練を対象とする。
総合訓練時を模擬し、緊急時対策所と連携した現場
実動訓練を要素訓練等として実施する訓練も確認の
対象に含める。
なお、プラントに対する訓練を対象とし、退避誘導
訓練や原子力災害医療訓練訓練等は含めない。

・技術班、放射線班、救護班、警備誘導班を対象に防護装備装着訓練を要
素訓練として実施し、総合訓練では各班が原子力対策本部と連携して防護
装備を支障なく装着した防災活動を実動で実施。

緊急対策本部と指示／報告を連携した現場実動の訓練として以下を実施し
た。
①除染訓練；身体汚染者（模擬）に対するシャワー水除染及び鼻スミヤ及
びホールボディカウンタによる内部被ばく測定。
②救護訓練；負傷者（模擬）を救急車（模擬）まで担架搬送し、救急車で
の移送。
③収束活動訓練；緊急作業要員の防護装備(ライフゼム)の装着での入域・
退域。

総合防災訓練時に、発災現場対応部隊は緊急作業団本部と連携して、放射
線モニタリング、グリーンハウスを設置しての除染作業を実働で実施。

・会議には原子炉主任技術者が参加した。
・EALの判断根拠の説明は行った。しかしながら進展予測及び応急対策につ
いての説明が不十分であった。

緊急対策本部と連帯し、原子炉停止機能回復作業、汚染拡大防止作業、緊
急時モニタリング、負傷者救助活動を実働訓練として実施した。

11月19日

情
報
共
有
・
通
報

原
子
力
事
業
者
防
災
訓
練
の
改
善
へ
の
取
組

備
考

・会議には副原子力防災管理者が参加した。
・事象の説明、進展予測及び応急対策について主体的に説明ができてい
た。

・会議には副原子力防災管理者が参加した。
・発生事象の説明はできたが、事象の進展予測や周辺公衆への影響緩和の
戦略の明確な説明が不足していた。

・会議招集は速やかに対応できた。
・会議には副原子力防災管理者が参加した。
・発生事象、EAL判断根拠、応急処置計画について説明できたが、事象の進
展予測について説明できなかった。

・会議には副原子力防災管理者が参加した。
・事象の説明、進展予測及び応急対策について主体的に説明ができてい
た。

・会議には原子力防災管理者が参加した。
・発生事象の説明、進展予測及び応急対策について主体的かつ適切に説明
ができていた。

評価指標だけで表せない取組等を記述する。

近畿大学原子力研究所

11月5日10月1日 12月20日12月3日10月8日

ニュークリア・デベロップメント株式会社 東京大学大学院工学系研究科原子力専攻日本核燃料開発株式会社東芝原子力技術研究所 京都大学複合原子力科学研究所区
分

№ 指標
基準
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評価指標に基づく評価結果(一覧)(核燃料施設等(JAEA､JNFLを除く)) 別添４－３
2/2

１

(D)

緊急時対策所とＥＲＣプラント班との
情報共有

2

(D)

確実な通報・連絡の実施
①FAX等の通報が15分以内
②通報文の正確性
③EAL判断根拠の説明
④第25条報告

3

(D)

通信機器の操作
（緊急時対策所とＥＲＣプラント班を
接続する通信機器の操作）

4

(P)

中期計画の見直し

5

(P)

前回までの訓練の訓練課題を踏まえた
訓練実施計画等の策定

6

(P)

シナリオ非提示型訓練の実施状況

7

(P)

シナリオの多様化・難度

8

(D)

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
②記者等の社外プレーヤの参加
（他原子力事業者広報担当等を含む）
③模擬記者会見の実施
④情報発信ツールを使った外部への情
報発信

9

(D)

後方支援活動
①原子力事業者間の支援活動
②原子力事業所災害対策支援拠点との
連動

10

(A)

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ
④ＥＲＣへの訓練視察

11

(C)
(A)

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた対策

原
子
力
事
業
者

防
災
訓
練
の
実
績

12
(P)
(D)

緊急時対応要員の訓練参加率
（事業所）

１０条確認会議等の対応

現場実動訓練の実施

情
報
共
有
・
通
報

原
子
力
事
業
者
防
災
訓
練
の
改
善
へ
の
取
組

備
考

評価指標だけで表せない取組等を記述する。

区
分

№ 指標

B

○情報確認時刻とともにプラント情報は書画装置の活用もあってタイム
リーに報告された。
○ERCからの質問に対しても概ね適切に回答がなされていた。
○ERC対応者への各種サポートがなされていた。
○リエゾンはERC対応者の説明を補足し積極的に情報共有のサポートを
積極的に行っていた。
▲発災初期に報告すべきいくつかの情報のうち、確認中であった項目に
は全く言及がなかったため、報告される予定が有るのか否かがＥＲＣへ
伝わらなかった。
▲ERC側に提示する定期的なモニタリング情報と各モニタリング情報の
重要度の説明が不足していた。
▲ERC備え付け資料を積極的に活用して情報共有できていたが、説明に
必要な資料が一部不足していたために説明に時間を要した。今後、備付
け資料の充実が望まれる。

B

○緊対所内情報を主体的かつ積極的に適時連絡できていた。
○ＥＲＣ備付資料の活用した状況説明ができていた。
△ＳＥ事象への進展予測の説明は行われたが、ＧＥ事象への進展予測に
ついては説明がなされなかった。
▲第一報による初期情報として、負傷者情報のみの記載ぶりで、施設等
の状況（所内電源、トラブル有無）や避難状況、気象について記載され
ていない。
▲応急措置対応計画の説明が明瞭でなく判りづらかった。
▲時系列の事象／状況の説明が前後し、判りづらかった。
▲重要な注視パラメータであるＭＰ値や排気ダストモニタ値について、
単発値の発話ぶりで変動が判るようなデータ提示がなく状況を把握しづ
らかった。

A

○緊対所内情報を主体的かつ積極的に適時連絡できていた。
○発生した事象及び対応状況についてＥＲＣ書架資料を活用し判りやす
い丁寧な説明ができていた。
○ＥＲＣプラント班からの問合せに対し漏れなく適時回答できていた。
○ＥＲＣ対応者による発災直後の初期情報項目が整理され適切に報告が
できていた。
○ＥＲＣ対応班を３名で構成し、主（ＥＲＣプラント班への情報提
供）、従（主の支援、質問への回答作成）及びアシスト（回答に時間を
要する事項の調査）が、任務分担と協力をしながら活動できていた。た
だし、ＥＲＣ対応班のクルー間での協力に関しては、更なる錬成を期待
する。

A

○ERCプラント班との情報の共有においては、事象の進展に伴うプラン
ト状況や放射線量の状況、事故収束戦略等の共通状況図（COP）を用い
て円滑に実施することできた。

○事故・プラントの状況、進展予測及び事故収束戦略等は、7種類の共
通状況図（COP）を用いて、円滑に且つ、積極的にERCプラント班に情報
共有ができていた。
○ERC保管資料を有効に使用し、ERCプラント班との情報共有が図れてい
た。
○リエゾンは役割を分担したうえで、ERCプラント班からの要望（追加
情報、情報確認）に対し、緊急対策本部と連携して追加・補足説明を実
施していた。

B

○共有が必要な情報の提供は適宜なされていた。
○定期的に環境情報が報告されていた。
○状況説明には書画装置を用いて効率的であった。

▲昨年度の改善策として変更された戦略シートを用いたが、活用に不慣
れであり、ERCプラント班との情報共有においては十分であったとは言
い難い点が見受けられた。

B

○発生事象、プラントの状況等共有すべき情報をタイムリーに発信でき
ていた。
○リエゾン3名は役割を分担し、ERCプラント班からの要望（追加情報、
情報確認）に対し、緊急対策本部と連携して追加・補足説明を実施して
いた。
○ERC備付資料などの図表を有効に使用し、ERCプラント班との情報共有
を　図っていた。

▲特定事象の発生時刻を正確に伝達できないことがあった。

A

４つ該当

○①FAX等の通報
第１０条/第１５条事象:8分

〇②通報文の正確性
誤記、記載漏れはなかった。

○③EAL判断根拠の説明
判断根拠の説明は明瞭であった。

○④第２５条報告
事象の進展に応じ、適切な間隔で継続して報告できた。（３回報告）

B

３つ該当

○①FAX等の通報
第１０条事象:10分
第１５条事象:7分

▲②通報文の正確性
記載漏れや不明瞭な記述あり、訂正報も発出できなかった。

○③EAL判断根拠の説明
防災業務計画に基づき判断根拠の説明ができた。

○④第２５条報告
事象の進展に応じ、適切な間隔で継続して報告できた。（２回報告）

B

３つ該当

○①FAX等の通報
第１０条＆第１５条事象:10分
※１０条事象と１５条事象は同時発災

▲②通報文の正確性
別添資料に誤記あり、訂正報も発出できなかった。

○③EAL判断根拠の説明
防災業務計画に基づき判断根拠の説明ができた。

○④第２５条報告
事象の進展に応じ、適切な間隔で継続して報告できた。（２回報告）

C

1つ該当。

▲①原子力防災管理者が第15条事象を判断してから直ちにERCに対して
テレ　ビ会議を通じて通報連絡したが、FAX送信は約18分後となった。
なお、FAX着信確認はERCプラント班に直接実施した。（特定事象判断
14:15、15条認定会議終了14:22、FAX送信14:33）

▲②特定事象発生通報で、特定事象として判断した根拠の記載欄に本来
　放射能強度を記載すべきところ、排気用モニタ警報発報と記載した。

○③EAL判断において、EAL判断根拠を「排気モニタ警報が吹鳴した。
　これは施設敷地緊急事態GE02に該当する」と正しく説明した。

▲④第10条通報後、第25条報告を全2回、約40分間隔で実施したが、目
標「おおむね30分間隔」を守れなかった。

C

１つ該当

▲①防災管理者の判断から、第１０条事象（第１５条事象）の通報FAX
発信に要した時間が19分であり、15分以内の発信を達成できなかった。

○②誤記、記載漏れの有無及び訂正報の発信状況：
　大きな誤記、記載漏れはなかった。

▲③EAL判断根拠の説明状況：
　対策本部からERC対応者へ適時にＥＡＬ判断根拠が伝達されなかった
ことから、ERCに対する説明が適切に行なえなかった。

▲④25条報告の発信間隔：
　事象の進展に応じた適切なタイミングでの報告ができなかった。
　・25条報告（第3報）：第2報から55分後
　・25条報告（第4報）：第3報から33分後

B

３つ該当

○①FAX通報は11分

○②特定事象通報文に記載漏れなし。
　誤記が1箇所あったため、訂正報を確実に送信できていた。

○③EAL判断時に判断根拠の説明を適切に実施

▲④第25条報告は第4報と第5報の間隔が46分であり、おおむね30分間隔
という自らの訓練目標を達成できなかった。

A

通信機器の操作に習熟し、円滑に対応していた。

・テレビ会議システムの操作、電話の操作、及び書画装置の操作につい
て円滑に対応していた。

B

通信機器の操作に支障はないが、更なる習熟が望まれる

・FAX通信機器の操作およびＥＲＣプラント班との常時接続用の電話会
議システム接続はスムーズであったが、各報のFAX送信で送信済の紙面
が重複送信されていた。 A

通信機器の操作に習熟し、円滑に対応していた。

・ＥＲＣプラント班との交信のための電話会議システム接続はスムーズ
であり、FAXでの通信機器の操作も支障なくできた。

A

通信機器の操作に習熟し、円滑に対応していた。

ERCとの情報共有に使用するTV会議システムが使用できない間は、代替
手段となる電話会議装置を使用し、速やかに対応できていた。その後の
TV会議システムが復旧の際も速やかにＴＶ会議装置に切り替えられた。
ERCとの情報共有は円滑に実施することができていた。昨年度の課題で
ある書画装置の接続の不備についても、ＴＶ会議装置使用時には円滑に
接続しており、改善が図られいることが確認できた。

A

通信機器の操作に習熟し、円滑に対応していた。

映像ソースの切替や書画のフォーカスの調整等は特に問題なく行えてい
た。
代替手段への移行操作については、開始時点からの通信機器故障想定で
あったので、携帯電話で通話から始まったが、スピーカーフォンに切り
替え、周囲と情報の共有することができ、TV会議システムへの切り替え
もスムーズに行えていた。

A

通信機器の操作に習熟し、円滑に対応していた。

訓練当初テレビ会議システムに支障が出たことを想定、即時に代替えで
ある電話会議システムに接続し情報提供を実施していた。
テレビ会議システム復旧後は、マイクの音量調整、書画装置の操作など
支障なく取り扱うことができていた。

A

中期計画の見直し
・令和元年11月
　中期計画に対して見直しの検討を行い、今年度の訓練計画を策定し、
　計画的に教育や訓練等を実施している。

A

中期計画の見直し
・令和元年12月
〇前回までの訓練実績の分析／評価に基づいて中期計画の見直しを行っ
ている。

A

中期計画の見直し
・令和元年12月
〇前回までの訓練実績の分析／評価に基づいて中期計画の見直しを行っ
ている。

A

中期計画の見直し
・令和元年9月
　中期計画に対して見直しの検討を行い、今年度の訓練計画を策定し、
　計画的に教育や訓練等を実施している。

A

中期計画の見直し
・令和元年12月
　中期計画に対して見直しの検討を行い、今年度の訓練計画を策定し、
　計画的に教育や訓練等を実施している。

A

中期計画の見直し
・令和元年9月
　中期計画に対して見直しの検討を行い、今年度の訓練計画を策定し、
　計画的に教育や訓練等を実施している。

A

前回までの課題をインプットとして計画を作成しており、課題がすべて
検証できる訓練シナリオを設定している。

A

訓練実施計画等が、前回までの訓練の課題について検証できる訓練シナ
リオを設定している。

A

訓練実施計画等が、前回までの訓練の課題について検証できる訓練シナ
リオを設定している。

A

前回までの課題をインプットとして計画を作成しており、課題がすべて
検証できる訓練シナリオを設定している。

A

前回までの課題をインプットとして計画を作成しており、課題がすべて
検証できる訓練シナリオを設定している。

A

前回までの課題をインプットとして計画を作成しており、課題がすべて
検証できる訓練シナリオを設定している。

B

一部のプレーヤに対して非提示
・現場プレーヤーへのみシナリオ非開示で実施。

B

一部のプレーヤに対して非提示
・正／副防災管理者、各活動班班長以外は非開示で実施。

B

一部のプレーヤに対して非提示
・正／副防災管理者、各活動班班長以外は非開示で実施。

B

一部のプレーヤに対して非提示
・シナリオ詳細非提示を拡大し、地震、電源喪失、負傷者発生の3情報
のみ事前提示した。

B

一部のプレーヤに対して非提示
・防災管理者、発災現場での作業者役、ERC対応者にシナリオを開示し
た。
　（なお、防災管理者は警戒事態宣言後、代理者に対策本部の指揮を交
代した）

B

一部のプレーヤに対して非提示
・シナリオの詳細非開示（概要のみ開示）

A

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

【シナリオ概要】
平日昼間帯に大地震発生による商用電源喪失と非常用発電機の稼働、第
2加工棟第2-3階酸化ウラン取扱室でのウラン粉末大量飛散並びに排気ダ
クト及び2次フィルタの破損によって排気筒からウランが放出され、そ
れを検知、全面緊急事態に至る。

【シナリオ多様化】
・発生事象の深刻度が高い
（汚染傷病者発生を想定、放射性物質放出、飛散を想定）
・訓練当日の気象（風向、風速）を基に屋外モニタリング箇所を選定
・震度6強の地震により、停電発生
・非常用発電機燃料不足を想定
・原子力災害対策支援拠点設営を要する事態を想定（構内に模擬設営）
・TV会議システムが一時使用不可

A

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

【シナリオ概要】
平日昼間帯に震度６弱の地震発生により六ヶ所保障措置分析所の中放射
性グローブボックス内で出火し、全面緊急事態に至る

【シナリオ多様化】
・排気ダストモニタの検出器不良を設定
・発災エリアでの負傷者を設定

A

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

【シナリオ概要】
平日昼間帯に震度６弱の地震発生により東海センター新分析棟の放射性
グローブボックスの廃液処理装置で過加熱事象が発生し、全面緊急事態
に至る

【シナリオ多様化】
・気体排気設備の排気フィルタの損傷を設定
・放射性グローブボックスの排気バルブ閉止不可を設定

A

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

【シナリオ概要】
震度６弱の地震及びその後の余震により、ウラン粉末貯蔵庫において収
納途中であった粉末缶がパレットから床面に落下、蓋が開放状態とな
り、ウラン粉末が飛散する。
地震により排気系統のHEPAフィルタにずれが生じている状況下で、飛散
したウラン粉末が部屋排気系統に流入し、排気口から放出される。
排気ダストモニタによる測定の結果、放射性物質通常経路での気体放射
性物質の放出の通報基準値を超える放射性物質を検知、全面緊急事態に
至る。

【シナリオ多様化】
・発生事象の深刻度が高い
（汚染傷病者発生を想定、放射性物質放出、飛散を想定）
・震度６弱の地震により、停電発生
・オフサイトセンターを想定した要員派遣ありを想定（5名実派遣）
・原子力災害対策支援拠点設営を要する事態を想定
・TV会議システムが一時使用不可

A

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

【シナリオ概要】
平日昼間 の勤務時間帯に震度６弱の地震が発生し、 成型工場の回転混
合機のフードボックス内に敷設される造粒気流輸送配管のフランジが運
転中 に外れ、フードボックス内にウラン粉末が放出される。 さらにそ
の後 、 震度５弱の余震が発生し 成型工場フィルタ室の当該フード
ボックスを含む系統の高性能エアフィルタが 損傷して 機能を失い、成
型工場 排気塔からウラン粉末が放出され、それを検知、 施設敷地緊急
事態、全面緊急事態に至る

【シナリオ多様化】
・発生事象の深刻度が高い
（汚染傷病者発生を想定、放射性物質放出、飛散を想定）
・2度の地震による水消火を要する火災と放射性物質の異常放出の複合
事象を取り入れた
・TV会議システムが一時使用不可

A

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた

【シナリオ概要】
震度６弱の地震により、ウラン粉末貯蔵庫から加工室へ移動しクレーン
を使用し吊り上げていた粉末缶が床面に落下、蓋が開放状態となり、ウ
ラン粉末が飛散する。
地震により排気系統のHEPAフィルタにずれが生じている状況下で、飛散
したウラン粉末が設備排気系統に流入し、排気口から放出される。
排気ダストモニタによる測定の結果、放射性物質通常経路での気体放射
性物質の放出の通報基準値を超える放射性物質を検知、全面緊急事態に
至る。

【シナリオ多様化】
・発生事象の深刻度が高い
（汚染傷病者発生を想定、放射性物質放出、飛散を想定）
・震度６弱の地震により、停電及び断水発生
・原子力災害対策支援拠点設営を要する事態を想定
・TV会議システムが一時使用不可

B

２つ該当
▲①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　なし
▲②記者等の社外プレーヤの参加（他原子力事業者広報担当等を含む）
　なし
〇③模擬記者会見の実施
　要素訓練で社内関係者を模擬記者として模擬記者会見を実施した。
○④情報発信ツールを使った外部への情報発信
　情報発信ツールを使った外部への情報発信：AL、SE02/GE02、沈静化
の
　計3回のHP（訓練用模擬HP）掲載を実施した。

C

該当なし
▲①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　なし
▲②記者等の社外プレーヤの参加（他原子力事業者広報担当等を含む）
　なし
▲③模擬記者会見の実施
　なし
▲④情報発信ツールを使った外部への情報発信
　なし
 　但し、広報文の作成までを実働で実施

B

２つ該当
▲①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
　なし
○②記者等の社外プレーヤの参加（他原子力事業者広報担当等を含む）
　茨城県との通信訓練時に県及び村職員が模擬記者役として対応
○③模擬記者会見の実施
　茨城県との通信訓練時に県及び村職員が模擬記者役として模擬記者会
見を実施。
▲④情報発信ツールを使った外部への情報発信なし、
    但し、広報文の作成までを実働で実施。

B

２つ該当
○①リエゾンを通じて、ERC広報班（ERCコントローラーが代役）と
　プレス発表の実施、発表時刻調整、プレス文案レビュー等のやりとり
を
  実施。
▲②社外の記者役は参加せず。
○③模擬記者会見を実施。
▲④情報発信ツールを使ったが外部への情報発信はせず。 B

２つ該当
▲①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応なし
○②記者等の社外プレーヤの参加
　・NDCより模擬記者1名が参加した。
○③模擬記者会見の実施
　・模擬記者会見を実施し、各質問に対し概ね適切に回答ができてい
た。
▲④情報発信ツールを使った外部への情報発信なし B

２つ該当
○①リエゾンを通してERC広報班（ERCコントローラ）へプレス文案を
　共有する等、連動したプレス対応を実施

▲②記者等の社外プレーヤの参加なし

○③模擬記者会見を実施

▲④情報発信ツールを使った外部への情報発信なし

B

原子力事業者防災業務計画に定める一部の項目を実動で実施
▲①事業者間の支援活動
　なし
○②原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　要素訓練で災害対策支援拠点へ要員を派遣し、本部間との通信訓練を
実施した。
　また、総合訓練で構内に災害対策支援拠点を設営し、本部からの指示
に従い非常用発電機燃料の調達手配を実施した。 B

原子力事業者防災業務計画に定める一部の項目を実動で実施

▲①事業者間の支援活動
　なし
〇②原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　緊急時対策所の通信機器のトラブルを想定し、衛星電話及び衛星電話
によるFAX機を調達し、災害対策支援拠点に設置するまでを実働で実施
した。 B

原子力事業者防災業務計画に定める一部の項目を実動で実施
▲①事業者間の支援活動
　なし
○②原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　災害対策支援拠点へ資機材を運搬するとともに、
　要員を派遣し、会場設営及び対策本部への通信連絡を実施。

A

原子力事業者防災業務計画に定める全ての項目を実動で実施
○①事業者間の支援活動：
　京都大学複合原子力科学研究所に資機材の支援について協力要請を
　実施した。
○②原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　災害対策支援拠点（京都大学粒子線腫瘍学研究センター）を設営
　し、以下の対応を行った。
　・持ち込み資機材の運搬
　・本部との通信連絡等

A

原子力事業者防災業務計画に定める全ての項目を実動で実施
○①原子力事業者間の支援活動として、NFI-Tへ放管員2名の助勢依頼と
　放射線測定装置４台の貸与を実連絡で依頼した。
○②原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　・防災総合訓練では、NFI-Tに対し支援拠点設営許諾を実連絡で
　　要請した。
　・要素訓練として、NFI-Tへの必要機材の運搬、外部機関受入体制の
　　構築を実働で実施するとともに衛星電話による対策本部への
　　実連絡等を実施した。

B

原子力事業者防災業務計画に定める一部の項目を実動で実施
▲①事業者間の支援活動
　　なし
○②原子力事業所災害対策支援拠点との連動
　総合訓練において、東朋寮に災害対策支援拠点を開設し、
　持ち込み資機材の運搬、本部との通信を実施した。

A

４つ該当
○①他事業者への視察
　あり（日本原子力発電、日本核燃料開発）
〇②自社訓練の視察受入れ
　あり（三菱原子燃料、原子燃料工業東海事業所、日本核燃料開発）
○③ピアレビュー等の受入れ
　あり（三菱原子燃料、原子燃料工業東海事業所、日本核燃料開発）
○④ERCへの訓練視察
　あり（四電伊方、北電泊、九電川内）

B

２つ該当
○①他事業者への視察
　あり（東北電力東通原子力発電所、日本原燃濃縮事業部）
▲②自社訓練の視察受入れ
　なし
▲③ピアレビュー等の受入れ
　なし
○④ERCへの訓練視察
　あり（ニュークリア・デベロップメント、東京大学大学院工学系研究
科原子力専攻）

B

１つ該当
▲①他事業者への視察
　なし
▲②自社訓練の視察受入れ
　なし
▲③ピアレビュー等の受入れ
　なし
○④ERCへの訓練視察
　あり（京都大学複合原子力科学研究所、東京大学大学院工学系研究科
原子力専攻、グローバル・ニュークリア・フュエル・ジャパン）

A

４つ該当

○①他原子力事業者への視察
　　あり（原電敦賀、四電伊方）
○②自社訓練の視察受入れ
　　あり（東芝エネルギーシステムズ）
○③ピアレビュー等の受入れ
　　あり（原子燃料工業東海事業所）
○④ERCへの訓練視察
　　あり（グローバル・ニュークリア・フュエル・ジャパン、三菱原子
燃料）

A

３つ該当
○①他原子力事業者への視察
　あり（JAEA大洗、JAEA原科研、JAEA核サ研、グローバル・ニュークリ
ア・フュエル・ジャパン）
▲②自社訓練の視察受入れ
　　なし
○③ピアレビュー等の受入れ
　あり（ニュークリア・デベロップメント）
○④ＥＲＣへの訓練視察
　あり（九電玄海、グローバル・ニュークリア・フュエル・ジャパン）

A

３つ該当
○①他事業者への視察
　あり（グローバル・ニュークリア・フュエル・ジャパン、東芝エネル
ギーシステムズ）
○②自社訓練の視察受入れ
　あり（東芝エネルギーシステムズ）
▲③ピアレビュー等の受入れ
　なし
○④ERCへの訓練視察
　あり（九電川内、関電美浜、原電敦賀、東電柏崎刈羽、グローバル・
ニュークリア・フュエル・ジャパン）

A

①～③が実施されている
○①課題、問題点の抽出
　１６件の課題、問題点が抽出されている
○②原因分析
　１６件の課題、問題点に対して原因分析されている
○③原因分析結果を踏まえた対策
　１６件の課題、問題点に対して原因分析を踏まえた対策が検討されて
いる

A

①～③が実施されている
○①課題、問題点の抽出
　６件の課題、問題点が抽出されている
○②原因分析
　６件の課題、問題点に対して原因分析されている
○③原因分析結果を踏まえた対策
　６件の課題、問題点に対して原因分析を踏まえた対策が検討されてい
る

A

①～③が実施されている
○①課題、問題点の抽出
　６件の課題、問題点が抽出されている
○②原因分析
　６件の課題、問題点に対して原因分析されている
○③原因分析結果を踏まえた対策
　６件の課題、問題点に対して原因分析を踏まえた対策が検討されてい
る

A

①～③が実施されている
○①課題、問題点の抽出
　６件の課題、問題点が抽出されている
○②原因分析
　６件の課題、問題点に対して原因分析されている
○③原因分析結果を踏まえた対策
　６件の課題、問題点に対して原因分析を踏まえた対策が検討されてい
る

A

①～③が実施されている
○①課題、問題点の抽出
　７件の課題、問題点が抽出されている
○②原因分析
　７件の課題、問題点に対して原因分析されている
○③原因分析結果を踏まえた対策
　７件の課題、問題点に対して原因分析を踏まえた対策が検討されてい
る

A

①～③が実施されている
○①課題、問題点の抽出
　３件の課題、問題点が抽出されている
○②原因分析
　３件の課題、問題点に対して原因分析されている
○③原因分析結果を踏まえた対策
　３件の課題、問題点に対して原因分析を踏まえた対策が検討されてい
る。

B

８０％以上、９０％未満
・訓練参加率：８４％
（対象人員：２１７名、訓練参加者数１８３名）

A

９０％以上

（対象人員；３９名、訓練参加者；３７名）

A

９０％以上

（対象人員；６７名、訓練参加者；７０名）

A

９０％以上
・訓練参加率：１０４%
　（対象人数：２３５名／参加者数：２４５名）

A

９０％以上
・訓練参加率：９４％
　（対象人数：１５６名／参加者数：１４６名）

A

９０％以上
・訓練参加率：１１７％
　（対象人数:９８名／参加者数：１１５名）

ERC対応者に組織を代表するものとして、本部長付の執行役員があたっ
ていたため、ERCとの情報共有に引き続き、同じERC対応者が10条確認会
議、15条認定会議に対応した。SE/GEを確認した時刻がなかなか確定で
きなかった。

可搬型モニタリング設備での空気中放射性物質濃度の測定、排気筒の除
染作業、排気筒の汚染確認、排気筒の養生を本部からの指示に基づき実
働訓練で実施した。

●緊急時対策所の活動と連携した現場実動訓練実施状況
　・通報訓練（令和元年8月6日）
　・UF6漏えい対応訓練（令和元年9月27日）
　・消火訓練（令和元年11月7日）

環境中に放射性物質が放出されたことによる空気中放射性物質のサンプリ
ング及び放射能測定、空間線量当量率測定及び地表面等における放射線測
定などを実施した。また、消石灰でウランを模擬し、ウラン回収のための
ＧＨ設置及び放射線環境下における作業環境管理、ウラン回収等を実施し

た。

・緊急時対策所と連携した現場実働の訓練として、緊急時対策所の指示に
より、半面マスク、RIゴム手袋（2重）等の防護装備を着装し、放射性物質
の放出停止措置、発災した設備及びその周辺の汚染検査とともに作業者の
身体汚染検査を実施し、それらの結果を緊急時対策所へ報告した。

・会議には副原子力防災管理者が参加した。
・事象の説明及び進展予測について主体的に説明ができたが、応急措置計
画については明瞭な説明ができなかった。

事象発生後、すぐにＧＥ０２（放射性物質通常経路での気体放射性物質の
放出）の判断基準を超える空気中放射性物質濃度を検知した想定につき、
１５条認定会議が開催され、原子力防災管理者自ら出席した。原子力防災
管理者から、発生事象、事象進展の予測、事故収束対応等の説明を適切に
実施した。

●10条確認会議については、本訓練においては防災管理者の招集は行われ
ず、簡略化して実施された。

・会議には副原子力防災管理者（ＥＲＣ対応者）が参加した。
・事象の説明、進展予測及び応急対策について主体的に説明ができてい
た。

なし。

現場実動訓練は、総合訓練において以下の訓練を実施した。・モニタリン
グ訓練・応急措置訓練

事故対策本部からのトランシーバ等での指示により、現場点検、保護具着
装、放射線モニタリングを実動で行った。（拡大防止措置操作は模擬）

周辺環境中にウラン放出が認められた時点で、緊急対策本部室のある建屋入口にチェンジングエリアを設

置し、屋外から建屋に入室するたびに身体スクリーニングを実施するなど、放射線作業環境下での放射線

管理についてきめ細かく対応した。

15条認定会議（SE/GE同時発災）において、原子力防災管理者から認定会議
において説明をするよう指示を受けた副原子力防災管理者（総合訓練では
ERC対応者（正））が発生事象、事象収束対応の説明を実施した。

1月17日 1月28日 2月4日1月21日 2月25日12月24日

三菱原子燃料株式会社核物質管理センター東海保障措置センター 原子燃料工業（株）東海事業所(株)グローバル・ニュークリア・フュエル・ジャパン 核物質管理センター六ヶ所保障措置センター 原子燃料工業（株）熊取事業所
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評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(JAEA､JNFLを除く)) 別添４－４
1／12

ＮＤＣ GNFJ 東芝
MNF

東大 NFI-T
NFI-K ＮＭＣＣ六ヶ所

特
徴
的
な
実
施
内
容

●上記事業者：緊急時対策所とＥＲＣプラント班との情報共有が円滑かつ確実に対
応できていた。

【京大】
重要度の高い事象の優先的な情報提供およびＥＲＣプラント班からの問合せに対
する回答が一部できていなかった。

【近大】
FAX送信後のFAX内容について説明がなされなかった。

【東大】
ＡＬ事象発生による初期情報としての災害状況の説明が十分できていなかった。戦
略シート（ＣＯＰ）が更新されず応急措置の実施状況の情報提供ができていなかっ
た。モニタリングポスト＞１μＳｖ到達時にＥＡＬ基準の放射線量（γ＋中性線）≧５
μＳｖと対比し監視の必要性について説明ができていなかった。10条確認会議でＧ
Ｅ事象への進展予測の説明ができていなかった。

【ＮＭＣＣ六ヶ所】
第一報による初期情報として、負傷者情報のみの記載ぶりで、施設等の状況（所
内電源、トラブル有無）や避難状況、気象について記載されていない。
応急措置対応計画の説明が明瞭でなく判りづらかった。時系列の事象／状況の説
明が前後し、判りづらかった。重要な注視パラメータであるＭＰ値や排気ダストモニ
タ値について、単発値の発話ぶりで変動が判るようなデータ提示がなく状況を把握
しづらかった。

【GNFJ】
発災初期に報告すべきいくつかの情報のうち、確認中であった項目には全く言及
がなかったため、報告される予定が有るのか否かがＥＲＣへ伝わらなかった。
ERC側に提示する定期的なモニタリング情報と各モニタリング情報の重要度の説
明が不足していた。ERC備え付け資料を積極的に活用して情報共有できていた
が、説明に必要な資料が一部不足していたために説明に時間を要した。今後、備
付け資料の充実が望まれる。

【MNF】
昨年度の改善策として変更された戦略シートを用いたが、活用に不慣れであり、
ERCプラント班との情報共有においては十分であったとは言い難い点が見受けら
れた。

【NFI-T】
特定事象の発生時刻を正確に伝達できないことがあった。

【東芝】
ＥＲＣプラント班への情報共有のための通話接続の対応が21分後であり遅かった。
報告値の確認時刻、単位、増減傾向、事象の発生原因などの発話や説明が昨年
同様に改善されていなかった。ＥＲＣプラント班からの問合せに対し一部回答がで
きていなかった。緊対所内の重要な情報（避難情報、負傷者への処置情報、特定
事象への進展予測、応急対策、特定事象の判断基準を下回ったこと等）がＥＲＣ対
応者への伝達が十分でなかったため、ＥＲＣプラント班への情報共有が不足してい
た。

備
考

事
業
所

区分 情報共有・通報 指標１ 緊急時対策所とＥＲＣプラント班との情報共有
評価対象の
考え方など

　事故・プラントの状況（現在のプラントの状況、新たな事象の発生、線量の状況、
負傷者の発生等の発生イベント、現況）、進展予測と事故収束対応（事故の進展
予測及びこれを踏まえた事故収束に向けた対応戦略（対応策））、戦略の進捗状
況（事故収束に向けた対応戦略（対応策）の進捗状況）について、ＥＲＣプラント班
との情報共有が十分であるか評価する。必要な情報に不足や遅れがなく緊急時
対策所から積極的に情報提供がされているかを評価する。
　事象の進展や事故収束戦略・予測進展の変更といった状況変化時や、適時に
施設全体の現況について説明ができたか、また、図表などの視覚情報（ＥＲＣ備
付け資料）の活用、リエゾンの活動（ＥＲＣプラント班に派遣されたリエゾンが、緊
急時対策所を補助するという目的に応じ事業者が定めるリエゾンの役割等を認識
し、必要に応じ適時適切にＥＲＣプラント班に対し情報提供がなされているか、ＥＲ
Ｃプラント班の意向等を緊急時対策所等に伝達しているか等）を評価する。

基
準

Ａ Ｂ Ｃ

改善の取組により能力向上が図られている。 4 一部に改善の余地がある。 7 一層の改善が必要である。 1

ＮＦＤ
ＮＭＣＣ東海

京大
近大

ＧＮＦＪ：（株）グローバル・ニュークリア・フュエル・ジャパン(19.12.24)
ＮＦＤ：日本核燃料開発（株）(19.12.3)
NMCC東海：核物質管理センター東海保障措置センター(20.1.21)
東大：東京大学大学院工学系研究科原子力専攻(19.12.20)
（次頁以降、同様）

ＮＦＩ－Ｋ：原子燃料工業（株）熊取事業所(20.1.28)
ＮＤＣ：ニュークリア・デベロップメント（株）(19.10.1)
NMCC六ヶ所：核物質管理センター六ヶ所保障措置センター(20.1.17)
近大：近畿大学原子力研究所(19.11.19)

 ＮＦＩ－Ｔ：原子燃料工業（株）東海事業所(20.2.25)
東芝：東芝エネルギーシステムズ（株）原子力技術研究所(19.10.8)
京大：京都大学複合原子力科学研究所(19.11.5)
ＭＮＦ：三菱原子燃料（株）(20.2.4)
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評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(JAEA､JNFLを除く)) 別添４－４
2／12

ＮＤＣ 東芝 ＮＭＣＣ東海 京大
近大 NFI-T NFI-K

GNFJ MNF
ＮＭＣＣ六ヶ所

Ａ

ＮＦＤ
東大

３つ該当 6 ２つ以下 3

特
徴
的
な
実
施
内
容

●上記事業者：確実な通報連絡が支障なく円滑に対応できていた。 【東芝】
②通報文に記載漏れや不明瞭な記述があり、訂正報も発出できなかった。

【近大】
②通報文に誤記、記載漏れがあり、訂正報も発出できなかった。

【東大】
②通報文に誤記が散見され、訂正報も発出できなかった。

【ＮＭＣＣ六ヶ所】
②通報文に記載漏れや不明瞭な記述があり、訂正報も発出できなかった。

【ＮＭＣＣ東海】
②通報文の別添資料に誤記あり、訂正報も発出できなかった。

【NFI-T】
第25条報告は第4報と第5報の間隔が46分であり、おおむね30分間隔という自らの
訓練目標を達成できなかった。

【京大】
②③通報文に記載漏れがあり、訂正報も発出できなかった。また、EAL判断根拠
の明確な説明ができなかった。

【NFI-K】
①原子力防災管理者が第15条事象を判断してから直ちにERCに対してテレ　ビ会
議を通じて通報連絡したが、FAX送信は約18分後となった。②特定事象発生通報
で、特定事象として判断した根拠の記載欄に本来放射能の強さを記載すべきとこ
ろ、排気用モニタ警報発報と記載した。④第10条通報後、第25条報告を全2回、約
40分間隔で実施したが、自らの訓練目標「おおむね30分間隔」を達成できなかっ
た。

【MNF】
①防災管理者の判断から、第１０条事象（第１５条事象）の通報FAX発信に要した
時間が19分であり、15分以内の発信を達成できなかった。③対策本部からERC対
応者へ適時にＥＡＬ判断根拠が伝達されなかったことから、　ERCに対する説明が
適切に行なえなかった。④事象の進展に応じた適切なタイミングでの報告ができな
かった。

備
考

Ｃ

４つ該当 3

事
業
所

基
準

Ｂ

区分 情報共有・通報 指標２

確実な通報・連絡の実施
①FAX等の通報が15分以内
②通報文の正確性
③EAL判断根拠の説明
④第25条報告

評価対象の
考え方など

　特定事象発生通報（原災法第１０条及び第１５条事象）等、以
下の点が適切かつ迅速に行われているか評価する。
①ＥＡＬに該当する事象（緊急事態の遷移の判断となる第１０条
及び第１５条に係る事象）を原子力防災管理者が判断した時刻
から、ＦＡＸ等にてＥＲＣプラント班に発信操作した時刻までを計
測して評価する。また、ＦＡＸ等の着信確認を確実に行ったか、Ｆ
ＡＸ等が困難な状況において代替手段での通報・連絡ができた
かを評価に含める。
②特定事象発生通報のうち、緊急事態の遷移の判断となる第１
０条及び第１５条事象に係る通報文について、記載の誤記、漏
れ等がないことを評価する。なお、万一、誤記、記載漏れがあっ
た場合は訂正報が確実に行われていることを確認する。
③事業者がＥＡＬ判断時（緊急事態の遷移の判断となる第１０条
及び第１５条に係る事象）に、通信機器（電話、テレビ会議シス
テム等）においてＥＲＣプラント班に対し当該ＥＡＬの判断根拠の
説明が適切に行われたか評価する。
④第２５条報告が、事象の進展に応じ、適切な間隔とタイミング
で継続して行われたか評価する。
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評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(JAEA､JNFLを除く)) 別添４－４
3／12

NDC 東大 NFI-T 京大
東芝 ＮＭＣＣ東海 ＮＭＣＣ六ヶ所
近大 GNFJ
ＮＦＤ NFI-K

区分 情報共有・通報 指標３
通信機器の操作
（緊急時対策所とＥＲＣプラント班を接続する通信機器の操作）

評価対象の
考え方など

　電話の操作（ＥＲＣ音声会議システムへの接続、混信防止のマ
イク音量調整、ヘッドマイクセットとスピーカーフォンの切替な
ど）、テレビ会議システムの操作（マイク音量調整や映像ソース
切替、書画装置のフォーカス調整など）など通信機器の操作、
及び使用している通信機器（ＦＡＸ、電話、テレビ会議システム
等）に支障が発生した場合の代替手段への移行操作について
確認し、ＥＲＣプラント班との情報共有に支障がないかを評価す
る。 Ｃ

通信機器の操作に習熟し、円滑に対応していた 10 通信機器の操作に支障はないが、更なる習熟が望まれる 2 通信機器の操作に支障があり、改善が必要である

●上記事業者：通信機器（通話設備、ＦＡＸ機器）の操作に支障なく円滑に対応でき
ていた。

【京大】
FAX通信機器の操作およびＥＲＣプラント班との常時接続用の電話会議システム
接続はスムーズであったが、断線によって交信が一時不能となった際に速やかな
代替通信機による常時接続の回復ができなかった。

【ＮＭＣＣ六ヶ所】
FAX通信機器の操作およびＥＲＣプラント班との常時接続用の電話会議システム
接続はスムーズであったが、各報のFAX送信で送信済の紙面が重複送信されて
いた。

0

MNF

備
考

事
業
所

基
準

Ａ Ｂ

特
徴
的
な
実
施
内
容

87



評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(JAEA､JNFLを除く)) 別添４－４
4／12

ＮＤＣ ＮＦＤ NFI-K
東芝 東大 NFI-T
京大 ＮＭＣＣ六ヶ所 MNF
近大 ＮＭＣＣ東海 GNFJ

特
徴
的
な
実
施
内
容

●上記事業者：昨年度の訓練実績の分析／評価に基づいて中期計画の見直しを
行っている。

備
考

事
業
所

区分 原子力事業者防災訓練の改善への取組 指標４ 中期計画見直し
評価対象の
考え方など

中期的な訓練計画を策定の上、訓練実施及び訓練結果の評価
を実施し、当該計画への反映の有無の検討を実施（必要に応じ
計画に反映）し、対応能力向上に努めているかを確認する。
なお、昨年度訓練終了以降から中期計画見直しに至るまでのＰ
ＤＣＡの実績を確認する。

基
準

Ａ Ｂ Ｃ
前年度の訓練結果を踏まえ中期計画に対して見直しの検
討を行い、今年度の訓練計画を策定し、計画的に教育や訓
練等を実施している

12
前年度の訓練結果を踏まえ中期計画に対して見直しの検
討を行い、今年度の訓練計画を策定している 0

前年度の訓練結果を踏まえ中期計画に対して見直しの検
討を行っていない 0
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評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(JAEA､JNFLを除く)) 別添４－４
5／12

ＮＤＣ ＮＦＤ NFI-K
東芝 東大 NFI-T
京大 ＮＭＣＣ六ヶ所 MNF
近大 ＮＭＣＣ東海 GNFJ

Ｂ Ｃ

訓練実施計画等が、前回までの訓練の課題について検証
できる 12

訓練実施計画等が、一部前回までの訓練の課題について
検証できない 0

訓練実施計画等が、前回までの訓練の課題について検証
できない 0

特
徴
的
な
実
施
内
容

●上記事業者：前回までの訓練課題を検証できる訓練シナリオを設定している。

備
考

事
業
所

区分 原子力事業者防災訓練の改善への取組 指標５ 前回までの訓練の訓練課題を踏まえた訓練実施計画等の策定
評価対象の
考え方など

訓練実施計画が、前回までの訓練の訓練結果を踏まえ、問題・
課題に対する改善策が有効に機能するものであるか検証できる
計画（訓練実施項目、訓練シナリオ等）となっているか、評価項
目及び評価基準が設定されているか、中期計画等を含めて確
認する。
なお、昨年度訓練終了以降から今年度の訓練実施計画策定に
至るまでの要素訓練を含めたＰＤＣＡの実績を確認する。

基
準

Ａ
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評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(JAEA､JNFLを除く)) 別添４－４
6／12

ＮＤＣ ＮＦＤ NFI-K
東芝 東大 NFI-T
京大 NMCC六ヶ所 MNF
近大 NMCC東海 GNFJ

備
考

事
業
所

区分 原子力事業者防災訓練の改善への取組 指標６ シナリオ非提示型訓練の実施状況
評価対象の
考え方など

シナリオ非提示型訓練の実施状況について、範囲及び程度を
確認する。
シナリオを予見できる情報（発災前の施設運転状況、地震等の
起因事象等といった訓練の前提条件は含まない）が事前演習
等も含め全く提示されていない場合をシナリオ非提示とする。

基
準

Ａ Ｂ Ｃ

全てのプレーヤに対して全てのシナリオを非提示 0 Ａ，Ｃ以外 12 全てのプレーヤに対して全てのシナリオを提示 0

特
徴
的
な
実
施
内
容

【ＮＤＣ】
正／副防災管理者及び各機能班長以外は非開示で実施

【東芝】
正／副防災管理者以外は非開示で実施

【京大】
緊急対策本部及び現地指揮本部で状況判断や指揮命令を行うプレーヤ以外は非
開示で実施

【近大】
ＥＲＣ対応者以外は非開示で実施

【ＮＦＤ】
副防災管理者、グループリーダ、ＥＲＣ対応者、通報担当者以外は非開示で実施

【東大】
正防災管理者以外は非開示で実施

【ＮＭＣＣ六ヶ所】
正／副防災管理者、各活動班班長以外は非開示で実施

【ＮＭＣＣ東海】
正／副防災管理者、各活動班班長以外は非開示で実施

【NFI-K】
シナリオ詳細非提示を拡大し、地震、電源喪失、負傷者発生の3情報のみ事前提
示した。

【NFI-T】
シナリオの詳細非開示（概要のみ開示）

【MNF】
防災管理者、発災現場での作業者役、ERC対応者にシナリオを開示した。

【GNFJ】
現場プレーヤーへのみシナリオ非開示で実施。
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評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(JAEA､JNFLを除く)) 別添４－４
7／12

ＮＤＣ ＮＦＤ NFI-K 　　東大
東芝 NMCC六ヶ所 NFI-T
京大 NMCC東海 MNF
近大 GNFJ

特
徴
的
な
実
施
内
容

【ＮＤＣ】
・燃料ホットラボ施設で火災発生、燃料集合体落下による燃料損傷を設定
・発災エリアでの汚染負傷者を設定
・防災要員の体制として2名の副防災管理者の不在を設定
・発災場所近傍のエリアモニタ、屋外モニタリング用サーベイメータの故障を設定
【東芝】
・ＮＣＡ施設内での火災発生および火災エリア延焼拡大による燃焼破損を設定
・排気筒ダンパ作動不良を設定
・火災エリアでの身体汚染なしの負傷者を設定
・緊急時使用ＦＡＸ機故障を設定
【京大】
・所内電源の停電を設定
・特定事象の発生箇所を複数施設に設定
・外来者の存在を設定
・発災エリアでの汚染負傷者を設定
【近大】
・原子炉停止機能異常、原子炉制御室に関する異常、障壁（炉心）損傷、原子炉生
体遮蔽タンク損傷の複数の異常発生を設定
・特定事象に起因する異常の同時発生を設定
・外来者の存在を設定
・発災エリアでの汚染負傷者を設定
【ＮＦＤ】
・ホットラボ施設での燃料集合体の損傷を設定
・商用電源の喪失を設定
・発災エリアでの汚染負傷者を設定
・火災報知器発報を設定
【NMCC六ヶ所】
・放射性グローブボックス（GB）での火災を設定
・火災エリアでの負傷者を設定
・排気ダストモニタの検出器不良を設定
【NMCC東海】
・放射性グローブボックス（GB）の廃液処理装置の過加熱事象を設定
・気体排気設備の排気フィルタの損傷を設定
・放射性グローブボックスの排気バルブ閉止不可を設定

【GNFJ】
・訓練当日の気象（風向、風速）を基に屋外モニタリング箇所を選定
・TV会議システム故障と非常用発電機燃料不足を想定
・汚染傷病者発生を想定
【NFI-K】
・発生事象の深刻度が高い
（管理区域内での負傷者発生、放射性物質放出、飛散を想定）
・資機材の状態としてTV会議システムが一時使用不可
・オフサイトセンターを想定した要員派遣を想定（5名実派遣）
・災害対策支援拠点設営を想定
【MNF】
・EAL導入後、訓練経験のない放射性物質の異常放出事象を設定
・水消火を要する火災の複合事象を取り入れた。
【NFI-T】
・負傷者2名（1名汚染有）
・震度6弱の地震により、停電及び断水発生し防災テントの設営
・災害対策支援拠点設営

【東大】
・原子炉実験室で大型蒸留装置の転倒による汚染水拡散を設定

備
考

事
業
所

区分 原子力事業者防災訓練の改善への取組 指標７ シナリオの多様化・難度
評価対象の
考え方など

対応能力向上の幅を広げること及び訓練の緊張感維持のた
め、訓練プレーヤーへ難度の高い課題を与えているか、シナリ
オの多様化に努めているかを確認する。
　発災を想定する施設数、ＥＡＬ判断状況（数や密度）、発生事
象の深刻度、発災原因（自然災害、機器故障など）、プラント状
態、場面設定（時間、場所、気象、防災要員の体制、資機材の
状態、計器の故障、人為的なミス、オフサイトセンターを想定し
た要員派遣と支援要請等への対応などプラント以外の状態）、こ
れら要因の複数組み合わせ、シナリオ上の判断分岐となるポイ
ントやマルファンクションの数、マルチエンディング方式の採用な
どから、シナリオの多様化・難度の取り組みについて総合的に
確認する。

基
準

Ａ Ｂ Ｃ

難度が高く多様なシナリオに取り組んでいた 11 適度なシナリオであり、シナリオの多様化に努めていた 1 平易なシナリオであった 0
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評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(JAEA､JNFLを除く)) 別添４－４
8／12

ＮＤＣ 京大 NFI-K 東芝
ＮＦＤ NFI-T 近大
ＮＭＣＣ東海 MNF ＮＭＣＣ六ヶ所

GNFJ

特
徴
的
な
実
施
内
容

【NDC】
②③④他社（ＭＮＦ）および社内関係者が模擬記者役を務め、模擬記者会見を実
施するとともに発災場所の写真およびプレス文を社の訓練用模擬ＨＰに掲載

【東大】
①③④プレス文案をレビュー依頼としてＥＲＣ広報班へＦＡＸ送信を実施、学内職員
が模擬記者役を務め模擬記者会見の実施および事象の状況等を模擬ＨＰに掲載

【京大】
③研究所の所員が記者役として模擬記者会見を実施

【ＮＦＤ】
②③他社（ＧＮＦＪ）が模擬記者役を務め模擬記者会見を実施

【NMCC東海】
②③茨城県の通報訓練で県および村の職員が模擬記者役を務め模擬記者会見を
実施

【GNFJ】
③模擬記者で模擬記者会見を実施した。④情報発信ツールを使った外部への情
報発信、HP（訓練用模擬HP）掲載を実施した。

【NFI-K】
①ERC広報班（ERCコントローラーが代役）とプレス発表の実施、発表時刻調整、プ
レス文案レビュー等のやりとりを実施。③模擬記者会見を実施。

【MNF】
②記者等の社外プレーヤの参加③模擬記者会見の実施

【NFI-T】
①リエゾンを通してERC広報班（ERCコントローラ）へプレス文案を共有する等、連
動したプレス対応を実施③模擬記者会見を実施

【東芝】
プレス配布資料の作成のみ実施

【近大】
広報文の作成およびＨＰ掲載依頼までを実施

【ＮＭＣＣ六ヶ所】
広報文の作成のみ実施

備
考

事
業
所

区分 原子力事業者防災訓練の改善への取組 指標８

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動したプレス対応
②記者等の社外プレーヤの参加（他原子力事業者広報担当等
を含む）
③模擬記者会見の実施
④情報発信ツールを使った外部への情報発信

評価対象の
考え方など

　事故対策のための情報共有と対外広報活動のための情報共有
を円滑に行うために、どの程度現実的な状況を模擬しているか評
価する。
　なお、②の記者等とはテレビや新聞の記者のほか、メディアトレー
ニングの講師なども対象とする。④の情報発信ツールについては、
模擬ＨＰ掲載文を作成し、模擬ＨＰ等に掲載した場合にカウントす
る。
　広報活動においては、要素訓練も評価の対象に含める。複数の
原子力事業所を有する事業者であって、本店の広報班等が行う広

基
準

Ａ Ｂ Ｃ

３つ以上該当 2 ２～１つ該当 7 該当なし 3

東大
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評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(JAEA､JNFLを除く)) 別添４－４
9／12

東芝 ＮＤＣ ＮＭＣＣ六ヶ所 京大
NFI-K 近大 ＮＭＣＣ東海
MNF ＮＦＤ GNFJ

東大 NFI-T

特
徴
的
な
実
施
内
容

【東芝】
②災害対策支援拠点からの産業医、看護師の要請／受入れ、総括班、資材班、
産業医、看護師による災害対策支援拠点の設営訓練を実施（①に関し、原子力事
業者防災業務計画に定めなし）

【NFI-K】
①京都大学複合原子力科学研究所に資機材の支援について協力要請を
　実施した。②災害対策支援拠点（於、京都大学粒子線腫瘍学研究センター）を設
営

【MNF】
NFI-Tへ放管員2名の助勢依頼と放射線測定装置４台の貸与を実連絡で依頼②
NFI-Tに対し災害対策支援拠点の設営許諾を実連絡で要請。NFIへの必要機材の
運搬、外部機関受入体制の構築を実働で実施するとともに衛星電話による対策本
部への実連絡等を実施。

【ＮＤＣ】
②災害対策支援拠点に資機材を輸送、緊急時対策所との通信確認を実施

【近大】
②資機材の輸送を想定し台車を用いて災害対策支援拠点への徒歩による移動経
路の確認を実施

【ＮＦＤ】
②災害対策支援拠点に配備する資機材の輸送を実施

【東大】
②災害対策支援拠点へ要員の派遣を実施

【ＮＭＣＣ六ヶ所】
②災害対策支援拠点にて通信資機材（衛星電話およびＦＡＸ）の設置を実施

【ＮＭＣＣ東海】
②災害対策支援拠点へ資機材を運搬、要員を派遣し設営および緊急時対策所と
の通信連絡を実施

【GNFJ】
②要素訓練で災害対策支援拠点へ要員を派遣し、本部間との通信訓練を実施し
た。　また、総合訓練で構内に災害対策支援拠点を設営し、本部からの指示に従
い非常用発電機燃料の調達手配を実施した。

【NFI-T】
②総合訓練において、東朋寮に災害対策支援拠点を設営し、持ち込み資機材の
運搬、本部との通信を実施した。

【京大】
①、②実動なし、但し、工作資材班が資材倉庫に移動し災害対策支援拠点の設営
のために資機材の確認を実施

備
考

事
業
所

区分 原子力事業者防災訓練の改善への取組 指標９
後方支援活動
①原子力事業者間の支援活動
②原子力事業所災害対策支援拠点との連動

評価対象の
考え方など

　事故収束活動において、原子力施設外からの支援を想定した
実動の訓練の状況を評価する。実動とは、物資又は人の移動を
伴い、かつ、移動先で物資や人を実際に機能させる訓練をいう
（移動のみの場合は実動としない）。評価の対象とはしないが、
実動で訓練を行わない場合は実連絡を訓練で行っているか確
認する。実連絡とは、実対応と同じ連絡先と情報のやり取りを実
施することをいう。
　後方支援活動においては、要素訓練も評価の対象に含める。
　①は原子力事業者防災業務計画に事業者間の協定等を定め
ている事業所に限り評価対象とする。なお、事業者間の協定等
がない事業所であって、自社の他事業所からの支援活動が定
めている場合は評価対象とする。

基
準

Ａ Ｂ Ｃ

原子力事業者防災業務計画に定める全ての項目を実動で
実施 3

原子力事業者防災業務計画に定める一部の項目を実動で
実施 8 実動なし 1
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評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(JAEA､JNFLを除く)) 別添４－４
10／12

ＮＤＣ ＮＦＤ 東大
東芝 NFI-K ＮＭＣＣ六ヶ所
京大 NFI-T ＮＭＣＣ東海
近大 MNF

特
徴
的
な
実
施
内
容

①他事業者への視察
【ＮＤＣ】ＭＮＦ、ＪＡＥＡ大洗研究所
【東芝】ＮＦＩ－Ｋ、ＮＦＩ－Ｔ
【京大】大飯
【近大】京大
【ＮＦＤ】ＪＡＥＡ大洗研究所、ＧＮＦＪ
【GNFJ】原電敦賀、ＮＦＤ
【NFI-K】原電敦賀、四電伊方
【NFI-T】GNFJ、東芝
【MNF】JAEA大洗、JAEA原科研、GNFJ、JAEA核サ研

②自社訓練の視察受入れ
【ＮＤＣ】ＭＮＦ
【東芝】ＮＦＩ－Ｋ、ＮＦＩ－Ｔ
【京大】ＮＦＩ－Ｋ、近大
【近大】京大
【ＮＦＤ】ＧＮＦＪ
【GNFJ】MNF、NFI－T、ＮＦＤ
【NFI-K】東芝
【NFI-T】東芝
【MNF】なし

③ピアレビュー等の受入れ
【ＮＤＣ】ＭＮＦ
【東芝】ＮＦＩ－Ｋ、ＮＦＩ－Ｔ
【京大】ＮＦＩ－Ｋ、近大
【近大】京大
【ＮＦＤ】ＧＮＦＪ
【GNFJ】MNF、NFI－T、ＮＦＤ
【NFI-K】NFI-T
【NFI-T】なし
【MNF】NDC

④ＥＲＣへの訓練視察
【ＮＤＣ】ＮＦＤ、ＧＮＦＪ
【東芝】ＮＤＣ、ＮＭＣＣ六ヶ所
【近大】京大
【ＮＦＤ】ＮＤＣ、東芝、京大、近大、東大、ＮＭＣＣ東海
【GNFJ】四電伊方、北電泊、九電川内
【NFI-K】GNFJ、MNF
【NFI-T】九電川内、関電美浜、原電敦賀、東電柏崎刈羽、GNFJ
【MNF】九州玄海、GNFJ

①他事業者への視察
【東大】ＪＡＥＡ原子力科学研究所
【ＮＭＣＣ六ヶ所】東通、日本原燃濃縮事業部

④ＥＲＣへの訓練視察
【東大】京大、ＧＮＦＪ、ＮＭＣＣ六ヶ所、ＮＦＩ－Ｋ
【ＮＭＣＣ六ヶ所】ＮＤＣ、東大
【ＮＭＣＣ東海】京大、東大、ＧＮＦＪ

備
考

事
業
所

区分 原子力事業者防災訓練の改善への取組 指標１０

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ
④ＥＲＣへの訓練視察

評価対象の
考え方など

　訓練の改善のため、他社の訓練を参考にする、又は自社の訓
練への視察やピアレビュー等を求めるといった取組について確
認する。
　なお、①は即応センターまたは緊急時対策所への視察を対象
とする。また、③は原子力や防災に関連する第三者機関による
評価のほか、他原子力事業者を訓練評価者として受け入れた
場合も実績に含める。

基
準

Ａ Ｂ Ｃ

３つ以上該当 9 ２～１つ該当 3 該当なし 0

GNFJ
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評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(JAEA､JNFLを除く)) 別添４－４
11／12

NDC ＮＦＤ NFI-K
東芝 東大 NFI-T
京大 ＮＭＣＣ六ヶ所 MNF
近大 ＮＭＣＣ東海 GNFJ

特
徴
的
な
実
施
内
容

●上記事業者：２０１９年度の訓練結果を評価し課題（改善点）を抽出し原因を分析
のうえ対策が検討されている。

備
考

事
業
所

区分 原子力事業者防災訓練の改善への取組 指標１１

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた対策

評価対象の
考え方など

　訓練実施及び訓練結果の自己評価において、適確に訓練に
おける課題を抽出し、その課題に対する原因分析を行い、原因
分析結果を踏まえた対策の検討が行われ、具体的な対策の方
針を定めているか確認する。（防災訓練実施結果報告書の記載
により確認する。）
　①については、問題点から本来どうすべきであったのか、所内
ルール等と照らし何ができて何ができなかったのか分析した上
で課題が抽出されていること、②については、いわゆる「なぜな
ぜ分析」等が行われ原因を深掘りして分析されていることを確認
する。

基
準

Ａ Ｂ Ｃ

①～③が実施されてる 12 ①及び②まで実施されている 0 ①のみ実施 0
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評価指標に基づく評価結果(指標別)(核燃料施設等(JAEA､JNFLを除く)) 別添４－４
12／12

ＮＤＣ 東大 NFI-K GNFJ 近大
東芝 ＮＭＣＣ六ヶ所 NFI-T
京大 ＮＭＣＣ東海 MNF
ＮＦＤ

緊急時対応要員の訓練参加率（事業所）原子力事業者防災訓練の実績

原子力防災要員の総数のうち本訓練を受ける必要のある者を
分母として、参加率を確認する。
訓練参加者には、プレーヤと緊急時対応の習熟効果が期待さ
れるためコントローラを含めるが、評価者は含めない。

訓練参加率＝訓練に参加した人数÷訓練計画時に計画した対
象人数

区分

1

指標１２

備
考

特
徴
的
な
実
施
内
容

【ＮＤＣ】
対象人数：７４人／参加者数：８９名（１２０％）

【東芝】
対象人数：５３人／参加者数：６４名（１２０％）

【京大】
対象人数：１２３人／参加者数：１１２名（９１％）

【ＮＦＤ】
対象人数：７５人／参加者数：６９名（９２％）

【東大】
対象人数：３１人／参加者数：３８名（１２２％）

【ＮＭＣＣ六ヶ所】
対象人数：３９人／参加者数：３７名（９５％）

【ＮＭＣＣ東海】
対象人数：６７人／参加者数：７０名（１０４％）

【NFI-K】
対象人数：２３５名／参加者数：２４５名（１０４％）

【NFI-T】
対象人数:９８名／参加者数：１１５名（１１７％）

【MNF】
対象人数：１５６名／参加者数：１４６名（９４％）

【GNFJ】
対象人員：２１７名／参加者数１８３名（８４％）

【近大】
対象人数：２３人／参加者数：１７名（７４％）

基
準

Ａ Ｂ Ｃ

原子力防災要員の総数のうち本訓練を受ける必要のある
者の９０％以上

10
８０％以上、
９０％未満

1 ８０％未満

事
業
所

評価対象の
考え方など

訓練対象人数：参加が必要な総数のうち本訓練を受ける必要のある者の数

96



三菱原子燃料株式会社

© MITSUBISHI NUCLEAR FUEL CO., LTD.  All Rights Reserved.

2020年7月28日

ERCプラント班と緊急時対策所との
的確な情報共有及び迅速化について

事業者防災訓練への改善取り組み事例（グッドプラクティス）

別添４－５
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© MITSUBISHI NUCLEAR FUEL CO., LTD.  All Rights Reserved. 2

◎訓練における問題点/課題/原因

今回の訓練では、事象の把握と進展予測の迅速化のため戦
略シートの使用をやめ、戦略フロー に変更して実際に運
用したが、うまく活用できなかった。

対策本部内では戦略（放出停止,閉じ込め,汚染拡大防止な
どの応急措置計画、進展予測等々）が議論されていたもの
の、その情報がERC対応者に適宜伝達されなかった。
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◎対策
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© MITSUBISHI NUCLEAR FUEL CO., LTD.  All Rights Reserved. 4

◎改善点

①
進展の可能性のある事象を当該事象における全体
像をフローで表現した。

②
事象や対策の分岐点で、その条件の記述が十分で
なかったので、改善した。

③
事象進展の判断材料が不足気味であったので、こ
れを充実させた。

④
説明時に当該事象がどの条件に合致し、どの方向
に進んだか、手書きで記入しながら説明できるよ
うにした。
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◎今後の展開について

改善前 改善後
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© MITSUBISHI NUCLEAR FUEL CO., LTD.  All Rights Reserved. 6

EAL判断のシートを新規追加
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改善前 改善後
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© MITSUBISHI NUCLEAR FUEL CO., LTD.  All Rights Reserved. 8

改善前 改善後
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© MITSUBISHI NUCLEAR FUEL CO., LTD.  All Rights Reserved. 9

改善前 改善後
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改善前 改善後
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情報共有の改善／向上

項 目 課 題 改 善

緊急時対策所内での情報共有
の改善
（緊急時対策所内の配置見直し）

2018年度防災訓練において、緊
対所内でホワイトボード（W/B）の
視認性が悪く、情報共有に支障が
生じていた。

机、機器の配置と要員の動線の
関係を見直すことにより、W/B視
認性を改善した。
2019年度訓練前に見直しを行

い、その結果、緊対所内の情報
共有が大幅に改善した。

ERCプラント班との情報共有の
向上
（書画装置の導入）

緊対所－ERCプラント班との情報
共有は、電話、FAX（通報文、戦略
シート、W/B情報）、電子メール（放
射線データ、写真）により行ってい
る。
FAX、電子メールでの資料送付は
ERCプラント班の手元に届くまでに
時間を要するため、双方で共通の
資料で内容を確認しながら電話で
説明を行える状態となるまでに、時
間を要している。

緊対所－ERCプラント班間の情
報共有を円滑にするため、今年
度訓練に備え書画装置を導入し
た。
これによりERCプラント班との情
報共有に際しては迅速かつ明瞭
な説明対応ができるよう向上を
図る。
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緊急時対策所内の配置見直し

緊対所内で要員の動
線と本部長、ERC対応
者の視線が交錯してい
たため、W/B視認性が
悪かった。

配置を左右逆にした
ことにより、要員の動
線が本部長、ERC対
応者の背側となるた
めW/B視認性が向
上した。

要員の動線

~2018年度

2019年度

W/B；ホワイトボード
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書画装置の導入前

一斉FAX機

ERC用FAX機

電子メール

通報文

戦略シート

W/B情報

放射線データ
写真

緊急時対策所

ERC対応者

連続通話

ERCプラント班

常時接続
・ 通信遅れ

・ 通信遅れ

・ 対応要員確保難
・ 送信手間あり
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書画装置の導入後

一斉FAX機

ERC用FAX機

電子メール

通報文

戦略シート

W/B情報

放射線データ
写真

緊急時対策所

ERC対応者

連続通話

ＥＲＣ対応者は、戦略、時系列情

報、放射線データ等を書画装置

で表示しながら説明

ERCプラント班

常時接続
書画装置

常時接続
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評価指標見直し(核燃料施設等(JAEA､JNFL))(案) 　

別添５－１
1/3

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ

１

【Ｐ】

前回訓練結果に対する分
析・評価が行われ、全体
を網羅した情報フローへ
反映している

全体を網羅した情報フ
ローを作成している

情報フローを作成してい
るものの、全体が網羅さ
れていない　又は　情報
フローを作成していない

１

【Ｐ】

前回訓練結果に対する分
析・評価が行われ、全体
を網羅した情報フローへ
反映している

全体を網羅した情報フ
ローを作成している

情報フローを作成してい
るものの、全体が網羅さ
れていない　又は　情報
フローを作成していない

現行指標を継続する。

２－１
事故・プラントの状況

２－１
事故・プラントの状況

　現在のプラントの状況、新たな事象の発生、線量の
状況、負傷者の発生等の発生イベント、現況につい
て、ＥＲＣプラント班との情報共有が十分であるか評
価する。必要な情報に不足や遅れがなく即応センター
から積極的に情報提供がされているかを評価する。

２－２
進展予測と事故収束対
応戦略

２－２
進展予測と事故収束対
応戦略

　事故の進展予測及びこれを踏まえた事故収束に向け
た対応戦略（対応策）について、ＥＲＣプラント班と
の情報共有が十分であるか評価する。必要な情報に不
足や遅れがなく即応センターから積極的に情報提供が
されているかを評価する。

２－３
戦略の進捗状況

２－３
戦略の進捗状況

　事故収束に向けた対応戦略（対応策）の進捗状況に
ついて、ＥＲＣプラント班との情報共有が十分である
か評価する。必要な情報に不足や遅れがなく即応セン
ターから積極的に情報提供がされているかを評価す
る。

３－１
プラント情報表示シス
テムの使用（ＥＲＳＳ
等を使用した訓練の実
施）

プラント情報表示システ
ムの使用に習熟し、情報
共有に活用した

情報共有に支障があり、
改善の余地がある

３－１
プラント情報表示シス
テムの使用（ＥＲＳＳ
等を使用した訓練の実
施）

プラント情報表示システ
ムの使用に習熟し、情報
共有に活用した

特段の支障なく情報共有
が行われている 情報共有に支障があり、

改善の余地がある

基準を見直す（Aを細分化）

【見直しの観点】
・令和元年度の評価結果から、ツール等
の活用の程度によって、A評価の幅が大
きい
・これを踏まえ、指標２と同様に、基準
Aを細分化して評価する
・アンケートは5段階（大変良いが5、大
変悪いが1）とし、3以上をA、2以上を
B、2未満をCとして評価に反映する。
（昨年度は2以上をAとしていた。)

３－２
リエゾンの活動

情報共有に係る即応セン
ターの補助ができていた

情報共有に支障があり、
改善の余地がある

３－２
リエゾンの活動

情報共有に係る即応セン
ターの補助ができていた

特段の支障なく情報共有
が行われている

情報共有に支障があり、
改善の余地がある

３－３
ＣＯＰの活用

ＣＯＰがＥＲＣプラント
班に共有され、情報共有
に資した

情報共有に支障があり、
改善の余地がある

３－３
ＣＯＰの活用

ＣＯＰがＥＲＣプラント
班に共有され、情報共有
に資した

特段の支障なく情報共有
が行われている

情報共有に支障があり、
改善の余地がある

３－４
ＥＲＣ備付け資料の活
用

情報共有において必要な
際、備付け資料が活用さ
れていた

情報共有に支障があり、
改善の余地がある

３－４
ＥＲＣ備付け資料の活
用

情報共有において必要な
際、備付け資料が活用さ
れていた

特段の支障なく情報共有
が行われている

情報共有に支障があり、
改善の余地がある

４

【Ｄ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

４

【Ｄ】

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下 現行指標を継続する。

【補足説明】
①について、緊急事態の遷移の判断とな
る第１０条及び第１５条事象に係る通報
に対して評価し、この訂正報は評価に含
めない。また、評価の参考として、全て
の通報・連絡及び報告の、誤記、記載漏
れ、訂正報の状況について確認する。
③の「速やか」とは、会議の主旨を鑑
み、通報FAXの到着を待たずに対応する
ことを期待している。EAL判断から認定/
確認までの時間で確認し、時間を要して
いる場合は一連の対応に問題がなかった
かを確認して評価する。
④の適切な間隔とタイミングは、訓練計
画時にシナリオを踏まえ期待する間隔と
タイミング、期待する報告内容にいて確
認する。

現行指標を継続する。

【補足説明】
・通信機器の操作（即応センターとＥＲ
Ｃプラント班を接続する通信機器の操
作）の確認として、訓練中の音声断のマ
ルファンクションは継続する。
・アンケートは5段階（大変良いが5、大
変悪いが1）とし、3以上をa、2以上を
b、2未満をcとして評価に反映する。(昨
年度と同様)

３

【Ｄ】

情
報
共
有
の
た
め
の
ツ
ー

ル
等
の
活
用

　実対応と同じプラント情報表示システムにおいて、ＥＲＣプラント班と即応セン
ターが同様の画面（インターフェース）を使用してプラントパラメータ（プラント状
態の説明、特定事象の説明、進展予測など）等の情報共有をしているかを評価する。
　プラント情報表示システムとは、ＥＲＳＳ、これと同等のプラント情報表示システ
ム、又はこれに準ずるプラント情報表示システムのことであり、ＥＲＣプラント班と
即応センターで同一の情報を同一のタイミングで同一の画面で情報共有できるもので
あって、かつ、ＥＲＣプラント班または即応センターがそれぞれで必要な時に必要な
情報を自由に選択して入手できるものをいう。
　また、訓練実施後に行うＥＲＣプラント班要員へのアンケート結果も踏まえ評価に
反映する。
　なお、この指標はＥＲＳＳの伝送が求められている事業所に限り評価対象とする。
また、ＥＲＳＳの伝送設備が整備途上の場合は、評価対象外とする。

 
　ＥＲＣプラント班に派遣されたリエゾンが、即応センターを補助するという目的に
応じ事業者が定めるリエゾンの役割等を認識し、必要に応じ適時適切にＥＲＣプラン
ト班に対し情報提供がなされているか、ＥＲＣプラント班の意向等を即応センターに
伝達しているか等、リエゾンの活動を評価する。
　また、訓練実施後に行うＥＲＣプラント班要員へのアンケート結果も踏まえ評価に
反映する。
※即応センターが求められていない事業所は、緊急時対策所に読み替える。

　ＥＲＣプラント班と即応センター間の情報共有において、ＣＯＰを用い情報共有が
なされているかを評価する。ＣＯＰが更新されていない場合、手元にあるＣＯＰに手
書きで記載することなどにより速やかな情報共有がなされているかを評価する。
　また、訓練実施後に行うＥＲＣプラント班要員へのアンケート結果も踏まえ評価に
反映する。
※ＣＯＰ：共通状況図のこと。事故・プラントの状況、進展予測と事故収束対応戦
略、戦略の進捗状況について認識の共有のために作成される図表であって、各社で様
式や名称は異なる。
※即応センターが求められていない事業所は、緊急時対策所に読み替える。

　ＥＲＣプラント班と即応センター間の情報共有において、ＥＲＣ備付け資料を使用
して情報共有をしているかを評価する。
　また、訓練実施後に行うＥＲＣプラント班要員へのアンケート結果も踏まえ評価に
反映する。
※即応センターが求められていない事業所は、緊急時対策所に読み替える。

確実な通報・連絡の実施
①通報文の正確性
②ＥＡＬ判断根拠の説明
③１０条確認会議等の対応
④第２５条報告

　特定事象発生通報（原災法第１０条及び第１５条事象）等、以下の点が適切かつ迅
速に行われているか評価する。
①特定事象発生通報のうち、緊急事態の遷移の判断となる第１０条及び第１５条事象
に係る通報について、記載の誤記、漏れ等がないことを評価する。参考として、全て
の通報、連絡及び報告について、万一、誤記、記載漏れがあった場合に事業者がこれ
を発見し訂正報が確実に行われていることを確認する。
②事業者がＥＡＬ判断時（緊急事態の遷移の判断となる第１０条及び第１５条に係る
事象）に、通信機器（電話、テレビ会議システム等）においてＥＲＣプラント班に対
し当該ＥＡＬの判断根拠の説明が適切に行われたか評価する。
③上記②のＥＡＬ判断後、ＥＲＣプラント班は事業者との１０条確認会議、１５条認
定会議を開催するが、ＥＲＣプラント班からの会議招集に対し速やかに対応できた
か、会議において組織を代表する者が発生事象、事象進展の予測、事故収束対応等の
説明が適切かつ簡潔に行われたか評価する。
④第２５条報告が、事象の進展に応じ、適切な間隔とタイミングで継続して行われた
か評価する。また、その報告内容（原子力事業者防災業務計画等に定めている項目
（発生事象と対応の概要、プラント状況、放射性物質放出見通し及び放出状況、モニ
タ・気象情報など）の記載の有無）について評価する。

情報共有のための情報フロー 　訓練実施前に、発電所、本店（即応センター）、ＥＲＣの３拠点間の情報フローの
計画について確認する。
　情報フローとは、５つの情報（①ＥＡＬに関する情報、指標２に示す情報（②事
故・プラントの状況、③進展予測と事故収束対応戦略、④戦略の進捗状況）、⑤ＥＲ
Ｃプラント班からの質問への回答）について、いつ、どこで、だれが、なにを、どん
な目的で、どのようにの観点からみた、情報伝達の一連の流れをいう。
　また、情報フローの確認に際しては、前回訓練での情報共有における課題に対する
改善策を反映したものとしているかを確認する。

２

【Ｄ】

Ｅ
Ｒ
Ｃ
プ
ラ
ン
ト
班
と
の
情
報
共
有

　指標２については、２－１～２－３についてそれぞれ以下の基準により個別
評価する。
　ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われている
　ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

その上で、以下により全体としての評価を決定する。
　ａａａ又はａａｂ
　　→Ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われている
　ａｂｂ又はｂｂｂ
　　→Ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　上記以外
　　→Ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

２

【Ｄ】

Ｅ
Ｒ
Ｃ
プ
ラ
ン
ト
班
と
の
情
報
共
有

　指標２については、２－１～２－３についてそれぞれ以下の基準により個別
評価する。
　ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われている
　ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

その上で、以下により全体としての評価を決定する。
　ａａａ又はａａｂ
　　→Ａ：必要な情報に不足や遅れがなく、積極的に情報共有が行われている
　ａｂｂ又はｂｂｂ
　　→Ｂ：特段の支障なく情報共有が行われている
　上記以外
　　→Ｃ：情報共有に支障があり、改善の余地がある

情
報
共
有
・
通
報

情報共有のための情報フロー

情
報
共
有
・
通
報

確実な通報・連絡の実施
①通報文の正確性
②ＥＡＬ判断根拠の説明
③１０条確認会議等の対応
④第２５条報告

３

【Ｄ】

情
報
共
有
の
た
め
の
ツ
ー

ル
等
の
活
用

　事象の進展や事故収束戦
略・予測進展の変更といった
状況変化時や、適時に施設全
体を俯瞰した現況について、
テレビ会議システム等での発
話等により説明ができたかを
評価の観点とする。
　また、訓練実施後に行うＥ
ＲＣプラント班要員へのアン
ケート結果も踏まえ評価に反
映する。

※即応センターが求められて
いない事業所は、緊急時対策
所に読み替える。

区分 Ｎｏ． 指標
基準

令和2年度評価指標（JAEA･JNFL）（案）
見直しの観点など

区分 Ｎｏ． 指標
基準

評価対象の考え方など

令和元年度評価指標（JAEA･JNFL）

112



評価指標見直し(核燃料施設等(JAEA､JNFL))(案) 　

別添５－１
2/3

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ
区分 Ｎｏ． 指標

基準

令和2年度評価指標（JAEA･JNFL）（案）
見直しの観点など

区分 Ｎｏ． 指標
基準

評価対象の考え方など

令和元年度評価指標（JAEA･JNFL）

５

【Ｐ】

前年度の訓練結果を踏ま
え中期計画に対して見直
しの検討を行い、今年度
の訓練計画を策定し、計
画的に教育や訓練等を実
施している。

前年度の訓練結果を踏ま
え中期計画に対して見直
しの検討を行い、今年度
の訓練計画を策定してい
る。

前年度の訓練結果を踏ま
え中期計画に対して見直
しの検討を行っていな
い。

５

【Ｐ】

前年度の訓練結果を踏ま
え中期計画に対して見直
しの検討を行い、今年度
の訓練計画を策定し、計
画的に教育や訓練等を実
施している。

前年度の訓練結果を踏ま
え中期計画に対して見直
しの検討を行い、今年度
の訓練計画を策定してい
る。

前年度の訓練結果を踏ま
え中期計画に対して見直
しの検討を行っていな
い。

現行指標を継続する。

【補足説明】
訓練結果を踏まえて中期計画に対する見
直しの検討が行われ、かつ、適時のタイ
ミングで中期計画に反映されたかを評価
基準とする。
なお、前年度の訓練結果に対する分析等
が行われた結果として、中期計画への反
映が必要ないという検討がなされている
場合には、Ａ又はＢとなる。

６

【Ｐ】

訓練実施計画等が、前回
までの訓練の課題につい
て検証できる

訓練実施計画等が、一部
前回までの訓練の課題に
ついて検証できない

訓練実施計画等が、前回
までの訓練の課題につい
て検証できない

６

【Ｐ】

訓練実施計画等が、前回
までの訓練の課題につい
て検証できる

訓練実施計画等が、一部
前回までの訓練の課題に
ついて検証できない

訓練実施計画等が、前回
までの訓練の課題につい
て検証できない

現行指標を継続する。

７

【Ｐ】

全てのプレーヤに対して
全てのシナリオを非提示

Ａ，Ｃ以外 全てのプレーヤに対して
全てのシナリオを提示

７

【Ｐ】

全てのプレーヤに対して
全てのシナリオを非提示

Ａ，Ｃ以外 全てのプレーヤに対して
全てのシナリオを提示

現行指標を継続する。

【補足説明】
訓練と同様のシナリオを用いて事前演習
等を実施している場合は、シナリオが予
見できるに等しいことからシナリオ非提
示型訓練とは言えない。

９

【Ｄ】

３つ以上該当 ２～１つ該当 該当なし

９

【Ｄ】

３つ以上該当 ２～１つ該当 該当なし 現行指標を継続する。

【補足説明】
②の記者等の参加は、現実的な状況を模
擬するため記者会見で想定される厳しい
質問に加え、一般市民の目線で広報がさ
れているかを外部の目で評価することを
目的としている。

１０

【Ｄ】

原子力事業者防災業務計
画に定める全ての項目を
実動で実施

原子力事業者防災業務計
画に定める一部の項目を
実動で実施

実動なし

１０

【Ｄ】

原子力事業者防災業務計
画に定める全ての項目を
実動で実施

原子力事業者防災業務計
画に定める一部の項目を
実動で実施

実動なし 現行指標を継続する。

１１

【Ａ】

３つ該当 ２～１つ該当 該当なし

１１

【Ａ】

３つ該当 ２～１つ該当 該当なし 現行指標を継続する。

後方支援活動
①原子力事業者間の支援活動
②原子力事業所災害対策支援
拠点との連動
③原子力緊急事態支援組織と
の連動

後方支援活動
①原子力事業者間の支援活動
②原子力事業所災害対策支援
拠点との連動
③原子力緊急事態支援組織と
の連動

現行指標を継続する。

【補足説明】
令和元年度と同様に評価する。
①発災を想定する施設(複数又は全施設)
②ＥＡＬ判断(複数の異なるＥＡＬ番号)
　・原子力防災管理者の判断を要しない
EAL（地震、津波など)は評価外
③場面設定等(３つ以上の付与)
　・時間､場所､気象､体制､資機材､
　　計器故障､人為的ミス､OFC対応､
　　判断分岐､その他の区分で確認
　・毎年全く同じ場面設定等とした場
　　合、訓練プレーヤが容易に予見可
　　能であり、対応能力向上の幅を広
　　げること及び訓練の緊張感維持す
　　ることができないことから、多様
　　化に努めているとは言えない。
評価:３つでＡ､２つでＢ､他はＣ

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動したプ
レス対応
②記者等の社外プレーヤの参
加
③模擬記者会見の実施
④情報発信ツールを使った外
部への情報発信

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動したプ
レス対応
②記者等の社外プレーヤの参
加
③模擬記者会見の実施
④情報発信ツールを使った外
部への情報発信

　事故対策のための情報共有と対外広報活動のための情報共有を円滑に行うために、
どの程度現実的な状況を模擬しているか評価する。
　なお、②の記者等とはテレビや新聞の記者のほか、メディアトレーニングの講師な
ども対象とする。④の情報発信ツールについては、模擬ＨＰ掲載文を作成し、模擬Ｈ
Ｐ等に掲載した場合にカウントする。
　広報活動においては、要素訓練も評価の対象に含める。複数の原子力事業所を有す
る事業者であって、本店の広報班等が行う広報活動の内容が同一の場合に限り、他の
原子力事業所の訓練を評価の対象に含める。

適度なシナリオであり、
シナリオの多様化に努め
ていた

平易なシナリオであった

８

【Ｐ】

シナリオの多様化・難度

　中期的な訓練計画を策定の上、訓練実施及び訓練結果の評価を実施し、当該計画へ
の反映の有無の検討を実施（必要に応じ計画に反映）し、対応能力向上に努めている
かを確認する。
　なお、昨年度訓練終了以降から中期計画見直しに至るまでのＰＤＣＡの実績を確認
する。

前回までの訓練の訓練課題を
踏まえた訓練実施計画等の策
定

前回までの訓練の訓練課題を
踏まえた訓練実施計画等の策
定

　訓練実施計画が、前回までの訓練の訓練結果を踏まえ、問題・課題に対する改善策
が有効に機能するものであるか検証できる計画（訓練実施項目、訓練シナリオ等）と
なっているか、評価項目及び評価基準が設定されているか、中期計画等を含めて確認
する。
　また、訓練実施前に、訓練時における当該改善策の有効性を評価・確認の方法（例
えば、訓練評価者が使用する評価チェックリスト（改善策の有効性を検証するための
評価項目、評価基準などが明確になっているもの）が作成されていること）が明確に
なっているかを確認する。
　なお、昨年度訓練終了以降から今年度の訓練実施計画策定に至るまでの要素訓練を
含めたＰＤＣＡの実績を確認する。

シナリオ非提示型訓練の実施
状況

シナリオ非提示型訓練の実施
状況

　シナリオ非提示型訓練の実施状況について、範囲及び程度を確認する。
　シナリオを予見できる情報（発災前の施設運転状況、地震等の起因事象等といった
訓練の前提条件は含まない）が事前演習等も含め全く提示されていない場合をシナリ
オ非提示とする。

原
子
力
事
業
者
防
災
訓
練
の
改
善
へ
の
取
組

中期計画の見直し

原
子
力
事
業
者
防
災
訓
練
の
改
善
へ
の
取
組

中期計画の見直し

８

【Ｐ】

シナリオの多様化・難度 難度が高く多様なシナリ
オに取り組んでいた

　事故収束活動において、原子力施設外からの支援を想定した実動の訓練の状況を評
価する。実動とは、物資又は人の移動を伴い、かつ、移動先で物資や人を実際に機能
させる訓練をいう（移動のみの場合は実動としない）。また、評価の対象とはしない
が、実動で訓練を行わない場合は実連絡を訓練で行っているか確認する。実連絡と
は、実対応と同じ連絡先と情報のやり取りを実施することをいう。
　後方支援活動においては、要素訓練も評価の対象に含める。

　①は原子力事業者防災業務計画に事業者間の協定等を定めている事業所、③は原子
力緊急事態支援組織が求められている事業所に限り評価対象とする。なお、事業者間
の協定等がない事業所であって、自社の他事業所からの支援活動が定めている場合は
評価対象とする。

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ

　訓練の改善のため、他社の訓練を参考にする、又は自社の訓練への視察やピアレ
ビュー等を求めるといった取組について確認する。
　①は即応センターまたは緊急時対策所への視察を対象とする。また、③は原子力や
防災に関連する第三者機関による評価のほか、他原子力事業者を訓練評価者として受
け入れた場合も実績に含める。

難度が高く多様なシナリ
オに取り組んでいた

適度なシナリオであり、
シナリオの多様化に努め
ていた

平易なシナリオであった 　対応能力向上の幅を広げること及び訓練の緊張感維持のため、訓練プレーヤへ難度
の高い課題を与えているか、シナリオの多様化に努めているかを確認する。
　発災を想定する施設数、ＥＡＬ判断状況（数や密度）、発生事象の深刻度、発災原
因（自然災害、機器故障など）、プラント状態、場面設定（時間、場所、気象、防災
要員の体制、資機材の状態、計器の故障、人為的なミス、オフサイトセンターを想定
した要員派遣と支援要請等への対応などプラント以外の状態）、これら要因の複数組
み合わせ、シナリオ上の判断分岐となるポイントやマルファンクションの数、マルチ
エンディング方式の採用などから、シナリオの多様化・難度の取り組みについて総合
的に確認する。
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評価指標見直し(核燃料施設等(JAEA､JNFL))(案) 　

別添５－１
3/3

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ
区分 Ｎｏ． 指標

基準

令和2年度評価指標（JAEA･JNFL）（案）
見直しの観点など

区分 Ｎｏ． 指標
基準

評価対象の考え方など

令和元年度評価指標（JAEA･JNFL）

１２

【Ｃ】
【Ａ】

①～③が実施されてる ①及び②まで実施されて
いる

①のみ実施

１２

【Ｃ】
【Ａ】

①～③が実施されてる ①及び②まで実施されて
いる

①のみ実施 現行指標を継続する。

【補足説明】
・規制庁からの指摘で課題の抽出からや
り直す社があったため、自主的に課題を
抽出することを促す。

１３
【Ｐ】
【Ｄ】

原子力防災要員の総数の
うち本訓練を受ける必要
のある者の９０％以上

８０％以上、９０％未満 ８０％未満

１３
【Ｐ】
【Ｄ】

原子力防災要員の総数の
うち本訓練を受ける必要
のある者の９０％以上

８０％以上、９０％未満 ８０％未満 現行指標を継続する。

１４
【Ｐ】
【Ｄ】

参集が必要な要員の総数
のうち本訓練を受ける必
要のある者の９０％以上

８０％以上、９０％未満 ８０％未満

１４
【Ｐ】
【Ｄ】

参集が必要な要員の総数
のうち本訓練を受ける必
要のある者の９０％以上

８０％以上、９０％未満 ８０％未満 現行指標を継続する。

【Ｄ】 【Ｄ】

現行指標を継続する。

【Ｄ】 【Ｄ】

現行指標を継続する。

【補足説明】
以下の観点で確認する
・実施状況：総合訓練、要素訓練など実
動を実施した訓練の種類
・テーマ：現場実動訓練のテーマ
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝの有無と内
容
・連携状況：現場と緊対所との連携の有
無、その他即応センター等との連携の有
無
・他事業者評価：受入れ状況

　原子力防災要員の総数のうち本訓練を受ける必要のある者を分母として、参加率を
確認する。
　訓練参加者には、プレーヤと緊急時対応の習熟効果が期待されるためコントローラ
を含めるが、評価者は含めない。
　　訓練参加率　＝　訓練に参加した人数　÷　訓練計画時に計画した参加人数

緊急時対応要員の訓練参加率
（即応センター）

緊急時対応要員の訓練参加率
（即応センター）

　参集が必要な要員の総数のうち本訓練を受ける必要のある者を分母として、参加率
を確認する。
　訓練参加者には、プレーヤと緊急時対応の習熟効果が期待されるためコントローラ
を含めるが、評価者は含めない。
　　訓練参加率　＝　訓練に参加した人数　÷　訓練計画時に計画した参加人数

　なお､この指標は即応センターが求められている事業所に限り評価対象とする。

備考

１０条通報に要した時間

現場実動訓練の実施

備考

１０条通報に要した時間 すべての特定事象発生通報（原災法第１０条及び第１５条事象）を対象として、通報
に要した時間（原子力防災管理者が「特定事象の発生」を判断した時刻から、ＦＡＸ
等にてＥＲＣプラント班に発信操作した時刻まで）を確認する。また、ＦＡＸ等の着
信確認を確実に行ったか、ＦＡＸ等が困難な状況において代替手段での通報・連絡が
できたかも確認する。

現場実動訓練の実施

　現場実動訓練の実施状況を確認する。
　確認対象とする現場実動訓練は、総合訓練時に事故シナリオに基づき実施する緊急
時対策所の活動と連携した現場実動訓練を対象とする。
　総合訓練時を模擬し、緊急時対策所と連携した現場実動訓練を要素訓練等として実
施する訓練も確認の対象に含める。
　なお、プラントに対する訓練を対象とし、退避誘導訓練や原子力災害医療訓練等は
含めない。

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた対
策

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた対
策

　訓練実施及び訓練結果の自己評価において、適確に訓練における課題を抽出し、そ
の課題に対する原因分析を行い、原因分析結果を踏まえた対策の検討が行われ、具体
的な対策の方針を定めているか確認する。防災訓練実施結果報告書の記載により確認
する。
　①については、問題点から本来どうすべきであったのか、所内ルール等と照らし何
ができて何ができなかったのか分析した上で自主的に課題を抽出していること、②に
ついては、いわゆる「なぜなぜ分析」等が行われ原因を深掘りして分析されているこ
とを確認する。
　なお、訓練実施前に指標１で確認した情報フローについての自己評価については、
この指標で確認する。
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緊急時対応要員の訓練参加率
（事業所）

評価指標だけで表せない取組等を記述する。 評価指標だけで表せない取組等を記述する。
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評価指標見直し(核燃料施設等(JAEA､JNFLを除く))(案) 　

別添５－２
1/2

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ

１

【Ｄ】

緊急時対策所とＥＲＣプラン
ト班との情報共有

改善の取組により能力向
上が図られている

一部に改善の余地がある 一層の改善が必要である

１

【Ｄ】

緊急時対策所とＥＲＣプラン
ト班との情報共有

改善の取組により能力向
上が図られている

一部に改善の余地がある 一層の改善が必要である 　事故・プラントの状況（現在のプラントの状況、新たな事象の発生、線量の状況、負
傷者の発生等の発生イベント、現況）、進展予測と事故収束対応（事故の進展予測及び
これを踏まえた事故収束に向けた対応戦略（対応策））、戦略の進捗状況（事故収束に
向けた対応戦略（対応策）の進捗状況）について、ＥＲＣプラント班との情報共有が十
分であるか評価する。必要な情報に不足や遅れがなく緊急時対策所から積極的に情報提
供がされているかを評価する。
　事象の進展や事故収束戦略・予測進展の変更といった状況変化時や、適時に施設全体
の現況について説明ができたか、また、図表などの視覚情報（ＥＲＣ備付け資料）の活
用、リエゾンの活動（ＥＲＣプラント班に派遣されたリエゾンが、緊急時対策所を補助
するという目的に応じ事業者が定めるリエゾンの役割等を認識し、必要に応じ適時適切
にＥＲＣプラント班に対し情報提供がなされているか、ＥＲＣプラント班の意向等を緊
急時対策所等に伝達しているか等）を評価する。

現行指標を継続する。

【補足説明】
評価の観点は実用炉と同じく以下の通りと
するが、ＥＲＣプラント班のアンケートに
よる評価は実施しない
○ＥＲＣプラント班との情報共有
　①事故・プラントの状況
　②進展予測と事故収束対応戦略
　③戦略の進捗状況
○情報共有のためのツール等の活用
　①リエゾンの活動
　②ＣＯＰの活用
　③ＥＲＣ備付け資料の活用

２

【Ｄ】

確実な通報・連絡の実施
①ＦＡＸ等の通報が１５分以
内
②通報文の正確性
③ＥＡＬ判断根拠の説明
④第２５条報告

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下

２

【Ｄ】

確実な通報・連絡の実施
①ＦＡＸ等の通報が１５分以
内
②通報文の正確性
③ＥＡＬ判断根拠の説明
④第２５条報告

４つ該当 ３つ該当 ２つ以下 　特定事象発生通報（原災法第１０条及び第１５条事象）等、以下の点が適切かつ迅速
に行われているか評価する。
①ＥＡＬに該当する事象（緊急事態の遷移の判断となる第１０条及び第１５条に係る事
象）を原子力防災管理者が判断した時刻から、ＦＡＸ等にてＥＲＣプラント班に発信操
作した時刻までを計測して評価する。また、ＦＡＸ等の着信確認を確実に行ったか、Ｆ
ＡＸ等が困難な状況において代替手段での通報・連絡ができたかを評価に含める。
②特定事象発生通報のうち、緊急事態の遷移の判断となる第１０条及び第１５条事象に
係る通報について、記載の誤記、漏れ等がないことを評価する。参考として、全ての通
報、連絡及び報告について、万一、誤記、記載漏れがあった場合に事業者がこれを発見
し訂正報が確実に行われていることを確認する。
③事業者がＥＡＬ判断時（緊急事態の遷移の判断となる第１０条及び第１５条に係る事
象）に、通信機器（電話、テレビ会議システム等）においてＥＲＣプラント班に対し当
該ＥＡＬの判断根拠の説明が適切に行われたか評価する。
④第２５条報告が、事象の進展に応じ、適切な間隔とタイミングで継続して行われたか
評価する。また、その報告内容（原子力事業者防災業務計画等に定めている項目（発生
事象と対応の概要、プラント状況、放射性物質放出見通し及び放出状況、モニタ・気象
情報など）の記載の有無）について評価する。

現行指標を継続する。

【補足説明】
②について、緊急事態の遷移の判断となる
第１０条及び第１５条事象に係る通報に対
して評価し、この訂正報は評価に含めな
い。また、評価の参考として、全ての通
報・連絡及び報告の、誤記、記載漏れ、訂
正報の状況について確認する。
④の適切な間隔とタイミングは、訓練計画
時にシナリオを踏まえ期待する間隔とタイ
ミング、期待する報告内容にいて確認す
る。

３

【Ｄ】

通信機器の操作
（緊急時対策所とＥＲＣプラ
ント班を接続する通信機器の
操作）

通信機器の操作に習熟
し、円滑に対応していた

通信機器の操作に支障は
ないが、更なる習熟が望
まれる

通信機器の操作に支障が
あり、改善が必要である

３

【Ｄ】

通信機器の操作
（緊急時対策所とＥＲＣプラ
ント班を接続する通信機器の
操作）

通信機器の操作に習熟
し、円滑に対応していた

通信機器の操作に支障は
ないが、更なる習熟が望
まれる

通信機器の操作に支障が
あり、改善が必要である

　電話の操作（ＥＲＣ音声会議システムへの接続、混信防止のマイク音量調整、ヘッド
マイクセットとスピーカーフォンの切替など）、テレビ会議システムの操作（マイク音
量調整や映像ソース切替、書画装置のフォーカス調整など）など通信機器の操作、及び
使用している通信機器（ＦＡＸ、電話、テレビ会議システム等）に支障が発生した場合
の代替手段への移行操作について確認し、ＥＲＣプラント班との情報共有に支障がない
かを評価する。

現行指標を継続する。

４

【Ｐ】

中期計画見直し 前年度の訓練結果を踏ま
え中期計画に対して見直
しの検討を行い、今年度
の訓練計画を策定し、計
画的に教育や訓練等を実
施している。

前年度の訓練結果を踏ま
え中期計画に対して見直
しの検討を行い、今年度
の訓練計画を策定してい
る。

前年度の訓練結果を踏ま
え中期計画に対して見直
しの検討を行っていな
い。

４

【Ｐ】

中期計画見直し 前年度の訓練結果を踏ま
え中期計画に対して見直
しの検討を行い、今年度
の訓練計画を策定し、計
画的に教育や訓練等を実
施している。

前年度の訓練結果を踏ま
え中期計画に対して見直
しの検討を行い、今年度
の訓練計画を策定してい
る。

前年度の訓練結果を踏ま
え中期計画に対して見直
しの検討を行っていな
い。

　中期的な訓練計画を策定の上、訓練実施及び訓練結果の評価を実施し、当該計画への
反映の有無の検討を実施（必要に応じ計画に反映）し、対応能力向上に努めているかを
確認する。
　なお、昨年度訓練終了以降から中期計画見直しに至るまでのＰＤＣＡの実績を確認す
る。

現行指標を継続する。

【補足説明】
訓練結果を踏まえて中期計画に対する見直
しの検討が行われ、かつ、適時のタイミン
グで中期計画に反映されたかを評価基準と
する。
なお、前年度の訓練結果に対する分析等が
行われた結果として、中期計画への反映が
必要ないという検討がなされている場合に
は、Ａ又はＢとなる。

５

【Ｐ】

前回までの訓練の訓練課題を
踏まえた訓練実施計画等の策
定

訓練実施計画等が、前回
までの訓練の課題につい
て検証できる

訓練実施計画等が、一部
前回までの訓練の課題に
ついて検証できない

訓練実施計画等が、前回
までの訓練の課題につい
て検証できない

５

【Ｐ】

前回までの訓練の訓練課題を
踏まえた訓練実施計画等の策
定

訓練実施計画等が、前回
までの訓練の課題につい
て検証できる

訓練実施計画等が、一部
前回までの訓練の課題に
ついて検証できない

訓練実施計画等が、前回
までの訓練の課題につい
て検証できない

　訓練実施計画が、前回までの訓練の訓練結果を踏まえ、問題・課題に対する改善策が
有効に機能するものであるか検証できる計画（訓練実施項目、訓練シナリオ等）となっ
ているか、評価項目及び評価基準が設定されているか、中期計画等を含めて確認する。

　なお、昨年度訓練終了以降から今年度の訓練実施計画策定に至るまでの要素訓練を含
めたＰＤＣＡの実績を確認する。

現行指標を継続する。

６

【Ｐ】

シナリオ非提示型訓練の実施
状況

全てのプレーヤに対して
全てのシナリオを非提示

Ａ，Ｃ以外 全てのプレーヤに対して
全てのシナリオを提示

６

【Ｐ】

シナリオ非提示型訓練の実施
状況

全てのプレーヤに対して
全てのシナリオを非提示

Ａ，Ｃ以外 全てのプレーヤに対して
全てのシナリオを提示

　シナリオ非提示型訓練の実施状況について、範囲及び程度を確認する。
　シナリオを予見できる情報（発災前の施設運転状況、地震等の起因事象等といった訓
練の前提条件は含まない）が事前演習等も含め全く提示されていない場合をシナリオ非
提示とする。

現行指標を継続する。

【補足説明】
訓練と同様のシナリオを用いて事前演習等
を実施している場合は、シナリオが予見で
きるに等しいことからシナリオ非提示型訓
練とは言えない。

令和元年度評価指標（核燃料施設等(JAEA及びJNFL除く)） 令和2年度評価指標（核燃料施設等(JAEA及びJNFL除く)）（案）

原
子
力
事
業
者
防
災
訓
練
の
改
善
へ
の
取
組

原
子
力
事
業
者
防
災
訓
練
の
改
善
へ
の
取
組

区分 Ｎｏ． 指標
基準

評価対象の考え方など

情
報
共
有
・
通
報

情
報
共
有
・
通
報

見直しの観点など
区分 Ｎｏ． 指標

基準
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評価指標見直し(核燃料施設等(JAEA､JNFLを除く))(案) 　

別添５－２
2/2

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ

令和元年度評価指標（核燃料施設等(JAEA及びJNFL除く)） 令和2年度評価指標（核燃料施設等(JAEA及びJNFL除く)）（案）
区分 Ｎｏ． 指標

基準
評価対象の考え方など

見直しの観点など
区分 Ｎｏ． 指標

基準

７

【Ｐ】

シナリオの多様化・難度 難度が高く多様なシナリ
オに取り組んでいた

適度なシナリオであり、
シナリオの多様化に努め
ていた

平易なシナリオであった

７

【Ｐ】

シナリオの多様化・難度 難度が高く多様なシナリ
オに取り組んでいた

適度なシナリオであり、
シナリオの多様化に努め
ていた

平易なシナリオであった 　対応能力向上の幅を広げること及び訓練の緊張感維持のため、訓練プレーヤへ難度の
高い課題を与えているか、シナリオの多様化に努めているかを確認する。
　発災を想定する施設数、ＥＡＬ判断状況（数や密度）、発生事象の深刻度、発災原因
（自然災害、機器故障など）、プラント状態、場面設定（時間、場所、気象、防災要員
の体制、資機材の状態、計器の故障、人為的なミス、オフサイトセンターを想定した要
員派遣と支援要請等への対応などプラント以外の状態）、これら要因の複数組み合わ
せ、シナリオ上の判断分岐となるポイントやマルファンクションの数、マルチエンディ
ング方式の採用などから、シナリオの多様化・難度の取り組みについて総合的に確認す
る。

現行指標を継続する。

【補足説明】
○核燃料施設等については、発生事象が限
られていることから、主にシナリオの多様
化の取り組みを評価する。
　・場面設定等により訓練プレーヤへ
　　難度の高い課題を与えているかを
　　確認する（多様化の取り組み数を
　　確認）
　・発災を想定する施設数、ＥＡＬ判
　　断状況、発生事象の深刻度、発災
　　原因、プラント状態の設定につい
　　て取り組んだ場合は、シナリオの
　　多様化のひとつとして評価する。
○令和元年度の実績を踏まえ令和2年度の
評価は以下とする。
　場面設定等
　・発災を想定する施設数､EAL判断
　　(複数の異なるEAL番号)※地震･
　　津波等は評価外､場所､気象､
　　体制､資機材､計器故障､人為的
　　ミス､OFC対応､判断分岐､その他
　　の区分で確認
　・毎年全く同じ場面設定等とした場
　　合、訓練プレーヤが容易に予見可
　　能であり、対応能力向上の幅を広
　　げること及び訓練の緊張感維持す
　　ることができないことから、多様
　　化に努めているとは言えない。
　・評価:３つ以上でＡ､２つでＢ､他はＣ

８

【Ｄ】

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動したプ
レス対応
②記者等の社外プレーヤの参
加（他原子力事業者広報担当
等を含む）
③模擬記者会見の実施
④情報発信ツールを使った外
部への情報発信

３つ以上該当 ２～１つ該当 該当なし

８

【Ｄ】

広報活動
①ＥＲＣ広報班と連動したプ
レス対応
②記者等の社外プレーヤの参
加（他原子力事業者広報担当
等を含む）
③模擬記者会見の実施
④情報発信ツールを使った外
部への情報発信

３つ以上該当 ２～１つ該当 該当なし 　事故対策のための情報共有と対外広報活動のための情報共有を円滑に行うために、ど
の程度現実的な状況を模擬しているか評価する。
　なお、②の記者等とはテレビや新聞の記者のほか、メディアトレーニングの講師など
も対象とする。④の情報発信ツールについては、模擬ＨＰ掲載文を作成し、模擬ＨＰ等
に掲載した場合にカウントする。
　広報活動においては、要素訓練も評価の対象に含める。複数の原子力事業所を有する
事業者であって、本店の広報班等が行う広報活動の内容が同一の場合に限り、他の原子
力事業所の訓練を評価の対象に含める。

現行指標を継続する。

【補足説明】
②の記者等の参加は、現実的な状況を模擬
するため記者会見で想定される厳しい質問
に加え、一般市民の目線で広報がされてい
るかを外部の目で評価することを目的とし
ている。
また、他原子力事業者広報担当等の参加
は、原子力事業者が答えにくい質問に加
え、相互に評価することで対応力の向上を
目的としている。

９

【Ｄ】

後方支援活動
①原子力事業者間の支援活動
②原子力事業所災害対策支援
拠点との連動

原子力事業者防災業務計
画に定める全ての項目を
実動で実施

原子力事業者防災業務計
画に定める一部の項目を
実動で実施

実動なし

９

【Ｄ】

後方支援活動
①原子力事業者間の支援活動
②原子力事業所災害対策支援
拠点との連動

原子力事業者防災業務計
画に定める全ての項目を
実動で実施

原子力事業者防災業務計
画に定める一部の項目を
実動で実施

実動なし 　事故収束活動において、原子力施設外からの支援を想定した実動の訓練の状況を評価
する。実動とは、物資又は人の移動を伴い、かつ、移動先で物資や人を実際に機能させ
る訓練をいう（移動のみの場合は実動としない）。評価の対象とはしないが、実動で訓
練を行わない場合は実連絡を訓練で行っているか確認する。実連絡とは、実対応と同じ
連絡先と情報のやり取りを実施することをいう。
　後方支援活動においては、要素訓練も評価の対象に含める。

　①は原子力事業者防災業務計画に事業者間の協定等を定めている事業所に限り評価対
象とする。なお、事業者間の協定等がない事業所であって、自社の他事業所からの支援
活動が定めている場合は評価対象とする。

現行指標を継続する。

【補足説明】
「要素訓練も評価の対象に含める」とは、
後方支援活動のうち一部を要素訓練で実動
し、残りを総合訓練で実動するなど、複数
の訓練を組み合わせて一連の後方支援活動
の訓練が行われる場合は実動として評価す
る。
例 総合訓練で実動
　　要請連絡､支援場所受入･支援活動
　要素訓練
　　総合訓練開始前に移動を実動

１０

【Ａ】

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ
④ＥＲＣへの訓練視察

３つ以上該当 ２～１つ該当 該当なし

１０

【Ａ】

訓練への視察など
①他原子力事業者への視察
②自社訓練の視察受入れ
③ピアレビュー等の受入れ
④ＥＲＣへの訓練視察

３つ以上該当 ２～１つ該当 該当なし 　訓練の改善のため、他社の訓練を参考にする、又は自社の訓練への視察やピアレ
ビュー等を求めるといった取組について確認する。
　①は即応センターまたは緊急時対策所への視察を対象とする。また、③は原子力や防
災に関連する第三者機関による評価のほか、他原子力事業者を訓練評価者として受け入
れた場合も実績に含める。

現行指標を継続する。

１１

【Ｃ】
【Ａ】

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた対
策

①～③が実施されてる ①及び②まで実施されて
いる

①のみ実施

１１

【Ｃ】
【Ａ】

訓練結果の自己評価・分析
①問題点から課題の抽出
②原因分析
③原因分析結果を踏まえた対
策

①～③が実施されてる ①及び②まで実施されて
いる

①のみ実施 　訓練実施及び訓練結果の自己評価において、適確に訓練における課題を抽出し、その
課題に対する原因分析を行い、原因分析結果を踏まえた対策の検討が行われ、具体的な
対策の方針を定めているか確認する。防災訓練実施結果報告書の記載により確認する。
　①については、問題点から本来どうすべきであったのか、所内ルール等と照らし何が
できて何ができなかったのか分析した上で自主的に課題を抽出していること、②につい
ては、いわゆる「なぜなぜ分析」等が行われ原因を深掘りして分析されていることを確
認する。

現行指標を継続する。

【補足説明】
・規制庁からの指摘で課題の抽出からやり
直す社があったため、自主的に課題を抽出
することを促す。
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１２
【Ｐ】
【Ｄ】

緊急時対応要員の訓練参加率
（事業所）

原子力防災要員の総数の
うち本訓練を受ける必要
のある者の９０％以上

８０％以上、９０％未満 ８０％未満 原
子
力
事
業
者
防

災
訓
練
の
実
績

１２
【Ｐ】
【Ｄ】

緊急時対応要員の訓練参加率
（事業所）

原子力防災要員の総数の
うち本訓練を受ける必要
のある者の９０％以上

８０％以上、９０％未満 ８０％未満 　原子力防災要員の総数のうち本訓練を受ける必要のある者を分母として、参加率を確
認する。
　訓練参加者には、プレーヤと緊急時対応の習熟効果が期待されるためコントローラを
含めるが、評価者は含めない。

　　訓練参加率　＝　訓練に参加した人数　÷　訓練計画時に計画した参加人数

現行指標を継続する。

【Ｄ】 【Ｄ】

ＥＲＣプラント班は事業者との１０条確認会議、１５条認定会議を開催するが、ＥＲＣ
プラント班からの会議招集に対し速やかに対応できたか、会議において組織を代表する
者が発生事象、事象進展の予測、事故収束対応等の説明が適切かつ簡潔に行われたか確
認する。

現行指標を継続する。

【Ｄ】 【Ｄ】

　現場実動訓練の実施状況を確認する。
　確認対象とする現場実動訓練は、総合訓練時に事故シナリオに基づき実施する緊急時
対策所の活動と連携した現場実動訓練を対象とする。
　総合訓練時を模擬し、緊急時対策所と連携した現場実動訓練を要素訓練等として実施
する訓練も確認の対象に含める。
　なお、プラントに対する訓練を対象とし、退避誘導訓練や原子力災害医療訓練等は含
めない。

現行指標を継続する。

【補足説明】
令和2年度は以下の観点で確認する
・実施状況：総合訓練、要素訓練など実動
を実施した訓練の種類
・テーマ：現場実動訓練のテーマ
・ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝ付与：ﾏﾙﾌｧﾝｸｼｮﾝの有無と内容
・連携状況：現場と緊対所との連携有無
・他事業者評価：受入れ状況

備考

現場実動訓練の実施

１０条確認会議等の対応

現場実動訓練の実施

評価指標だけで表せない取組等を記述する。 評価指標だけで表せない取組等を記述する。

原
子
力
事
業
者
防
災
訓
練
の
改
善
へ
の
取
組

原
子
力
事
業
者
防
災
訓
練
の
改
善
へ
の
取
組

１０条確認会議等の対応

備考
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令和 2年 7月 28 日 

原子力規制庁 

緊急事案対策室 
  

別添６ 
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１．はじめに 

○この資料は、原子力事業者防災訓練の評価指標に基づき、原子力規制庁緊急事案対策室（以下「当室」と言う。）が行う評価の進め方についてまとめたものである。 

○評価指標の見直しに合わせて、この資料も見直すこととし、原子力事業者防災訓練報告会において提示する評価指標（案）と合わせ、提示する。 

○原子力事業者防災訓練報告会において提示する訓練評価は、前回の原子力事業者防災訓練報告会において提示した評価指標に基づき、この資料に示す、評価のための確認内容を踏まえ

て評価を行う。 

○この資料は、原子力事業者防災訓練の状況を踏まえて、途中で見直す場合がある。この場合、再度各事業者に提示する。 
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２．原子力事業者防災訓練の評価のための基本スケジュール 

○以下の日程を目安とし、訓練計画の確認から事業者防災訓練報告会まで、面談等で確認をしながら原子力事業者防災訓練の評価を行う。 

日程(目安) 項目 主な確認内容 

(８週間前) (ERCプラント班への備え

付け資料に係る説明) 

（ERC プラント班） （ERCプラント班への ERCへ備え付ける資料等の説明） 

※実用発電用原子炉に限る。実施方法等を調整。 

５週間前までに

終わらせる 

訓練計画の確認 防災専門官の指導・助言 ○訓練計画の確認【資料】 

上記の後、当室で確認 ○訓練計画の確認【資料】 

・中期計画上の今年度訓練の位置付け 

・今年度訓練の訓練目的、達成目標、主な検証項目、実施体制及び評価体制、訓練の項目と内容（防災

業務計画の記載との整合）、シナリオ など 

○上記の他、評価指標のうち、主に[P][D]の確認【資料】 

・評価指標ごとに実績を確認（[D]は予定を確認） 

○事業者と ERCの訓練コントローラ間の調整 など 

訓練当日 訓練後振り返り ERC プラント班 ○ERCプラント班と事業者 ERC対応者間で訓練終了直後に振り返り 

１週間後 パンチリスト送付 当室で取りまとめ事業者へ送付 ○ERC、官邸、緊対所、即応センターなど国側の訓練参加者の意見やコメント等（以下「パンチリスト」と

いう。）を送付 

※パンチリストは、事業者が行う「問題点・課題等の確認」の参考資料であり、パンチリストの個々の意

見等に対する個々の回答を返信する必要はない。なお、内容に応じて訓練参加者への確認や議論が必

要な場合は対応する。 

３週間後 問題点・課題等の確認 ・防災専門官の指導・助言 

・上記の後、当室の確認 

 

※訓練結果の確認と合わせて面

談するかは、事業者側で判断 

○今年度訓練の問題点から抽出した課題、原因分析、原因分析結果を踏まえた対策の確認【資料】 

・報告書の「今後の原子力災害対策に向けた改善点」に該当する内容を資料で確認 

・資料に基づき以下を確認 

－事業者の社内・社外評価を軸に、訓練後振り返りやパンチリストも参考して整理した問題点 

－①問題点から抽出した課題、②原因分析、③原因分析結果を踏まえた対策 

－「なぜなぜ分析」などによる原因分析の結果（方法や様式は問わない） 

５週間後 訓練結果の確認 ・防災専門官の指導・助言 

・上記の後、当室の確認 

 

○訓練結果の確認【資料】 

・訓練計画基づく訓練目的、達成目標、主な検証項目、訓練の項目と内容に対する結果と評価 

・前回までの訓練の課題に対する結果と評価 

・今年度訓練の①問題点から抽出した課題、②原因分析、③原因分析結果を踏まえた対策（「問題点・

課題等の確認」の内容と同じ） 

○上記の他、評価指標のうち、主に[D][C][A]を確認【資料】 

・評価指標ごとに実績を確認（指標毎の自己評価についても合わせて確認） 

７週間後 報告書届出 － （法定の届出） 

毎年６月頃 訓練評価の結果提示 事業者防災訓練報告会 （当室より、今年度訓練評価指標に基づく評価、次年度評価指標(案)及び評価の進め方を提示） 

※表中、【資料】となっている項目は面談資料として、事業者から受け取る。なお、面談の３営業日前までに資料が届くように調整する。  
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３．評価のための確認内容 

３．１ 訓練計画の確認 

（１）日程（目安） 

５週間前までに終わらせる 

・当該確認は、事業者防災訓練日の５週間前までに終えられるように事業者との面談日を設定する。 

・訓練計画等については、当室との面談前に原子力規制事務所の防災専門官に事前説明を実施する。 

 

（２）主な確認内容 

○訓練計画の確認【資料】 

・中期計画上の今年度訓練の位置付け 

・今年度訓練の訓練目的、達成目標、主な検証項目、実施体制及び評価体制、訓練の項目と内容（防災業務計画の記載との整合）、シナリオ など 

○上記の他、評価指標のうち、主に[P][D]の確認【資料】 

・評価指標ごとに実績を確認（[D]は予定を確認） 

○事業者と ERCの訓練コントローラ間の調整 など 

 

（３）詳細な確認事項 

・訓練計画及び評価指標のうち主に[P][D]に関する指標について確認する。 

・訓練計画説明に係る面談時には、以下を確認する。 

 

実用炉 JAEA及び日本原燃 JAEA 及び日本原燃以外の核燃料施設等 

全般 全般 全般 

○訓練計画【資料】 

・中期計画上の今年度訓練の位置付け 

・今年度の訓練目的、達成目標 

・主な検証項目 

・実施･評価体制 

・訓練の項目･内容（防災業務計画の記載との整合）及び評

価基準 

・訓練シナリオ 

－プラント運転状態、事象想定、スキップの有無等 

－現状のプラント状態を踏まえた訓練の実施方針 

・その他 

－ERSS／SPDSの使用 

－COP様式 

－即応センター、緊対所レイアウト図 

－ERC対応ブース配席図、役割分担 

－ERC書架内の資料整備状況（資料一覧） 

 

 

○訓練計画【資料】 

・中期計画上の今年度訓練の位置付け 

・今年度の訓練目的、達成目標 

・主な検証項目 

・実施･評価体制 

・訓練の項目･内容（防災業務計画の記載との整合）及び評

価基準 

・訓練シナリオ 

－プラント運転状態、事象想定、スキップの有無等 

－現状のプラント状態を踏まえた訓練の実施方針 

・その他 

－ERSS／SPDSの使用 

－COP様式 

－即応Ｃ、緊対所レイアウト図 

－ERC対応ブース配席図、役割分担 

－ERC書架内の資料整備状況（資料一覧） 

 

 

○訓練計画【資料】 

・中期計画上の今年度訓練の位置付け 

・今年度の訓練目的、達成目標 

・主な検証項目 

・実施･評価体制 

・訓練の項目･内容（防災業務計画の記載との整合）及び評

価基準 

・訓練シナリオ 

－プラント運転状態、事象想定、スキップの有無等 

－TV 会議システムを使用する場合は、TV 会議システム

使用不能状態の場面設定の取り入れを検討すること 

・その他 

－COP様式（準備している場合） 

－緊対所レイアウト図、要員の役割分担 

－ERC対応者への情報フロー図 

－ERC対応ブース配席図、役割分担 

－ERC書架内の資料整備状況（資料一覧） 
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○評価指標のうち、主に[P]、[D]に関する内容【資料】 

⇒詳細は以下参照 

 

○事業者と ERCの訓練コントローラ間の調整 

⇒詳細は以下参照 

 

注意： 

・【資料】となっているものは面談資料として提示頂くもの

（訓練シナリオ（非提示型の場合）、個人名、連絡先など、

必要な箇所のマスキング処理を確認する。） 

・COP:共通状況図のこと｡事故･プラントの状況､進展予測と

事故収束対応戦略､戦略の進捗状況について認識の共有の

ために作成される図表であって､各社で様式や名称は異な

る。 

 

○評価指標のうち、主に[P]、[D]に関する内容【資料】 

⇒詳細は以下参照 

 

○事業者と ERCの訓練コントローラ間の調整 

⇒詳細は以下参照 

 

注意： 

・【資料】となっているものは面談資料として提示頂くもの

（訓練シナリオ（非提示型の場合）、個人名連絡先など、必

要な箇所のマスキング処理を確認する。） 

・COP:共通状況図のこと｡事故･プラントの状況､進展予測と

事故収束対応戦略､戦略の進捗状況について認識の共有の

ために作成される図表であって､各社で様式や名称は異な

る。 

○評価指標のうち、主に[P]、[D]に関する内容【資料】 

⇒詳細は以下参照 

 

○事業者と ERC の訓練コントローラ間の調整 

⇒詳細は以下参照 

 

注意： 

・【資料】となっているものは面談資料として提示頂くもの

（訓練シナリオ（非提示型の場合）、個人名連絡先など、必

要な箇所のマスキング処理を確認する。） 

・COP:共通状況図のこと｡事故･プラントの状況､進展予測と

事故収束対応戦略､戦略の進捗状況について認識の共有の

ために作成される図表であって､各社で様式や名称は異な

る。 

 

指標１：情報共有のための情報フロー 指標１：情報共有のための情報フロー  

○発電所、本店（即応センター）、ERCの３拠点間の情報フロ

ーを確認する 

・情報フローとは、次の５つの情報 

－①EALに関する情報 

－指標２に示す情報（②事故・プラントの状況、③進展

予測と事故収束対応戦略、④戦略の進捗状況） 

－⑤ERCプラント班からの質問への回答 

について、いつ、どこで、だれが、なにを、どんな目的

で、どのように、の観点からみた、情報伝達の一連の流

れをいう。 

○情報フローにおいて、前回訓練における課題及び当該課題

を踏まえた改善点を確認する 

①前回訓練で情報フローに問題がある場合 

・前回訓練での情報共有における問題が発生した事業者

は、問題に対する課題の抽出、原因分析及び対策を確

認する。 

・その上で、情報フローが対策を反映したものとなって

いるか確認する。 

②前回訓練で情報フローに問題がない場合 

・情報フローに対し、更なる改善点が無いか検証した結

果を確認する。 

 

 

 

 

 

 

○事業所、本店（即応センター）、ERCの３拠点間の情報フロ

ーを確認する 

・情報フローとは、次の５つの情報 

－①EALに関する情報 

－指標２に示す情報（②事故・プラントの状況、③進展

予測と事故収束対応戦略、④戦略の進捗状況） 

－⑤ERCプラント班からの質問への回答 

について、いつ、どこで、だれが、なにを、どんな目的

で、どのように、の観点からみた、情報伝達の一連の流

れをいう。 

○情報フローにおいて、前回訓練における課題及び当該課題

を踏まえた改善点を確認する 

①前回訓練で情報フローに問題がある場合 

・前回訓練での情報共有における問題が発生した事業者

は、問題に対する課題の抽出、原因分析及び対策を確

認する。 

・その上で、情報フローが対策を反映したものとなって

いるか確認する。 

②前回訓練で情報フローに問題がない場合 

・情報フローに対し、更なる改善点が無いか検証した結

果を確認する。 
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指標２：ERCプラント班との情報共有 指標２：ERCプラント班との情報共有 指標１：緊急時対策所と ERCプラント班との情報共有 

○ERC対応ブース発話者の育成・多重化の考え方を確認する 

 

○訓練当日、ERC 対応ブース発話者をくじ引き等により選定

することの可否（否の場合は、その理由）を確認する 

○ERC対応ブース発話者の育成・多重化の考え方を確認する ○評価指標１の「評価対象の考え方など」に記述している、

「事故・プラントの状況（現在のプラントの状況、新たな

事象の発生、線量の状況、負傷者の発生等の発生イベント、

現況）、進展予測と事故収束対応（事故の進展予測及びこれ

を踏まえた事故収束に向けた対応戦略（対応策））、戦略の

進捗状況（事故収束に向けた対応戦略（対応策）の進捗状

況）に係る説明」、並びに「事象の進展や事故収束戦略・予

測進展の変更といった状況変化時や、適時に施設全体の現

況について説明」を行うための体制・運用を確認する 

○前回訓練を踏まえ、情報共有に係る体制・運用、情報提供

のための説明資料等について見直した点、また、確実な情

報共有を行うために取り組んだ点（マニュアル改善、教育・

訓練等）を確認する 

 

○事業者が定めるリエゾンの役割を確認する 

※訓練時にリエゾンを派遣するかは事業者の訓練計画に

任せる 

 

○COP の活用（準備している場合） 

COP様式を確認する 

 

指標３：情報共有のためのツール等の活用 指標３：情報共有のためのツール等の活用  

3-1 プラント情報表示システムの使用 

○使用するプラント情報表示システムを確認する（実発災

時とシステムの差異も確認する） 

 

3-2 リエゾンの活動 

○事業者が定めるリエゾンの役割を確認する 

 

3-3 COPの活用 

○COPの作成・更新のタイミング、頻度を確認する 

 

3-4 ERC備付け資料の活用 

○ERC備付資料の更新状況を確認する 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-1 プラント情報表示システムの使用 

○使用するプラント情報表示システムを確認する（実発災

時とシステムの差異も確認する） 

 

3-2 リエゾンの活動 

○事業者が定めるリエゾンの役割を確認する 

 

3-3 COPの活用 

○COPの作成・更新のタイミング、頻度を確認する 

 

3-4 ERC備付け資料の活用 

○ERC備付資料の更新状況を確認する 
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指標４：確実な通報・連絡の実施 指標４：確実な通報・連絡の実施 指標２：確実な通報・連絡の実施 

 

 

 

 

（①通報文の正確性） 

○通報 FAX送信前の通報文チェック体制、通報文に誤記等

があった際の対応を確認する 

○発出した EALが非該当となった場合の対応を確認する 

○通報に使用する通信機器の代替手段を確認する 

 

（②EAL判断根拠の説明） 

○EAL 判断根拠の説明方法（情報の入手や説明資料など）

を確認する 

 

 

（③10条確認会議等の対応） 

○10 条確認会議、15 条認定会議の事業者側対応予定者の

職位・氏名を確認する 

 

（④第 25条報告） 

○25 条報告の発出タイミングの考え方を確認する 

○訓練事務局側が想定する、今回訓練シナリ上の 25 条報

告のタイミング、報告内容（発生事象と対応の概要、プ

ラント状況、放出見通し/状況、モニタ・気象情報など）、

回数（訓練シナリオ中の記載されているか）を確認する 

 

 

 

 

 

（①通報文の正確性） 

○通報 FAX送信前の通報文チェック体制、通報文に誤記等

があった際の対応を確認する 

○発出した EALが非該当となった場合の対応を確認する 

○通報に使用する通信機器の代替手段を確認する 

 

（②EAL判断根拠の説明） 

○EAL 判断根拠の説明方法（情報の入手や説明資料など）

を確認する 

 

 

（③10条確認会議等の対応） 

○10 条確認会議、15 条認定会議の事業者側対応予定者の

職位・氏名を確認する 

 

（④第 25条報告） 

○25 条報告の発出タイミングの考え方を確認する 

○訓練事務局側が想定する、今回訓練シナリ上の 25 条報

告のタイミング、報告内容（発生事象と対応の概要、プ

ラント状況、放出見通し/状況、モニタ・気象情報など）、

回数（訓練シナリオ中の記載されているか）を確認する 

 

（①FAX等の通報が１５分以内） 

○通報に使用する通信機器の代替手段を確認する 

 

（②通報文の正確性） 

○通報 FAX送信前の通報文チェック体制、通報文に誤記等

があった際の対応を確認する 

○発出した EAL が非該当となった場合の対応を確認する 

 

 

 

（③EAL判断根拠の説明） 

○前回訓練を踏まえ、EAL 判断根拠の説明について、確実

な説明を行うために取り組んだ点（マニュアル改善、教

育・訓練等）を確認する 

 

 

 

 

 

（④第 25条報告） 

○25 条報告の発出タイミングの考え方を確認する 

○訓練事務局側が想定する、今回訓練シナリ上の 25 条報

告のタイミング、報告内容（発生事象と対応の概要、プ

ラント状況、放出見通し/状況、モニタ・気象情報など）、

回数（訓練シナリオ中の記載されているか）を確認する 

 

 

  指標３：通信機器の操作 

  ○通常使用する ERCとの通信機器に支障が発生した場合の代

替手段及び移行操作の説明並びに前回訓練を踏まえたマ

ニュアル改善、教育・訓練等の実績を確認する 

＜TV会議システムを使用する場合＞ 

・訓練時の TV 会議システム使用不能状態の場面設定を確

認する 

＜TV会議システムを使用しない場合＞ 

・訓練時に通信不通などのマルファンクション実施予定の

有無を確認する 
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 指標６：中期計画の見直し 指標４：中期計画の見直し 

 ○見直し状況、見直し内容、今年度訓練実施計画の位置づけ

を確認する 

○見直し後の中期計画を確認する 

○前回訓練の訓練報告書提出以降から次年度訓練まで対応

実績・スケジュール（作業フローなど）について、以下の

PDCAの観点で概要を確認する 

【観点】前回訓練の訓練報告書提出から今回訓練までと今

回の訓練を踏まえた[C]及び[A]、中期計画及び原子力

防災業務計画への反映[P]の時期 

[C]訓練報告書のとりまとめ時期 

[A]対策を講じる時期 

－具体的な対策の検討、マニュアル等へ反映、周

知・教育/訓練など（前回の訓練実施結果報告書

に掲げた各課題についての対応内容、スケジュ

ール） 

－原子力事業者防災業務計画への反映の検討事

項・時期（定期見直し含む） 

[P]中期計画等の見直し事項・時期、次年度訓練計画立

案時期 

○前回訓練実施後の面談時に確認した PDCA 計画を再度確認

する 

○見直し状況、見直し内容、今年度訓練実施計画の位置づけ

を確認する 

○見直し後の中期計画を確認する 

○前回訓練の訓練報告書提出以降から次年度訓練まで対応

実績・スケジュール（作業フローなど）について、以下の

PDCAの観点で概要を確認する 

【観点】前回訓練の訓練報告書提出から今回訓練までと今

回の訓練を踏まえた[C]及び[A]、中期計画及び原子力

防災業務計画への反映[P]の時期 

[C]訓練報告書のとりまとめ時期 

[A]対策を講じる時期 

－具体的な対策の検討、マニュアル等へ反映、周

知・教育/訓練など（前回の訓練実施結果報告書

に掲げた各課題についての対応内容、スケジュ

ール） 

－原子力事業者防災業務計画への反映の検討事

項・時期（定期見直し含む） 

[P]中期計画等の見直し事項・時期、次年度訓練計画立

案時期 

○前回訓練実施後の面談時に確認した PDCA 計画を再度確認

する 

 

指標５：前回訓練の訓練課題を踏まえた訓練実施計画等の策

定 

指標６：前回訓練の訓練課題を踏まえた訓練実施計画等の策

定 

指標５：前回訓練の訓練課題を踏まえた訓練実施計画等の策

定 

○訓練実施計画が、前回訓練の訓練結果を踏まえ、問題・課

題に対する改善策が有効に機能するものであるか検証で

きる計画（訓練実施項目、訓練シナリオ等）となっている

ことを確認する 

○訓練時における当該改善策の有効性の評価・確認の方法

（例えば、訓練評価者が使用する評価チェックリスト（改

善策の有効性を検証するための評価項目、評価基準などが

明確になっているもの）が作成されていることなど）を確

認する 

○課題の検証につき、社内自主訓練・要素訓練、他発電所の

訓練で対応している場合は、その検証結果を確認する 

○今年度の訓練で課題検証を行わない場合にあっては、その

理由と検証時期の説明、中期計画等への反映状況を確認す

る。また、今年度の訓練で課題検証を行わずとも緊急時対

応に直ちに問題は無いことを確認する 

 

○訓練実施計画が、前回訓練の訓練結果を踏まえ、問題・課

題に対する改善策が有効に機能するものであるか検証で

きる計画（訓練実施項目、訓練シナリオ等）となっている

ことを確認する 

○訓練時における当該改善策の有効性の評価・確認の方法

（例えば、訓練評価者が使用する評価チェックリスト（改

善策の有効性を検証するための評価項目、評価基準などが

明確になっているもの）が作成されていることなど）を確

認する 

○課題の検証につき、社内自主訓練・要素訓練、他事業所の

訓練で対応している場合は、その検証結果を確認する 

○今年度の訓練で課題検証を行わない場合にあっては、その

理由と検証時期の説明、中期計画等への反映状況を確認す

る。また、今年度の訓練で課題検証を行わずとも緊急時対

応に直ちに問題は無いことを確認する 

○訓練実施計画が、前回訓練の訓練結果を踏まえ、問題・課

題に対する改善策が有効に機能するものであるか検証で

きる計画（訓練実施項目、訓練シナリオ等）となっている

ことを確認する 

○訓練時における当該改善策の有効性の評価・確認の方法

（例えば、訓練評価者が使用する評価チェックリスト（改

善策の有効性を検証するための評価項目、評価基準などが

明確になっているもの）が作成されていることなど）を確

認する 

○課題の検証につき、社内自主訓練・要素訓練で対応してい

る場合は、その検証結果を確認する 

 

○今年度の訓練で課題検証を行わない場合にあっては、その

理由と検証時期の説明、中期計画等への反映状況を確認す

る。また、今年度の訓練で課題検証を行わずとも緊急時対

応に直ちに問題は無いことを確認する 
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 指標７：シナリオ非提示型訓練の実施状況 指標６：シナリオ非提示型訓練の実施状況 

 ○開示する範囲、程度（一部開示の場合、誰に／何を開示す

るのか具体的に記載）及びその設定理由を確認する 

 

○開示する範囲、程度（一部開示の場合、誰に／何を開示す

るのか具体的に記載）及びその設定理由を確認する 

 

指標６：シナリオの多様化・難度 指標８：シナリオの多様化・難度 指標７：シナリオの多様化・難度 

○訓練シナリオのアピールポイントを確認する 

○シナリオ多様化に関し、付与する場面設定を確認する 

○訓練プレーヤへ難度の高い課題をどのように与えている

かを確認する 

例） 

・時間  ：要員が少ない時間帯 

・場所  ：対応が困難となる場所 

・気象  ：通常訓練で想定しない天候や組み合わせなど 

・体制  ：キーとなる要員の欠員 

・資機材 ：手順外の資機材の活用 

・計器故障：EAL判断計器または重要計器故障、これに伴

う代替パラメータでの確認 

・人為的ミス：操作や報告のミス 

・OFC対応：要員派遣に加え、オンサイトと連携した活動 

・判断分岐：マルチエンディング、途中の判断分岐など 

・その他 ：複数の汚染傷病者 

 

○訓練シナリオのアピールポイントを確認する 

○シナリオ多様化に関し、付与する場面設定を確認する 

○訓練プレーヤへ難度の高い課題をどのように与えている

かを確認する 

例） 

・時間  ：要員が少ない時間帯 

・場所  ：対応が困難となる場所 

・気象  ：通常訓練で想定しない天候や組み合わせなど 

・体制  ：キーとなる要員の欠員 

・資機材 ：手順外の資機材の活用 

・計器故障：EAL判断計器または重要計器故障、これに伴

う代替パラメータでの確認 

・人為的ミス：操作や報告のミス 

・OFC対応：要員派遣に加え、オンサイトと連携した活動 

・判断分岐：マルチエンディング、途中の判断分岐 

・その他 ：複数の汚染傷病者など 

 

○訓練シナリオのアピールポイントを確認する 

○シナリオ多様化に関し、付与する場面設定を確認する 

○訓練プレーヤへ難度の高い課題をどのように与えている

かを確認する 

例） 

・時間  ：要員が少ない時間帯 

・場所  ：対応が困難となる場所 

・気象  ：通常訓練で想定しない天候や組み合わせなど 

・体制  ：キーとなる要員の欠員 

・資機材 ：手順外の資機材の活用 

・計器故障：EAL判断計器または重要計器故障、これに伴

う代替パラメータでの確認 

・人為的ミス：操作や報告のミス 

・OFC対応：要員派遣に加え、オンサイトと連携した活動 

・判断分岐：マルチエンディング、途中の判断分岐 

・その他 ：複数の汚染傷病者など 

 

 

指標７：現場実動訓練の実施   

○現場実動訓練の実施内容を確認する 

○事故シナリオに基づき実施する緊急時対策所の活動との

連携を確認する 

○他原子力事業者評価者の受け入れ予定を確認する 

 

  

指標８：広報活動 指標９：広報活動 指標８：広報活動 

○評価要素①～⑤それぞれについて、対応、参加等の予定を

確認する 

 

○評価要素①～④それぞれについて、対応、参加等の予定を

確認する 

○評価要素①～④それぞれについて、対応、参加等の予定を

確認する 

指標９：後方支援活動 指標 10：後方支援活動 指標９：後方支援活動 

○評価要素①～③それぞれについて、具体的活動予定（特に、

実動で実施する範囲を明確にすること）を確認する 

○一部を要素訓練で実動し、残りを総合訓練で実動するな

ど、複数の訓練を組み合わせて一連の後方支援活動の訓練

を実施する場合はその内容を確認する 

 

 

 

○評価要素①～③それぞれについて、具体的活動予定（特に、

実動で実施する範囲を明確にすること）を確認する 

○一部を要素訓練で実動し、残りを総合訓練で実動するな

ど、複数の訓練を組み合わせて一連の後方支援活動の訓練

を実施する場合は、その内容を確認する 

○評価要素①，②それぞれについて、具体的活動予定（特に、

実動で実施する範囲を明確にすること）を確認する 

○一部を要素訓練で実動し、残りを総合訓練で実動するな

ど、複数の訓練を組み合わせて一連の後方支援活動の訓練

を実施する場合は、その内容を確認する 
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指標 10：訓練への視察など 指標 11：訓練への視察など 指標 10：訓練への視察など 

（①他原子力事業者への視察） 

○他事業者への視察実績、視察計画を確認する 

 

（②自社訓練の視察受け入れ） 

○自社訓練の視察受け入れ計画（即応Ｃ、緊対所それぞ

れの視察受入れ可能人数、募集締め切り日、募集担当

者の氏名・連絡先）を確認する 

 

（③ピアレビュー等の受入れ） 

○ピアレビュー等の受入れ計画（受入れ者の属性、レビ

ュー内容等）を確認する 

 

（④他原子力事業者の現場実動訓練への視察） 

○視察又は評価者としての参加の実績、予定を確認する 

 

（①他原子力事業者への視察） 

○他事業者への視察実績、視察計画を確認する 

 

（②自社訓練の視察受け入れ） 

○自社訓練の視察受け入れ計画（即応Ｃ、緊対所それぞ

れの視察受入れ可能人数、募集締め切り日、募集担当

者の氏名・連絡先）を確認する 

 

（③ピアレビュー等の受入れ） 

○ピアレビュー等の受入れ計画（受入れ者の属性、レビ

ュー内容等）を確認する 

 

（①他原子力事業者への視察） 

○他事業者への視察実績、視察計画を確認する 

 

（②自社訓練の視察受け入れ） 

○自社訓練の視察受け入れ計画（緊対所の視察受入れ可

能人数、募集締め切り日、募集担当者の氏名・連絡先）

を確認する 

 

（③ピアレビュー等の受入れ） 

○ピアレビュー等の受入れ計画（受入れ者の属性、レビ

ュー内容等）を確認する 

 

 

 

 

（④ERCへの訓練視察） 

○ERCへの訓練視察の実績、視察計画を確認する 

 

指標 11：訓練結果の自己評価・分析 指標 12：訓練結果の自己評価・分析 指標 11：訓練結果の自己評価・分析 

 － 

 

 －  － 

備考：訓練参加率 指標 13,14：訓練参加率 指標 12：訓練参加率 

○発電所参加予定人数（うち、コントローラ人数）を確認す

る 

○即応センター参加予定人数（うち、コントローラ人数）を

確認する 

○リエゾン予定人数を確認する 

○評価者予定人数を確認する 

 

○発電所参加予定人数（うち、コントローラ人数）を確認す

る 

○即応センター参加予定人数（うち、コントローラ人数）を

確認する 

○リエゾン予定人数を確認する 

○評価者予定人数を確認する 

○参加予定人数（うち、リエゾン人数、コントローラ人数）

を確認する 

○評価者予定人数を確認する 

備考：中期計画の見直し   

○見直し状況、見直し内容、今年度訓練実施計画の位置づけ

を確認する 

○見直し後の中期計画を確認する 

○前回訓練の訓練報告書提出以降から次年度訓練まで対応

実績・スケジュール（作業フローなど）について、以下の

PDCAの観点で概要を確認する 

【観点】前回訓練の訓練報告書提出から今回訓練までと今

回の訓練を踏まえた[C]及び[A]、中期計画及び原子力

防災業務計画への反映[P]の時期 

[C]訓練報告書のとりまとめ時期 

[A]対策を講じる時期 
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－具体的な対策の検討、マニュアル等へ反映、周

知・教育/訓練など（昨年度の訓練実施結果報告

書に掲げた各課題についての対応内容、スケジ

ュールがわかるように記載すること） 

－原子力事業者防災業務計画への反映の検討事

項・時期（定期見直し含む） 

[P]中期計画等の見直し事項・時期、次年度訓練計画立

案時期 

○前回訓練実施後の面談時に確認した PDCA計画を確認する 

備考：シナリオ非提示型訓練の実施状況   

○開示する範囲、程度（一部開示の場合、誰に／何を開示す

るのか具体的に記載）及びその設定理由を確認する 

  

  備考：10条確認会議等の対応 

  ○10 条確認会議、15 条認定会議の事業者側対応予定者の職

位・氏名を確認する 

 備考：現場実動訓練の実施 備考：現場実動訓練の実施 

 ○現場実動訓練の実施内容 

○事故シナリオに基づき実施する緊急時対策所の活動との

連携を確認する 

 

○現場実動訓練の実施内容 

○事故シナリオに基づき実施する緊急時対策所の活動との

連携を確認する 

 

【補足】事業者と ERCの訓練コントローラ間の調整事項 

実用炉 JAEA及び日本原燃 JAEA 及び日本原燃以外の核燃料施設等 

○ERC広報班との連動の有無 

○TV会議接続先（即応センター、OFC、緊対所） 

○リエゾンの人数（プラント・広報）、入館時刻、訓練参加

タイミング 

○訓練終了のタイミング、その後の振り返りの要否 

○ERSS使用に係る当庁情報システム室との調整状況 

○事前通信確認実施の要否 

○即応センターコントローラの所属、氏名、連絡先 

○ERC対応者の職位、氏名 

○訓練時、メールを利用した ERCプラント班への資料提供

の実施の有無 

 

○ERC広報班との連動の有無 

○TV会議接続先（即応センター、OFC、緊対所） 

○リエゾンの人数（プラント・広報）、入館時刻、訓練参加

タイミング 

○訓練終了のタイミング、その後の振り返りの要否 

○ERSS使用に係る当庁情報システム室との調整状況 

○事前通信確認実施の要否 

○即応センターコントローラの所属、氏名、連絡先 

○ERC対応者の職位、氏名 

○訓練時、メールを利用した ERCプラント班への資料提供

の実施の有無  

○ERC広報班との連動の有無 

 

○リエゾンの人数、入館時刻、訓練参加タイミング 

 

○訓練終了のタイミング、その後の振り返りの要否 

 

○事前通信確認実施の要否 

○ERCと連携するコントローラの所属、氏名、連絡先 

○ERC対応者の職位、氏名 

○訓練時、メールを利用した ERCプラント班への資料提供

の実施の有無  

 （注）当室との面談日までに確定していない事項については後日調整する。 
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３．２ 問題点・課題等の確認 

（１）日程（目安） 

３週間後 

・当室との面談前に原子力規制事務所の防災専門官に事前説明を実施する。 

なお、テレビ会議システム等を用いて当室と防災専門官との面談を同時に実施しても良い。 

・面談の必要性は事業者側で判断するものとし、「問題点・課題等の確認」と「訓練結果の確認」を一つの面談で実施しても良い。 

 

（２）主な確認内容 

○今年度訓練の問題点から抽出した課題、原因分析、原因分析結果を踏まえた対策の確認【資料】 

・報告書の「今後の原子力災害対策に向けた改善点」に該当する内容を資料で確認 

・資料に基づき以下を確認 

－事業者の社内・社外評価を軸に、訓練後振り返りやパンチリストも参考して整理した問題点 

－①問題点から抽出した課題、②原因分析、③原因分析結果を踏まえた対策 

－「なぜなぜ分析」などによる原因分析の結果（方法や様式は問わない） 

 

（３）詳細な確認事項 

①訓練後振り返りやパンチリストでの指摘のみならず、社内・社外評価結果も踏まえ、①問題点から抽出した課題、②原因分析、③原因分析結果を踏まえた対策について、原子力事

業者がまとめた資料（以下「訓練課題対応資料」という。）に基づいて確認する。 

ａ．パンチリストの個々の回答ではなく、パンチリストから問題点を整理し、解決すべき課題を抽出しているか 

・パンチリストの各項目に対する個々の回答の確認は実施しない。パンチリストで問題点として指摘した項目については、訓練課題対応資料中に含めることとし、内容を確認

する。 

・パンチリストのコメントのうち、事実と異なるものや対策不要と考えるものがある場合には、その理由等を確認する。 

ｂ．自社の評価者や訓練プレーヤからの意見についても同様に、問題点を整理し、解決すべき課題を抽出しているか 

ｃ．実用発電用原子炉事業者、JAEA、日本原燃においては、「訓練計画の確認」で提示した情報フロー（JAEA 及び日本原燃以外の核燃料施設等の事業者にあっては、ERC 対応者へ

の情報フロー図）から問題点を整理し、解決すべき課題を抽出しているか（情報フロー図上に、訓練において不具合が生じた箇所を書き込んだもので構わない）ｄ．前回まで

の訓練における要改善事項について再発した場合も同様に、問題点を整理し、解決すべき課題を抽出しているか 

ｅ．上記ａ．～ｄ．で抽出した解決すべき課題について、原因分析を行い、阻害している要因を洗い出しているか（原因分析の手法（「なぜなぜ分析」など）は問わない） 

②確認のポイント 

ａ．訓練直後に行う振り返りやパンチリストを踏まえ、ERCとの情報共有、EALの判断、FAX通報の記載など法令、防災業務計画、定められた手順等の逸脱に関する重要な指摘につ

いて、問題点として整理されているか。 

ｂ．問題点から抽出した課題、原因分析で出された要因について、抜け漏れやダブりがないか（MECE※の概念を踏まえた分析がされているか）。 

※MECE：Mutually Exclusive and Collectively Exhaustive(モレなくダブりなく、の意) 

ｃ．原因分析結果を踏まえた対策の検討が行われ、具体的な対策の方針を定めているか。 

ｄ．対策の方針は課題解決に対し有効な手段となっているか。 

ｅ．前回訓練から継続・再発している問題（解決ができていない）については、前回訓練課題の原因分析と対策が十分でなかったものと考えられ、重点的に確認。 

③面談の結果、問題点から抽出した課題、原因分析、原因分析結果を踏まえた対策の検討等について、内容に応じ、訓練課題対応資料等の再提出、再面談を求める。 

④面談資料中に、個人名・連絡先等の非公開情報が含まれる場合は、公開用（HP公開面談録に添付する面談資料用）にマスキング版を別途提出。 
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３．３ 訓練結果の確認 

（１）日程（目安） 

５週間後 

・当室との面談前に原子力規制事務所の防災専門官に事前説明を実施する。 

なお、テレビ会議システム等を用いて当室と防災専門官との面談を同時に実施しても良い。 

 

（２）主な確認内容 

○訓練結果の確認【資料】 

ａ．訓練計画基づく訓練目的、達成目標、主な検証項目、訓練の項目と内容に対する結果と評価 

ｂ．前回までの訓練の課題に対する結果と評価 

ｃ．今年度訓練の①問題点から抽出した課題、②原因分析、③原因分析結果を踏まえた対策（「問題点・課題等の確認」の内容と同じ） 

○上記の他、評価指標のうち、主に[D][C][A]を確認【資料】 

・評価指標ごとに実績を確認（指標毎の自己評価についても合わせて確認） 

 

（３）詳細な確認事項 

①事業者防災訓練実施結果報告書の「別紙」の記載に準じた体裁の資料で確認。 

－上記ａ．～ｃ．の内容が含まれているか。 

－評価結果及び問題点から抽出した課題に抜け漏れがないか。これらの記載とその原因と対策の記載を結ぶ「紐付け」の注記が記載されているか。 

－誤字脱字が無いこと、文章表現が適切であることはもとより、主語と述語が明記され誰に対する結果や評価なのかわかる報告内容となっているか。 

②確認のポイント 

ａ．訓練目的、達成目標、主な検証項目及び訓練の項目・内容 

・訓練計画書と整合した記載になっているか 

ｂ．上記ａ．に対する訓練結果と評価結果 

・訓練結果として、訓練時に実施した内容、起こった事実が記載されているか。 

例 第 10条事象の発生を受け、通報班は通報文の作成、FAX送信及び電話による着信確認を実施した。 

例 通報班は通報文を 18分で送信した。 

・評価結果として、達成目標、評価基準に照らして評価した結果（良否）が記載されているか。 

例 通報班は社内基準の 15分を超過して通報文を FAX送信しており、改善が必要である。 

・「問題点・課題等の確認」で確認した問題点から抽出した課題については、評価結果において「否」として記載されているか。 

ｃ．前回までの訓練の課題に対する訓練結果と評価結果 

・昨年度訓練実施結果報告書に記載された前回までの訓練における要改善事項について、その問題点から抽出した課題、原因、対策が記載されているか。（昨年度報告書の記載を

修正して記載する必要がある場合は、転記した上で追記・修正しているか。） 

・訓練結果と評価結果の確認の観点は、②と同様。 

・「問題点・課題等の確認」で確認した問題点から抽出した課題については、評価結果において「否」として記載されているか。 

ｄ．今年度訓練の問題点から課題の抽出、原因分析、原因分析を踏まえた対策 

・上記ｂ．及びｃ．で「否」となった全ての項目（問題点から抽出した課題）について、その原因と対策が記載されているか。当該記載は、「問題点・課題等の確認」の訓練課題

対応資料を反映したものとなっているか。 
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③次年度訓練まで対応実績・スケジュール（作業フローなど）について、以下の PDCAの観点で概要を確認する 

【観点】今回の訓練を踏まえた[C]及び[A]、中期計画及び原子力防災業務計画への反映[P]の時期「訓練計画の確認」の PDCA計画も再度確認） 

[C]訓練報告書のとりまとめ時期 

[A]対策を講じる時期 

－具体的な対策の検討、マニュアル等へ反映、周知・教育/訓練など 

※今年度の訓練実施結果報告書に掲げる、問題点から抽出した課題ごとに、それぞれの対応内容、スケジュールがわかるように記載されているか 

－原子力事業者防災業務計画への反映の検討事項・時期（定期見直し含む） 

[P]中期計画等の見直し事項・時期、次年度訓練計画立案時期 

④今年度評価指標に対して、自己評価結果とその根拠について確認する。 

⑤「問題点・課題等の確認」の面談を実施していない場合には、「問題点・課題等の確認」の内容も確認する。 

⑥面談の結果を踏まえ、内容に応じ、訓練課題対応資料等の再提出、再面談を求める。 

⑦面談資料中に、個人名・連絡先等の非公開情報が含まれる場合は、公開用（HP公開面談録に添付する面談資料用）にマスキング版を別途提出。 

 

３．４ 報告書届出 

（１）日程（目安） 

７週間後 

 

（２）主な確認内容 

－（法定の届出の確認） 

 

（３）詳細な確認事項 

○「訓練結果の確認」を踏まえた記載内容となっているか確認する 

○当室が必要と判断した場合には面談を実施し内容を確認する 

 

３．５ その他 

○訓練実施結果、面談内容を踏まえ、これら以外にも資料の提示、再面談を求める。 

○ERC プラント班のアンケート結果を踏まえて評価する項目は、訓練終了後に ERCプラント班に対してアンケートを実施し、その集計結果に基づいて評価を行う。 

 

―以上― 
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